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第 Ⅰ 串 日本における 消費者信用情報保護法制 

1 ,  序 

今日、 割賦販売、 クレジットカードによる 決済、 消費者・ローン 等 

の 制度が、 大変に発達している。 この場合、 これらの制度を 利用す 
る 消費者は、 前もって自らの 物的担保を提供し、 相手方との取引に 

より生じる債務を 担保するわけではない。 これらの制度のもとでは、 

相手力 ( 業者 ) が、 消費者には相手方との 取引により生じる 債務を負 
担 することができると 把握、 判断して、 消費者との取引を 行 う 。 消 
賛者がそのような 取引を行う、 そこから生じる 債務を負担すること 
ができると認めることを、 消費者への信用供与という。 従って 、 相 

手力 ( 業者 ) にとっては、 取引の申込を 行った消費者に 信用供与をす 

る とができるか 否かが決定的に 重要であ る。 そのために、 相手方 
( 業者 ) は、 取引に必要な 当該消費者の 個人信用情報を 集めるととも 

に 、 個人信用情報機関を 利用している。 個人信用情報機関は、 「銀行、 
クレジット会社、 消費者金融業者など、 多くの場合物的担保によら 

ず 専ら顧客の信用 ( 返済能力 ) を担保として 信用供与を行 う 事業者を 

会員とし、 信用供与にとって 不可欠な顧客の 信用に関する 情報を収 
集 ・蓄積し、 会員の求めに 応じてそれを ( 与信 判断の材料として ) 提 
供することを」業務としている ，。 

現在、 わが国における 個人信用情報機関としては、 「全国銀行個人 

信用情報センター」 ( 金融機関が会員の 中心 ) 、 「 ( 株 ) シー・アイ・ シ 
一 」 ( クレジット会社が 会員の中心 ) 、 「全国信用情報センタ 一連合会 
( 余情 連 ) 加盟の 3 3 機関」 ( 消費者金融系企業が 中心 ) 、 および「 ( 株 ) 
シー ・ 、 ン一 ・ ピ ー (CCB), ( 「業種横断型」企業による 個人信用情報 

機関 八 そして ( 株 ) 「テラネット」の 5 系統があ る。 前 三者は情報交流 
を 行っており CRIN  ( タリン : Credit  Inform  ation  N  etw  ork) と呼ん 

でいる。 また、 余情 連と ( 株 ) テラネットも 相互に情報の 交流を行っ 
ている。 これらの個人信用情報機関は 情報を共有することにより、 
過剰貸付の防止、 多重債務者の 発生を未然に 防止することを 目的と 

している。 

しかし、 消費者という 観点での個人信用情報 ( 以下、 消費者信用情 

1 内閣府国民生活局『ハンドブック 消費者 2 0 0 5 円 ( 国立印刷局、 
2 0 0 5 年 )87 頁。 
2 従って、 会員は信販、 クレジットカード 会社、 消費者金融会社、 
メーカ一割賦、 大手百貨店、 都銀系信用保証会社など 外資系を含め 
極めて多岐にねたる。 アメリカ合衆国の TRWO 現在のエクスペリア 
ン ) を モデルに設立された。 

上
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鞭 という。 ) には、 消費者信用「情報」が 適切に取り扱われて、 消費者 

信用情報という 観点からその 不正、 不当な収集・ 利用がされてはな 

らない、 そのためには、 どのような措置が 講じられるべきか、 とい 

ぅ 情報一般に繋がる 問題であ る。 現在は個人情報保護法および 金融 
庁 、 経済産業省等の 各種ガイドラインが 規律している 8 。 消費者信用 
情報の領域では、 貸金業規制法 30 条 2 項 ( 「情報の目的覚利用の 禁 
止 」 ) 、 割賦販売法 39 条 ( 「信用情報の 適正な使用等」 ) などがこの 
問題を規律している。 

とくに、 消費者信用情報の 場合、 その情報は消費者が 自己の信用 

力 を担保に相手方 ( 業者 ) と取引をしょうとするときに 用いられるた 
め 、 消費者の経済的活動に 大きくかかわることになる。 言い換えれ 
ば 、 消費者信用情報は、 消費者の経済的活動を 左右するのであ る。 
仮にあ る消費者の信用情報が 間違って事故情報として 登録された、 

あ るいは不利益な 情報が登録されたとき、 その情報は消費者信用情 
戦機関を通じて 各会員に提供される。 そこで問題は、 どのような 情 

報 が登録されるか、 登録されることについて 消費者に十分な 説明が 
なされているかということであ る。 とくに不利益情報についは、 消 
賛者には不利益情報を 決定する余地はなく、 基本的にそれはすべて 
信用情報機関が 決定する。 そのために、 消費者が予測しない 事情も 

不利益情報として 取り扱われる 可能性があ る。 

例えば、 信用情報機関により、 破産宣告、 失院宣告等の 公的記録 

に 基づく情報の 間接収集が行われ 登録されたが、 別人の情報であ っ 
たというような 場合であ る。 そのうえで、 これを具体的に 論じるた 

めに消費者信用情報に 関する裁判例を 検討する。 

2 . わが国の裁判例における 問 
( 1 ) 現段階において 本論文と関係する 裁判例としては 以下の 5 つ 

を 挙げることができる。 しかし、 それらには検討されるべき 問題点 

あ るいは課題があ ると思われる。 まず、 それらの判決の 概要を示そ 

ナつ 

①東京高利平成 10 年 2 月 26 日 ( 金毬 1526 号 59 頁 ) 
X は Y 信用情報機関において X のクレジットカードの 支払いに っ 

い て延滞事故があ るとの登録を 受けたため、 右 延滞事故は事実に 反 

し 、 その登録は無効なものであ るなどと主張して、 名誉 殿 損ないし 

8 各種ガイドラインとしては、 個人情報保護法及び 関係ガイドライ 
、 ノ [ 金融分野における 個人情報保護に 関するガイドライン ( 平成 16 
年金融庁告示 67 号 ) 、 金融分野における 個人情報保護に 関するガ イ 
ドラインの安全管理措置等についての 実務指針 ( 平成 17 年金融庁 告 
示第 1 君 )L 、 [ 経済産業分野のうち 信用分野における 個人信用情報 保 
護 ガイドライン ( 平成 16 年経済産業省告示第 436 号 )] 等があ る。 

c
 二
 



  

プライパシー 権 の侵害を理由として、 不法行為に基づき、 右 違法な 

登録によって 被った精神的損害の 賠償を求めた。 東京高等裁判所は 、 
「 X の主張立証の 程度をもってしては、 消費者の同意を 前提として 
運用されている 現行の右登録制度が 憲法の規定に 違反し、 独占禁止 
法や公序良俗違反等に 違反する違法なものではあ るとは認められな 
ぃ 」 と 判 示し、 X の請求を棄却した。 

②大阪地判平成 2  年 5  月 21  日 ( 判時 1359  号 88  頁 ) 
X は破産宣告を 受けたという 誤った個人情報を Y により登録され、 

会員に提供された。 X は Y に対して全国 版 日刊新聞への 謝罪広告の 
掲載と慰謝料 ( Ⅱ 00 万円 ) の請求を行った。 謝罪広告は棄却された 
が 、 名誉 殿損 による損害が 発生していると 認容され、 慰謝料の二苦 は 
200 万円が認められた。 

③東京地判平成 9 年 9 月 9 日 ( 金 注 1516 号 54 頁 ) 
X は 、 A ゴルフ会員権 を購入するため、 Y と 800 万のローン契約 
を 結んだ。 X は Y に対し分割金を 支払っていたが、 A ゴルフが倒産 
したため、 それ以降のローンの 支払いを中止した。 本件ローンの 連 
帯 保証人であ る A は Y に対し 残 代金を代位弁済した。 そこで、 Y は 

B 信用情報センタ 一に、 代位弁済の事実を 事故情報として 登録した 4 。 
さらに B は B が提携する他の 信用情報機関に 対しても事故情報とし 
て 伝達した。 そこで、 X は支払中止には 正当な理由があ ると主張し、 
Y に対し、 不法行為にもとづく 400 万円の損害賠償を 請求する訴訟 
を提起した。 

X の主張に対し 東京地力裁判所は、 「本件ローン 契約書に X が署 

名した以上、 X は B に登録するという 本件条項を了承したものとみ 
なされ、 X の本件条項の 拘束力がなれという 主張は認められない。 

また、 Y の B に対する情報の 登録は YB 間の内部規定であ るから、 
Y が行った事故情報の 情報提供は、 不法行為に当たらない」 と 判示 

し、 X の請求を棄却した。 

④大阪地判平成 2 年 7 月 23 日 ( 令法セ 289 号 29 頁 ) 
Yl ( 与信 業者 ) は X に関する 誤 情報を Y2 ( 信用情報機関 ) に 登 

4 登録される事故情報は 信用情報機関により 多少の相違があ る。 『 月 
間 消費者信用 2003 年 9 月号 山 123 一 124 頁によれば、 全銀協 ( 全国 
銀行信用情報センタ 一 ) は、 延滞、 延滞解消、 代位弁済、 代位弁済後 
完済、 強制回収、 強制解約、 第 1 同日下渡、 取引停止処分、 保証 履 
行 、 求償債権 完済、 強制退会等となっており、 CIC( 株式会社シー・ 
ア イ ・ シ 一 ) および CCB( 株式会社シー・シ ー，ビ 一 ) は異動情報 ( 延 
滞 、 延滞解消、 延滞緩解約 ) のみ、 余情 連 ( 全国信用情報センタ 一 ) は 
延滞、 延滞解消、 債権 回収、 債務整理、 破産申し立て、 特定調停、 
民事再生となっている。 被告は当時 ( 株 ) 信用情報センターと 称して 
いたが、 現在は CIC と名称変更している。 また特定調停、 民事再生 
は 近年の立法化に 伴うものであ り、 当時は含まれていない。 

りリ 

 
 



録した。 そのため X が申込んだ新規クレジットの 申込みが拒絶され 
た。 X は Yl の債務不履行責任 ( 付随義務違反、 注意義務違反 ) 、 Y2 

の 不法行為を主張して 争った。 Yl に対する請求は 認容されたが、 
Y2 に対する請求は 棄却された。 

⑤大阪高利平成 17 年 2 月 3 日 ( 金判 1221 号 51 頁 ) 

信用情報機関に 事故情報 ( 代位弁済後完済 ) を登録されたⅩが 新規 

ローンの申込みを 行ったが拒絶された。 そこで、 X は、 与信 業者で 

あ る Y に対し債務不履行又は 不法行為に基づく 損害賠償及び 事故 登 
録 抹消合意に基づく 本件事故情報の 削除手続を請求した。 

原審では本件請求をいずれも 棄却した。 そこで X は控訴し、 ( け 
信用情報登録についての 控訴人の同意の 不存在Ⅰ ii) 本件・事故情報の 
登録抹消請求について X は 被 控訴人との間で 成立した本件事故情報 
の 登録抹消合意に 基づく抹消請求に 加え、 民法 723 条の準用ないし 
類推適用による 不法行為に基づく 本件事故情報の 抹消請求を追加的 
に主張した。 

これに対し大阪高等裁判所は、 「 Y が当座貸越契約を 含む預金取引 
を 締結した際、 X の合意を得た ぅえ 、 個人信用情報を 信用情報機関 
に 登録し、 かつ X の事故情報を 同機関に登録し、 事故解消後に 同事 
故情報の登録を 抹消しなかったとしても、 X に対する債務不履行 ま 
たは不法行為に 当たらない」 と 判 示し、 X の請求を棄却した。 
( 2 ) これらの裁判例で 消費者信用情報の 問題を全般的に 解決する 
ことはできない。 確かにこれら 裁判例の個別的な 結論は妥当だとし 
ても、 消費者信用情報の 法的枠組みが 確立していない 現状況にお い 
ては、 これら裁判例は 消費者信用情報の 全体的問題のうち 部分的な 
解決が個別に 図られたにすぎず、 市場透明性という 観点からも、 こ 
れらの裁判例からその 全体的な見通しをつけられるわけではない。 
以下で、 各裁判例における 問題点、 課題をここでは 簡単に指摘し 
ておこう   詳しくは第 5 章で検討する。 
まず①の判決であ るが、 X に対し Y はクレジットカードを 利用し 
た場合には、 X の取引履歴が 信用情報機関に 登録されることを 十分 
に 説明する義務があ るにもかかわらず、 それを怠ったために X が登 
録システムをよく 理解できずに、 プライバシーを 侵害されたと 誤解 
をしてしまったことであ る。 裁判では、 信用情報登録制度について 
の 公共性・公益性の 判・断が示されているが、 Y の説明義務について 
の 判断が示されてれない。 

②の判決について、 Y は公的情報から 間接的に X と思われる人物 
の情報を間接収集したが、 十分な確認を 行わなかったために、 別人 

の 破産情報を登録してしまった。 X の名誉・信用を 殿損されたこと 

については不法行為が 成立し、 一部ではあ るが、 慰謝料が認められ 
た 。 しかし、 Y の会員会社への 誤 情報提供と X が 与信 拒否を受けた 
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ことについて 損害を立証できないとして、 大阪地力裁判所は X の請 
求を棄却している。 

まず、 Y が本人確認を 行っていれば、 X がより大きな 経済的損害 
を 受けずに済んだことは 明らかで、 X の保護されるべき 利益が侵害 
されることもなかった。 また、 裁判所が銀行系と 信販系の情報交流 
を 強く認識していれば、 Y の 誤 情報提供と X が受けた 与信 拒否にっ 
い て損害の立証が 認められる余地があ ったのではないかと 思われる。 
そこで、 ②の裁判例では 正確性確保のため Y は通知義務を 有するべ 
きと考える。 ③については 明らかな抗弁事由があ る場合には、 X の 
支払い中止は「延滞」ではなく、 A, が代位弁済した 理由を明記すべ 
きではないだろうか。 Y が通常の金銭消費貸借の 延滞に よ る代位 弁 

済 と区別せずに、 同様に位置づけることに 問題があ ると思われる。 

また、 ④ x の二つの主張のうち、 誤 情報を Y2 に提供した Yl 0 億 

務 不履行責任は 認められたが、 Y2 が X の不利益な情報を 登録した 
場合の通知義務は 認められなかった。 現行の法制度の 下では通知義 
務が法定されてれない。 銀行系信用情報機関の 自主ルールに 規定が 
あ るだけであ るが、 整合的に整備される 余地があ る。 
⑤については、 X に対し信用情報機関登録への 説明義務と本人の 
明示の同意取得が 問題となっていると 思われる。 

3 . 問題提起 
( 1 ) 裁判例による 解決はすでに 指摘したよ う に、 個別的な解決に 
寄与するとしても、 すでに述べたよ う に全体的な問題を 把握するこ 
とはできない。   消費者信用情報は 2003 年 5 月に成立した 個人情報 保 
護法、 貸金業規制等に 関する法律 25 条 8 項 [ 情報機関の設置また 
は指定 コ ・同 30 条 1 項 [ 過剰貸付の防止 コ ・同条 2 項 [ 情報の目的 
外 利用の禁止 コ 、 割賦販売法 38 条 [ 支払能力を超える 購入の防止 ト 
同 39 条 [ 信用情報の適正な 使用等 コ、 及び貸金業規制法施行規則 18 
条 [ 債務者の信用を 情報機関に登録す 憶 旨の契約書への 記載コ等の 
取締法規、 行政のガイドライン 及び各業界の 自主ルール等によって 
規律されている。 これらは売買と 貸付が別々に 規律され、 複雑で分 
かりにくい。 統一的な法律の 立法化が早くから 提唱されていたが、 
現在のところ 実現をみてない。 

( 2 y 消費者信用情報に 対する全般的、 包括的な 整 ・備が必要であ る。 
今後わが国はなお 一層のカード 社会、 クレジット社会になると 思、 
われ、 消費者信用情報に 関する全般的整備も 必要 祝 されることも 容 
易 に予測されることであ る。 しかし、 その場合、 国民生活に密接に 
関係するこの 分野の法整備が 拙速に図られてはなるま い 。 アメリカ 
合衆国には長い 年数の末に公正信用報告 法 (FCRA) が 1970 年に制定 
されている ( 施行は 1971 年㍉われわれがこの 経緯を正しく 理解し、 
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( 1999 年入電子署名法 (2000 年入 電子消費者契約法 (2001 年 ) 
等 周辺の法整備がなされてきたからであ る。 
なお、 消費者契約に 関する法整備しては、 2000 年に消費者契約法 
が 制定され、 同年に金融商品販売法も 制定された，。 さらに 2004 年 
には消費者基本法が 成立し、 消費者も「消費者の 権 利」とともに「消費 

者の責任」が 規定された ( 長谷川 注 Ⅰ消費者保護」の「保護」の 文言が 

はずされた ) 。 。 
次に消費者信用情報保護の 歴史的経緯について 概観する。 
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立 するまで、 行政当局から 出されるガイドライン 及び各業界の 自主 

ルールに沿った 運用が続いていることは 冒頭で指摘したとおりであ 

る B 。 

5 消費者契約法については 一般的な形での 契約解釈のルールとして 
不明確条項解釈準則の 採用が提案されたが、 成立した消費者契約法 
においては、 明文化されなかったことが、 指摘されている ( 上田誠一 
即下契約解釈の 限界と不明確条項解釈準則 山 ( 日本評論社、 2003 年 )2 
一 3 頁。 消費者信用情報保護の 観点から、 取引約款の解釈によって 
は 消費者に著しく 不利になることがあ り ( たとえば、 債権 譲渡におけ 
る異議なき承諾等 ) 、 大きな検討事項であ る。 
6 ①批判的意識を 持っ責任②主張し 行動する責任③社会的弱者への 
配慮責任④環境への 配慮責任⑤連帯する 責任の 5 つの責任であ る。 
7 「国民生活審議会消費者政策部会一情報化時代の 消費者政策にっ 
い て」、 「経済企画庁国民生活局・ 消費者信用適正化研究会報告」、 及 
び 「通商産業省・ 割賦販売審議会基本問題部会消費者信用情報分化 
会報告」 の三つの報告書であ る。 
8 1991 年の郵政省ガイドライン。 その後 EU データ保護指令を 受け 
て 、 1997 年の通産省ガイドライン 改訂 ( 業種別ガイドライン 策定 十 
実践遵守計画策定 ) 、 1998 年のプライバシーマーク 制度が決定され 
ていった。 以下一連のルール、 ガイドラインは、 1998 年 12 月に郵 
政省ガイドライン 改訂、 1999 年に JIS コンプライアンス・プロバ 
ラム要求事項 ( 「個人情報に 関するコンプライアンス・プロバラムの 
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3 , 本研究に する先行研究の 概要 
日本で最初にこの 問題を手がけたのは、 竹内昭夫教授であ った と 

思われる。 竹内教授は口現代法学全集 5 2  現代の経済構造と 法 凹 
( 筑摩書房、 1975 年 ) において 70 年代初めに成立した、 アメリカ 

消費者信用保護法 ( Consum  er  Credit  Protec ぬ on  Act  =  CCPA 、 ヒ 

  に 公正信用報告 法 =FCRA 八 統一消費者信用法典 (UCCC) 及び 
統一商事法典 (UCC) をモデルに、 消費者信用・ 消費者信用情報 保 
護の問題を提起した。 続いて竹内教授は 田島 裕 教授とともに、 「月刊 

クレジット 252 号～ 265 号」 ( 1978 年 ) にアメリカ消費者信用保護 
法 (CCPA) の翻訳を発表した。 また同法の改正版については、 同 
じく 「月刊クレジット 300  号から 303  号」 ( 1982  年 )  に発表した @ 。 
それから 1 0 年余りを経て、 竹内教授は下消費者信用法の 理論 d 0 有 

  斐 閣、 1995 年 ) において 本 研究のテーマに 関する総合的な 研究成果 
を 発表した。 

また、 長尾 治 助教授は ア 消費者信用法の 形成と課題 山 において「 消 

賢者信用に関する 個別立法の制定過程」、 「形成 期 における消費者 信 
用法の諸問題」、 「消費者信用法立法化への 胎動」 と題して消費者 信 

用法の精 綴 な検討を行った l0 。 特に第 6 章信用情報の 法的規制につ 
いては多くの 先行研究が残されている ( 詳細は後述する㍉ 長尾教授 
ほ 他に正消費者法の 比較法的研究 凹 ( 有 斐閣、 1997 年 ) 等の著書があ 

るが、 内容的には双者を 概括し、 周辺の消費者問題も 合わせて検討 

されている。 

さらに、 植木 哲 教授も 「消費者信用情報裁判の 現状と課題」植木 

哲 = 木村達也池編 田 クレジット法の 理論と実際 一 消費者信用法制と 
消費者信用情報 r 凹 ( 信 出社、 1990 年 ) において近時の 裁判動向か 
8 具体的な問題点を 抽出し、 分析を行っている。 

以上のように 多くの研究がなされてきたが、 消費者信用情報保護 
のみならず、 個人情報保護の 全体的な研究を 検討する場合には、 堀 

都政男教授の 研究について 述べる必要があ ると思われる。 その全容 
を 考察するのは 筆者の力量では 無理であ るが、 消費者信用情報に 関 
する点を中心に 論述することにする。 

堀部教授は丁アクセス 権 山 ( 東京大学出版会、 1977 年 ) 、 T 現代の 

プライバシー 山 ( 岩波書店、 1980 年 ) 、 ロ プライバシーと 高度情報化 

  

要式事項 Q15001 」 ) 、 1999 年の金融情報システムセンター (FISC) 
「金融機関等における 個人 ヂ 一タ保護のための 取扱い指針改正版」 
が 策定された。 
9 最新の CCPA の翻訳は箕輪精・ 博 アクレジット 研究 18 ～ 31 舌コ ( ク 
レジット研究所、 2003 年 几 
、 0 長尾 治助口 消費者信用法の 形成と課題 山 ( 商事法務研究会、 1984 
年 ) 。 

8
 



社会』 ( 岩波書店、 1988 年 ) 、 F サき 報公開・プライバシ 一の比較 法コ ( 日 

本評論社、 1996 年 ) の他にジュリストを 初め多くの法律雑誌に 信用 

情報も含めた 個人情報の問題について 問題点を明らかにしている。 
特に堀部教授が 中心メンバーとなっている 「クレジット 産業と情報 

に関する研究会」は、 判例研究及び CCPA,FCRA の翻訳、 コメンタ 
リ 一の翻訳等を『クレジット 研究 山 ( クレジット研究所 ) の各号で発 
表している。 本研究においても 多くの示唆を 得ているところであ る。 

消費者信用情報保護とプライバシ 一の問題は非常に 密接な関わり 
をもつが、 非常に多くの 文献があ る。 復原 猛 綿甲プライバシ 一の 総 

合 的研究 山 ( 法律文化社、 1991 年 ) にはプライバシー 権 に関する文 

献 ・資料が各国別・テーマ 別に特に 、 章 を設けて紹介されている。 
ところで、 比較的新しい 文献として竹田稔 = 堀部政男 編 『 新 ・裁 
判実務大系 9  名誉・プライバシー 保護関係訴訟法 J Ⅱ育林書院、 
2002 年 ) があ るが、 その中で渡辺達徳教授が 消費者信用情報保護， の 

問題の「正確性の 確保」という 問題に焦点、 を絞って新たな 見解を提示 

している。 

4 ,  本研究の先行研究に 対する評価 
竹内昭夫教授は 、 先に挙げた論文の 中で消費者保護という 観点か 
ら 、 消費者信用の 意義と形態、 わが国における 消費者信用の 実態、 
及 び消費者信用に 関する法規制の 概要と論じている。 特に、 取引条 

件の開示についてアメリカ 法を モデルとしながら 重点的に解説を 行 

っているⅡ。 また、 同教授は割賦販売と 消費者金融とを 包括的に 規 
制する総合的な 消費者信用保護法の 提唱を行っているが、 本研究の 

対象とする消費者信用情報については「割賦販売法の 改正法案の審 
議を終えるに 際し、 衆参両院の商工委員会は、 附帯決議において 消 

費者信用情報保護に 関する基本立法にっき 検討することを 政府に求 

めており、 各省大臣から 成る消費者保護会議も、 昭和 47 年 10 月、 

消費者行政推進の 具体的方策の 一 っとして、 中略 [ 消費者信用に 関 
し、 消費者保護を 図るための総合的立法措置について 調査研究する 
こと ] を決定しており」と 指摘するにとどまっている l2 。 また、 竹内 

教授は消費者保護法の 実効性について 「この種の法分野では、 第一 

に 、 規制対象を定めるにあ たり、 ほんられ規制しなければならない 
はずのものが 洩れることのなれよ う 、 対象を包括的・ 網羅的にとら 
えなければならない。 同じ経済目的を 達するために、 法律的には 多 

種 多様の形式・ 技術を用いることができる。 したがって脱法を 許す 

  

  

 
 

  

11 竹内 F 現代法学全集 52  現代の経済構造と 法 山 ( 筑摩書房、 1975 
年 )  130 一 131 頁 。 
12  竹内前掲 書 136 一 137  頁。 
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ことの内容、 法律的な形式や 名目にこだわることなく、 経済的実質 

に 即して、 大きなかっ目の 細かい規制の 網をかぶせる 必要があ るⅡ 

としている @3 。 この考え方は 今日の複雑多様な 消費社会においては 
無理があ る。 つまり、 より規制を厳しくしなければならない 分野と、 
比較的緩い規制にして 経済活動を活発化させる 分野については 分け 
て 個別に法制定した 方が現実に即している 場合もあ るからであ る l40 
しかし同論文が 公表された 1975 年段階において、 まだわが国にお 
いては今日ほど 消費者問題が 多様化・複雑化してれなかった 事情に 
より、 当時としては 自然な流れであ ったのかもしれない。 その後の 
約 20 年間も、 竹内昭夫教授はひくつかの 論文を発表しているが、 
それについては 後述する。 
田島 裕 教授は 、 丁 ジュリスト 841 号 』において「消費者信用情報 
の取扱いとプライヴ ァ シ ー 保護」について 論じている。 竹内教授の 
消費者対企業としての 伝統的な消費者保護の 立場から一歩出て 、 「ア 
メリカでは、 このような問題に 対処するため、 消費者、 与信者、 情 

戦機関の諸利益のコスト・ベネフィットを 考慮し、 次に説明するよ 
う な 法 システムを採用している。 」として、 消費者、 信用情報機関、 

会員であ る 与信 業者、 利害関係をもっこれらの 当事者のバランスが 
重要ということを 1980 年代半ばに注目した 田島教授の指摘は 、 先 
駆的 見解であ る。 しかし、 田島教授は消費者信用情報を 個人情報の 
一側面として 傍らで論じているに 過ぎないため、 その後消費者信用 
情報の問題について 深く取り組まれなかったようであ る。 
長尾教授はすでに 述べたとおり、 消費者信用情報の 問題において 
先行研究においては 特に消費者信用の 問題点と合わせて 精繊 な研究 

実績を残した。 従って長尾理論については、 テーマ毎に後で 再度 検 
討を行いた い 。 

植木教授も概要のところで 述べたように 詳細な検討を 行っている 
が 、 その後かなりの 時間が経過しており、 本研究における 基本的な 
問題点の指摘について 参照するに止める。 また、 渡辺教授の先行 研 
究は ついては各論的考察で 検討を行 う 。 

このような観点、 から、 本研究では消費者信用情報保護法制にっき、 

今までどのような 対応がなされてきたのか、 判例・通説を 検討する。 

具体的には、 情報の収集から 流通及び管理について、 竹内教授、 長 

尾 教授の理論を 中心に基本的な 問題を分析する。 また、 2003 年 5 

月 に成立した民間部門における 個人情報保護法の 付帯決議で金融・ 
信用分野についての 個別法の立法化の 理論にも 若 千の言及を行いた 

13 竹内・前掲 143 頁。 
14 例えば今日では、 2003 年に成立したⅠ個人情報保護法」も よ 
り 保護の必要性の 高いものについては 個別法の制定が 予定されてい 
る ( 詳しくは後述する㌔ 
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 それが出てきたことは 大きな脅威であ った・。 国民生活審議会消費者 
政策部会において「消費者信用の 適正化について」の 報告において プ 
ライバシ一の 保護の必要性が 強調されていたが、 同研究会「消費者信 

用情報機関の 適正な運営について」 (1981 年 ) に発表された 報告では 

信用情報機関の 運営上配慮すべき 事項を具体的に 指摘しているとす 

る 。 

、 5 竹内・司書 357 頁。 
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すな ねち、 信用情報機関の 運営の原則として 
「①消費者が 知らない状態、 コントロールできない 状態で情報の 収 

集 、 蓄積、 提供をしないこと 
②収集する情報は 客観的事実に 限定し、 忽焉的判断の 入る余地のな 

いようにするとともに、 その範囲も与 信 判断に必要な 最小限に限定 

すること、 

③第三者に情報が 漏れないようにすること、 

④消費者の不安，苦情等を 解消するための 措置をとること」の 4 つの 

原則が提示されたとする l6 。 この分析は早 い 時期から信用情報機関 
に 対し、 消費者の自己情報コントロール 権 の尊重、 情報の収集につ 
いての範囲の 限定、 機密保持、 消費者支援体制が 提唱され立法化の 
方向性を示している。 

( 4.) 項目別検討 
(i) 法規制と自主規制 
この点にっき、 現段階でも、 監督官庁のガイドライン。 各業界の 

自主規制が中心となり、 消費者の利益が 侵害された場合には 不法行 

為による事後救済となっている。 しかし、 竹内教授は以下のような 
理由で不法行為による 事後救済は実効的ではないとしている。 「‥． 

誤 情報が ば らまかれるなど 消費者利益が 侵害されても、 消費者がそ 

れに気がっかないことが 少なくないと 思われるし、 気づ れて 損害賠 
償を請求しょうとしても 損害額の立証は 必ずしも容易でない。 その 

意味で不法行為による 事後的な救済は 実効的ではない。 そこで事前 

に被害を防止するための 措置が一層重要となるⅡとして、 そのため 
に 、 アメリカ、 イギリスを始めとする 欧米諸国において 個人情報保 
護のための法律・が 制定されていることを 指摘する l7 。 r ‥・ これらの 
点を考慮すれば、 わが国においても 特別法を制定して 情報機関の管 

理 ・運営の適正を 期し、 もって消費者利益を 擁護すべきであ ると 考 

えられる。 」 と特別法の制定を 強調する。 しかし、 「法規制をするに 

しても、 関係省庁のあ いだで協議を 重ねた上で法案をまとめるには 
それなりの期間がかかるⅡとして、 「法律の制定を 目ざすにしても、 

法律が成立して 施行されるまでは、 やはり自主規制と 行政指導によ 
って運営の適正を 期さなければならない。 」と、 当面は行政指導と 自 
主 規制が中心となるのもやむをえないとの 考えを示している。 
(ii) 業務内容の周知、 報告の同意、 登録の通知 
具体的内容は 省略するが、 この点にっき 竹内教授はアメリカ 公正 

信用報告 法 (Fa Ⅱ Credit  Reporting  Act Ⅰ FCRA,  本論・ 文 第 2  章以下 

16 竹内・司書 361 頁。 
17 この時点では 1975 年当時と異なり、 竹内教授は特別法の 制定を 
提唱している。 
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で 詳細に検討を 行う ) 第 615 条の通知義務を 参考に、 業務内容の周 
知、 報告の同意、 登録の通知について 考察を行っている。 以下、 iii) 
から (vi) まで、 いずれも FCRA の対応する条文を 参照しながら 立法 
化への提言を 行っている。 

(iii 収集・登録しうる 情報と登録期間 (FCRA 第 605 条。 606 条 ) 
い v) 情報の管理・ 提供 け CRA 第 619 条 ) 

(v) 本人に対する 開示と訂正請求 (FCRA 第 609 . 610 条 ) 
(vi 訂正請求 と苦 ・ 情 処理 (FCRA 第 611 条 ) 
( 5 ) 竹内理論のまとめ 

竹内教授は、 不法行為による 事後救済が実効的ではないとして 早 
くから立法化を 提言していた。 FCRA に規定されている 前記の遵守事 
項は、 わが国の信用情報機関も 実行可能であ るとして、 「その双に大 

部分の信用情報機関と 信用供与者が 健全な慣行を 育て確立するこ 
と」、 信用情報機関のみならず、 信用供与者 ( 長谷川淀 : 銀行などの 
金融機関、 割賦購入斡旋業者、 クレジット業者、 消費者金融業者等 ) 

も 合わせ、 これらの機関や 業者の「工夫と 努力によってこれら 遵守 

事項の狙 いが 達成されることを 期待したひ。 」 としている。 

2 .  長尾 治 助教授の理論 
長尾教授は、 消費者信用取引及び 消費者信用情報に 限定し精微な 
分析を行っている。 

  ( 1 ) 消費者信用情報 
現在日本では「個人信用情報機関」 に用語が統 一 されているが、 
当初は訳語が 定着してなかったため、 いろいろな表現がされており   
「信用報告事務所」、 「個人信用調査機関」とも 呼ばれていた。 長尾教 
授はまず、 信用情報機関の 定義を以下のように 行っている 18 。 
「個人信用調査機関とは、 信用供与者 ( 孝信者を会員とし、 これら 

0 者が取引をしようとする 者、 ないし、 した者の経済的信用に 関す 
る事項を直ちに、 あ るいは、 一定の条件下に、 収集、 登録しその デ 
一夕を保管し、 後日、 与信者 ( 会員 ) がこの個人に 信用を供与 ( 孝信 ) 
するにあ たり、 会員からの照会に 応じて回答する 業務 ( 以下において 
収集等と ) 略記する ) を掌る団体をいうのであ るⅡ 

また、 よく似た機能をもつ 興信所及び銀行間の 照会業務等につい 
ては区別する 必要があ るが、 事業者の種類を 問わず全体的に 共通な 
問題も含まれている。 そこで、 これらの区別をどうするかが 課題で 

あ るが、 「共通な法規制を 行うにしても、 収集等の方法などの 特性に 

，，長尾 治 助丁消費者信用法の 形成と課題四 ( 商事法務研究会、 1984 

年 ) 457 頁以下参照。 

1@3 



 
 

応じた取り扱いを 考えることも 必要であ ろう。 」とする   

( 2.) 信用情報収集の 意義 
信用情報収集の 意義について、 長尾教授は①債権 回収を確実にす 

る 手段として、 ②信用取引が 大衆化され、 個別収集よりも 集団的な 
収集の方が効率自りでコストもかからないこと、 ③消費者が複数の 与 

信 契約を結ぶよ う になってきていること、 ④新たな金融商品 画 開発 

され、 被告信者の債務負担状況が 変動しやすくなり、 与 借上、 これ 
らを的確に把握する 必要があ ること等を挙げている。 

( 3 ) 与信 供与者の利益擁護 

信用情報機関のこのような 機能は、 第一義的には 審査のための 情 

報を必要とする 与信 供与者に対するものであ る。 そして回収可能な 
債権 を担保することにより 資金の調達が 容易になることから、 与信 

供与者の事業の 発展にも寄与するとしている。 

( 4 ) 被 告 信者 ( 消費者 ) の利益 
それでは、 与 信を受ける 側 、 すなわち消費者にとってこれら 信用 
情報機関の制度はどのような メ ・リットがあ るの た ろ うか 。 長尾教授 
は、 「貸倒れの防止、 過剰貸付の回避からもたらされる 供与者の財政 
基盤の強化は、 自由競争の社会において、 信用料の低下を 促進する 

ことになるから、 顧客にとっても 木 lJ 益を与えることになる。 」として、 
被告信者であ る消費者にも 利益があ ることを指摘している   
( 5 ) 法的諸問題の 抽出 

長尾教授は「そもそも 業者が他人の 経済的信用を 情報化すること 

は 奇異なことがらと 考えられないであ ろうか。 この点がフライバシ 
一 擁護、 知る権 利、   消費者の権 利との観点から 究明されなければな 
らない論点であ る」として、 ここで消費者信用情報立法化への 提言 
を 行うというよりはむしろ、 法的諸問題を 具体的な側面から 抽出し 
て ．いる 190 

(i) 他者による情報収集と 本人の承諾 
最も基本的な 問題といえるが、 この点にっき 長尾教授は以下のよ 
うに述べて、 人格権 とのバランスをとる。 すな む ち、 「人の経済的 信 

用 ( 信用適格、 信用状態、 信用能力など ) は個人に専属するものであ   

り、 法の基本理念であ る個人尊重の 観念にてらして 人格の重要な 一 
側面をなすものとしてとらえられるべきものであ る・。 信用を社会生 
活 上、 価値あ る情報として 活用する場合においても、 信用が人格の 
一発現形態であ るからといって、 その人と情報とは [ データ主体が 
自分に関する 情報をコントロールする 権 利』の担い手であ るという 
関係にあ るものといえよう。 したがって、 あ とで述べるように、 他 

人 がこれを収集等することを 一定限度で認めることができるとして 

19 長尾・前掲 460 頁。 
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も 、 データ主体は、 他人が有する 自己に関する 情報に対して、 なお、 
支配を及ぼし 得る地位を失 う ものではないものであ る。 」としている 

20   

(ii) データ主体 ( 情報主体 ) の支配 
そこで、 「他人による 信用情報の収集は 本来許されない 行為であ る 
が 、 取引関係に入ろうとする 者のために一定の 範囲を設け、 その収 
集等を許容するのであ り違法性阻却事由としての 被害者の承諾的 
意義」 が必要とする 見解となる 21 。 プライバシー 保護としての 自己 
情報コントロール 権 と 、 他人による信用情報の 収集との対立する 概 
念を「情報に 対する本人の 制御力は奪うべからざる 権 利であ るから   
与 信者に承諾を 与えたとしても、 それで他人の 保管中の自己の 情報 

に対しデータ 主体の支配が 全く消滅してしまうものてはない。 デ一 

タ 主体は依然としてその 情報に対するアクセス 権 、 訂正 権 、 閲覧権 
を保持しているのであ る。 」 として整合的に 帰結する方向を 提示し 
ている。 

(6) 長尾理論のまとめ 
長尾教授は、 信用情報収集の 意義について、 ①債権 回収を確実に 

する手段として、 ②信用取引が 大衆化され、 個別収集よりも 集団的 

な収集の方が 効率的でコストもかからないこと、 ③消費者が複数の 

与信 契約を結ぶようになってきていること 等を挙げ、 他者による情 
報収集と自己情報コントロール 権 における対立概念について 整合 
性を導き出す 見解を示した。 このことは消費者信用情報保護の 礎石 

ともいえる理論を 確立したといえるのではあ るまいか。 

3 .  植木背教授の 理論 
( 1 ) 被害救済の提言 
植木 哲 教授は、 「消費者信用情報裁判の 現状と課題」 田 タレジット 

法の理論と実際 山 において消費者信用法と 消費者信用情報の 関係に 

ついて述べ、 消費者信用法に 関する研究が 消費者信用情報に 関する 

分析と表裏 一体の関係になるという 認識を示した。 そして、 同書の 

「最近の裁判動向」の 中で、 消費者信用情報に 係る被害者の 職種、 

被害の態様、 被害救済の特徴について 具体的な考察を 行っている 220 

  

， 1 長尾・前掲 472 頁。 
22 消費者信用情報研究会 ( 代表・植木 哲 ) の実態調査分析による。 植 
木 = 木村池編 丁 クレジット法の 理論と実際』 ( 情由社、 1990 年 )287 
頁 。 消費者信用情報に 係る被害の実態を 調査するため、 昭和 62 年 5 
同 1 日から同年 8 月 31 日まで、 全国各地の消費生活センター、 国 
民生活センダー、 ならびに、 消費者被害の 救済に積極的に 取り組ん 
でいる市民バループ、 弁護士事務所、 弁護士会を対象に「消費者 信 

15 

  

  



まず、 被害の職種としては、 サラリーマンや 主婦、 その他商工業 

者 ，自営業者 30 代から 50 代の働き盛りが 多 い こと、 被害の内容と 
しては、 与信 業者からの孝信拒否にたいして 消費者が不安を 募らせ 
たり   それにより精神的苦痛を 被ったとするものが 圧倒的に多いと 
する   他にも情報の 目的外利用に 伴うプライバシー 侵害ケース及び 
情報の正確性を 欠くことから 生じる被害の 発生、 最新性を争 う など 

があ るとしている ( これらの問題については、 別途後述する㌔ 
また、 被害救済の提言として、 植木教授は。 消費者の自己情報 コ 
ントロール権 が確立志れる 必要があ ること、 規範的な損害論の 確立 
が要請されること、 損害の立証の 緩和や推定の 方法が考慮されるべ 
きことを挙げている 230 
植木教授の②の 指摘は後述する 大阪地裁平成 2 年 5 月 2t 日の判 
決 にも関係する。 

(2) 植木理論のまとめ 
植木教授は 6 つの問題点を 挙げている。 ①収集制限の 原則、 ② 情 

報の利用・提供の 制限に関する 問題、 ③情報の外部提供の 範囲限定 

の原則、 ④情報の利用と 提供との間にあ る管理の問題、 ⑤情報の正 

確性 、 情報の最新性、 ⑥情報の開示および 誤った情報についての 訂 
正に関する個人参加の 原則であ る。 
また、 民法 723 条の「名誉 穀損 における原状回復」の 適用が可能 
であ ることを指摘し、 消費者の誤った 信用情報が蓄積されている 場 
合に誤情報の 抹消・訂正を 請求することができるとしている。 そのた 

めには「二つの 手段の権 利」 が 認められる必要があ り、 
その二つの手段の 権 利は 、 

用 情報の被害・ 苦情に関するアンケート 調査を実施した。 
アンケート調査の 送付売 1 8 ヵ所、 回答率は 24 パーセントとか 
なり低い。 しかし、 回収されたアンケートに 記載された苦情総数は 
400 件に及んでおり、 わが国におけるこれまでの 消費者信用情報に 
関する被害実態調査の 中では最大規模のものとなっている。 
また、 信用情報に関する 従来の苦情実態調査が、 各地の消費生活 
センター、 国民生活センタ 一に寄せられる 苦情に限定されていたの 
に 対して、 今回の調査は、 それ以外にも、 少数とはいえ、 市民バル 
一プ や 、 弁護士会、 弁護士事務所に 寄せられた苦情も 扱っている 点 
が 、 もう一つの特徴となっている。 

23 ①消費者のプライバシー 保護が最優先される。 消費者の自己情報 
コントロール 権 が確立される 必要があ る。 

②従来の実損賠償主義の 差額賠償では 役立たず、 慰謝料の賠償に 
あ っても規範的な 損害論の確立が 要請される。 
③情報に対するアクセス 権 や訂正 権 が保証される 必要があ る。 
また、 誤 情報が提供される 場合、 商工業や自営業者にあ っては 経 
済的 損害を被ることが 多 恵 ( 長谷川 注 : 本論においても 消費者の中 
には商工業者や 自営業者が含まれる 場合があ る㌔ 
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1 .  蓄積された信用情報の 内容の開示を 求める権 利 ( い わゆる 個 
人参加の原則の 基づく権 利 ) 

2 .  消費者の信用情報がどこに 蓄積されているのかを 知る権 利 
( いわゆる公開の 原則に基づく 権 利 ) であ るとする。 

植木教授は民法 723 条の「名誉 殿損 における原状回復」の 適用が 
可能であ ることを指摘している 点で、 竹内教授、 長尾教授とは 異な 
る見 何卒となっている。 

4 , フライパシ一の 権 利に関する理論の 変 
消費者信用情報保護の 問題を論じる 場合、 情報収集及び 情報伝達 
の過程で生ずるプライバシー 侵害の問題について、 数多く論じられ 
ているのはすでに 見てきたとおりであ る。 特に、 長尾教授は「そも 
そも業者が他人の 経済的信用を 情報化することは 奇異なことがらと 

考えられないであ ろうか。 この点がプライバシー 擁護、 知る権 利、 

消費者の権 利との観点から 究明されなければならない 論点であ る」 
とする。 

プライバシ一の 概念は英米法に 由来する。 伝統的なプライバシ 一 

の権 利は「一人にしてもらう 権 利」、 「私的生活をみだりに 公開され 

ない権 利であ る 24 。 コモンロー上のプライバシ 一の便書については 
  

プロッサ ー (WiII 油 m L. Prosser) の 4 つの不法行為の 集合が法理とし 
て 確立されている 25 。 その後、 コンピュータの 急速な発達とともに、 
伝統的なプライバシー 権 が、 不法行為上のプライバシー 権 のみでは 
個人の権 利を保護されないような 状況が生まれ、 「自己に関する 情報 

に対するコントロール 権 」 に変化してきたのであ る 26 。 さらに、 ハ 
一 バードロースクールのミラー 教授は， 1971 年プライバシー 権 につ 
いて「自己に 関する情報の 流れを統御するコントロール 権 」として 
新しい定義を 行った " 。 

24 日本でも 1964 年「宴のあ と」事件の東京地裁判決でフライバシ 
一の権 利を認められたことは 広く 知られている。 
25  1. 盗用 (appropriation) 、 2  . 侵入 (in  tru  sion  ) 、 3  . 私事の公開 
(publ Ⅰ c  disclosu  re) 、 4  . 公衆の誤認 (false  ligh  t)o 
26 A . Westin ; 「プライバシー ( 権 ) とほ，個人、 グループ又は 紐 
織が ， 自己に関する 情報をいっどのように 又 どの程度に伝えるか 自 
己 決定できる権 利」 であ るとしている。 
27  A  .  R  .  M  iller, Ⅲ 力 e 力 ssaul サ 0%  Ⅰ n, ゴ ア ac グ / C0 皿 タびサ er 札 Ⅲ 窩ねコ窩 五古方 
右方 カリ ossSJ.ers,1971, at25. 

「最近，法律家や 社会科学者は ，効果的なプライバシー 権 の基本的 
特質は自己に 関する情報の 流れをコントロールする 個人の能力一社 
会 関係や個人の 自由を維持するのにしばしば 不可欠な カ 一であ ると 
いう 結論に到達するようになった。 これと相関的に、 個人が自己に 
関する情報の 流れを統御する 栓のコントロールを 奪われるならば ， 
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本論の筆者は 伝統的なプライパシー 権 に加えて現代的な 自己情報 

コントロール 権 説を加えるという 立場をとりたい。 プライバシ一の の 

権 利に関しては 多くの先行研究があ り、 本論文では詳しい 検討を行 

う ことができない 28 。 次に引用する 飯塚和之教授の 論述が筆者の 見 
解 に最も近いと 思える 29 。 すな ね ち、 「伊藤正巳裁判官の いう 広義の 
プライバシー ( 心の静穏のプライバシ 一 ) を含めて、 これまでのと 

ころ、 裁判例は、 フライバシ一の 権 利に統一的定義を 与えることに 

成功していない。 複数のプライバシー 権 概念が競合していと 総括す 

ることができる。 」との見解であ る。 ブライバシ一の 概念が定義とし 

て 確立されていないため、 一部には個人情報保護に 行き過ぎがあ り、 
プライバシー 論議を深めよとの 意見もあ る 30 。 

第 4 節 音信用情報保護に 関する学説の 検討 ( 2 ) 一 各論 

前節で検討した 各学説からみると、 信用情報は収集，加工，流通・ 

管理、 いずれの段階においても 法的問題を有すると 思われる。 そし 

あ る程度までその 者は情報の流れをコントロールする 個人の能力 一 
社会関係や個人の 自由を維持するのにしばしば 不可欠な カ 一であ る 
という結論に 到達ずるよ う になった。 これと相関的に、 個人が自己 
に関する情報の 流れを統御する 栓のコントロールを 奪われるならば ， 
あ る程度までその 者は栓を操作することができる 人々や機関に 服従 
することになるⅡ 
28 この点にっき 最近の著書として 五十嵐清下人格権 法 概説 J] ( 有斐 
閣 、 2003 年 ) 、 円谷 峻正 不法行為法㎡ 成文 堂 、 2005 年 )78 一 79 頁等。 
，，飯塚和之「ブライバシ 一の権 利概念」竹田稔 = 堀部政男 編 下名誉・ 
ブライバシー 保護関係訴訟 山 ( 育林書院、 2002 年 ) 126 頁。 
80 青柳武彦「個人情報保護に 行き過ぎ」 ( 日本経済新聞朝刊   2005 
年 9 月 19 日付け記事㍉ 
筆者はこの記事の 一部には異議があ るが ( 住民基本台帳 ネットワー 
クの 掲載事項は、 「特に秘匿ずべきものではなく、 本来プライバシー 
とは何の関係もない」という 箇所等 ) 、 それは他日改めて 検討を行い 
た い 。 
また、 プライバシ一の 多義性を示す 見解として、 法学者ではない 
が 、 天沼 香 東海女子歴史人類学教授の「記憶に 新しい米国南部を 襲 
ったハリケーン [ カトリーナ ] では、 避難所でプライバシーをことど 
とく侵害されても、 命には代えられないど 語る被災者がいる 反面、 
避難所に詰め 込まれるくらいなら 危険を冒しても 自宅に残るという 
人 もいました。 これは、 時にはプライバシーが 生命維持とほほ 同等 
の 重大な意味合いを 持ち、 どちらか 1 つ という究極の 選択となり ぅ 
る 事実を我々に 突きつけた顕著な 例ではないでしょうか。 」とした 見 
解の提示には 看過できないものがあ る。 「現代プライバシ 一考」アク 
レジットアイ ( い 61 号 J Ⅱ全国信用情報センタ 一連合会、 2005 年 ) 26 
頁 。 
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てこれらの発生原因は 大別すると、 ①消費者信用情報伝達システム 
に起因するもの、 ②消費者信用取引固有の 問題に起因するもの、 お 
るぃ は③それ以外のものがあ る。 これら 3 要素を明確に 区分するの 

は 難しいところもあ り、 また内容的にも 細かくなりすぎてしまうと 
こともあ るが、 一応区分して 検討を行いたい。 

音信用情報の 伝達システムの 問題 

伝達システムから 生ずる問題点について、 長尾教授は (A) 誤 情報 

( 氏名 冒用 、 事務ミス、 改ざん ) 、 (B) 古い情報 ( 保管期間を過ぎたも 
の ) 、 (C) 目的外使用 ( 事業者による 目的外使用、 漏洩、 窃取 ) 、 (D) 
収集方法の不正、 の 4 類型があ るとし、 それぞれ何人によって 惹起 

されたか ( ①会員であ る 与 偉業者、 機関、 ②内部関係者 [ 与 偉業者や 

機関の従業員 ] 、 ③第三者 ) 、 情報の流れ，のどの 部分で発生するか 分 

析を試みているⅡ。 長尾教授は 「その一つ一つほついて 考えられる 

法律問題は複数あ るわけであ り   しかも、 情報がシステムの 各段階 

を経て伝達される 状況下では、 多面的な法律問題が 抱えこまれるこ 

とになります。 したがって問題は 複雑になることを 免れず、 ‥・」 と 

指摘しているように、 債務不履行責任、 不法行為責任、 消滅時効な 

どの民事上の 間 題 だけでなく刑事責任も 含めた複雑な 法律問題が存 

在する。 
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たとえば信用情報を 規律する、 貸金業法第 25 条 3 項は「協会は 、 

信用情報に関する 機関 ( 資金需要者の 借入金返済能力に 関する情報 

の収集及び貸金業者に 対する当該情報の 提供を行 う ものを いう 。 以 
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より、 資金需要者当の 返済能力を超えると 認められる貸付けの 契約 
を 締結しないよう 指導しなければならない。 」と信用情報機関の 定義 

がなされているが、 他の業法には 特に信用情報機関の 定義がない。 

また、 信用情報の収集利用については、 消費者の支払能力の 調査 

をするために 必要な限度にとどめるとし、 信用情報の目的覚利用の 
防止については 割賦販売法 39 条の規定及び 昭和 61 年 3 月 4 日付の 
大蔵 省・通産省令の 通達で告示されているのみであ る。 
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( 2 ) 消費者信用取引の 契約形態 

消費者信用情報の 法的問題となるひとっは、 消費者信用取引が 複 

合 契約であ ることから生ずる。 割賦購入あ っせん、 ローン提携販売、 

リース契約は 三者問 ( あ るいはそれ以上の 当事者の間 ) の契約を現 

象 としての複合契約と 捉えられているⅡ。 複合契約は売買契約十滴 

費 貸借契約、 売買契約十 立替 払い契約、 売買契約十保証契約、 売買 

契約十リース 契約等から成り 立っている。 また、 売買契約は商品の 

みならず、 役務提供も含む。 

しかし、 複合契約の問題点もあ る。 タレジット契約における 「 抗 
弁の切断」の 問題が重要な 法律問題であ ることはすでに 述べた ( 東 

京地判平成 9 年 9 月 9 日判決令法 1516 号 54 頁等㍉割賦購入あ っ 
せんにおける 抗弁の切断に 対しては、 多くの下級審判決が 疑問を投 

げかけてきた。 大村教授はその 背景として「契約関係の 一方的な 操 
作 化を許容するのはおかしいという 法 感覚が存在すると 言ってよい 

だろう。 」と、 あ る程度は認められているものの 現在のところ 定型的 

な理論化はできていないことを 指摘する。 また理論化の 問題につい 

ては、 実務者側からの 指摘もあ る 380 

3 , その他の要因 
( 1 ) 消費者信用情報の 範囲の問題 
(i) 定義からの考察 
消費者信用情報は、 信用供与業者が 消費者の申込みに 対し、 審査 
のために信用情報機関に 照会する際に 利用される情報であ る。 冒頭 
で 述べた 1998 年 6 月に発表された 大蔵 通産共同懇談会報告書 ( 「個 
入信用情報保護・ 利用の在り方に 関する懇談会報告書」、 1999 年 7 

月 に出された中間報告書 ( 「個人信用情報保護・ 利用の在り方に 関す 
る議論・意見の 中間的な整理」 ) では以下に消費者信用情報の 範囲が 

示されたⅡ。 

，，大村敦志 [ 消費者 法 法律学体系 山 ( 有 斐閣、 1998 年 ) 190 一 194 
頁 。 
33 従来、 消費者信用の 問題につきましては、 完全別個論と 目的拘束 
論 という二つの 理論的な対立があ ったわけです。 ただ、 こ う いった 
三 当事者が登場 ぅ るようないわゆる 三面関係というのは、 別に消費 
音信用だけに 限らず、 例えばリース 取引でも出てくるということで、 
学説の方では、 こういったものをひっくるめて 総論的に提携契約論 
として考えてみようという 動きが、 たしか昭和 59 年ぐらいから 起 
こってきているわけです。 」の発言にもあ るように、 提携契約論につ 
いて議論されるようになった。 植木 = 木村佃編・前掲 注 (22)454 頁 [ 今 
西 発言 几 
34 日本においては 個人信用情報というのが 一般的であ るが、 筆者は 
比較法的な見地から、 消費者信用情報という 用語を使っている。 
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与信 業者等が保有する 個人情報 ( d ) 

信用情報に登録すべき 

，清孝ミ 艮 ( b Ⅰ 
与信 判断に利用する 以 

外の情報 ( c ) 

信用情報は上の 図においては (b) にあ たる部分であ るが、 実際は 
(a) の部分も含まれる ヒ いうことで、 報告書では 2 つの見解が併記さ 
れた。 いずれにしろ 信用情報は、 個人情報の一部と 捉えられている。 

(ii) 懇談会報告書の 二つの見解 
( ア ) 信用情報機関への 登録情報に限定すべきであ る 
返済能力・支払能力の 判断に利用する 情報の範囲は 各社個別の判断 

で決められており、 個人情報一般と 個人信用情報との 判別も実務上 

困難であ ることから、 法の実効性を 確保するためには、 法的な保護・ 

規制の対象を 信用情報機関に 登録すべき情報と 与偉業者が信用情報 

機関から入手した 情報 ( 上図 b の範囲 ) に限定し、 その他の情報 ( 上 

図 d 一 b の範囲 ) については当面自主ルールによって 保護すべきで 
あ る。 

( ィ ) 与信 判断に利用する 情報以外も対象にすべきであ る 
消費者のプライバシ 一に配慮すれば、 上記の個人信用情報の 定義の 

範囲を超えて、 与信 判断に利用する 情報以外もできるだけ 広く 保 
護 ・規制の対象とすることが 望ましい。 

事業者が保有する 顧客情報の中で 対象範囲を区分するのは 困難で   
あ るので、 まず個人信用情報保護の 義務主体となるべき 事業者の範 

囲を定め、 その事業者がもっすべての 顧客情報 ( 上図 d の範囲 ) を 
保護・規制の 対象とすべきであ る。 

(iii) 2 つの見解と個人情報保護法との 関連 
2003 年に成立した 個人情報保護法は、 法律名だけみてすべての 個 

人情報が保護されると 判断されることが 多い。 従ってその場合 ( i い 

に挙げた二つの 見解の ( ィ ) が該当し望ましい 形になったと 解釈し 

そうであ るが、 条文をみるとそのような 単純な解釈とはならないこ 

と がねかる。 すな む ち、 個人情報保護法 ( 以下単に 「 法 」 という ) 

第 Ⅰ条は「この 法律は、 高度情報通信社会の 進展に伴い個人情報の 

利用が著しく 拡大していることにかんがみ、 個人情報の適正な 取扱 
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つつ、 個人の権 利利益を保護することを 目的とするⅡとなっており、 
基本法としての 性格及び個人情報取扱い 事業者の遵守義務を 定める 
業法的性格を 有している。 また、 「個人の権 利利益の保護」と 規定さ 

れており、 「個人情報の 保護」と規定されているわけではないことに 
注意する必要があ る。 

従って、 法第 6 条においてⅠ 項 「‥・ その保有する 個人情報の適 

正 な取扱いが確保されるよ う 法制上の措置その 他必要な措置を 講ず 

るものとする。 」とあ り、 法第 3 項において「‥・ 特にその適正な 取 

扱いの厳格な 実施を確保する 必要があ る個人情報について、 保護の 

ための格別の 措置が講じられるよ う 必要な法制上のその 他の措置を 

講ずるものとする。 」 ことから、 情報通信、 金融。 信用及び医療分野 
ほ ついては個別法制定の 方向で議論されることになった。 本稿で 検 

訂 している、 金融・信用分野については 金融審議会金融分科会特別部 
会 、 経済産業省 産業構造審議会 割賦販売部会 個人信用情報 小 
委員会において、 個別あ るいは合同審議が 行われている。 

(2) 予備的な交渉段階における 消費者信用情報の 問題 
(i) 申込み時提供した 情報の取扱い 
消費者信用契約において・は、 契約締結 時 よりもそれ以前の 段階に 

ついても重要な 意味をもっため 情報の取扱いは 慎重に行われなけれ 
ばならない。 消費者は与 信 契約の申込みを 行って も 即座に契約が 成 
立 するわけではなく、 まず審査のための 参考資料としての 個人情報 
の 提供を求められる。 与信 業者は信用情報機関に 当該の申込者に 関 
する信用情報を 照会し、 審査の結果、 一定の与 信 基準を満たせば 信 

席料あ るいは金融料を 課して 与信 供与を承諾し 契約が成立する ( 基 

準を満たさない 場合は拒絶する、 場合によってはさらに 高い信用料、 

金融料を課した 上で与 信 供与を行 う几 さらに、 信用情報機関などの 

利用及び登録の 同意も求められる。 与信 が拒絶された 場合でも申込 
み 情報は登録され 一定期間信用情報機関に 保有されるⅡ。 また、 消 

Ⅱ信用情報機関の 一つであ る CIC では登録 日 ( 照会日 ) より 6 か 月間 
としている。 7 月間消費者信用 由 (2003 年 9 月号 )123 頁。 また、 近年 
の クレジットカード 申込書 (2003 年 12 月 ) によると、 与信 業者が 
「個人情報の 取扱いに関する 重要事項」 として会員規約とは 別刷で 
内容を確認の 上申込むように 指示している ( 「個人情報保護法」成立 
の 影響と思われる㌔ 
項目としては、 ①個人情報の 収集。 利用。 保有、 ②個人情報の 利 
用 ・提供、 ③個人信用情報機関への 登録・利用、 ④個人情報の 開示・ 
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賢者の方が申込みを 撤回した場合も 同様の問題が 生じる。 いずれの   
場合も契約が 成立していないにも 関らず、 信用情報は蓄積され 他に 
利用されるおそれが 出てくる。 このように消費者信用取引において 
は 、 予備的な交渉段階から 重要な法的問題が 存在する。 この点にっ 
き、 イギリスの消費者信用法について 次に述べておこう   
(ii) イギリスの消費者信用法と 予備交渉の制度化 
イギリスの消費者信用法は 貸付信用と販売信用を 統一したもので、 
1974  年に「消費者信用法」 ( Consum  er  Credit  Act=  CCA)  として 

制定された。 その中で予備交渉の 法制度化 ( 適用範囲の拡大 ) が行わ 
れている。 予備交渉を契約締結の 段階を予備ないし 事前交渉と契約 
の 成立とに分け、 予備交渉段階での 契約関係者の 法的地位の明確化 
によるトラブルの 解決を図っている 3$ 。 特に、 予備的交渉の 段階に 

訂正・削除、 ⑤契約が不成立の 場合、 ⑥不同意の場合、 ⑦お間合わ 
せ 窓口 ( 注 : 個人情報と明記されているが、 この場合、 内容的には 
消費者信用情報であ る ) となっている。 ⑤⑥については 今までの中 
込 書では説明されてないものが 多かった。 
・不成立の場合 : 申込みをした 事実は一定期間利用される ( 一度に 
複数の与 信 業者に申込む ヒ 、 契約上不利になる 可能性があ る㌔ 
不同意の場合 : 営業活動、 マーケティンバ 活動に情報を 利用するこ 
とに不同意の 場合は契約できるが、 原則として① 、 ② 、 ③に同意し 
な い 場合は契約できない ( 形式上は「お 断りすることがあ ります」 
と 記載されている 几 
また、 会員規約変更として、 個人情報の取扱いに 関する条項の 追加 
変更の通知が 各カード会社から 送られてきている。 以下のようにか 
なり詳細な内容となっている ( 以前は、 登録内容、 登録先の信用情報 
機関 名 、 カード会社相談窓口の 記載のみの簡単なものが 多かった㍉ 
3$ 加藤良三丁消費者信用法の 研究 上 ( 千倉書房、 1993 年 ) 231 一 232 
頁 参照。 

CCA の消費者保護規定については、 竹内教授も論述している ( 竹 
内 昭夫 目 消費者信用法の 理論 ] パ有 斐閣、 1995 年 り 。 イギリスの 1974 
年 「消費者信用法 (CCA) 」の法律の正式名称は、 竹内・教授によれば、 
「貸金業者、 質屋および賃貸借または 買取権 付賃貸借に基づく 物品 
の 供給に携わっている 事業者の免許および 監督について、 公正取引 
長官により運用される 消費者保護のための 新しい制度を 定め、 また、 
関連事項について 定める法律」 という長いものであ る。 CCA は金銭 
貸付のみならず 販売信用の規制も 含めた包括的な 法律であ ることに 
ついて、 竹内教授は「この 正式名称が示すよ う に、 本法は、 金銭貨 
付 という形で信用を 供与する業者 ( 例えば銀行、 貸金業者、 質屋 営 
業者 ) だけでなく、 物品の賃貸借または 買取権 付賃貸借という 形で 
信用を供与する 事業者についても 規制を行っている」 とする。 さら 
に 買取権 付賃貸借 (h 王 re-purchase) について、 具体例を挙げ、 「例 
えばテレビ受像機を 業者が消費者に 賃貸し、 消費者は毎月賃借料と 
いう ような形で定期的な 支払いをする 約束をし、 三年間契約条項を 
遵守して支払いを 続けたとする。 その場合には、 契約で予め定めら 
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ついて、 「供給者は債権 者の代理人との 法的推定によって 債務者たる 
消費者の利益の 保護を図っている (CCA356(2 りので、 特に申込み 
の 受領、 撤回、 契約の取 消 ・解除において 有効に機能する」Ⅱ。 1964 

年の H Ⅱ e.Purchase Act は 、 H れ e-Purchase 、 信用販売および 条件 
付売買に限定されていたので、 この新法 (CCA) によってすべての 消 
  賢者信用契約にまでその 適用範囲を拡大し、 より消費者保護を 図っ 
たものとなった。 特に、 契約締結の段階を 予備ないし事前交渉と 契 
約の成立とに 分け、 予備交渉段階での 契約関係者 ( 特に三者間契約 

における商品の 供給者たるディーラーまたは 商人 ) の法的地位の 明 
確 化が行われたことの 意義は大きい。 

( 3 ) 予備交渉における 中間的合意論の 若千の検討 

本論文の筆者は、 約款に記載された 同意条項の問題については、 

詳細な規定を 明文化することが 必要と考える。 「同意」が「合意」、 

「契約」へと 進行し、 法的拘束性を 持っに至るまでは、 いく っか の 

プロセスがあ る。 この点にっき 河上教授は、 約款が通常の 合意と区 
別されて論じられることをまず 指摘し、 それは「その 形成過程の特 
異性 ( 一力当事者によって 予め設定されること ) 、 多数契約への 一律 
適用、 内容への附合契約的性格 ( 顧客には交渉の 余地がない ) とい 
った事情による。 」ことにより、 以下の三点、 が問題とされるとするⅡ。 

①一方的に設定された 約款がなぜ、 その内容についての 充分な認識 
もな い 相手方を拘束するような 合意内容の一部を 構成し ぅる の 
か ( 約款拘束力・ 妥当根拠の説明 ) 、 
②多数契約への 適用を予定している 契約条件の解釈の 仕方として、 

通常の個別的な 合意と同じに 扱ってよいのか ( 約款に特殊な 解釈 
原則 ) 、 

③約款作成者にとって 一方的に有利な 条項が挿入されているとき 
に、 い かなる仕方でこれを 是正するのか ( 約款の内容的規制八 
であ る。 

このような約款と 合意の区別の 問題があ るものの、 申し込み段階 
から契約締結に 至るまでの「動的なプロセス」 として理解し 検討を 
イ千う 390 

れていたとおり、 消費者が買取権 を行使して少額の 金銭を支払えば、 
そのテレビ受像機の 所有権 を取得することができ」このような 契約 
を 呼称しているとする。 したがって同様の 取引はアメリカの 消費者 
賃貸借 (consumer  lease)  やわが国における 割賦販売と同じ 機能を 
果たしているとしている。 
37 加藤・前掲 注 ( 56)0 
38 河上正二Ⅰ約款の 適正化と消費者保護」 ア 現代の法 13 消費生活と 
海山 ( 岩波書店、 1997 年 沌 02 頁。 
39 河上教授は「‥・ 商品や取引態様が 多様化するに つ れ、 できあ が 
った 契約内容の実現というところに 焦点を合わせた 議論のみでは 不 
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話を消費者信用契約に 戻して、 「同意」「合意」、 「契約」のプロセ 
スを 具体的に考えてみる。 例えばクレジットカード 会社 R 社の場合 
を 考えてみよう。 R 社の約款の中に「個人情報の 取扱いに関する 不 

  同意の場合」 として「 00( 社名 ) は、 会員等が人会の 申込みに必要 

な 事項の記載を 希望しない場合、 又は本重要事項に 定める個人情報 
の 取り扱いについて 全部若しくは 一部を承認できない 場合、 入会を 
断ることや、 退会の手続をとることがあ ります。 」とあ る。 S 社も大 
体同旨で「・。 ・本契約をお 断りすることがあ ります。 」と、 契約が成 

立しないことを 明示的に規定するものとなっている。 

契約が成立しない 場合はこの予備的な 交渉段階で終了するが、 問 
題は契約が不成立でも 以下のように 信用情報が一定期間利用される 
ヒの 文言があ ることであ る。 すな ね ち、 「契約不成立時の 個人情報の 

利用・提供」の 条項にいずれも「 00( 社名 ) と会員等との 間の契約が 
不成立になった 場合であ っても、 00 は、 会員等が 00 へ 入会の申 

し込みをした 事実を 、 何々 ( 条項の番号 ) の定めに基づき、 契約平成 

立の理由の如何を 問わず一定期間利用、 提供しますが、 それ以外に 
は 利用、 提供しません。 」というものであ る。 この規定が申込みを し 
た 消費者に不利にならないという 保証はな い上 、 民事責任について 
も明確ではない。 従って、 一律に「一定期間登録、 利用、 提供する」 
ことに対して、 契約交渉のレベルを 勘案した何らかの 法的手当てが 

必要であ ると思われる。 

者信用契約における 約款の同意文言 
以上見てきたよ う に、 消費者信用取引においては、 約款に基づい 

て 契約が締結される。 具体的に言 うヒ 、 消費者側が与 信 審査のため 

の情報を提供・ ( 開示 ) し、 信用情報機関への 登録を承諾しなければ 
信用供与を受けられない。 この点にっき 多くの議論があ るが、 約款 

自体は大きな 研究テーマであ り、 また多くの優れた 先行研究があ り、 

筆者の力量で 考察するには 限界があ る。 そこで消費者信用契約にお 

ける約款の同意文言を 中心に以下で 検討を行う   

約款の法技術上の 有用性について、 河上教授は 、 「‥・ 煩隙 な取引 

を 簡便にし、 新たな状況に 取引条件を適合させ、 交渉や管理コスト 
を 削減するなど、 取引の合理化に 資する限りで、 約款が極めて 有用 

十分となり、 契約上の合意に 達するまでのプロセスが 重要となり、 
契約締結前の 段階での当事者の 権 利・義務の解明が 相対的に重要と 
なっているばかりか、 いわば契約本体の「双後左右」に 対する目配 
りが必要となっている。 そしてこのことは、 契約自体を固定的なも 
のとしてではなく、 動的なプロセスとして 理解する方向での 理論の 
進展をもたらしているⅡとして 契約自体を固定的なものとしてでは 
なく、 動的なプロセスとして 理解するこ ヒ の必要性を説く。 
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な 取引上の法技術であ ることには疑いがない。 」と説く 40 。 「しかし、 
その反面、 約款にはあ る種の 口隠蔽効果 凹 があ り、 事業者によって 

一方的に作成される 約款中には、 顧客がそれと 気付かない う ちに、 

不当に不利な 条項 ( 典型的には一力的な「免責条項」 ) が挿入され、 

同意を取り付けられる 危険性も存在するⅡとして 顧客が気付かない 

う ちに一方的な「免責条項」 が挿入される 危険性も指摘する。 加え 

て 「顧客の交渉 力 には限界があ り、 また通常は、 条項内容の吟味 や 
交渉から期待される 成果がそれに 要する苦労や 費用に見合わないこ 

こからも、 このような危険は 多くの場合放電されたままとなる。 っ 

まり、 顧客には、 事業者の提示した 約款をのむか、 契約そのものを 
諦めるしか道がなれわけであ る (take it, or leave it! ㌔」 と顧客が 
事業者の従属的状況にあ ることを明らかにする。 

このような約款の 基本的性質に 鑑みて、 イギリスでは 約款規制に 

ついての法律が 制定されている 4i 。 また、 国連消費者保護ガイドラ 
ン イ ( 1985 年 ) B 消費者の経済的利益の 増進及び保護 21 条にお 
いて 「消費者は、 一方的に作成された 標準契約、 契約上の基本的な 
権 利の排除、 非良心的なクレジット 条件等の契約上の 濫用から保護 

されなければならない」 と明文化され、 消費者保護の 規定となって 
いるⅡ。 

40 河上正二「約款の 適正化と消費者保護」 丁 現代の法 13 消費生 
活 と法 山 ( 岩波書店、 1997  年 )101-102  頁。 
4 、 イギリス不公正契約条項 法 (U  nfai 「 Cont 「 act Terms 
Act 二 UCTA, 1977 年㌔詳細は田島 裕 「過失責任の 契約による免責 一 
イギリス不公正契約条項 法 (1977 年 ) の制定 一 」田中英夫綿甲英米法 
の 諸相田 ( 東京大学出版会、 1980 年 ) 571 頁以下。 また、 河上教授に 
よると 「同法は、 消費者取引について 約款 と否 とを問わず適用され 
6 部分と、 事業者間取引での 書式化された 標準取引約款 (written 
standard  七 erms  0 千 business) にのみ適用があ る場合とで扱いを 分け 
ているⅡとして 消費者取引と、 事業者間取引での 書式化された 標準 
取引約款にのみ 適用があ る場合とで分けているとする。 また、 「財産 
的 損害に対する 免責条項コントロールのための 鍵 となる概念は 丁合 
理性 (reasonableness) テストであ り、 条項が契約締結時に 当時者に 
よって知られ 若しくは考慮されるべきであ った諸般の事情を 考慮し 
て了公正かっ 合理的目であ ることの立証に 事業者が成功しない 限り、 
免責条項の妥当を 主張できないもととされ、 この合理性を 裁判官が 
吟味するためのガイドラインも 同法附則として 添付されている。 そ 
の他、 公正取引法 (1973 年 ) によって、 公正取引長官に 不当約款に対 
する取締り権 限を付与している 点も注目されるべきであ ろう」 とし 
て 行政の積極的介入により UCTA の実効性と高めていること、 それが 
「事業者の営業活動の 自主的適正化に 一定の役割を 果たしているよ 
ぅ であ る」 ヒ して、 派生的な効果もあ ることを指摘する。 河上・ 前 ・ 掲 
注 ( 10)110- ⅠⅡ 頁 。 
42 1985 年に定められたが、 1999 年に改正され、 条文番号も変わっ 
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わが国では消費者契約法で 一部規定されていることはすでに 述べ 
たが、 まだ検討課題となっている 43 。 そこで、 議論を消費者信用 契 

約 における同意文書に 戻すと、 信用供与業者にかぎらず、 各企業は 、 

顧客の情報を 大量に収集・ 蓄積している。 ただし、 「一般の物 販やサ 

一 ビス提供をしている 業者の場合は、 契約関係に入る 前に、 最良の 
お客さんを抽出するために 消費者の個人情報を 集めています。 結局 
は、 集めても契約関係に 入らなければ 集めたことの 意味がなれわけ 

です。 ですから、 集める段階で 企業の方としては、 まだあ る意味で 

は 弱い、 要するに消費者に 不満を持たれるようでは 困るという側面 
があ るわけです。 」との発言にもあ るよ う に、 一般企業の場合は 情報 

収集に対して 顧客 ( 消費者 ) 本位の立場をとるⅡ。 そのため、 情報 
収集の段階で 一般企業は同意を 得ることができるが、 それに反し、 
与信 供与をするという 立場から情報収集の 同意が得られるとしても、 

強い立場にあ る業者側から 求められる同意については 形骸化されて 
しまうところがあ る @60 しかし、 形骸化された 同意もいったん 裁判 
となると証拠書類として 重要な役割を   担うことになる。 

ちなみに、 カード会社の 会員規約を見ると、 同意に関して R 社は 

「個人情報の 取扱いに関する 重要事項」として、 1. 個人情報の収集、 

保有、 利用．、 2. 個人信用情報機関への 照会、 登録及び利用、 3. 個人 
情報の訂正・ 開示・削除、 4. 個人情報の取扱いに 関する不同意の 場合 
及び利用・提供中止の 申し出、 5. 契約不成立時の 個人情報の利用・ 提 
僕 等、 重要事項としての 説明となっている 4f0 ところが、 S 社は「 個 
人情報の収集・ 保有・利用，提供に 関する同意条項」として 独立した 条 

項 となっている ( 長谷川 注 : 力丁ド 会員規約に記載されている「個人 
情報」 という文言は 消費者 ( 個人 ) 信用情報とほぼ 同じものとする 
本論文筆者の 解釈であ る㍉ 

( 5 ) 第三者提供に 関する同意文言 
第三者への情報提供については 同意が必要ということは 個人情報 

た (85 年時点、 では 19 条となって い ・ る几 
如上田誠一郎 [ 契約解釈の限界と 不明確条項解釈準則田 ( 日本評論 
社、 2003 年 )2 一 3 頁。 
。 4 植木二木村 佃 編・前掲 注 (22)477 頁 [ 藤田発言 几 
45 回書 [ 藤田発言 ] 。   
46 未だ法的関係に 立たない者に 対しては、 重要事項に対してはこの 
ような丁寧な 説明が望ましいと 思われる。 河上教授は「こうした 視 
認 、 困難で複雑な 契約内容への 対応は契約締結過程における 説明義務 
の 問題としても 論じられるべき 課題ではあ るが、 特別法に見られる 
[ 重要事項説明書山の 要求 ( 割飯四条、 宅建三十 セ 条など ) や解約 
権 の保障と精算義務の 強化は、 必要に応じて 求められるべき 立法的 
解決の一つのあ り方であ ろう。 」として、 説明義務の問題だけでなく、 
重要事項の説明書の 要式の規定を 置く立法的解決も 提示している。 
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保護法 23 条でも明文化されているが、 収集は提供とは 全く異なるも 

のを約款の中で 最初に包括的な 同意をとっておけばよいという S 社 
の 解釈で運用するのは 問題があ ろう 470 
阿部助教授は 同意文言が規定されている 理由を 「信用情報機関の 
一定の有用性と 役割は是認されるとしても、 与信 業者が個人に 一切 

の 同意を得ず、 信用情報機関に 信用取引に関する 情報を報告するな 

らぱ 、 個人が自分の 情報をコントロールする 権 利であ る情報プライ 
バ、 ン 』・ @ 上の権 利との衝突が 生じることにあ る。 この衝突を・ 回避する 

ために、 与 偉業者は、 与信 契約のひな型に 消費者の同意を 規定して 

いるのであ るⅡ としているが、 「ただ、 同意文言の入った 契約書で 

孝信契約を結んだことが、 消費者の真の 同意。 承諾と れ えるか、 と 

いう 疑問が残る」 として同意文言のもつ 法的効果について 疑問が投 
げかけている 480 この問題は第 1 節 ⑤の裁判例で 明らかになった と 

いえよう。 

現在のところ 実務上は第三者提供に 対する同意の 問題で一定の 解 
釈 が示されているが、 疑問点も残る 49 。 詳細は後述する。 

。 7 塩田親父池編 7 個人信用情報の 法的保護㎡商事法務研究会、 1986 
年 )88 一 89 頁 [ 山本発言㍉ 
その中で、 山本 ( 隆司 ) 教授は「情報の 登録に対する 同意の問題は 、 
登録されている 情報の内容的正確さの 確保の問題とからんで、 実際 
の 契約締結の場における 実務的・事務的な 処理の方法なども 念頭に 
おいて考えなければならないようです。 」として自らの 体験から「 そ 
の際 締結されたローン 契約に関する 書面の中に田あ なたの返済状況 
については情報として 登録されます 山 という旨の 1 箇条があ りまし 
た 。 もちろんこの 条項を削除しては 契約など締結できない 完全な 附 
合 契約です。 ところが、 それ以前に、 そもそもこの 条項を含む契約 
全体が、 これを読むような 状 ・態でな い わけです。 まず、 この契約の 
締結段階では、 ‥・契約について 説明を受ける 説明は返済金の 額と支 
払 期日に関する 事柄だけで、 以下要約すると、 書面は店員の 手にあ 
り 、 契約書面の「各条項をつぶさに 熟読するなどという 状態ではな 
い 」 こと、 契約当事者はほとんど 読むことはな い ヒ思われること、 
「仮に読んだところで」「書かれていることだけから」「条項のもっ 
意味を十分に 理解できる人が、 商品販売に従事する 人も含めて、 ど 
れだけいるでしょうか。 結局、 商品購入者も 商品販売者でさえ 知ら 
な い 間に同意したような 形ができあ がっているわけです。 」 として、 
同意条項の記載が 一力的に手続として 進行してしまう 問題点を指摘 
している。 
4i  阿部 満 「 判批 」ひろ ば 44 巻 3  号 (1991 年 )73  頁。 
4@ 西方建一 ( 金融庁 総務企画局 企画課 調査室 課長補佐 ) 「 債 
権 譲渡に関する 個人情報保護法 23 条の解釈上の 取扱い [ 同意の推 
定 ] に関する解釈」Ⅱ週刊金融財政事情、 2005 年 1 月 1 7 日号 ) 46 頁 
以下。 また、 第 18 回金融審議会金融分科会特別部会議事録によると、 
金融庁の寺田企画課調査室長の 発言は以下のようになっている。 
「債権 譲渡に関する 個人情報保護上の 整理でございますが、 民法に 
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第 5 節 裁判例からみた 信用情報保護の 間 

まず、 信用情報機関に 信用情報を登録することについて、 東京高利 

平成 10 年 2 月 26 日 ( 令法 1526 号 59 頁 ) では「個人信用情報セン 

タ 一の個人信用情報登録制度は、 その目的が公共性・ 公益性を有し 

ており、 消費者のプライバシ 一の保護と情報の 管理について 配慮し 

ているこ ヒ 、 また今日においては 多重債務者の 発生が社会問題化し 
ていることは 公知の事実であ ることなどを 考え併せると ，その趣旨・ 

目的、 情報の登録・ 利用の手段や 利用者の範囲、 プライバシ一の 保護 

に 対する配慮などの 点からみて，公共性・ 公益性を有し、 合理性のあ 

る制度であ るⅡ として、 制度そのものについて、 公共性。 公益性を 

有し、 合理性のあ る制度であ るとの判断が 示されている。 以下、 誤 

情報提供と情報開示、 抗弁事由があ る場合の信用情報登録、 不利益 

扱 い 0 通知義務、 同意取得の事案について 検討する。 

報 機関の諜情報登録と 情報開示 

  大阪地裁判平成 2 年 5 月 21 日 ( 判時 1359 号 88 頁 ) 

消費者信用情報機関 Y が、 会社を経営する X とは同姓同名 ( ただ 

し 、 名前の漢字は 異なる ) の別人であ る人物が官報に 破産宣告を受け 
たとして記載されたのを X と誤って登録し、 Y の会員会社 5 社の金 

おきましては 第 466 条にあ るとおり、 原則として債権 の自由譲渡， 陛 
が 保障されております。 すなむち債権 者は、 性質的に譲渡できない 
もの及び譲渡禁止特約が 付されているものを 除きまして、 債務者の 
意思にかかわら・ ず 譲渡することが 可能であ ります。 
また、 債権 譲渡の実務においては、 債権 そのものに加えて 債務者 
に 関連する情報を 移転することが、 債権 の譲渡人は譲受人に 対し、 
債権 者としての十分な 債権 回収を行 う 指名、 譲渡人及び譲受人の 経 
済 的利益を保護するため 必要とされ、 慣行として定着しております。 
このことにかんがみて、 債権 譲渡に・付随して 譲渡人から譲受人に 
対して当該債権 の管理に必要な 範囲において、 債務者及び保証人等 
に関する個人データが 提供される場合には、 個人情報保護法第 23 
条 においてより 求められ・ る 第三者提供に 関する本人の 同意を事実上 
推定できるため、 改めて明示的に 本人に同意を 得る必要はな い もの 
と 解されます一以下略。 」 
債権 譲渡については 民法 466 条の規定を適用されるが、 「明示的な 
同意が必要な い 」 ということについて、 少なくとも消費者信用取引 
においては債務者に 通知する必要はあ るのではないかと 考える。 「 取 
引 慣行として定着」 といっても、 それは一般の 対等な私人間の 取引 
にいえるのであ って、 消費者はそのような 取引慣行について 熟知し 
ていないため、 消費者信用取引の 場合にはさらに、 詳細な明文規定 
を置く方がよいのではないか、 と思われる。 この点については 別稿 
でさらに考察を 深めたい。 
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融 機関に情報を 提供した 50 。 そのため、 X がその後各社に 申し込ん 

だ与信 をすべて拒絶された   X は社会的な・ 地位も高く責任も 璽 い立 

場 にあ ったので、 Y による 誤 情報の登録・ 提供によって 名誉・信用 

を殿 損されたとして、 謝罪広告、 慰謝料Ⅰ 000 万円、 弁護士費用 100 

万円を請求した。 

判決要旨は、 「 Y の過誤により 誤 情報を流したという 行為は、 「個々 

人の経済活動に 致命傷を与えかれないものであ ることを認め、 慰謝 

料 200 万円、 弁護士費用 20 万円の賠償を 命ずる。 謝罪広告に関する 

請求は棄却する。 」 というものであ る。 本 判決は Y の損害賠償責任が 認められたリーディンバケース と し 

て 意義があ る。 本件の中心的な 争点は、 同姓同名の別人の 破産情報 

在 X と誤って Y が登録したため、 X は名誉・信用を 殿損された。 Y 

は X の 誤 情報を撤回し、 金銭的な保障をしただけでは 回復 ヒい えず、 
名誉の回復のために 謝罪広告も求めた。 Y の不法行為は 認められた 

が 、 謝罪広告に関する 請求は棄却された。 

Y は X からの開示請求があ って初めて本件情報の 誤りを発見し、 

登録情報の削除を 行い、 関係した会員にも 削除通知を行った。 この 
手続だけみると 通常行われている 業務の一環ともいえるが、 Ⅹが経 

営者として社会的地位も 高く責任も重かったために「個々人の 経済 

活動に致命傷を 与えかれない」ものであ ったとして Y の不法行為が 
認定された。 裁判所は Y の 誤 情報の提供に 基づき X が 与信 拒否を受 

けたことについて X が損害を立証できなかったとして 請求を棄却し 

た。 その根拠の一つに 銀行が Y の会員に含まれていないことを 挙げ 

ているが、 しかし、 実際当時 ( 昭和 62 年 10 月 ) はすでに銀行系と 

信販系の信用情報の 交流 ( 昭和 62 年 3 月 20 日から ) が行われてお 

り、 「原告が、 この 3 機関の情報交流制度の 存在を衝き。 銀行系信用 
情報機関への 調査を積極的に 行っていれば、 前述のリース 会社、 信 

販会社からの 与信 拒否に加えて、 この点についても 実際に生じた 財 

陸上の損害 ( 経済損害 ) を立証し得たはずであ る。 」との指摘もあ る 
  

2 . 抗弁事由があ る場合の信用情報登録 
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東京地判平成 9 年 9 月 9 日 ( 余沫 ]516 号 54 頁 ) 
X は 、 A ゴルフが発行するゴルフ 会員権 を購入するため、 Y 銀行 
より 800 万円を借り受けるローン 契約 在 結んだ。 X は Y に対し分割 
金を支払っていたが、 A ゴルフが倒産したため、 それ以降のローン 

の支払いを中止した。 本件ローンの 連帯保証人になっていた A ゴル 
フは Y に対し 残 代金を代位弁済した。 そこで、 Y は Y が加盟する信 

用情報機関であ る B 信用情報センタ 一に、 代位弁済の事実を 事故 情 

軸 として登録したり。 さらに Y は Y が提携する他の 信用情報センタ 

一に対しても 事故情報として 伝達した。 

そこで、 X は 、 Y が所定の督促も 行わず、 B に事故情報として 登 
録したことは 違法であ るということ、 また、 X の分割支払い 中止は 

A ゴルフ場の造成工事中止・ 倒産を理由にするものであ ることから、 
その支払中止には 正当な理由があ ると主張し、 Y に対し、 不法行為 

にもとづく 400 万円の損害賠償を 請求する訴訟を 提起した。 争点は 
次のようであ った。 

① Y が代位弁済の 事実を事故情報として B 信用情報センタ 一に提供 
した行為は X に対する不法行為となるか。 ②仮に不法行為であ るこ 

とを認容すれば、 X の損害額はいくらになるか。 

これについて 東京地方裁判所は 以下のような 判断を下した。 

X は、 本件ローン契約において、 Y   が B 信用情報センタ 一の条項 

ほ ついて説明義務を 怠ったため、 この条項は例文にすぎず、 ・情報提 

供は不法行為であ ると主張するが、 本件ローン契約書に X が署名し 

た 以上、 X は本件条項を 了承したものとみなされ、 X の本件条項の 

拘束力がないという 主張は認。 められない。 また、 X は 、 Y の B 信用 
情報センタ一に 対する情報の 登録は 、 B が定める事務取扱要領の 規 
建にょり登録されたものであ り、 その規定に違反したことを 根拠に 
情報提供されたことは 違法であ ると主張しているが、 この規定は 、 
YB 間の内部規定であ り、 X と Y との間を規定するものではないこ 
とから、 X の主張は認められない。 以上のことから、 Y が行った事 

故情報の情報提供は、 不法行為にはあ たらな い   

52 登録される事故情報は 信用情報機関により 多少の相違があ る。 
F 月間消費者信用 2003 年 9 月号 凹 123 一 124 頁によれば、 全銀協 ( 全 
国 銀行信用情報センタ 一 ) は、 延滞、 延滞解消、 代位弁済、 代位弁済 
後 完済、 強制回収、 強制解約、 第 1 回国 不 渡、 取引停止処分、 保証 
履行、 求償債権 完済 、 強制退会等となっており、 CIC( 株式会社シー・ 
ア イ ・ シ 一 ) および CCBO 株式会社シー・シー・ ビ 一 ) は異動情報 ( 延 
滞 、 延滞解消、 延滞緩解約 ) のみ、 余情 連 ( 全国信用情報センタ 一 ) は 
延滞、 延滞解消、 債権 回収、 債務整理、 破産申し立て、 特定調停、 
民事 再 、 生となっている。 被告は当時 ( 株 Ⅱ善用情報センターと 称して 
いたが、 現在は CIC と名称変更している。 また特定調停、 民事再生 
は 近年の立法化に 伴 う ものであ り、 当時は含まれてれない。 
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なお、 本件はローン 提携契約であ って割賦購入あ っせん契約では 

ないため、 A ゴルフが倒産した 時点で支払停止の 抗弁手続きをとる 

ことができなかったものと 思われる 53 。 割賦販売法の 抗弁の接続規 
定は 1984 年に加えられた ( 1984 年の割賦販売法第 3 0 条の 4 第 1 
項の新設により、 一定の条件の 下で、 買主があ っせん業者に 対して 

  売買契約上の 事由をもって 割賦金の支払を 拒絶できるようになって 
いる ) 540 

私見としては、 本 ケースのように 明らかに抗弁事由があ るような 
場合には、 X の支払中止により、 A が代位弁済した 事実を Y が事故 

情報と位置づけるには 疑問があ る。 通常の延滞による 代位弁済とは 

区分して登録する 必要があ るのではないだろうか。 しかし、 本 判決 

は 地裁の段階で 確定している。 抗弁規定に関するもの、 ゴルフ会員 
件 売買とクレジット 契約の裁判例についてはすでに 優れた先行研究 
があ るので、 本論では紹介するに 留める 550 

  

53 1999 年 10 月に施行された 割賦販売法では、 ローン提携業者に 対 
する抗弁が認められている。   

64 この規定の新設前の 事例について、 林良平編 丁 注解判例民法 民 
法 総則 山 では以下のように 解説している 卸 。 
「売買契約が 売主の商品 引渡 債務の不履行を 理由に合意解除された 
事案において、 買主と斡旋業者との 間の立智腔契約においてこのよ 
う な場合に買主が 代金請求等を 拒絶できる特約があ るときや斡旋 業 
者が売主の不履行に 至るべき事情を 知りもしくは 知りうべきであ り 
ながら 立替 払を実行したなど、 不履行上の結果を 斡旋業者に帰せし 
めるのを『信義則上相当とする 特段の事情がない 限り 凹 、 買主は 、 合 
意 解除をもって 斡旋業者の履行請求を 拒むことはできない     れた 
事例があ る ( 最 ・利平 2 . 2 . 20 判時 1354 号 76 頁 几 」 
悶 箕輪 靖博 「判例からみた 抗弁規定の課題と 展望」 丁 タレジット 研 
究 21 君コ ( クレジット研究所、 1999 年 ) 214 頁、 渡辺達徳「ゴルフ 
会員権 販売とクレジット 契約」司書 239 頁。 渡辺教授は他にも 水制 
決の検討を行っている。 「 誤 情報と慰謝料 ( クレジット関係個人情 
報 ) 」竹田稔・堀部政男 編丁新 ・裁判実務体系 9 名誉，プライバシー 
保護関係訴訟法 山 ( 育林書院、 2001 年 ) 376 頁以下。 同論文では、 
検討されるべき 問題が二 つ 読み取れるとしている。 
1 . 与 偉業者が顧客の 正確な個人信用情報を 個人信用情報機関に 提 
供する義務を、 当該顧客との 関係で負 う 根拠 
2 . 提供されるべき 情報の種類の 妥当性 
1 の問題について : 渡辺教授は「不法行為が 成立するためには、 
与信 業者が、 正確な個人信用情報を 個人信用情報機関に 提供する 義 
務を 、 顧客との関係で 負うことを前提として、 この義務に違反した 
ことが要件となる。 」として保護されるべき 情報主体 ( 長谷川淀 : こ 
の場合は消費者 ) の法益として、 プライバシー・ 信用、 名誉、 財産 
上 の 得 べかりし利益等を 挙げる。 そこで、 他人のこうした 法益を侵 
害しないことは 一般の市民生活上当然の 義務であ るから、 これが 不 
波行為 " の 義務違反を基礎付けることは 認められであ ろうとする。 
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3 . 不利益取扱いについての 通知義務 
本論の筆者はこの 問題について 別稿で 若干の検討を 行っている 
が 、 再検討をしてみようヒ 思う 56 。 通知義務について、 特に不利益 
取扱いをする 場合には重要であ る。 以下は情報主体の 与り知らぬと 
ころで、 誤った情報に 基づいて不利益取扱いを 受けた場合の 事案で 
あ る。 

大阪地判平成 2  年 7  月 23  日 ( 余沫 1289  号 29  頁 ) 
誤 情報を信用情報機関に 提供した信販会社の 債務不履行責任を 認 

め、 不利益取扱いの 通知を怠った 信用情報機関の 不法行為 賈任 が否 

足 された事例であ る。 本 判決には情報提供者の 賈 任 と通知義務の 二 
点において重要な 判断が示されている。 

X は Y I ( 信販会社 ) とのクレジット 契約書の裏 面に記載されて 

いる預金口座振替契約条項第 16 条に、 「本契約により 発生した客観 

的な取引事実に 基づく信用情報を 貴社が加盟する 信用情報機関に 登 

録し、 当該信用情報機関の 加盟会員により   自己の取引判断のため 

その情報が利用されることに 同意しますⅡ とい子規定が 存在し、 X 

与信 業者と顧客に 契約関係が存在する 場合、 この契約を根拠 ヒす 
ることができるか、 という問題については、 「この両者間の 契約は 、 
信用供与 ( 金銭消費貸借、 立替払等 ) を主たる目的とするものであ 
るが、 近時の判例・ 学説に照らして、 与信 業者が取引に 際して顧客 
の プライバシー、 信用・名誉を 侵害しない義務も、 当該契約の付随 
義務として信義則上認められると 考 えることが可能であ る ( 民 1 条 
2 項参照㌔」 としている。 
また、 与 信の申込みが 拒絶されて両者の 間に契約が成立して い な 
ぃ 場合は、 「当該申込に 伴い誤情報が 登録されたとしても、 契約上の 
付随義務を損害賠償の 根拠とすることはできず、 不法行為が主張さ 
れることになろう」 としている。 
2 の問題について、 「顧客に正当な 抗弁事由があ って 与 宿業者に対 
する返済を停止したにもかかわらず、 これが単なる 延滞として 通 
知 ，登録されると、 当該顧客が以後の 信用供与を受けられなくなる 
恐れが生ずる」 としている。 また、 顧客 ( 情報主体 ) が、 個人信用 
情報機関に登録された 内容に異議あ る場合、 コメントが表示される 
制度は存在するが、 以後の信用供与に 影響しないという 保証はない」 
とし、 「一見すると 事故情報に該当しても、 顧客側に抗弁事由が 存在 
するなど、 権 利関係に争 い があ るような情報の 登録には慎重を 期す 
る 必要があ る。 」とあ るが、 本件についての 具体的はコメントはなさ 
れていない ( 現行法規では 裁判所の判断を 認めざるを得ないという 
ことと思われる。 さらに、 これは信用情報システム 全体の検討課題 
であ るとも指摘する㍉ 
56 長谷川和子「消費者信用取引における 通知義務 ( 以下「通知義務」 
という ) F 横浜国際社会科学研究第 8 巻第 6 号 山 ( 横浜国際社会科学 
学会、 2004 年 ) 53 頁以下。 通知義務に関し 日本の法状況及び アメ 
リカ公正信用報告 法 (FCRA) 第 615 条の規定との 比較検討を行った。 
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は Yl が、 タレジット契約より 生じた取引事実に 基づく信用情報を 、 

Y2 ( 信用情報機関 ) に加入している 他の加盟会員に 利用させること 
を 承諾していたことが 認められる。 

しかし、 Yl には、 Yl の従業員の手違いで X に 「延滞後完済」 の 

事実があ った ヒ の 誤 情報を Y2 に報告し X の信用を損なった 債務 不 

履行責任があ り、 Y2 には、 X に不利益な情報を 登録した場合、 X に 

対し通知を発する 信義則上あ るいは条理上の 義務があ るのにこれを 

怠、 った 過失があ ると主張し、 X は慰謝料等を 求めて提訴した。 

大阪地力裁判所は 以下のように 判 示した。 

「一 孝信業者が消費者の 信用に関する 誤った異動情報 ( ブラック 
情報 ) を信用情報機関 ( 信用情報会社 ) に報告した場合には 信義則上、 
クレジット契約に 付随する信用保護義務違反として、 消費者に対し、 

債務不履行の 責任を負うと 解するのが相当であ る。 

二 信用情報機関が、 消費者に不利益な 情報を登録した 場合、 消費 

者にその旨通知すべき 義務がなく、 右 通知を怠ったとしても、 消費 

者に対し、 不法行為責任を 負うものではないⅡ 

本件は消費者の 誤った事故情報が 信用情報機関に 登録されたため 
に消費者が与信を 拒絶されたことに 端を発している。 裁判所の判断 

は 「 Yl が前回の タ レジット契約に 基づく X の正確な信用情報を Y2 
に 提供する限り、 何ら違法ではない。 」として、 正確な情報を 提供す 
ることは、 信用情報システムの 手続きの一環として 認められるとい 

うことであ った。 「しかし、 Yl は Y2 に X の信用情報を 提供するに 

当たり、 信義則上、 前回のクレジット 契約に付随して、 正確を期し、 

誤った情報を 提供するなどして X の信用を損なわないように 配慮す 

べき保護義務があ り、 この保護義務に 違反すれば、 債務不履行 ( 不完 

全履行 ) 責任を負 うと 解するのが相当であ る。 」として、 Yl の保護 義 
務 違反として X に対し債務不履行責任を 負 う ことが認められた。 

Y2 の通知義務の 問題については、 「消費者に不利益な 情報を登録 

した場合、 Y2 が X にその旨通知すべき 義務があ ったとはいえず、 他 
にこの通知義務の 存在を認めるに 足りる証拠はないから   不法行為 

責任の主張は 理由がない。 」 として斥けられた。 

通知義務について、 学説は判決を①消極的に 支持する立場 ( 長尾 説 、 
松本説 ) 、 ②疑問 祝 する立場 ( 渡辺 説 ) 、 ③やや批判的な 立場 ( 阿部 説 ) 

に 分かれているが、 程度の差はあ ってもいずれも 通知義務を認めて 

いる。 ' 。 松本教授も 「特別の法規定なしに 導き出されるとまでいう 
のは困難であ ろう」 として、 法が未整備であ る以上はやむをえない 

ヒいう 見解であ る。 

57 長谷川・前掲 注は 0)56 一 57 頁。 
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4 , 情報主体からの 同意取得及び 情報提供者の 説明義務 

最近の裁判例で、 今までの裁判例の 類型とは異なるものがあ る。 
一般消費者にも 消費者信用情報保護の 必要性が強く 認識されるよう 

になったことを 示すと 居 、 われる注目すべき 裁判例であ る。 

大阪高 利 平成 17  年 2  月 3  日 ( 金判 ]22]  号 51  頁 ) 
( 1 ) 事実の概要 

信用情報機関に 事故情報 ( 代位弁済後完済 ) を登録された X が新規 

ローンの申込みを 行ったが拒絶された。 そこで、 X は、 与信 業者で 

あ る Y に対し債務不履行又は   不法行為に基づく 損害賠償及び 事故 登 

録 抹消合意に基づく 本件事故情報の 削除手続を請求した。 X は以下 

のように主張した。 

① Y が信用情報機関に 信用情報を登録するに 当たり、 X の同意を 
得た上、 誤った信用情報が 登録されないよう 注意すべき義務を 負っ 

ていたのにこれを 怠って本件登録をした、 ② Y は X に対して、 本件 

事故情報を抹消する 旨を合意したが、 これを履行しなかった 、 ③ X 
は 、 自動車を購入するためのローンを 別の金融業者に 申し込んでい 
たが、 本件登録を理由に 不承認が確定した 結果、 希望していた 自動 

草を購入できなかったため 損害を被った 等というものであ る。 

原審では、 本件当座貸越契約の 成立及び同契約に 基づく事故情報 

登録に対する X の事前同意の 存在を認定するとともに、 X 主張の登 

録 抹消の合意があ ったとは認めらな い 等として、 本件請求をいずれ 

も葉虫 口 した。 

そこで X は控訴しⅠ 1) 信 ・ 用 情報登録についての 控訴人の同意の 不 
存在Ⅰ 2) 本件事故情報の 登録抹消請求について X は① 被 控訴人との 

間で成立した   本件事故情報の 登録抹消合意に 基づく抹消請求に 加え、 
②民法 723 条の準用ないし 類推適用による 不法行為に基づく 本件 事 

故 情報の抹消請求を 追加的に主張した。 

( 2 ) 裁判所の判断 
これに対する 大阪高等裁判所の 判断は「 Y が、 当座貸越契約を 含 

む 預金取引を締結した 際、 X の合意を得た ぅえ 、 個人信用情報を 信 

用 情報機関に登録し、 かっ 、 X の事故情報を 同機関に登録し、 事故 

解消後に同事故情報の 登録を抹消しなかったとしても、 X に対する 

債務不履行または 不法行為に当たらない。 」 というものであ った。 

本件の争点は①登録同意の 存否と② Y が X の事故情報登録の 抹消 
手続を約したか 否かということであ るが、 前記 2 点について X の 主 

張は認められなかった 58 。 本件で特徴的なのは、 先に挙げた裁判例 

58 なお、 X は控訴審で、 補充的な主張として 民法 723 条の準用な い 
し 類推適用による 事故情報の抹消を 主張したが認められなかった。 

詳細は後述するが、 信用情報に関しては 特別の場合 ( 例えば、 大阪地 
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判 5 月 21 日 刊時 1359 号等 ) を除いては、 名誉 殿損 法理による解決 

では難しいため、 この点については 裁判所の判断は 妥当と考える。 

日本の名誉 殿損は ついて従前の 判例・通説は、 名誉は①内部的 

名誉 ( 人の有する人格的価値 ) 、 ②社会的名誉 ( 人格的価値に 対する 

社会的評価 ) 、 ③名誉感情 ( 自分自身の主観的評価 ) のうち、 ②の社会 
的 名誉についてのみ 法的保護が得られるとされている ( 最判 昭和 45 
年 12 月 18 日展 集 24 巻 13 号 2151 頁 ) 。 しかし、 近時は円谷 峻 F 不 

法行為法 山 ( 成文 堂 、 2005 年 )71 頁でも指摘されているように、 「 名 

誉 感情も法的に 保護する ヒ 解する」方向に 変容してきているのでは 

ないかと思われる。 
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ではないか。 そのような誤解があ ったとすれば、 当座貸越契約締結 

時に Y が十分な情報提供をしてれなかったとも れ える 59 。 Y は事故 
情報の内容、 登録される期間についての X に情報提供する 義務があ 

っ たのではないか。 いったん登録されれば、 その情報が全金融機関 
にオープンになり   本人の与り知らぬところで 情報が流通すること 
になる。 それによって 新規 与 信の拒絶あ るいは拒絶されないまでも、 

通常より高い 金利を請求されるという 不利益を被るリスクを 、 X は 

了知していなかったのではあ るま いか 、 ということであ る 60 。 

5 , 裁判例まとめ 一 特に信用情報機関の 民事責任について 
信用情，戦機関が 直接誤った情報を 提供した平成 2 年 5 月 2 1 田制 
決を除きいずれの 裁判においても、 信用情報機関の 責任については 

棄却されている。 しかし、 信用情報機関に 責任を認めるに 足りる 証 

59 この場合については 情報提供不全の 観点から、 興味深い分析があ 
る。 山本敬姉「民法における [ 合意の暇 疵 ] 諭の展開とその 検討」 棚 
瀬 孝雄編 干 契約法理と契約慣行 J Ⅱ弘文 堂 、 1999 年 ) 149 一 184 頁。 
山本教授は法律行為法における 波形成一錯誤型の 場合として (a) 
不実表示型、 (b) 情報提供不全型、 (c) 不適格者勧誘型の 8 類型を 
あ げている。 その中でⅡ b ) 情報提供不全型が 本件の場合に いえる 
のではないかと 思われる。 
「この情報提供不全型では、 逆に情報を提供しないという 不作為が 
問題となるところに 特徴があ る。 」とする。 そして、 この情報提供 不 
全は 二 つに 分けられる。 第一は、 問題となる人に 着目した基礎づけ 
で、 当事者間の情報力 め 格差に着目する。 そして、 優位に立っもの 
に情報提供義務を 諜すこ ヒ が社会全体のコストがかからないことを 
重視する。 第二は事業者に 対する社会的信頼に 着目するものであ る。 
「現代の複雑性の 高 い 取引では、 専門的知識をもっ 事業者に依存す 
ることがどうしても 必要となる。 そのため、 そうした事業者に 対す 
る 社会的信頼が・ 守られなければ、 そもそも円滑な 取引は望めない。 
しかも、 事業者自身、 そうした自分に 対する社会的信頼があ っては 
じめて営業活動が 可能になる。 事業者は、 まさにそこから 利益を得 
ているのだから、 それに応じた 責任を課せられて 当然だというわけ 
であ る。 」 二 りの着目 点 はともに情報の 量および質において 優位に立 
っ ほうに情報提供義務があ るとする考え 方であ ると思われる。 
特に生命・財産への 損害が及ぶ場合には 情報提供者側の 責任が問 
われるといえよ う 。 2000 年に制定された 金融商品販売法は 第 4 条、 
第 5 条で重要事項の 説明義務を規定している。 
60 植田勝博 ( 弁護士 ) は、 「個人の情報人格権 と情報支配権 」代位 弁 
済後 完済 ヒ 類似の扱い ヒ なる延滞後完済について「延滞後完済は 、 
義務を完了しており、 示談、 法的処理、 弁護士扱い、 差押えは権 利 
の 存在に争いがあ るものが多数あ り、 示談、 法的処理、 弁護士扱い 
により債権 消滅の解決がなされていれば 事故とすべきではない。 個 
人の裁判を受ける 権 利を抑圧する 虞 れが高い。 」として事故情報 ヒし 
て 登録することに 疑問を提示している ( 判評 387 号 176 頁㌔ 
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拠 がなれというだけで 全く責任がないと 言えるであ ろうか。 

事案により相違はあ るが、 信用情報機関にも「 誤 情報の場合の 賈 

任は ついては、 二次的担保責任を 負う」という 学説があ る 61 。 また、 

「覚観行為帰責の 原則」として、 システム ( 信用情報システム ) 管理 
にも用いることができるとする 説もあ る 62 。 平成 2 年 7 月 2 3 日刊 
扶余接 1289 号 29 頁において、 原告 X より主張されたよ う に、 Y2 

は Yl と 一体であ ると位置付け Y2 も X に対して共に 債務不履行責任 

を 負うという法律構成もあ りうる。 取引実体上からみても 消費者と 
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第 6 節 小指 

消費者に無担保で 信用供与を行 う 業者は、 返済能力を審査するた 

めに情報主体であ る消費者から 直接あ るいは、 公的情報等から 間接 
的に情報を収集する。 
信用情報機関は、 銀行系、 クレジット系、 消費者金融系の 業態 別 

に運営されているが、 それぞれ収集した 情報を登録し、 データを 保 

管 、 与信者からの 照会に応じて 回答をする業務を 行っている。 

信用情報機関の 登録制度については、 東京高利平成 10 年 2 月 26 

日 判決金海 1526 号 59 頁では、 公共性・公益性を 有し、 合理性のあ 

る 制度であ る．との判断が 示されている。 

また、 具体的にも①債権 回収を確実にする 手段であ る、 ②信用取 
引 が大衆化され、 個別収集よりも 集団的な収集の 方が効率的で コス 

ト もかからない、 ③消費者が複数の 与 信 契約を結ぶよ う になってき 

6 、 松本恒夫「誤った 信用情報を提供した 信販会社の法的責任」令法 
1304 号 75 頁では、 「二次的担保 ( 的 ) ということの 意味は、 Y1 に賠 
償責任が認められるにもかかわらず、 賠償資力がなり 場合にはじめ 
て 、 そして、 Y2 の独自の過失を 問題とせずに Y2 に賠償責任が 課さ 
れるという意味であ るⅡとして、 Yl の無資力を要件としているが、 
いずれにせよ Yl と Y2 は補完関係にあ ることが認められている。 
62 長尾 治助 「誤った個人信用情報提供者等の 損害賠償責任」 法時 
53 巻 5 号 100 頁。 「個人信用情報システムを 主導する管理者として 
外部から認められる 事業者一個人信用情報機関Ⅰが、 第 1 次 的責任 
主体の不明なとき、 被害者に対して 損害賠償責任を 負うものと考え 
てよいのではないか」とする。 前記松本説に 類似しているが、 前者 
が Y ㎡ 与信 業者 ) の無資力を要件としているのに 比べ、 長尾訊ほ「 責 
任 主体が不明のとき」 という。 
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ている、 ④新たな金融商品 画 開発され、 被告信者の債務負担状況が 
変動しやすくなり、 与 借上、 これらを的確もお 把握する必要があ るこ 

と等から意義あ るものとされている。 

信用情報が適正に 登録、 利用されている 場合はこのように 意義の 
あ る制度であ るが、 情報の収集，蓄積管理・ 流通のいずれの 場合も 

消費者の権 利が侵害されるおそれがあ る。 消費者の信用情報が 間違 

って登録された 場合、 消費者は新たな 孝信供与が受けられなくなる 

など経済的な 損害を受けるだけでなく 精神的な被害も 受けることに 

なる。 とくに、 破産宣告、 失 綜 宣告等の公的記録の 間接収集による 

誤 情報の登録は 被害を拡大する ( 大阪地判平成 2 年 5 月 21 日 刊時 

1359 号 88 頁㌔また、 抗弁事由があ るとして支払いを 保留している 
消費者の情報が「事故情報」 として登録された ( 東京地判平成 9 年 

9 月 9 日金法 1516 号 54 頁 ) 場合等も同様であ る。 
現在のところ 信用情報を規律する 法律は、 2003 年 5 月に成立した 

個人情報保護法、 貸金業規制等に 関する法律 25 条 3 項 [ 情報機関 
の 設置または指定 ] . 同 30 条 1 項 [ 過剰貸付の防止 ] . 同条 2 項 [ 情 
報の目的外利用の 禁止 ] 、 割賦販売法 38 条 [ 支払能力を超える 購入 
の防止 コ ・同 39 条 [ 信用情報の適正な 使用等 コ、 及び貸金業規制法 
施行規則 13 条 [ 債務者の信用を 情報機関に登録する 旨の契約書へ 
の記載 ] 等であ る。 他には行政の 各ガイドライン 及び各業界の 自主 

ルール等によって 規律されている。 

しかし、 これらによる 規制では消費者の 被害を救済することがで 
きず、 裁判で適用されたのは、 民法 415 条の [ 債務不履行による 損 
害賠償 ( 注意義務違反、 保護義務違反 ) L 及び 709 条 [ 不法行為によ 
る 損害賠償 ] 、 723 条 [ 名誉 致損 における原状回復 ] の規定であ る。 
これら民法の 規定は、 対等者間の取引、 当事者間の意思の 推測、 
利害の調整および 公平。 な 処理が前提とされている。 従って、 経済お 

ょび 情報において 劣位の立場にあ る消費者に対し、 これら伝統的な 

法概念を基礎とした 法的処理では 限界があ るのではないかと 思われ 

る 。 

学説は、 消費者が誤情報の 流通を認識できない 場合が多く ( 与信中 

込みが拒否され、 情報開示によって 初めて知る等 ) 、 また認識しても 

損害の立証が 困難ということから、 不法行為による 事後救済は実効 

的でない。 事前に被害を 防止するための 措置が重要として、 立法化 

を提唱する方向で 一致していると 思われる。 

以上のことから、 筆者は本論策 1 章において問題点を 抽出し、 ・学 

説・判例の整理・ 検討を行った。 そこで、 さらに新たな 問題点も付け 

加えた上で以下に 述べる事項を 中心に、 包括的な消費者信用情報 保 

護法立法化の 必要性を明らかにしていきたい。 
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(1) 信用情報機関の 民事責任を義務付ける 規定について 

消費者信用情報機関の 制度自体は不可欠であ るが、 個人情報収集 

及び登録情報の 内容、 登録期間、 情報提供の内容及び 範囲等を再検 

試 し、 消費者信用情報機関の 責任を明確に 義務付ける必要があ る   
(2) 情報主体の同意取得及 び 重要事項の説明の 義務付け 
信用情報登録の 同意については、 必ず情報主体本人から 同意を得 

ること必要性があ る。 またその際、 宅地建物取引業法第 37 条等に 
規定されている 重要事項の説明を 義務付ける必要があ る   
(3) 開示義務、 不利益取扱いの 通知義務及 び 調査義務 

間接的に消費者の 個人情報を収集し、 消費者に ヒ って不利益な 取 
扱を行う場合は、 当該消費者に 通知し、 内容の正確性について 確認 

する義務付ける 必要があ る ( とくに情報の 間接収集については 現在 

のところ「 JIS Ql5001 」のルール以覚明確な 規定がない ) 。 
与信 業者は消費者の 求めに応じて、 与信 拒絶の理由及び 拒絶の根 

拠 となった信用情報を 開示する義務があ る。 また、 不利益な信用， 情 

報を提供した 信用情報機関の 名称、 連絡先を消費者に 通知する義務 
があ る。 さらに、 情報の正確性・ 最新性の確保のた・ め 、 消費者から 

誤 情報の訂正・ 削除の申し出があ った場合、 速やかに信用情報機関の 

調査を義務付ける 必要があ る。 

筆者のこれらの 主張に対し、 多くの判例の 蓄積があ り、 消費者信 

用保護法の下に 一大消費者信用取引法体系が 存在する、 アメリカの 

 
 

法制度について 第 2 章から第 4 章で考察し、 それらを評価した 上で 
わが国の消費者信用情報保護法制の 在るべき将来に 備えたい。 
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第 2 章 アメリカにおける 消 音信用法制の 

アメリカの消費者信用情報保護法制を 考察する双に、 まず本章で 

同国の消費者信用取引法制を 概観する。 以下、 消費者信用保護法制 
定以前の未整備な 状況については 第 3 章で判例及び 学説を中心に 考 

察し、 また第 4 章において FCRA の立法経緯、 概要及び判例について 

検討する。 

孝信用取引の 歴史的背景 

アメリカにおける 消費者信用の 歴史は 19 世系已に始まっている。 

  アメリがにおける 消費者信用の 生成と発展は①植民地時代、 ②南北 

戦争後、 ⑧小額信用法 (Small Loan Act) 制定後、 のおよそ 3 期に 

  分けられる。 第 3 期はさらに金融制度の 発展およびコンピュータの 
発達による高度情報化社会によって 細分化される ，。 

最初・に制定されたのは 20 世紀の初め (1916 年 ) 、 良心的な貸金業 

者が市場に参入させるための 小額信用法であ った。 その後口一 ン ・ 

、 ンャ 一ク と 呼はれる暴力金融業者が 現れ、 長 い間 消費者 は 信用供与 
を 受けるのが困難な 状況にあ った。 

このように初期は 暴力的金融業者から 消声 者を保護するという 要 
素 が強く、 消費者保護法の 立法化以前は「買主注意せよ (Caveat 
emptor) 」の古典的な 法則によって 支配されていた 2 。 1960 年から 
1970 年にかけ、 連邦法および 州法として多くの 消費者保護法が 立法 

化された，。 とりわけ、 「近代的かっとても 有用な (workhorse) 法律 

  は 1968 年の消費者信用保護法 (CCPA) であ る」と指摘されるほど 消 
費 音信用保護法が 制定された意義は 深かった。 。 
アメリカの消費者信用保護法制については 1970 年代から先行 研 

究 が多くなされている ，。 また、 さらに近年体系的に 整理された論文 

も 発表されたので 詳しくはそちらに 譲りたい。 。 本論文では消費者 信 

1 3 つの大まかな 分類については、 横田貫一「アメリカにおける 消費者信用の 
法規制」塩田 親 文二長尾治朗 編 F 消費者金融の 比較法的研究Ⅲ立命館 
大学人文研究叢書・ 6 、 1984 年 )83 頁以下参照。 
2 む 。 刀弗皿 er Ⅰ グ otec ね 0 万 Law 血オⅣ打 S 力 e11 3,", West Group ， 

(1999) at3   
8  Ⅰ ガ ． a  t3   

4  Ⅰ ガ ． a 士 6   

  竹内昭夫「アメリカの 消費者信用保護法Ⅶ消費者信用法の 理論Ⅲ 有斐 
閣 、 1995 年 ) 、 望月礼二郎「諸覚国の 消費者信用法・アメリカⅧ消費者 法 
講座 5 八日本評論社、 1985) 等。 
6 執行秀幸「アメリカ 合衆国消費者信用法制」クレジット 研究 31 号 皿 クレジ 
ット 研究所、 2003 年 )6 頁以下。 桶舎典哲 「アメリカ統一消費者信用法典」 
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用 情報との関連において 概要を記述するにとどめる。 

音信用法制の 体系 

本論文の第 1 章で述べたよ う に、 竹内教授は、 1970 年代から アメ 

リカ において消費者信用保護法 ( C0nsum  er  Credit  Pr0tec 伍 on 
Act 二 CCPA) および統一消費者信用法典 (Un Ⅱ orm C0nsumer C 『 edit 

Code 二 UCCC 二 U3C) について先行研究を 行った 7 。 そして、 「わが 国   
でも、 消費者信用の 問題を、 消費者保護の 見地から総合的に 規制す 

べき時期に来ているのではないかと 思われるのであ る」 とし、 わが 
国の立法化に 向けてのモデル 法 として検討を 行った。 また、 望月 数 

授は 、 消費者信用保護法制に 関して、 連邦法として CCPA 、 州法の 

動向を U3C によって詳細な 検討を行っている 8 。 
消費者保護全体の 見地からはアイケ・フォン・ヒッペル 教授の 丁 消 
賢者の保護 各国の事例にみる 現状と対策 山 があ り、 第 8 章「割賦 

販売の買主の 保護」では、 CCPA 、 U3 C がたびたび引用されている   

9 。 例えば、 「とくに興味があ るのは、 アメリカ合衆国の 二つの現代 
的な改革のための 規制であ る。 」として上述の 二つの法を現代的な 改 

革 のための規制であ ると評価している。 「この二つの 改革のための 規 

制は 、 割賦販売だけでなく、 原則としてその 他すべての消費者信用 
取引をも対象としている。 」とし、 すべての消費者信用取引に 対する 
包括的な法であ ることを明確にしている。 

また、 「 " …とくに興味があ るのは、 いく っ かの国々が、 その保護 
規定の実現を 行政上のコントロールで 確保し、 または少なくとも 促 
進 しょうと試みていることであ る。 このような観点でおそらくもっ 

とも進んでいるのは、 アメリカの統一消費者信用法典であ る」 とし 
て 、 モデル 法 としての U3 C のもつ先進的な 意義付けを行っている l0 。 

2 , 消 覚者信用保護法 (CCPA) の内容 
消費者信用保護法 ( CCPA) は、 消費者信用分野の 包括的な法と 
して先進的であ ったことは、 すでに述べたところであ るが、 何度か 
改正され、 日本語訳も発表されているⅡ。 正式名称は「信用取引 き 

p クレ 、 ジツト 研究 荊号 』 ( クレジット研究所、 2003 年 H14 頁以下。 
，竹内昭夫『消費者信用法の 理論 且有 斐閣、 1995 年 )26 一 27 頁   
8 望月礼二郎「諸覚国の 消費者信用法 ( ェ ) 一 アメリカ」加藤 = 竹内編 T 消 
賛者 法 講座第 5 巻消費者信用Ⅲ日本評論社、 1985 年 )269 頁。 
9 灯 美 清光 = 円谷 峻訳 ( 東洋経済新報社、 1986 年 几 83 頁。 

10 如実二円谷・ 前掲 199 頁。 
11 1980 年改正 介 までは竹内昭夫 = 田島 裕 ( 月刊クレジット 252 号～ 265 
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たは信用供与の 申込みにおいて 金融料の条件を 完全開示を要求する 
こヒ により、 賃金の差押えを 制限することにより、 また消費者信用 

事業をさらに 規制する必要について 研究と勧告をさせるため 消費者 

金融全国委員会を 設置することにより、 信用の利用の 利用に関して 

消費者を保護するため、 ならびに他の 諸目的のための 法律」 という 

長 い ものであ る l2 。 1968 年制定当初は、 五編 52 か 条からなっていた 
が 、 現在は第九編までとなっている。 各 編の名称と成立年度は 以下 

0 通りであ る。 信用情報提供業務に 関する規制として 第六編が制定 
されたが、 第 3 章及び第 4 章で詳細な検討を 行 う 。 

以下に消費者信用保護法の 体系を示すことにする。 

第一編 (Titlel)  「貸付真実法」 (Trutb, in  Lending  Act, 1968) 
消費者信用の 供与者に対して、 重要な契約条件の、 契約締結城 

荷 および以後の 開示を義務づける。 
[ 追加工 974  年 ]  信用の支払請求の 誤り (credit  bil Ⅱ ng  eH  or) 
に 対する消費者の 苦情を効率的に 処理する方法を 定める規定が 第一 
編 0 161 条ないし 171 条として追加された。 
[ 追加工 976 年 ]  消費者賃貸借 (consumer Lease) の貨主に重要な 
契約条件の開示義務を 課す規定が、 第 1 編の第 181 条ないし 184 条 

として追加された。 動産の賃貸借という 形式が割賦販売の 代替手段 
ヒ して利用されるようになっていることに 対処するためのものであ 

る 
第二編 (T  itle2)  「強要的信用取引 ( 。 ， t 。 ，、 ; 。 n 、 te  。 ㏄ dit  t,"n," 。 、 № n) を 

規制するための 規定」 

暴力その他の 犯罪的手段により 弁済を強要す・ る 意図をもって 信 

用を供与したもの、 これに融資した 者、 強要的取立てを 行った者 

に 刑事罰を科する 旨を規定する。 
第三編 (Title8) 「賃金差押え                             の制限」 

債務の弁済確保のための、 信用供与者による、 債務者の賃金債権 
0 差押えの限度額を 定める。 その規定は、 信用取引に由来する 賃金 

債権 の差押えに限らず、 あ らゆる フイブ の債権 のための賃金差押え 

に 適用される。 

第四編 (Title4) 「消費者金融全国委員会」の 設立 
第五編 (Tltle5) 「総則」 
第六編 ( Ⅲ tle6) 「公正信用報告 法 」 け air Credit ReportingA 。 t, 1970) 

第七編 (Title7)  「信用機会均等法」 (Eq""l  C, 。 dit  Opp 。 ， tunity  A 。 t, 
1976) 

号 、 300 号～ 303 号 几 近年のものは 箕輪 靖博 ( クレジット研究 18 号～ 
31 号㌔ 
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信用供与に関して 性別または婚姻関係に 基づく差別を 行うことを 

禁止する規定が CCPA の第一編に追加され、 さらに 1976 年に 、 禁 

止される差別人事を 人種、 宗教、 年齢等にまで 拡大する規定が、 本 

編に追加された。 これらの規定は 単に消費者信用取引だけに 適用さ 

れるのではなく、 すべての信用取引に 適用される 180 
第八編 (Title8)  「公正債務取立行為法」 (Fair  Debt  Col1 。 。 ti 。 n 

Practices  Act, 1977) 

他人の債権 の取立てを常態的に 行 う 者の取立てを 規制することを 

目的とする。 

第九編 (T  itleg  )  「電子的送金法」 (Ele 。 t, 。 "ic  Fund  T 」 皿 ， f ㏄ A 。 t,  1978) 

電子送金サービスを 行 う 機関の、 消費者に対するサービス 条件の 

開示義務、 電子送金取引の 記録文書の交付義務、 送金ミスないし 不 

正 送金に関する 消費者および 送金機関の責任等について 規定する。 

これらの適用範囲は、 消費者信用取引に 規定されず、 すべての電子 
送金行為に及ぶ。 

このように消費者信用保護法 ( CCPA) は包括的な法として、 相 

互に補完しあ っている。 

第 3 節 統一消費者信用法典 (U3C) のもつ意義 

消費者信用法は 他の消費者 法 と異なり、 多くの部分が 州による 制 

定法であ った。 従って各州毎に 内容が異なり、 川除的な事業を 行 う 

信用 供 ，昔者にとっては 法に則った措置をとるために 莫大な費用がか 

かるだけでなく、 適用すべき州法の 選択にも困難がともなった。 そ 

こで 州レペル の欠陥を是正するために、 統一州法委員会全国会議 
(National Conference of Commissioners on Uniform State Law 
二 NCCUSL) が 、 1968 年に統一消費者信用法典 (U3C) を作成し、 
各州にそれぞれの 採択を勧告した 140 
CCPA が取引条件の 開示を中心に 規制するのに 比べ、 最高利率の規 

制 、 消費者信用保険、 消費者手形の 禁止など、 取引条件に実質的な 
規制を・加えている。 当初は 10 州がこのモデル 法を採用したⅡ。 しか 

し、 次に述べる統一商事法典 (UCC) がほとんどの 州で採択されて 
いることに比べると 少なかったといえよう。 この原因については 上 

限 金利の規制等いく っか 挙げられるが 本稿では深く 立ち入らない 160 

12  竹内・前掲 注 (5)29  頁。 
13 第セ 編は第六編と 深く関連しているが、 詳細は後述する。 
れ 詳細な検討は 桶 舎 ・前掲 注 (6) 参照、 。 
15 コロラド、 アイダホ、 インディアナ、 アイオワ、 カンサス、 メイン、 オクラホマ、 サウ 
ス・キャロライナ、 ワイオミングの 10 州であ る。 
1 。 横田貫一「アメリカにおける 市場的保護と 行政的保護の 衝突」塩田 親文 
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二 長尾治朗 編 [? ぼ 賢者金融の比較法的研究Ⅲ立命館大学人文研究 叢 
書 6 、 1984 年 ) Ⅱ 9 頁以下に詳しい 分析があ る。 しかし、 桶舎 ・前掲 注 (6) で 
は 「現在コロンビア 特別区を含めて 全ての州で採択されている」としていること 
から、 その後採択が 進んだと思われる。 ただし、 ルイジアナ州は 沿革的事情に 
より、 部分的に採用していない 編があ る。 
17 竹内・前掲 注 (5)78 頁。 
18  望月・前掲 注 (5) 297 一 306  頁。 
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第 4 節 統一商事法典 (UCC) と消 

竹内教授は「 1940 年代の末ごろ、 全国会議は、 当時検討中であ っ 

た 統一商事法典の 中に消費者物品上の 担保 権 設定につき 若 千の開示 

規定を設けようという 形で、 はじめてこの 問題を取り上げた。 しか 

し UCC は本来商取引 (business 巨 ansaction) についての商業上の 
ルールの設定を 目的とするものであ り、 消費者保護規定とは 調和し 
ないということで、 結局見送りとなった。 」と、 すでに消費者保護規 
定 、 とくに開示規定について UCC の規定の中に 盛り込もうとする 
動きがあ ったことを明らかにしている 170 

望月教授は信用取引成立後の 問題として①債権 譲渡、 ②クレジッ 
ト・カード取引、 ③不実請求の 訂正、 ④債務の取立ての 4 つ について 

述べている 18 。 ② 、 ③ 、 ④はいずれも U3e 及び CCPA の中に立法化 
されているが、 ①の債権 譲渡については U3C の他に UCC の適用も 
あ ることを指摘している。 望月教授は 「消費者信用売買において、 

売主 ( 債権 者 ) が自己の債権 を銀行または 金融会社 ( finance 
company) に譲渡することがむしろ 通例であ る。 」として債権 譲渡が 
一般的であ ること、 その理由として 「大部分の商人が、 みずから 債 

権 取立てのエキスパートになることおよび 流動資金の減少すること 
を欲しないことにあ る。 」とする。 そして「これに 対して、 消費者 口 

一ン の場合には、 債権 譲渡はむしろ 例外的にしか 行われない。 」と消 

費者信用取引の 中でも、 売主信用と貸至信用では 債権 譲渡において 
は 取り扱いが異なることを 明らかにする。 

そして、 「消費者信用取引における 債権 譲渡が消費者保護の 観点 
から問題になるのは、 消費者が物品・ 役務の売主 ( 債権 譲渡人 ) に対す 

る 抗弁が、 債権 譲受人に対して 対抗しえないという 事態が生ずるこ 

とであ る。 」 として、 ( 1 ) 売主が売買契約上の 義務を履行しなくて 

も 、 買主は代金を 第三者に支払わなければならない、 あ るいは ( 2 ) 
  信用売買契約書の 中に買主による 抗弁放棄の条項を 入れておくと れ 
ぅ 形でも生じ ぅ ることが問題であ り   このような抗弁権 の放棄は 、 
UCCg-20 引けで有効であ るとする。 
このような規定から、 消費者が窮地に 陥ることを防ぐため、 法の 

規制としては、 (i) コ モン・ロ ー 及び (ii) 制定法 (U3C) があ る。 望 



  

 
 

 
 

円教授は「人的抗弁の 切断ないし抗弁権 の放棄については、 債権 の 
譲渡人と譲受人との 間に密接な商事的関連性があ る場合には、 抗弁 
権 の切断ないし 放棄特約の効果を 認めないとする 判例があ り 
(Unico  v. Ow ㎝， 60  N.J. l01; 232  A. 2C1 405; 4  UCC  542 (1967) 一 

これを密接関連性の 法理 [close.connectedness doctr Ⅰ ne] 、 という ) 、 

また 「より一般的には 統一商法典三一三 0 二条 (UCC2 一 302 ) の 
非良心性法理 (unconscionability doctrine) も適用され ぅる 」して、 
これら密接関連性の 法理及び非良心性の 法理の二つによって 消費者 
の 抗弁権 を確保することができるとする 19 。 
UCC は消費者取引を 通常の商人間の 商取引と区別しない。 しかし 
前記のように 契約の非良心的な 不当条項の禁止 (UCC2 一 302) を 初 
め 、 保証責任の免責要件 (UCC2 一 316) など消費者保護に 有用な条 
文があ る。 田島教授の了 UCC200lJl の訳書では UCC2-316 の規定は 
「保証の排除または 修正」と訳されている。 そして、 「本条は製造物 

責任の制限のためにしばしば 利用され、 ‥・、 また本条に関る 消費者 
取引には連邦の 消費者保護法が 適用される。 」となっている。 これら 

0 こ ヒ は、 消費者保護法に 近い部分もあ ることを示すと れえ よ う 。 
しかし、 これら UCC の規定はいずれも 消費者保護法の 立法化に ょ 
って適用されることが 少なくなってきた 20 。 
このように重層的に 消費者を保護する 規定があ るが、 裁判所が 裁 

定を下すのは、 先例、 コ モン・ ロ 一の他に法源として、 連邦及び 州 
の 憲法、 制定法、 行政機関規則、 商事法典、 また立法者の 意思、 と 

きには専門家証人の 証言も参照される 21 。 

19 望月，前掲 注 (5)298 頁。 
20 大村敦志 P 契約法から消費者 法へ Ⅲ東京大学出版会、 1999 年 )226 
頁 。 大村教授は「多数の 立法によって 個別の法規範が 整備されたことによっ 
て UCC2 一 302 条のような一般条項による 司法的緊要性 は 減じたわけであ 
る 。 」とする。 

しかしながら、 2000 年には UCC の姉妹編的な 法律として電子情報取引 
法 (Uniform  Compu も er  Inform  ation  Transaction  Act=U  CITA) が 成 
立した ( 当初草案では UCC 一 2B とされていた 几 UCITA はインターネ、 ット 契約 
などの電子的方法により 契約を締結するための 法律ではない。 契約主体、 対 
象が電子情報取引であ れば、 その契約そのものが 文書によったとしても 適用 
される。 さらに、 UCC 一 2,UCC 一 2A, UCC 一 g の各章での消費者取引にあ た 
るものに UCITASl02(a)(44 人 UCITASl02(a)(45) があ るとする ( 園生一彦 
『米国の電子情報取引法Ⅲ商事法務研究会、 2001 年 ] による解説の 要 
約八 
21 アメリカの政府機関は、 自己の所管する 法律に基づく 私人間の訴訟にっ 
い て、 しばしば裁判所に 意見書を提出して 一方の当事者を 援護している。 
「裁判所の友 (amicus curiae) 」という資格で、 意見書を裁判所に 提出す 
る 。 本論文ではネルソン 事件判決で論述している。 
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第 3 車アメリカの 信用情報保護法制 ( 1 ) 一 立法前史 

 
 

第 2 章ではアメリカの 消費者信用法制を 概観した。 そこで本章に 

おいては、 ( 1 ) まず消費者信用報告の 位置付け、 次に ( 2 ) 被害の 

実態を分析し、 立法に至るまでの 約 100 年間、 ( 3 ) 民事救済はどの 

ように行われてきたのか 判例・学説をもとに 検討を行う。 なおコン 

ピュー タ が導入され高度情報化社会となってからの 情報の収集、 デ 

一タ の 加工、 蓄積から流通までの 過程及び利用目的等については、 

第 4 章において論述する。 

音信用報告の 位 

本論文においては、 日本で一般に 使用されている「個人信用情報」 

という言葉は、 誤解を避けるため、 延滞、 貸何等、 借入及び支払・ 

返済に関する 客観的事実として 狭義の意味の 場合のみに使用し、 
Fa Ⅱ Credit Reporting Acto 以下「アメリカ 法 」あ るいは「 FCRA 」 
とする ) の定義に規定されている「信用報告 (credit report) 」の用語 
を使用する。 本人識別情報をはじめ、 信用情報、 その他の情報すべ 

てを含めて情報主体本人のファイルが 作成されるが、 情報全体を表 
す 意味では「信用報告」 の方がより実態を 示していると 思われるた 

めであ る。 詳細は FCRA の概要で述べる。 
PCRA の成立前に不正確な・ 信用報告によって 被害を受けた 消費者 

が救済を受ける 手段としては、 名誉 殿 損及びプライバシー 権 の侵害 
として不法行為法 ( 州法 ) に基づいて訴訟を 提起する方法が 唯一の方 
法であ っ・ た 1 。 名誉 穀損 において コ モン・ ロ 一ではその侵害に 対して 
は 厳格責任が適用される。 しかし、 憲法上の言論および 出版の自由 

という基本的な 権 利とどのように 調整するかが 難しい問題となって 

残る。 「信用報告はその 例外の 1 つ として相対的免責特権 
(conditional or qual 互 正土 ed privilege) に位置づけられるⅡ というも 
のであ る 2 。 この相対的免責特権 が信用報告・ 及び信用報告機関に 付 

与されるか否かということが 問題であ った。 

1 横田貫一「アメリカの 公正信用報告 法は ついて」堀田親友ほか 編 F 個人 
信用情報の法的保護 互 商事法務研究会、 1986 年 H89 一 190 頁。 横田 教 
授は成立前の 状況について 詳述する文献として、 阪本昌 成 「米国連邦公正 
信用報告法の 構造と問題点 一 消費者のプライバシー 保護にむけて」 
季刊 丁 消費と流通』 9 巻 4 号 113 ぺージ (1985 年 ) を挙げている。 また 
Moskatel の論文 ( 後述する ) を引用している。 なお、 Moskatel の同 
論文は FCRA に関するアメリカの 学説でもよく 引用されており、 筆者は特に後 
述 する Maurer 論文から示唆を 受けた。 
2 横田・双掲 注 Ⅰ )190 頁。 
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このような信用報告の 位置付けはプロッ サ 一によれば、 あ る者が 

発信した情報は 他の者の情報の 必要性に基づいているという 「共通 

の 利益 (com  m  on  interest) 」があ る場合には特権 を享受することが 

できる。 また、 これらは関連する 事業者の利益によって 正当化され 
る 。 このため、 消費者が勝訴するためには 故意による特権 の濫用、 
す なむち情報が 正当な営業上の 必要性を持たないものに 故意に提供 
されたことを 立証しなければならない。 この立証は報告の 内容が消 
賛者に開示されていないためきわめて 困難であ った。 このような 信 
月 報告の位置付けは、 判例やプロッ ザ 一の不法行為理論によって 正 
当 化された。 多くの裁判所はとくに 権 利行使の濫用と 受忍限度の比 

較 考量テストから 信用報告機関が 免責されるとする J . スミスの 理 
論 ( 後述する ) に依拠した。 

本章においては、 プロッ サ 一の理論を中心に 信用報告と相対的 免 
責 特権 (con  dition  al  or  qu  alified  privilege) の関係を分析する。 この 
ことは、 第 1 章で検討した 情報提供者の 責任範囲について 考察する 
上 で示・唆に富むものであ る。 

  

第 2 節 消 覚者信用報告被害・の 概観 

]. 信用報告による 被害類型 
誤った情報のために、 消費者は信用供与、 雇用、 保険の申込み、 

不動産の購入、 リースあ るいはローンの 申込みの際に 拒絶される、 

あ るいは高い手数料を 請求されるといった 被害を受けることはすで 
に第 1 章で述べたとおりであ るが、 The Yale Law Journal に掲載さ 
れた研究 ノ ブ ト 「信用報告の 情報主体を保護する」によれ ば、 誤っ 
た 信用報告は以下のように 類型化されるとしている ，。   

( 1 )  謀解を導 くような、 至るいは不完全な 情報が報告される。 
信用報告機関は、 情報主体 ( 消費者 ) が支払をしない、 あ るいは非常に 遅れて 支 

払を行った、 ということを 記録し、 情報利用者に 報告する。 その支払の理由が 

欠陥のあ る商品であ る、 あ るいは失業中であ る、 あ るいは病気であ るという、 

不払いあ るいは支払遅延の 理由を記録しない。 また、 信用報告機関は 新聞記事 

および裁判記録から 逮捕 暦 、 先取り特権 、 ・訴訟、 離婚、 起訴および有罪判決の 

情報を収集するが、 ほとんどの場合訴訟の 最終的な決定がどのようになったか 

は 記録しない。 

( 2 )  木人と取り違えられた 場合のように、 全面的に不正確な 情 
報が報告される。 

誤った本人確認の 場合、 全面的に不正確な 情報が報告されることになる。 最 

3  P グ 0%ec 士 Ⅰ 刀ど抽 0  ガ U ゐゴ   ects  o ダビデ 辞 d 上古化 epon お ， 80The  Yale 

L.J. 1035  (1971). 
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近の事例で信用報告機関は 申立人 t 情報主体 ) が破産したという 報告を行った 4 。 

そして、 非倫理的なビジネス 行動につながるような 様々な質問を 同人に行った。 

そして取引先の 銀行からは同人が「融資先として 不適当」であ るとされた。 全 

ての報告内容は 間違っており、 誤った内容の 情報源を追跡することは 不可能で 

あ った。 

( 3 )  名誉 里損 的な情報が報告される。 
名誉 致損 的な情報が報告される。 この類型は名誉 鍛 損の構成要件となる 虚偽 
の 言説と重複するが、 すべての誤りが 名誉 般損 的なものではない。 多くの消費 

者報告は、 情報主体に関する 婚姻関係、 性癖、 飲酒あ るいは薬物服用習慣およ 
び 一般的評判についての 近隣の人々の 見方であ り、 真実性の確認のない う わさ 

も含んでいる。 この種のほとんどの 言説は真実でない。 明らかに信用供与の 拒 

網 にっながる多くの 虚偽の言説は 名誉 般損 となるであ るぅ。 

( 4 ) 信用度が損なわれるとの 商人の脅迫により、 消費者が法的 権 
利を放棄するように 追い込まれるⅠ 
信用度ほど大切なものはないと 認識している 人であ れば、 「 よい 信用レベル」 

が 非常に重要であ ることを理解している。 欠陥のあ る商品に対し、 その商品の 

売主が補修あ るいは交換を 拒絶する場合、 買主は支払を 保留する。 買主は唯一 
の 自衛策を講じるのであ る。 売主と買主の 間には第三者であ る信用報告機関が 

介在する。 信用報告機関は 売主側の作成した 情報を受け取る。 売主は、 買主が 
欠陥商品の支払を 保留すると主張し 続けることは、 買主の信用度にとって 自爆 
行為だということを 自覚させる。 小売業者等はこのように 経済的に優位な 立場 

にあ ることを利用して 過度に権 力を行使することができる。 

( 5 ) 情報主体が予期して、 又は同意した 範囲より広い 範囲に、 個 

人の情報が流通するため、 不完全な報告がさらに 被害を深刻化させ 
てしまう ( 第三者提供の 範囲の問題 ) ウ 
クレジットあ るいは他の金融取引の 申込みを 行 3 者は、 通常 ( 申込み先の ) 会 

社 が同人の信用記録を 調査する許可を 認める申込書に 署名をする 5 。 しかし、 そ 

の許可は極めて 形式的なものであ り、 情報主体の同意なしに 情報利用者がその 

信用記録を閲覧する。 それがときには 察 署、 連邦捜査局 ( F B I 以内国歳入 
庁 (I R S) がファイルの 肉味 に アクセスすること 場合もあ るにもかかわらず、 

4 類似の名前をもっ 破産者がいたために 間違えられたニューヨーク 州議会議 
員が、 大手のクレジットカードの 申込みを拒絶された。 「政治的には 有利な立 
場 にあ る人に何が起こったか ? 」というテーマでウォール・ストリートジャーナル 
(1968 年 2 月 5 日付け ) に記事が掲載された 事例。 
5 申込み時に以下のような 内容の同意書の 提出を求められる ( 議会小委員 
会前の公聴会での 資料から ) 。 
( 、 Hea 「， 血綴 On  ぴ O 皿皿 e 「，㎡ 田む J.e な 血刀目， eau8  ゐ efoo 「， e  a  ぷ u ゐ co 皿皿   
0 刀工 刀 vasio 刀 0 ⅠⅠ ュづグゑピバ 0 Ⅰ 肋 e  House  む o 皿皿 ， O コ Goven, 刀皿 e 万古 

Opera  打 0 万 S, g0th  Cong.2d  Sess., at  5, 64(1968). で明らかにされた。 ) 
        私は、 調査に よ り 、 い かなる場合においても 調査機関が行ったことに 対 
して異議を申立てたり、 訴訟を起こすことがないことをここに 保証いたしま づ - 。   
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( 信用報告 ) 業界は、 信用報告ファイルがきわめて 容易に取得されうるという 証 
拠の存在を否認、 している。 

多くの調査は 信用取引に関係しないものであ り、 政府機関および 他の司法 

当局に提示する 必要性のな い 機関が 「機密事項」 にアクセスし、 プライバシー 

及びアクセスの 正当性に関する 重要な問題を 引 き趣 こしている。 誤った報告の 

潜在的な被害はこのような 場合に非常に 増加している。 そして被害を 受けた当 

事者は、 調査された理由を 知る由もなく、 同意を与えていたことさえ 認識して 

いないのであ る 6 。 

( 6 ) コンピュータにより 膨大な の 情報の収集と 集中化が即時に 
可能となり、 全国いかなる 場所からも簡単にアクセスできるために、 
新たな問題の 要因となっ・ている。 

センタ一に集積されたコンピュータデータは、 国内および国際的なべ 一 スで 

共にリンクされるため、 潜在的な被害および 誤った報告書の 流通範囲が幾何 級 

数 曲 ( 乗数的 ) に増大する。 

この研究ノートの 指摘している 被害は後に個々の 判例等で検討す 
る 

告の性質と問題点 

さらに研究ノートでは 次のように信用報告の 性質と 3 つの問題， 点 
を 指摘する。 

( 1 )  信用報告の性質 
与信 業者は与 信 リスクを最小限にするために、 情報を収集するが、 

誤りは恒常的に 発生する。 その被害の影響は 情報主体にとって 甚大 

であ る。 その・理由は、 収集された情報が ( それが誤ったものであ れ ) 、 

幅広く流通しているため 被害が拡大する。 信用情報が業者問の 機密 

事項となっているため、 情報主体の誤情報の 発見が難しい。 このよ 

う な理由から被害者からの 損害賠償請求がほとんどなされない、 さ 

らに名誉 般損 法理の不公正な 適用が法的救済の 障害となっている。 

( 2 )  信用報告の問題点 
Ⅰ ) 情報は幅広く 転々と流通する。 
与信 業者はリスタを 最小限にするために、 情報を求めるが、 誤り 

は 恒常的に発生する。 その損害の影響は 情報主体にとって 甚大で 

あ る。 その理由は収集された 情報が ( それが誤ったものであ れ 八 

幅広く流通しているため 被害が拡大する。 

(i 王 ) 業者間のトレード、 ン一 クレットにより 情報主体の誤情報が 発 

6 問題は政府機関が 職務を執行する 目的のためだけに 限定されていないこ 
とであ る。 私的な調査機関 ( 興信所 八 マーケティンバ 調査会社、 予備審問の 
ために選定を 行 う 訴訟代理人、 カントリー・クラブ、 婚約者でさえも 信用報告 
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見されにくい。 

信用情報が業者間の 機密事項となっているため、 情報主体の誤 情 
報の発見が難しい。 というのは、 消費者報告機関と 情報利用者問の 
契約においては、 情報利用者の 誓約書の中に、 情報主体には 報告を 

提示しない、 という非開示条項 (non.disClosu ㏄ claus めが含まれて 
いるからであ る。 つまり、 報告機関は誤った 報告に基づく 訴訟から 

自らを守るために、 情報利用者に 機密を守ることを 要請しているの 

であ る。 

( Ⅲ )  法的には名誉 殿 操法の法理の 不公正な適用が 救済を困難に 
している。 

被害者からの 損害賠償請求がほとんどなされない、 さらに名誉 殿 
損 法理の不適正な 適用が法的救済の 障害となっている。 

この 3 つの問題点で、 筆者の問題関心は 第三番目の、 名誉 致損法 

の 法理 ( 相対的免責特権 の法理 ) が法的救済を 困難にしていること 

にあ る。 従って 、 次に コ モンロ一における 名誉 殿損 法理と信用報告 

への影響を検討し、 その原因を明らかにしたい。 

第 3 節信用報告とモンロ 一における名替 牡損 

一般的な言論活動とは 異なる信用報告が 、 コ モンロ一における 名 

誉般 損の中で免責の 範囲が拡大されているが、 信用報告がその 射程 

内に入るかどうか 検討す・ る 。 
日本における 名誉 般損 に関する英米法の 先行研究はかなり 進んで 

い るにもかかわらず、 主に言論・および 出版の自由とプライバシー 

の 保護の観点から 考察したものが 多 い ため、 信用情報が関連する 分 
野については 十分とはいえないのではないかという 疑問があ る。 そ 
こで、 まず、 英米における 名誉 製損 法の概観をした 後、 信用報告と 

の関 ，連を検討し、 問題点を明らかにしていきたい。 

1 .  名誉 殿 構法の概観 
( 1 )  名誉 殿損 法の意義 
名誉 殿損 法の中心的課題は「名声保護の 要求と言論自由の 要式を 
いかに調和させるか」という 点にあ る 7 。 とくに、 アメリカの動向に 

ついて望月教授は「 19 世紀以降、 大衆向け新聞の 出現にはじまるで 
ス ・メデ ァ の発展により 個人の名声がそこなわれる 機会が増大し、 

名誉 殿損 法の保護の拡大が 要求される反面、 民主主義の発展により   

機関に相談する。 
7 望月礼二郎 丁 英米法 [ 新版 ]J( 育 林書院、 1999 年 )233 頁。 
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その基礎たる 言論の自由の 重要性が強調され、 言論活動に対する 免 
責の範囲の拡大が 要求される。 法の流動状態は、 現在も続いているⅡ 
と 言論活動に対する 免責の範囲の 拡大について 言及している。 その 

背景には名誉 蝦損 法の責任の厳格性を 強めると言論の 自由を制約す 
ることになるため、 「法は、 社会的に価値のあ る言論の自由をまもる 
ために、 さまざまな抗弁事由 ( 免責事由 一 後述 ) を認める。 」と一定の 

要件のもとでの 免責が認められる 理由があ ると説明している 8 。 

(2 ) 名誉 里損 の一般的な成立要件 
アメリカにおける 名誉 殿損 の一般的な成立要件についてプロッ サ 

一丁不法行為法第 5 版 口は、 コ モンロ一のもとで、 原告が名誉 殿損 

による損害賠償請求をするためにはっ ぎ の 5 点を主張しなければな 
らないとしている 9 。 
(i)  被告があ る事実っいての 表現を第三者に 公表したこと。 
いり 公表された表現は 名誉 搬損 にあ たる。 

(iii)  表現は原告に 関わるものであ る。 

い v)  表現は虚偽であ る。 

(v  ) 損害を被った ( 口頭による名誉 殿 損の場合のみ )10 。 原告がこ 
の点につき主張をすれば、 一応の請求要件 (prima facie case) 
を 充たしたとされ、 被告は、 表現は真実であ る、 あ るいはなんら 
かの正当な事由があ る旨を主張・ 立証しなければ、 賠償責任を負 

ぅ とされた 11 。 

殿損 にあ たる言説 
名誉 致損 にあ たる言説の場合、 次の四要件に 該当する場合には、 

特別損害の立証がなくても 口頭 誹 殿の不法行為が 成立する 120 
㏄ ) 禁固の刑をもって 処罰しうる犯罪をおかしたと 公表して 誹 諸す 
ること 一 その犯罪は正式起訴犯罪 (i Ⅱ dictable offence) であ ること 
を必要としない。 

(ii) 嫌悪される病気にかかっていると 誹膀 すること一病気の 種類に 
? いては明確な 限定がない。 

(iii) 職業上の適正能力を 欠くと 誹膀 すること 一 営利的な職業であ 

れ名誉職であ れ、 それに従事する 人の誠実さや 適格性を疑わせるよ 

8  望月・前掲 243 頁。 
9@ Prosser@ &@ Keeton ， Torts@ 5th@ ed ， (@ 1984@ )@ at@ 802-03   
10 文書 般損と 口頭 般損 ． ほ ついて、 口頭 般損 に限定している 論者もいるが、 
プロッサ ーは 論文 (LJbelPe グのば od, 46Virginia L,R.839(1960)) におい 
ては、 文書とロ頭の 致損を区別していない (libel or slander which 
imputes to another)o 
Ⅱ伝統的な名誉 鍛損 法は抗弁事由については 被告に真実性の 立証を課 
した。 しかし、 ニューヨークタイムズ 対 サリバン事件 (1964 年 ) 以降の現代的な 
名誉 般損法は 、 真実性の立証を 明確に規定していない。 
12 望月教授はこれは 沿革的な理由であ るとしている ( 望月・前掲 237 頁 几 
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う な 訓 時男を荷 う ことは、 それ自体で訴えうる 口頭 誹致損 となる。 

( 土 v) 女性の純潔を 疑わせるような 誹誇 
従って、 これら 四 要件に直接当てはまらない 名誉 般損 的な言説に 

ついては後述する。 

  

2 ,  信用報告と名誉 殿損 
名誉 殿損 的な内容の言説を 信用報告に記載されたために 信用供与 

を 受けられなくなったという 被害が多いことはすでに 指摘したとお 

りであ るが、 南カリフォルニア・ロー・レビュ 一に掲載されている 研 

究 ノート「万能薬か 気休め 薬か (Panacea  or  Placebo) 」では、 最も 
典型的なケースとしてウィルソン 対 リテイル，クレジット 事件が挙 

げられている 13 。 詳細は後述するが、 クレジットの 申込みをした ウ 

ィ ルソン夫人が、 精神病の疾患があ ると誤って信用報告に 記載され 

たため、 信用供与が受けられなかったという ケ一ス であ る。 訂正を 

申し出たが、 応じてもらえずウィルソン 夫人は提訴した。 最終的Ⅰ こ 

与信 供与を受けることができたのであ るが、 1 年 遅れた。 さらに、 

信用報告に記載されている 事柄を知ったのが、 出訴期限を過ぎてい 

たために法的救済を 受けられなかったのであ る。 他にも多くの 同様 

の 裁判例があ るが、 これらは次節において 検討して い く こヒ にする。 

第 4 節 信用報告機関に 対する相対的免責特権 の付与一判例の 展 

弗は 

本節においては 相対的免責特権 に関する判例の 概観をみていくが、 

詳細な検討は 次節で行 う 。 名誉 殿損 責任の厳格性は 表現の自由を 著 
しく制約することから、 抗弁事由が認。 められているが、 その中には 

特権 事項も含まれる。 そこで、 特権 の対象や範囲が 問題となる。 信 

月報告に相対的免責特権 を付することの 可否については、 19 世紀末、 
信用報告産業の 台頭とともに、 裁判所の判断が 示されるようになっ 

た Ⅱ。 しかし、 当初から判断は 分かれていたのであ る。 その理由は 

、 8  ウィルソン事件 :Wilson  v, Retail Credit Co., Inc., 438  F.2d  1043 
(1971) ． 

M  oskatel, I.  Q  ual ゴ万 ed  正グゴヵ んま e aL コカ C ょ， e ガ丘化 e 尹 on, 打刀 鱗 ， 
正月立 acea. 0 ず Ⅰ ノ ㏄ e ゐ 0 グカ ctio 刀ぷ 0 グⅣ e 目 ㎎ e 万サⅣ 0 万 co 血タ f7% 刀 ce  ぴ刀ガ er 
肋リ ガ ede グ刀ダ稼 かむ red ゴ 亡児 印 or,ti 万 g  A ㎡ ぼ CRA  の遵守義務規定 違 
反訴訟一万能薬か 気休め 薬か ), 47Southem California Law Review 
107 ㎝ 1974)at  l081. 
14 qualified privilege の訳語について、 幾代博士、 望月教授は「条件付 
特権 」と 訳 し、 田中英夫博士は「限定的免責事由」と 訳している。 
田中博士、 英米法辞典 (687 頁 ) の解説に よ ると、 「限定的免責事由は 、 
Defamation( 名誉 股損 ) の不法行為訴訟において、 被告は彼の名誉 般損 
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[ 理由 ] 

原告の人物評価に 有害な通信 ( 情報取引 ) が、 社会全体の利益およ 
び 義務の観念を 鑑みて行われた 場合は特権 が付与されると 認める。 
しかし、 そうでな い 場合、 同業者の便益および 情報の販売目的のた 
めに情報が提供された 場合には、 それが十分に 慎重に行われたとし 
ても、 不当に情報を 取得されたと 判断するからであ る。 
( 本件において、 被告側は先例として、 相対的免責特権 を与える 
ことを認めるアメ リカ の判例を挙げているが、 それらについては、 

次に論述する 15 。 ) 

[ 争点 ] 
本件における 通信 ( 情報取引 ) ほ 特権 を付されているか 否か。 

[ 裁判所の判断 ] 
共通の利益 (common interest) は業者間の利益擁護であ って社会 
全体の利益 (social interest) とは言えない。 
( 枢密院司法委員会の ) パ ルケ男爵は相対的免責特権 についての 解 
釈を述べている 160 

(2) 信用報告 関 には相対的免責特権 は付されていないとする 一 
アメリカの 2 つの判例 
初期 (19 世紀末から 2 0 世紀初頭 ) の裁判所の判断は 分かれていた。 
アメリカの大多数の 裁判所は相対的免責特権 を信用報告機関に 付与 
することを認めていたがジョージア、 アイダホ 2 州の裁判所は イギ 

リスの判例と 同様、 信用報告機関に 対して相対的免責特権 を付与す 
ることを認めなかった。 2 州の裁判所が 相対的免責特権 の信用報告 
機関への付与を 認めなかったことは、 学説でも広く 引用されている 
( 多くの学説が 信用報告機関に 相対的免責特権 を付与することに 否 
定的であ ったため㍉次に 特徴的な二件の 裁判例について 述べる。 
( け ジョンソン 対 プラッドストリート 
Jonson  v. Bradstreet  Co., 77  Ga.172(1886) 

原告は悪意をもって 名声を傷つけられたとして 文書名誉 殿損 訴訟 
を提起した。 トライアルにおいて 陪審は被告勝訴の 評決を下したが、 

原告は異議を 申立て上訴した。 州 最高裁判所は「被害を 受けた者は 
救済される権 利を有する」 として原告の 主張を認めた。 

(ii) パシフィッ ク パッキンバ 対 プラッドストリート 事件 

15@ Ormsby@ v ， Douglass ， 37@ N ・ Y ・ 477(l868){&@s@Trussel@ v ・ Scarlet ， 

18@ F ・ 214@ (CC@ Md ， 1882) ， Erber@ v ・ Dun ・ ， 12@ F ・ 526 ， 4@ McCrary 
Ⅱ 土 60(1882);@ King@ v ・ Patterson ， 49@ N ・ J ・ L ， 417 ， 9A ・ 705@ (1887) ， 

Crist@ v ・ Bradstreet ， 9@ Ohio@ St ・ Rep ・ 751@ (1886)        これらの判例に 

ついては概要を 後述する。 なお、 後述する J. スミスの、 報告機関に対する 相 
対的免責特権 に関する論文では 本 判決を批判的に 検討している。 
i6@ In@ Toofood@ v ， Spyring ， 1834 ， 1@ C ， M ， &@ R ， 181 ， 149@ Eng ， Rep   
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そのような信用報告機関には 相対的免責特権 を付されてれない。 従 
って公表者は 責任を負うとの 判断を示した。 

2 .  相対的 免 特権 を付与することを 認容した裁判例一大多数 
大多数の裁判所が 信用報告機関への 相対的免責特権 を認め、 最終 
的にはほとんどの 裁判所が認めた。 初期では判断が 分かれていたこ 

とを考えると、 後で述べるよ う に適用を肯定する 強力な理論的根拠 

在 提供した J. スミスの論文の 出現は大きいのではないかと 思 、 われ 
る Ⅱ。 そこで 20 世紀初頭までの 裁判例と、 以降の裁判例に 分けて 検 

討を行う。 

( 1 ) 19 世紀末～ 20 世紀初頭までの 裁判例 
1914 年から 1950 年代まではスミスの 理論 ( 後述する ) の影響が大き 

く 相対的免責特権 の付与を否定する 判例がみられなかった。 代表的 
な裁判例としてよく 取り上げられるのが、 1868 年のオームズ ビ 一対 

ダグラス事件であ る。 

(i)@ Ormsby@ v ・ Douglass ， 37@ N ・ Y ・ 477(1868) 

相対的免責特権 は信用報告業にも 付与されるとの 判断を示した 裁 
判例であ る。 原告は偽善者で 責任感のな い男 と評され信用を 落とし 

てしまった。 しかし、 裁判所は被告の 悪意を証明する 証拠がないと 

して、 原告の主張を 認めなかった。 

(ii)  Trusselv. Scarlet,  l8  F. 214, 216  (C.C.D   Md ・ 1882) 

「特権 化された通信 (commu Ⅱ ication) 」の法理が商人間の「通信 

(COmIliu Ⅱ iCa 血 On) 」に適用された 裁判例 
(iii)  Erber & Stickler v. Dun. l2 F. 526, 533 (C. C. E. D. A,k,1882) 

誹殿 的な言説が公表された 場合において、 原告に悪意の 証明を求 

めた裁判例。 

          King v ・ Patterson ， 49 N ・ J ， L ， 417 ， 431 ， 9 A ， 705 ， 712 (1887) 

相対的免責特権 の付与が認められる 通信 (communication) の 範 

囲は、 特別な利益を 共有する通信 (coIanu Ⅱ nication) にまで拡張さ 

れるとの判断が 示された裁判例。 

( 2 ) 1914 年以降から 1960 年代後半までの 裁判例 

J . スミスの理論 ( 詳細は後述する ) に依拠したものが 圧倒的に多 

い といわれる 18 。 無数あ るが、 学説でよく取り 上げられているもの 
を中心に取り 上げる。 

Ⅰ 044   

17 本論文 48 頁参照。 
18  Sm  ith,  し ㌧ 刀 乃村 0 血刀Ⅰ J, ゴア ゴ 7ege  ズ 0 グ肌折 e グ Ca 刀 fi7e  A ざ e 万田 e8, 
14Colum ． L ． Rev ． 187(1914)   
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(i) Dun & Bradstreet ， Inc   v ・ Robinson ， 233 Ark ， 168. 345 S ， W   

2d.  34  (1961), 
アーカンソー 州 最高裁判所は、 情報における 現実の悪意について 

古典的な解釈を 示した。 州 最高裁は次の 理由で原告の 主張を棄却し 

た。 すなねち、 原告 は 被告が有したとする 様々な種類の 悪意 (ill will, 
s 睡 te, grudge ) の中に、 道徳的認識における 悪意を証明すること 
を求められている・にもかかわらずできなかった、 というのがその 理 

由 であ る。 次の ABC  Needlecraft  v.  Dun  &  Bradstreet  事件を 

先例として挙げている。 

これらの裁判例は 後述するプロッ サ 一の見解では、 誠実性のみを 

免責要件とする 裁判例として 挙げられている。 

(ii)  ABC  Needlecraft  v.  Dun  &  Bradstreet, Inc ・ 245 F ， 2d 

775  (1957)   

原審 ( ニューヨーク 州南部地区連邦地方裁判所 ) では原告が勝訴 

した。 被告が控訴し、 第二巡回 区 連邦控訴裁判所は 破棄 差 戻の判決 

を 下した，理由は 誤った内容の 報告を行った 報告機関の単なるネバ 
リジェンス (mere negligence) は、 相対的免責特権 を無効にするこ 
とができないというものであ る。 
(,iii) H ， E ， Crawford Co ・ v ・ Dun  &  Bradstreet,  Inc.  24 Ⅰ F.  2d 

387,395@ (4th@ Cir ・ 1957)   

に提供された」場合を 除き、 単なるネバリジェン ス では相対的免責 
誤った信用報告が「悪意」があ るか、 「合法的な理由のな い 第三者 

特権 は無効とならない。 

( 3 )  1960 年代末以降の 判例 
相対的免責特権 を認容しては い るが、 適用について 疑問をいたく 

裁判例があ らわれた。 多くの学説ではフッド 対 ダン &  ブラッドスト 
リート事件 (  Hood  v. dun  &  Bradstreet, Inc., 486  F.2d  25, 29(5 も h 

C Ⅱ． 1973) を、 「消費者報告機関の 保護から消費者の 保護へ明らか 
にシフトした (apparent shif け 」ケースと指摘する 19 。 フッド事件 
判決及び他の 判決 (Kansas Elec. Supply  Co. v, Dun  &  Bradstreet, 

1971),  (Grove  v. Dun  &  Bradstreet,  1971)  を次章にて検討する。 
また、 特に後者の二つの 判決は憲法的判断の 節で論述する。 

第 4 節 相対的免責特権 の法理一第二次不法行為法リステイトメン 

トの 考察を中心に 

これまで述べたように、 アメリカでは PCRA 成立以前は州の 不法 

19  さしあ たり、 Patrick  Taylor  Com  m  ent  グカ e  ダゑメグむグ e は れ丘 e タ or, ぬ刀 ま 
A  己 A  皿 e コカ皿 e 刀飴 / 万万 toree 皿 e 刀 t  0 ダ劫 e  ム e 左ブ，ガゑ打 ve  乃 Ⅲ度が 
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行為法 ( 名誉 殿損法 ) のなかで救済が 行われていたが、 多くの裁判 

側 でみてきたように、 相対的免責特権 の法理が支配的であ ったため 

実効性にとぼしかったといわれている。 

名誉 殿損と 抗弁事由の関係については 望月教授の理論をすでに 述 
べたが、 免責事由については「そのなかには 真実ならざる 言説につ 

いての責任を 免除または制限する 特権 (privilege) も含まれている。 
これらの法はかなり 豊かな内容を 持つ一それだけに 複雑な構造をも 

つ 。 」 とし、 さら 仔 「名誉 殿損法 全体の中で一般的成立要件 (cause of 
actioT- 前述 ) とならぶ二本柱のひとっともい う べきほどの重要性 
をもっ。 」として コ ㎡ vilege の豊かな内容と 複雑な構造について 言及 
している。 名誉 般 損の抗弁事由では 真実性の抗弁と 並んで特権 事項 

(privilege) が大きな位置を 占める。 従って、 このような複雑な 法 
理を理解するために 体系的理解と 詳細な検討が 必要と思われる。 そ 

こで、 privilege の定義およびどのような 場合に相対的免責特権 の法 
理が適用されるのか、 信用報告機関は 対象範囲に含まれるのか、 第 

二次不法行為法リステイトメントから 考察することにしよう。 
  

1 .  特権 (pnv Ⅱ ege ) の体系的考察一菜 ニ次 不法行為法リステ 
イトメントからの 考察 

特権 は絶対的特権 と相対的免責特権 の二 つに 大きく分けられるが、 

まず特権 の定義からみていくことにする。 

( 1 )  特権 (Privilege) の定義 
第二次不法行為法リステイトメント 第 1 掌篇 10 条では以下のよ 
う に定義されている。 

Ⅰ ) privil.ege という言葉は 本題に関するリステイトメントを 通し   
て 以下の事実 (fact) を意味するものとして 使われている。 通常の 
状況の下で行為者に 責任を課する 行為であ っても、 特別な状況の 下 

ではそのような 責任を行為者に 課さないと いう 事実 (fact) であ る。 
(2) priviLege は次に基づいて 付与される。 
(a) 行為者に影響を 受ける他者の 同意があ るか、 若しくは 
(b) その実行が行為者に 何らかの利益を 保護するために 必要であ 
るか、 若しくはその 実行によって 原因または脅威となる 危害を正当 

化するために 重要であ る公衆の利益を 保護するために 必要であ ると 

いう事実があ ・ること、 若しくは、 

(c) 行為者が行為の 自由の重要性に・ 鑑みて、 正当な役割を 果たして 
いるという事実があ るか、 ということであ る。 

次に絶対的特権 の概要を解説しよう。 

  ( Ⅰ )  絶対的特権 (absolute  privilege) 

45Mississippi Law Journal95(l974) at 102   
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第二次不法行為法リステイトメント 第 25 章は [ 名誉 殿損 訴訟に 対 

する抗弁事由 ] について規定され、 第 582 条から第 612 条までとなっ 

ている。 まず、 真実性の抗弁が 第 582 条に規定されており、 絶対的 

特権 は第 583 条から第 592A 条に規定されている。 同意に関係する 条 

文は第 583 条および第 584 条、 同意に関係しない 絶対的特権 は、 第 

585 条から第 592A 条に規定されている。 絶対的特権 は条文が多いが、 

政府統治機能の 執行に関するもの、 夫婦問のコミュニケーションに 

ついての規定が 主なもの ヒ なっている。 絶対的特権 については幾代 

博士の解説を 紹介するにとどめる 20 。 
幾代博士は、 絶対的特権 の内容を要約して、 「絶対的特権 ないし免 

責を享受する 場合としては、 (a) 裁判その他司法手続における 裁判 
官 ・証人・弁護士・ 当事者などの 言説、 ( b ) 立法手続における 議員・ 

証人などの言説、 ( c ) 高級行政官吏が 職務遂行上なす 言説、 ( d ) 

原告 ( 被 論評者 ) の承認、 (e) 夫婦間の通信、 などであ る。 」として ぃ 

る 。 

2 . 相対的允文 特 の 法理の概要 
本論文の最も 中核的な部分をなすものであ り、 このことについて 
以下に説明する。 

望月教授は「条件付特権 ( 長谷川 注 : 相対的免責特権 ) が 認 " められ 
る場合は、 絶対的特権 のように確定的に 限定されてはいない」 と れ 

ぅ Ⅱ。 望月博士はさらに 次のように判例からの 包括的な定式を 述べ 
ている 220 
「条件付特権 が認められる 場合とは、 [ 情報を伝達する 者が、 当該の 

被 伝達者にその 情報を伝達するについて、 法的、 社会的または 道義 
的な利益または 義務 (interest or duty) を有し、 かっ当該の被伝達 
者がそれを受け 取るについて ( 伝達者の利益または 義務に ) 対応する 
利益または義務を 有する場合 ] であ る」と。 従って「かかる 利益や義 

務の概念は弾力的であ り、 裁判官の判断に 委ねられる」とし、 利益 
や 義務の概念が 定式化されていないとする。 

そこで、 判断基準を明確化するために 第二次不法行為法リステイ 

トメントにおける 規定が大きな 意味をもってくる。 第二次不法行為 

法 リステイトメントにおいて 相対的免責特権 は第 593 条から第 612 

条に 規定されている z30 

20 幾代 通 「アメリカ法における 名誉 般損と Fair Comment 一事実真実性 証 
明に関して 一 」伊藤正巳 佃 編『英米私法論集一朱 延 三次先生還暦記念 
一 川東京大学出版会、 1963 年 )34 頁。 
21  望月・前掲 注 (7)247 頁。 
22@ Lord@ Atkinson@ in@ Adam@ v ・ Ward@ [1917]@ A ， C ， 309,304   
23 プロッサ ー (Prosser) は 丁 不法行為法第 4 版』は 971 年 ) において、 条件 
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( 1 ) 相対的免責特権 に関する条文 
第 593 条は相対的免責特権 の要件についての 規定であ る。 以下条 
文 をみていくことにしよう。 

第 593 条 [ 相対的免責特権 の要件 コ 

他者に関する 名誉 鍛損 事項を発表した 者は、 次の場合には 責任を 

問われない 240 
(a) 相対的免責特権 の下で公表された 場合、 および 
(b) 特権 が濫用されていない 場合 

第 594 条 公表者の利益保護 
第 595 条 受領者あ るいは第三者の 利益の保護 

第 596 条 共通の利益 
第 597 条 団体関係 (Fam  ily  relationsh め s) 
第 598 条 公共の利益のために 行為をなす者との 通信 
第 598A 案 下級行政官吏が 職務遂行上なす 言説 (Infe ㎡ 0r れ ate 
officers) 
第 598A 条は、 高級官僚が職務上なす 言説に絶対的特権 が付されて 
いるのと対照的であ る。 

次ヰこ、 免賈 されるための 要件として、 「特権 が濫用されていない」 

とはどのような 場合をいうのかをみていくことにする。 

( 2 ) 第 593 条 (b) 項 [ 特権 が濫用されていない 場合 ] 一 免責要件 
の検討 

(i) 第二次不法行為リステイトメントの 解 
第二次不法行為法リステイトメントにおいては、 第 593 条 (b) 項で 

は 「特権 が濫用されていない 場合には免責される」 との規定があ る 

が ．、 特権 が濫用される 場合についてのコメントは 特に記されていな 
い 。 そこで、 具体的な場合を 考える際に次に 述べるよ う にプロッ サ 
一の解釈が参考になると 思われる。 

(ii) プロッ サ 一の解釈 
一 ・相対的免責特権 の内容の複雑さと 定義   
プロッサ ーは 、 まず 丁 不法行為法 第 4 版 目 で相対的免責特権 の 
内容の複雑さについて 触れ、 「相対的免責特権 には様々なケースが あ 
り 、 一言で表すのは 難しいが、 Parke 男爵 (BaronParke) の定義が 
一番的を射ているのではないかとして、 次のようにイギリスにおけ 

付に 対応する言葉として "qualified" 、 "con 田 tional" あ るいは 
"defeaSible" の 3 つの言葉を挙げている。 この中でよく 使われるの qualified 
と conditional であ るが、 第二次不法行 為法 リステイトメントでは 
"conditional " で統一されている。 

24  長谷川柱 : いずれも公表内容ではなく「場合 (occasion) 」となっていること 
に 注意ずる 必 、 要があ る。 
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る 裁判例を挙げている 250 
「それが法的義務であ るか、 道徳的な義務であ るかどうかにかか 
わらず、 何らかの公的あ るいは私的義務を 免かれた人によって 公正 

になされたこと、 あ るいは同人の 利益が関係する 事柄において 同人 

自身の行為が 公正になされたときは、 その言説の公表は 免責される」。 

プロッサ ー はまた 丁 不法行為法 第 5 版山 色 115 の冒頭では、 次の 
ように述べている。 「 コ モンロ一の下、 名誉 鍛損 に対する第一修正の 

憲法的特権 展開以前は、 以下のことが 認識されている。 被告が立証 

する方法を探す 利益、 あ るいはさらに、 誤りを犯すことに 対し、 正 

当 化するに充分重要とみなされる 多様な状況が 存在する。 従って 、 
誹殿 曲言説の公表に 対しては条件付であ るいは限定的に 免 賈 される 
べきであ る」 と。 そして、 第一次不法行為法リステイトメントをは 
じめ、 ハーパー (Harper 八 スミス (Sm 主 th, J.) 等、 これらを主張し 
た多くの参考文献を 挙げている 26 。 スミスの理論については 当時の 
時代背景も合わせて 次節で検討する。 

ニ ・ 相対的免責特権 が付与されない 場合 
さらにプロッサ ーは丁 不法行為法第 5 。 版刀 において、 「私的事項に 
関する私的公表 ( 私的刊行物 ) に関する相対的免責特権 の濫用」 とし 

て、 「私的」 という範囲に 限定しながら、 次のように解説している。 

つまり、 「規定された 範囲 外 あ るいは、 特権 の濫用の場合には 相対的 
免責特権 は付与されない」 としているⅡ。 

「そのような 相対的免責特権 にすべて付随した 条件というのは、 
正当な方法で 適正な目的のために 行われなければならないというこ 
とであ る。 その免責は、 限定された範囲 外 あ るいは特権 が濫用され 

た場合には無効と・なる。 従って、 保護すべき公的あ るいは私的利益 

に値しない不適正な 鍛損 事項の公表にまで 相対的先買特権 の範囲は 

拡張されない。 その利益を促進するために 必要、 あ るいは有用であ 
ると合理的に 信ずると足りる 者に対してのみ 公表する特権 を有する。 

2B In Toofood v   Spyring, 1834, l CJM. & R.181, 14g Eng. Rep. 
1044   ( 長谷川 注     判決文を読んでも 当時のイギリスの 領主制度の知識がな 
い ため判例の本質的な 理解ができなかった 几 この判決の引用は 既に紹介し 
た Macintosh v, Dun(l908) 事件判決においても 行われている。 
26 第 1 次不法行為法リステイトメント 第 593 から 第 ・ 612 条参照 ; Harper, 
PHV ブ J 台 ge ガ刀 e 乃 血み れ 0 刀 ， 22 Va.L, Rev. 642 れ 934 ㍉ Evans, ム e は a7 
Ⅰ切切 ぴ刀ゴゆぷ 0 グり e ん 血身 打 0 刀 ， 24  M  inn. L    R  ev,607  (1940); Sm  己 h, 
口 0 刀ゴ Ⅰ 打 0 刀み 7  7 う ・ゴ アメ Je ど e  ズ o グ 九 % ち fCa コ サゴ /e  Z  ダ e 乃村 e8,  14C  olum  .L  .R  ev   
187, 296(1914) 他 、 多数の論文が 引用されている。 このように多数の 研究 
者がこの問題を 扱った当時の 法状況について、 相対的免責特権 と限定はし 
てないが、 瀬川教授 ( 後述 ) が詳細な分析を 行っている。 
27 回書の第 4 版では単に「特権 の濫用」として 叙述していたが、 合衆国憲 
法 修正第二条の 準則が確立した 後の展開として、 「私的事項に 関する 私 
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( 3 ) 免責要件に関する 裁判所の見解 

プロッサ ーは 裁判所の見解を 以下のようにまとめた。 すな む ち、   

裁判所の見解としてはいろいろあ るが、 大きく分けて 二つの場合、 

す なむち相当性と 誠実性に分けられるとする。 相当性はさらに①合 

理的かっ正当な 目的があ る場合、 ②悪意、 悪意的あ るいは悪意の 意 

居 、 と行為の有無、 ③故意の動機の 存在と 3 つに 細分化され、 それぞ 

れ 以下のようになっている。 

(i) 相当な理由を 有する場合 
① 合理的かっ正当な 目的があ る場合 : 免費 

しかし、 より明確で望ましいルールに 従うことに疑問をもついく 
っか のアメリカの 判例があ る 28 。 被告の道徳的義務、 あ るいは被告 

を免除し ぅる 陳述書が正当化され ぅ るものかということに 関し、 誤 
解を導くような 考えがその中にあ るにもかかわらず、 その事柄に関 

して合理的な 義務を有するりかなる 人々に対し、 それを公表する 特 

権 を有すると主張するものであ る。 公表の合理的かっ 正当な手段は 、 
特別な利益を 保護する目的に 適 う 場合に適用され ぅる 。 ( 例えぼ ) 速 
記者に対するビジネスレタ 一の聞き取り、 あ るいは時間が 重要とな 

る 場合 め 電報の利用などは 正当た場合の 特典として許される。 その 
ようなケースのすべてにおいて、 関係のな い 第三者が、 偶然に読む、 

あ るいは聞いてしまう 場合は、 責任を問われない 29 。 しかし、 正当 
ではない人がたまたまその 情報を得てしまうケースにおいて、 その 

方法が合理的なものであ るかどうか決定することは 重要であ る。 被 
告は、 なんらかの適正なしかしあ まり公的でな い 他の手段に頼る 代   
わりに、 たまたま聞いた 殿損 的な内容のメッセージを   葉書、 電報 
を使って、 あ る れ ・は直接話す 場合にほ責任を 問われる   
② 悪意、 悪意的あ るいは悪意の 意思の存在 : 行為の有無 : 免責の存否 
また、 名誉 穀損 法の法理を複雑にしている 「悪意」 の意味するも 

のについては、 「擬制的な悪意」 に対する見解、 その悪意の度合い、 

単に悪意のあ る状態だけで 実際に行為に 結び フ かなかった場合の 見 

解は ついてプロッサ ーは 次のように述べる。 

「被告が心理的に 悪意のあ る状態において 殿 損する言説を 公表し 
た場合は、 相対的免責特権 は無効となる。 [ 悪意 ] という言葉は 、 こ 
の 関連で多く使われ、 当初から名誉 穀損 法を苦しめている。 そして、 

公表が [ 悪意的 (malicious) ] な 場合には免責が 無効となることが 多 
い 。 免責が無効となる 名誉 股 損の場合、 厳格責任に対し、 [ 悪意 コは 

    

的 出版物に関する 条件付特権 」と対象を限定した 記述となっている。 
28 裁判例として、 McKee v. HugheS, 1916, 133 Tenn. 455, 181 S.W. 
930 を初め多くの 裁判例が挙げられている。 
2g  M  ontgom  ery  Ward  &  Co., v. Watson, 4 Cir ・ 1932 ， 55 F ・ 2d 184   
0 個多くの裁判例が 挙げられている。 
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これは擬制であ るとして [ 暗に 示 ] されている虚構の [ 法的悪意 ] 以上 

の、 何かであ るこ ヒ を意味する。 他方、 それは故意、 あ るいはそれ 

自身を害することを 望むよりやや 低いレベルの 何かであ ることを 意 

昧 するであ ろうⅡとして、 悪意のレベルについて 言及している。 ま 

た、 悪意の意思の 存在については、 「 ( 以上に述べたことに 反して 八 

そのような単なる 悪意の意思、 (ill will) の存在は必ずしも 特権 を失 
わないという 見解は望ましいものであ り、 より一般的に 受け入れる 

れている、 とする法源が 存在する。 」 として、 「被告が原告に 対する 

憤りや憤慨の 感情をもち、 原告を殿損することを 楽しんでいるとい 

ぅ 追加的事実だけでは 免責が無効となることはないであ ろう。 」 と 

して単なる悪意を 抱いているだけで、 行為に結びっかな い 場合には 

免責されるとする。 

③ 故意の動機の 存在 : 免責無効 

被告が名誉 殿損 的な言説を行 うに 至った動機に 注目することが 最 

も 重要であ る。 プロッ サ 一によれば、 「おそらく、 下された判決の 中 

で 最もふさわし い ものは、 被告が明らかに 影響を受けた 動機、 あ る 

ぃは 被告の主たる 動機に対し、 裁判所が重点を 置いているものであ 

ろう。 [ 悪意 ] を意味のないまったく 不満足な言葉として 放棄するこ 

とは、 保護に値する 更なる利益を 公表する場合にも 特権 が無効とな 
ってしまうことが 明白であ る 30 。 被告が主に故意の 動機に基づいて 
公表する場合、 被告は必ずや 責任 在 問われるであ ろうⅡ。 そして、 

被告の言葉の 激しさはこの 点において被告に 対する証拠となりうる 

3 。 」として、 「悪意」の言葉のもっ 重要性を強調している。 そして 

さらに、 「被告が、 明確な目的を 遂行するために 言説を公表した 場合 

には、 同様に責任・を 問われるであ ろ       そのこと自体は 充分に合法 
的であ るかもしれないが、 特権 の範囲内でなければ 責任が問われる。 

例えば、 債務を取り立てる 助手としてⅦ、 あ るいは新聞の 発行を増 

30 第二次不法行為、 法 リステイトメント 第 603 条。 
31@ Brewer@ v ・ Second@ Baptist@ Church@ of@ Los@ Angeles ， 1948 ， 32 
Cal. 2d 791, 197 P.2d 713. を初め多数の 裁判例を挙げているが、 名誉 
般損 に関する判例はここでは 深く立ち入らない。 
32@ Newark@ Trust@ Co ． v ・ Bruwer ， 1958 ， 51@ Del ・ (l@ Storey)l88 ， 141 
A..2d 615. また、 悪意は訴訟の 後で再度公表された。 Mallce may be 
inferred from republication after suit ・ O ， Donnell v ， 
Philadelphia@ Record@ Co ・ ， 1947 ， 356@ Pa@ 307 ， 51@ A ・ 2d@ 775.@@@ff 。 b 
れている。 さらに、 誤った報告書の 取り消しを求めたにもかかわらず 拒絶され 
たケースとして Morgan v. Dun & Bradstreet, Inc., 5 Cir. 1970, 421 
F.2d  1241.  が挙げられている。 
33  Hollenbeck  v. Ristine, 1901, 114 Iowa 358 ， 86 N ， W ， 377; Over 
v. Schffling, 1885 ， 102 Ind ， 191 ， 26 N ・ E    91.  この事件との 比較とし 
て Stevens v. Sampson, 1879, 5 Ex. Div. 53, を挙げているが、 この場 
ム口 弁護士が相手方に 対し危害を加える 目的をもって、 新聞社にその 相手 
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やすためなどに、 使用人を雇 う 場合Ⅶなどが 挙げられるⅡ 
として、 具体的にそれぞれのケースを 挙げている。 

(ii) 誠実性のみを 要件とする 
さらにプロッサ ーは 、 名誉 蝦損 において行為者が 免責される 要ィ，ト 
として、 「相当な理由」があ ることを要式する 見解に対し、 「誠実性」 
のみで足りる ヒ 主張する別の 見解もあ ることを指摘する。 
「‥．故意に   虚偽を公表する 場合、 何等社会的な 利益は存しない 

ため、 被告が自らの 言説を真実であ ると信じなければ 特権 は失われ 
る 。 多くの司法判断は、 以下に述べるよ う に一歩先を進んでいる。 

蝦 損している人が 合理的な根拠を 持たない、 あ るいはそれが 真実で 
あ るこ ヒ を信じる [ 相当な理由 ] がなれ場合には 特権 は失われる、 ヒ 
するⅡ。 一方、 他の裁判所は 、 べ一 ス となっている 部分に ( ま去的根 

拠の ) 合理性を欠く 場合、 誠実性のみが 要式されていると 主張する 
ぃ 。 」脚注で多くの 裁判例が挙げられているが、 これら二つの 見解に 

深く検討を加えることは 別の機会に譲りたい。 
( 面 ) 裁判所の見解の 統一一第二次不法行為法リステイトメントに 

よる 

しかし、 プロッ サ 一によればれずれの 見解もあ らゆるケースには 
適用できるよ う には思えないとしている。 最終的には第二次不法行 
為法 リスティトメントで 見解が統一され、 すべての名誉 般損 訴訟に 
おいて、 不誠実、 あ るいはネバリジェン ス のいずれかが 前提 ヒ され 
るとする。 しかし、 プロッサ ーは ネバリジェン ス だけでは相対的免 
責特権 濫用の要件を 満たすには充分といえないとしている。 
「どちらの主張も、 あ らゆるケースに 適用できるよ う には思われ 

方の報告書を 送ったというものであ る。 
34  Jackson  v. Hopperton, 1864, 16  .C.B., N.S., 829, Ⅰ 43 

  
  

Dun@ &@ Bradstreet ， Inc ，， 1965 ， 62@ Cal ・ 2d@ 412 ， 42@ Cal ・ Rptr ， 449 ， 
398@ P ． 2d@ 785;@ Mulderig@ v ・ Wilkes ， Barre@ Times@ Co ・ ， 1906 ， 215 

  

International&；   ， N ・   R   ，   Co ，   v ，   Edm     ・ undson   ，   Tex   ・ Comm    .App   

  
  

いろ。 そして、 そこでは、 F 悪意』はそれが、 誤りと知っていた、 あ るいは真実につ 
いて不注意にも 関心を払わずに 公表した場合のみ 存在するとの 判断を示さ 
れている。 」としている。 
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ない。 確かに、 悪気のな い 評判をたてる 愚かで不注意な 般損 者に対 

し 、 言説を証明するいかなる 試みもせずに、 免責を与えることには、 

いかなる根拠も 見出し得ない。 しかし、 他力、 真実を表明すると 信 

ずることの確信がなくとも、 ぅ わさや単なる 疑 いの 言説を公表する 

こヒ に対し、 あ らゆる面から 見て正当とかえる 場合もあ るⅦ。 」とし 

て、 免責を付与する 要件は 、 一定の状況のなかで①被告が 真実と確 

信 する度合い、 ②それを支持しなければならない 根拠、 及び③情報 
を流通させる 重要性に関し 合理的な人が 行 う であ ろう行為を被告が 

行 う ことであ る、 とする。 最終的にこれらの 見解が第二次不法行為 

法 リスティトメント 第 600 条、 第 603 条に規定され・ることになった。 
そこで、 次にこれらの 条文についてみて い こ う 。 

( 4 )  第二次不法行為法リステイトメント 第 600 条および第 603 

条の規定 
(i) 第 600 条の規定 [ 虚偽であ ることを知っていた、 あ るいは 

に対し不実の 可能性を意に 介することなく 無視した場合 ] 
虚偽であ ることを知っていたか、 あ るいは真実に 関して ( 不実の可 

能 性を ) 意に介することなく 無視した場合、 第 602 条 ( 名誉 殿損 的な 

言説を流布した 場合 ) を除き、 相対的免責特権 を付与された 者が 、 

他者に関して 虚偽および名誉 殿損 的な言説をなした 場合、 以下の場 

合には相対的免責特権 を濫用しているとみなす。 

(a) その事柄が虚偽であ ることを知っている、 あ るいは 

(b) その真実性あ るいは虚偽性に 関して意に介することなく 無視し 

た 場合 

(ii) 第 603 条 特権 の目的 (PurpoSe ofPrivilege) の規定 
他者に関して 名誉 搬損 約言説をなし 相対的免責特権 を与えられた 

者が、 利益の擁護を 目的とする行為をなさなか 場合には、 特権 を濫 

用 しているとみなす。 

3 . 信用報告機関の 相対的晃貴特権 に関する解釈 一 第二次不法行為 

法 リステイトメントによる 

今まで相対的免責特権 について詳細な 検討を行ったが、 信用報告 

との関係ではどのように 規定されているのだろうか。 しかし、 信用 

報告機関について 条文では規定されていない。 第 595 条の注釈 h で 

解説されているのみであ る。 そこでまず、 第 595 条からみていくこ 

とにする。 

( 1 )  第 595 条 [ 受領者あ るいは第三者の 利益の保護 ] の検討 

37  参考文献として H  allen,  ピ 正ぬ・ a ㎡ 臼 ・ 0 Ⅰ 召 elie ダ Ⅳ ecessar,y fo0 グ 肋 e 
む 0 コカ i サ i0 血刀Ⅰ 2, ハイ le ど e  ヵつ りワ皿み打 0 万， 25  11l. L  . R  ev. 865(1931) 及 次 び 策 ェ リステイトメント 第 600 条～第 602 条が挙げられている。 
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第 595 条は、 受領者あ るいは第三者の 利益の保護について 以下の 

ように規定している。 

(1)  次に該当する 正確性 (  correct 八 あ るいは相当な 事由 
(reasonable belief) を公表する場合 (occasion) は、 相対的 免賈 
特権 が付与ざれているとみなすⅡ。 

(a) 受領者あ るいは第三者に 充分に 璽要 な利益の影響を 及 はす 
情報であ る場合、 

(13) 受領者とは公表者が 法的義務のもとに 名誉 殿損 的な言説を 
公表する対象となる 者、 あ るいはその公表が、 相当の行為 

基準として一般的に 受け入れられる 対象となる者 
(2) あ る公表が一般的に 相当な行為をして 受け入れられるかどう 
か決定する際には、 次のことが重要な 要件となる。 
(a) それが公表者によって 自発的に行われ、 要求に応じた 回答と 
してなされたこと 

ひ ) 同族 (family) あ るいは他の当事者との 間に関係が存在するこ 
と 

このように、   ①自発的に行われた 公表でかっ求めに 応じたもの、 

②当事者の間に 何らかの関係が 存在している 二つのことが 要件とな 
っているとする。 

次に信用報告に 関しては第 5 9 5 条 第 (1) 項の注釈「 方 ， c ァ e ㎡ t 

8 ダ e 刀 cfe5  ( 信用報告機関 ) 」に記述哀れている。 ( 学説はプロッ サ 

一の 口 不法行為法 第 5 版 凹め commo ぬぇ nterest に規定されている 
とする。 相互に関連していると 思われるので、 この相違について 若 
干の考察が必要・と 思われる㌔ 

そこで、 信用報告に関連した 部分の注釈について 詳細にみていこ 

う ( 但し、 この第二次不法行為法リステイトメントの 注釈は、 言論の 

自由に関する 1964 年の憲法的準則が 確立されてからを 中心に記述 
されている。 憲法的特権 の展開については、 1964 年のニュー ョ 一タ 

タイムズ 対 サリバン事件 ( 現実の悪意の 証明 ) 、 1974 年の ガ一ツ 対 

ロバート・ウェルチ 事件 ( 適用範囲における 若 千の限定 ) が大きな柱 
になっているとされている。 詳糸 m は第 4 章、 第 4 節「信用報告と 憲 

法的準則」のところで 言及する㍉ 

( 2  ) 第 ・ 595 条 第 1 項の注釈 h 一信用報告機関について 

(i) 信用報告機関に 関する相対的免責特権 について 
信用報告機関に 相対的免責特権 を付与する場合にはその 対象と 範 
囲の限定が必要であ る。 第二次不法行為法リステイトメ シト 第 595 

38 望月・前掲 注 (7)245 頁では、 「特権 は言説の内容に 対して与えられるの 
ではなく   一定の場合または 形式 (form) に対して与えられる。 」とされているが   
この occasion という用語がそれを 意味するものと 居、 われる。 
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条 1 項では次のような 注釈が行われている。 

「 力 ・信用報告機関」では、 「あ る者が、 他者に対する 情報を取得 

することに同意している 事実は、 それが熟慮したものかどうか、 そ 

れが真実であ ると合理的に 信じ ろ るにもかかわらず、 それ自身は名 

誉蝦損的 事項を伝える 義務を生じない。 しかし、 あ る場合には木日射 

的 免責特権 は、 その存在を認めうるであ ろう。 」として信用報告機関 

においては、 通常の相対的免責特権 よりもさらに 限定された範囲で 

あ ることをうかがわ・せる 解説となっている。 

「例えば次のような 例を検討してみよ ナつ 調査に基づいた 信用 格 

何機関および 信用供与業者が 、 他の者への信用供与の 増額妥当性を 
審査するために 信用報告を利用する 際には、 相対的 免貰 特権 が存在 
するかということであ るⅡしかし、 既に前節で述べたよ う にアメリ 

力の各州の裁判例を 見ると、 相対的免責特権 が信用報告機関にも 付 
与されるかどうかについては 判断が分かれているとする。 

つまり、 全く認めない 州ヒ認 ・める州があ り、 相対的免責特権 の付 
与を認める州においては 調査を行 う 際に 、 ネバリジェン ス があ った 

か 、 あ るいは真実ではないにもかかわらず、 不注意によりそれを 無 
視したことにより、 特権 の濫用があ り免責を無効とみなす 見解であ 
る ( 原告が被告の 特権 の濫用を証明できなければ 免責が有効となる㍉ 
そしてさらに、 「憲法修正 第 1 条に関する カーツガ コバート・ウェル 

チ事件の判決において、 あ らゆるケースにおける 虚偽に関して ネバ 

リジェンス証明の 憲法的要件が 規定された ( 後述する㍉ 
このようにして、 信用報告機関にネバリジェン ス があ ったことを 

く   原告が ) 証明した場合には 責任があ るという規定をおくことが 望 
まし い とする州は、 相対的免責特権 は何ら存在せず、 第 580B 条の 
効果を認容することができるとの 判決を下すことができる   
虚偽性に関して 知っていたか ， あ るいは虚偽であ る可能性を無視 

したことを ( 原告が ) 証明した場合のみ 責任を有するという 規定を 
望む州は、 相対的免責特権 を認容，することができ、 現に文言通り 第 

600 条の下での効果を 認、 容することが、 できる。 
また、 従前から厳格責任を 規定し、 その存続を願 う 州は、 以下の 

立場をとることができる。 すな む ち、 信用報告機関の 報告は「商事 

約言論」事項を 有し、 通常とは異なったより 高度の注意義務を 信用 

報告機関に求めることができる。 」 というものであ る。 

このように、 信用報告機関に 対し、 相対的免責特権 を認めるか 否 
かにより、 各州の裁判所が 第二次不法行為法リステイトメントの 第 

600 条に依拠するか、 第 580B 条に依拠するか 異なってくるとして 

いる。 さらに厳格責任を 規定している 州については、 憲法的準則の 
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「商事的言論」が 適用されるとしている 39 。 ちなみに第 580B 条 [ 私 
人の名誉 股損 ] は以下のよずに 規定されている。 

第 580B 条 [ 私人の名誉 里損 ] 
私人の行為に 影響を及ぼさない 純然たる私的事項との 関連におい 

て、 私人、 あ るいは公人、 あ るいは公的人物に 関する虚偽および 名 

誉殿損 約言説の公表をする 者は、 同人の公的適性あ るいは役割にお 
いて、 次の場合には 責任を課される。 すな む ち、 同人が 

(a) その言説が虚偽であ ること、 及び他の者を 誹殿することを 知っ 
ている場合、 

( い 虚偽，陛に関して 意に介することなく 無視した場合、 

(c) それらを確認。 することを 怠、 っ た場合 
と 規定されている。 

(ii) 信用報告 関 に関する相対的 免 
次に、 本注釈 h において信用報告機関に 相対的免責特権 を付与す 

る 場合の範囲は 、 次の三要件を 満たす必要があ ることが述べられて 

いる。 

「特権 が次のようなことに 依拠している 場合として認容される 場 

合 、 すな む ち 、 ①情報の利用者が 情報主体の報告について 合法的な 
利益を有している 場合、 ②情報を求めている 目的が社会合目的な 要 
求 であ ること、 および③ ( 孝信、 雇用などの ) 判断材料のための 情 

報を提供する 報告機関が、 相対的免責特権 の指針の枠覚での 立場を 
取るにおいて、 要件を十分に 満たしてない 事実があ る場合であ り、 

これらに基づいて 特権 が認容される 場合は、 商業利益が関係する 特 

別 な情報利用者への 情報伝達に限定されるべきであ る 40 。 それが 商 

39 言論の自由の 範囲での免責 が認 " められることになる。 
40 伊藤正巳・木下 毅 F アメリカ 法 入門 ( 第 3 版 )J( 日本評論社、 2001 年 ) 
24 一 25 頁にはこの「関係」ということについて 考察するにあ たり、 重要な示唆が 
あ   る ( 原典は R  . Pound  の InterPretations  of  Legal  H  istory(1923) とさ 
れている ) 。 アメリカ法の 特色の一つとしての「関係」であ る。 「 ， ‥大陸法系で 
は 、 すべての法的問題を 自己完結的個人の 意思に焦点をあ てて考察するの 
に対し、 英米法系では、 ほとんどすべての 法的問題を、 『関係団およびその 関 
係 に当然含まれあ るいはその関係に 効力を付与するに 必要な附目 互的 権 利 
義務Ⅱ reciProcal rights and duties) とレ巧 関係の内容を 中心として 考 
察しょうとする 傾向が強く看取される。 この下関係』とし 巧 法文化的発想は、 今 
日における人間社会の 性質そのもの、 すな む ち、 個人の単なる 集合体ではな 
くその内部秩序が 法の基礎をなしているアソシェイションや 関係の複合体に 
対応するものとされている。 このような関係の 観念が顕著にあ らわれるのは、 私 
法の領域においてであ る。 英米・私法にあ っては、 あ らゆる面で自己完結的 個 
人の意思に基づくⅡ法律行為 団 よりもむしろ 下関係 コが 重要な役割を 演じてきて 
いることは、 注目に値しょう。 」 
なお、 木原浩之「契約の 拘束力の基礎としての [ 意思 ] の歴史的解釈とその 
現代における 再評価 (1) 第一次契約法リステイトメント・ UCC 第 2 編・第二 
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1 . 概観 一 プロッ サ 一による解説 
今までみてきたように、 相対的免責特権 は多様な内容をもつ。 本 
節 では、 信用報告機関に 相対的免責特権 を付与することの 許容性に 
ついてプロッサ ー を初めとする 学説の検討を 行う。 プロッ サ 一によ 

れば 、 相対的免責特権 に関しては多くの 研究がなされているという 
41 。 信用報告機関 (me 「 Can ㎡ le agenCy) との関係において、 プロッ 
サ ーは J . スミスの論文を 取り上げているが、 信用情報機関が 抗弁 

事由として相対的免責特権 を主張する理論的根拠となったことまで 
は言及していない。 つまり、 相対的免責特権 の概観についての 客観 
的な記述を行っているだけであ る。   プロッサ ーは丁 不法行為法 第 

5 版 山 (1984 年 ) で相対的免責特権 の内容について 以下のように 類 
理 化している。 

( 1 ) 相対的免責特権 の 5 類型 
プロッ サ 一の 丁 不法行為法 山 とは明言してないが、 「いわゆる特権 

あ る通信との関係」の 幾代博士の記述において、 次の 5 類型が対応 

すると居、 われる ぬ 。 
(i) 自己の権 利をまもるために 相当とみられるような 言説 (Intere 曲 

次 契約法リステイトメントをマイル・スト 一 ン として」 丁 明治学院大学法科大学 
員 ローレビュー 第 1 巻 第 1 号 ( 創刊号 )jH(2004 年 )82 一 83 頁ではこの「 関 
係 」についての 学説の考察が 注意深くなされている。 
41 参考文献として 第一次不法行為法リステイトメント 5 %593 一 612; 
J. Sm  巳 h,  む 0 丑はゴ打 0 刀目Ⅰ ri 万 Ⅰ ege Jroo Ⅰ 沖 ㏄ ca 刀 ti Ⅰ e  Age 万田 es,  14 
Colum  . L  . R  ev.  187.(1914) 他 多数の論文が 引用されている。 J. スミスの 
論文については 後述する。 
42  幾代・前掲 注 (20) 14 、 34  頁。 
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of@ Publisher) ， 

㏄ ) 第三者の権 利・利益をまもる 法律上，道徳上もしくは 社会上の 

義務あ る者がこの第三者へ 向かってなす 通信 (Int 。 ， ㏄ t of Ot,h 。 ，， ), 

( 面 ) 共通の利害関係を 有する者相互間で、 共通利益の擁護や 増進の 

ためになされる 通信 ( 家族、 会社、 労働組合、 教会、 同業組合など 

の 成員、 役員などの間の 通信 )(  common  Interest) 、 
( 血 ) 公共一般の利益の 擁護や増進のためになされる 通信 ( 情報取 
引 )(Communicat 血 ", t 。 One Who May Act in the Public I"t 。 ， est) 及び、 

(v  )  公的な手続の 客観的報道ぼ㎡ r  Com  m  ent  on  M  att ㎝ S  。 f  Public 
C 。 n 。 ern) 

幾代博士は、 これら 5 類型に対し、 「‥・ 条件付特権 ( 長谷川 注     

相対的免責特権 ) のうち、 (i) とばけは、 特例個人のための 正当防衛的 

行為を免責する 趣旨であ り、 同じくは えわ もこの趣旨を 特定複数人な 

い しはグループの 共通利益の防衛にまで 拡げたものであ る。 これに 
対し (iv) は社会一般の 利益の防衛ないしは 増進のために 認められ 
る 免責であ り、 そのうちとくに、 fair comment が問題となる ケ一 
ス にあ っては、 通報が一般に 新聞など公然性を 備えたマス・メディ 
アによるという 点に特色がみられる。 」 と解説しているが、 「‥・ 条 

仲村特権 の諸類型は、 判例法の長 い 歴史の過程のなかで 帰納的・自 

然発生的に体系化されたものであ るために、   その個々の類型の 定義 
や 適用範囲が細部についてまで 争いのないほどに 確定しているとは 
いいがたい。 ゆえに、 たとえば、 条件付特権 の (iii) 一 共通利益擁 

護のための通信一に 該当するか否か 争 い のあ るようなボーダーラ イ 

ン ・ケースで、 同時にそれは fair co 皿 ment のケースにもなりそう 
なものもあ りうるわけであ る。 」 として、 ( 血 ),( 而八 v ) については 厳 
密な区分が難しいことを 指摘している。 従って第二次リステイトメ 

ント の区分とプロッ サ 一の著書 正 不法行為法上 における区分と 細か 

い部分で異なる 理由づけの 一 っとなるのではないかと 思われる。 
( 2 ) 5 類型と信用報告機関に 関する解釈 

相対的免責特権 と信用報告機関に 関する解釈では、 共通の利益を 

有する団体とみなしている。 アメリカにおいては 一定の要件を 満た 
すかぎり、 信用報告機関に 対して、 相対的免責特権 が認められてい 

る。 しかし、 その分リスクも 負うことになる。 それについてプロッ 

サ ーは 次のように述べている。 

「相対的免責特権 は多くの場合、 公表者 ( 言説をなす者 ) および受領 

者 ( その言説を受け 取る側 ) が共通の利益を 有していると 認識され 

ている。 そして ( 相互の ) コミュニケーションは 相互の利益を 保護 

するためのあ る種の合理的に 考えられたものであ る。 そのような ケ 

一ス において、 話すための道徳的・ 法的義務も通常存在する。 む ろ 

ん 、 これは次の場合に 該当する者にとって 最も明白であ る。 すなわ 

70 



 
 

 
 

ち 、 同人が他の者と 商取引に入る、 あ るいは商取引をすることを 考 
慮している、 あ るいは当事者が 共通の金銭的な 利益を有する 団体の 

会員であ る。 そこでは、 ビジネス組織の 幹部、 あ るいは代理人、 あ 

るは被用者が、 株主、 他の被用者、 あ るいは支店の 幹部と、 その 組 
織 に関することで 通信する場合が 該当する。 また、 あ るいは税金納 

八者が・、 公的ファンドの 管理、 あ るいは不動産所有者の 団体と将来 

の 購入者の可能性について 検討する、 あ るいは共通の 債務者につい 
て 与信 業者がその事柄について 検討する場合も 該当する。 」として、 

共通の債務者について 与 偉業者間で情報のやり 取りをする場合も 含 
まれるとしている。 信用報告機関については 次のように解説され、 

この相対的免責特権 の法理は、 イギリスでは 認、 められてれないとす 
6 430 

相対的免責特権 が認められる 理由として「不良債権 リスクあ るい 
は 貸し倒れ債務者に 対し、 与信 業者が相互に 備えるということは、 

支払を強制する 単なる予防策としてではなく、 誠実に行われるかぎ 

り 、 相対的免責特権 が通常認められている。 商業的格付機関は 長い 

間適用対象として 認められていなかった。 商業的格付機関が 他者の 
評価を行 う   ことを理由に、 イギリスでは い かなる特権 も否定されて 

い た 44 。 」それに反し、 アメリカの裁判所は、 信用情報 在 交換するこ 

ヒ に商業上の利益を 認める観点から 大多数が相対的免責特権 を認め 
る 判決を下しているとする。 

「アメリカの 裁判所は大多数、 情報を取得する 合法的な利益を 持 

っ人々の恩恵に 有用な商業サービスを 提供するそのような 信用報告 

機関に相対的免責特権 を認めている。 それゆえ、 報告 

調査および情報利用者への 提供が、 誠実になされる 場合には、 その 

ような報告機関は 相対的免責特権 を有すると裁判所に 認められて 
いる 45 。 」として、 信用報告機関が、 情報調査および 情報提供が誠実 

になされる場合という 要件を満たした 場合には、 相対的免責特権 が 認められるという 判断をアメリカの 多くの裁判所が 下している と し 

ている 46 。 しかし、 その特権 の範囲は限定されているという 判例の 

43@ Macintosh@ v ， Dun ， [1908]@ A ． C ・ 300   
44 同上。 

45  裁判例として 多くのものが 挙げられる。 Altoona  Clay  Products Inc. v   
Dun@ &@ Bradstreet ， Inc ・ ， W  D P a. 1968, 286  F. Spp.899, 他の理由 
で 無効とした裁判例 308 F. Spp. 1068; Retail Credit Co. v   
Garraway, 1961, 240  Miss. 230 ， 126  S0.2d  27 Ⅱ 
A ． B ． C ， Needlecraft@ Co ・ ， v ・ Dun@ &@ Bradstreet ， 2d@ Cir ・ 1957 ， 245@ F   

2d 775; 消費者報告機関の 申立てによる 裁判例として Ba 『 ker v. RetaH 
Credit Co., 1960, 8  Wis. 2d  664, Ⅰ 00  N.W. 2d. 3910 また、 スミスの                 

文 ( 後述 ) が引用されている。 
46 報告機関が意識的に 無関心であ ること、 及び原告の権 利に対し不注意 

71 



準則が確立されているとする。 「公表 ( 報告書の公表 = 情報の交換 ) 

が、 報告書に明示的および 現実的な利益を 有する特定の 情報利用者 
に 特権 の範囲が限定されることについては、 裁判所の判決が 一致し 

ている。 そこで、 そのような利益をもたない 一般的な公表に 関する 
限り、 誤った情報のリスクは 商業上発生するリスクとなる 47 。 」とし 
て 、 誤 情報の発生リスクも、 共通の利益共同体で 負わなければなら 
なくなるとする。 

( 3 ) 非営利団体の 会員の場合 

そして、 さらに相対的免責特権 は非営利団体の 会員にも範囲が 及 

ぶが、 団 ． 体 共通の利益を 逸脱して情報を 公表する、 あ るいは正当な 

理由なく情報を 受け取った場合には 相対的免責特権 は無効となると 
している。 「通信手段が 団体の利益にとって 適正に行われている 場 
合 、 宗教団体、 専門家協会、 友愛組合、 社会教育機構 ( 団体 ) 、 同族、 

あ るいは労働組合のような 非金銭的特質を 有する共通利益の 団体の 
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2 . 信用報告に相対的 免黄 特権 を認める見解 
( Ⅰ )  スミス、 J  .  (  Jeremiah  Smith)  の理論 

信用情報 ヒの 関係でこの法理の 理論的根拠を 提供したのは、 1914 

年の コロンビア・ロー・レビュ 一に掲載された Jeremiah Smitb,o 以 
下スミスと略称する ) の論文であ る 480 スミスは同論文 ( 以下論文と 

にも無関心な 行為を行った 場合には特権 が失われるとされた 裁判例として 
Dun  &  Bradstreet  v. Robinson, 1961, 1961, 233  Ark. 168, 345 
S.W. 24 34. 。 他方、 単なるネバリジェン ス があ っただけでは 相対的免責特権 
を無効とするには 十分とほ い えないとされた 裁判例は多い。 H.R. Crawford 
Co ． v ・ Dun & Bradstreet ， 4@ Cir ， 1957 ， 241 F ， 2d 387; A ・ B ・ C ， 
Needlecraft@ Co ・ v ・ Dun@ &@ Bradstreet ， 2d@ Cir ・ 1957 ， 245@ F ， 2d 

775       Dun and Bradstreet ， Inc ， v ， O ， Neil ， Tex ， 1970 ， 456 S ・ W ・ 2d 
896   

47  King  v. Patterson, 1887, 49  N  .J. L.417, 9  A  .705. 等多数。 
再審問の申 立が 棄却された裁判例として、 H  anscheke  v. M  erchants, 
Credit Bureau, 1931, 256  Mich. 272, 239  N.W. 3180 
情報利用者が 許可なく第三者に 公表した場合、 消費者報告機関は 責 
任を問われないとされた 裁判例として、 Peacock  v. Retail Credit  Co., 
N.D. Ga. 1969, 302 F. Supp. 418. が挙げられている。 
48  J.Sm  ith,  む 0 万ゴノ打 0 万 按ノ Ⅰ n, ゴ ア ブ 7f ざ e f0o ア Ⅲ不日 グ ㏄ 刀 t77e  A ダ e 刀が es, 一 
7% 仁 aci 万サ 0 ぢ力 V, 刀 ぱ刀 ， ， 14  Colum  . 工 ・ Rev. 187(1914)   
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する ) において、 イギリスの判例マッキントッシュ 事件 (Mac ㎞ tosh v ・ Dun ， [1908]  A C 300 ・ ) への批判を行っている。 そこで、 次に ス 

ミスの理論について 若干の検討を 試みる。 

(i) スミス理論の 中心的論点 一 消費者報告機関の 役割 
スミスは論文の 冒頭で、 消費者報告機関に 相対的免責特権 が付与さ 

れることは認められているはずであ るのに、 マッキントッシ 工事件 

によって反対の 緒論が出されたとして、 なぜ相対的免責特権 を報告 

機関に付与することを 認めるかについて、 「報告機関とは 何か」から 

解説しながら、 自らの理論を 展開した 49Q 
報告機関 (Mercan ㎡ le Age Ⅱ cy) について、 スミスは以下のよう 
に 述べている 50 。 報告機関は、 当初取引相手の 情報を集めるために 
全国を歩き回ることから 始まった。 そこで、 大都市で信用取引を 行 

う 会社から情報を 収集することを 考えた。 最初に組織化された 報告 
機関はルイス・タッパン (Lewis Tappan) で 1841 年に設立された。 報 
告機関は、 情報利用者 (subscyiber) と契約を結び、 年会費を徴収 
する代わりに 取引相手の信用状態、 性格、 責任感、 評判等の情報を 
提供した。 

スミスは消費者報告機関の 母体となった 報告機関の役割を 強調す 

る 。 当時の産業振興策推進という 時代背景から 裁判においてもスミ 

スの理論は支持されたのであ るⅡ。 

関の正確性レベルの 向上と良質の 報告機関の関係 

スミスはまた、 情報を提供する 報告機関が誤った 不正確な情報を 提 

供した場合には、 情報の利用者は 年会費の支払を 拒否するであ ろう。 
正確な情報を 提供している 報告機関だけが 自然淘汰の結果生き 残れ 

るとする。 

49 長谷川 注 : 当初は消費者よりも 取引先の中小の 商工業者の情報が 主で 
あ ったと思われる。 
50 前掲書工 88 頁の注 (2) 。 
51 私見ではあ るが、 J. スミスだけがその ょう な考えをもったのでほなく、 当時は 
一般的であ ったのではないだろうか。 J. スミスは特に 信用報告との 関連で理 
論を展開させていったと 思われる。   

この理論の根拠となったことに 関連して、 興味深い指摘があ る。 瀬川長久 授 教 「危険便益比較による 過失判断一テリー 教授から、 ハンドの定式と 大 
阪 アルカリ事件まで 一 Ⅳ日本民法学の 形成と課題 下川 有 斐閣、 1996 年 ) 
809 頁であ る。 
「危険便益方式」と 瀬川教授が呼んで い る考えた方は、 テリー教授の 

1 目 5 年の論文、 サーモンド教授の 体系喜人 4 版 (1916 年 ) にも現れている 
ことが紹介されている。 回書 831 頁では、 テリー、 /" ） "/" 。 """ へ プロッサ ーへ と理 

論 が展開されたことが 紹介され「‥・ 1934 年の不法行為法リステイトメント 
( 第 1 次 ) は、 リスクの大きさが 行為の有用性 (utility) を超える場合にリスクが   
不相当となる、 と定式化した ( 5291). . . 」と解説されている。 スミスの論文が 
1914 年に発表されていることも 注目に値する " 
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( Ⅱ i スミスの相対的免責特権 テスト 

スミスは、 付与される特権 の範囲を拡張すべきかどうかは、 次のテ 

ストによるとする。 つまり、 誤った報告により 信用供与の申込者が 

受ける被害と、 報告機関から 受ける情報利用者の 利益の大きさの 割 

合を比較衡量して、 後者が生ずる 利益が大きければ 報告書を作成し 

た 当事者の報告機関が 当然免責を与えられるべきであ るとする 520 
正しい報告書は 原則であ り、 誤った報告書は 例外として扱われると 

する。 そして、 クロフォード 事件判決を例に 挙げる 580 
スミスの理論に 対し時期は相当後になるが、 学説はぼ ヒ んど批判 

的であ る。 そこで、 本稿では主に 3 つの学説を検討し、 スミス理論 

の 妥当性を考察する。 

3 , 信用報告に相対的免責特権 を認めるのに 否定的な見解 
( ェ ) Moskatel の論文の検討 

Ⅰ ) 相対的免責特権 の濫用と信用報告 
Moskatel については本章の 冒頭でも若干触れたが、 相対的免責 特 
権 の信用報告への 適用について   ウイルソン事件判決を 例に挙げな 

がら詳細な検討を 行っている 540 Moskatel は、 FCRA の成立前、 多 
くの州における 信用報告機関に 適用された コ モンロ一の名誉 股損 法 

は相対的免責特権 において明確に 要約されるとする。 相対的免責 特 権 は 、 いかなる名誉 穀損 訴訟に対しても 完壁な抗弁事由になる と し 

て 、 ワッシャ一対バンク・オブ・アメリカ 事件 (Washer v. Ba Ⅱ k of 
  America) を挙げている 耶 。 免責事由が立証されれば、 誤った報告 
書 に対し、 いかなる形の 責任も生じないという 理由であ った。 相対 

的免責特権 を主張するため、 「報告機関は、 情報を必要とする 合法的 

な 商業目的のために 情報利用者との 機密関係を保持しなければなら 

ない 56 。 」 ヒし 、 プロッサ ーが 「不法行為」 5 Ⅱ 5 (789 頁 ) で指摘 

Ⅱこの部分については、 瀬川教授の「‥・この ょう にテリ一によると 行為の有 
用性 (B) を考慮しない 場合があ る。 。 考慮するか否かを 決めるのは合意の 有 
無を除くと、 被 侵害利益 (L) の種類ではなくて 侵害行為の追及する 利益 
(B) が、 法的に保護される 権 利か否かであ る。 」の解説が示唆に 富むと思わ 
れる。 
63  H   E ・ Crawford Co ． v ． Dun & Bradstreet ， Inc ・ 241 F ・ 2d 

387,395 (4th Cir ・ 1957) ・ 
54 Ira  D  , M  oskatel,  Q  ㎎ 177,ied  Pri グ i7e 互 e  a 刀ゴし Ⅰ e 血方 化 e タ o グ オ血 ど， 
ヂ荻 aLcesL 0 グ Ⅰ ん ce あ o2  カ ctio 刀 /oor  Ⅳ eg 万 ge 刀古 Ⅳ 0 コ co 血ア 万 ance 
ぴ五 d 田・ 伍 e  ガ e は e グ刃ダみゴバむ red 九 %ePort ゴ万 g  Act (FCRA  の遵守義務 
規定違反訴訟一万能薬か 気休め 薬か ), 
47S0.Qthern  California  Law  Review  l070  (197%  atl081   
66@ Washer@ v ． Bank@ of@America ， 87@ Cal ・ App ・ 2d@ 501,509 ， 197@ P ・ 2d 
202 ， 207(1948) 
66@ Watwood@ v ， Stone ， s@ Mercantile@ Agency ， 194@ F ・ 2d 上 4l 6 0 ヰエ 6 Ⅰ エ l 
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している " 共通の利益 " の合理性を根拠に 「業務上情報を 必要とす 
る者は、 報告機関にそれを 取得するように 依頼し、 報告機関は情報 

を 必要としている 業者にのみ提供する。 」 ヒ して、 利益を共有する 業 

者間で情報の 取引が行われていることを 指摘する。 そして、 
Moskatel 論文の中心的論点であ る、 被害者が相対的免責特権 の濫用 
を証明する負担が 大きい理由を 以下のように 挙げている。 

「この法理の 下で、 被害を受けた 消費者はそれに 対する損害賠償を 

請求するときには、 相対的免責特権 が濫用されたことを 証明しなけ 

ねば ならない。 そのために、 被害者は以下の 二つのうちいずれかを 

証明しなければならない。 

すな ねち、 

( 1 ) 何等「合法的な 商取引の必要性」 を有しない第三者にその ， 清 

報 が開示されたか、 若しくは 

( 2 ) その開示が悪意のものであ った」かのいずれか 一点であ る。 

Moskatel は裁判例を挙げて、 相対的免責特権 の効果として 証明 責 

任が 、 原告に転嫁されているとする。 そして、 第一の例として 何等 

合法的な商業目的をもたない 第三者に開示した 場合について 争われ 
た 裁判例を挙げている 57 。 ダン，アンド・プラッド・ストリート 対ロビ 
ンソン事件 (Dun  &  Brads 毛 ree 由 Ⅰ㍉ RRobinson 、 1961)  において、 裁 

判所は 「原告は、 合法的な商業目的のな い 第三者に報告書を 提供し 
たことを信ずるに 足りる合理的な 根拠を、 報告機関が有しているこ 

とを証明しなければならない」 との判断を示した 58 。 
誤った報告書によって 被害を受けた 原告が、 許可されていない 第 

三者に被告が 開示したことを 証明できなかった 場合に 、 残された選 

択肢は、 その開示に悪意があ ったことを証明することであ る。 悪意 
は 「真実に対し 現実的な悪意の 意図」あ るいは、 「真実であ るか否か 

ということに 対し重大な関心を 払わなかった」 のいずれかであ ると 

定義されて・いる 590 この点 、 ほ ついて Moskatel は フ一 パーホームズ 対 
パン事件 (H  ooper,H  olm  s  Bureau  v. Bunn, 1947)  を初め多くの 裁 

(D.C. C Ⅱ・ 1952 ㍉ ceTf. ガ e コ ied, 844 U.S. 821 (1953 ㍉ 
Dun@ &@ Bradstreet@ v ・ Robinson ， 233@ Ark ・ 168 ， 345@ S ・ W ， 2d 
34(1961); 
57@ Watwood@ v ， Stone ， s@ Mercantile@ Agency ， 194@ F ・ 2d@ 160 ， 161 

(D ・ C ・ Cir ， 1952) ， cert ， denied ， 344 U ， S ・ 821 (1953); Dun & 
Bradstreet@ v ， Robinson ， 233@ Ark ， 168 ， 345@ S ， W ， 2d@ 34(1961); 
5& Dun & Bradstreet v ， Robinson ， 233 Ark ， 168 ， 345 S ・ W ・ 2d 
34(1961); 
59 プロッサ ーが 「被告が心理的に 悪意のあ る状態において 殺 損する言説を 
公表した ぽ あ いは、 相対的免責特権 は無効となる。 [ 悪意 ] コり 言葉は、 この 
関連で多く使われ、 当初から名誉 般損 法を苦しめている。 」として「悪意」に 関する定義づけの 難しさを述べているⅣ不法行 ゐ 法 第 5 版 」 ） 
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る 意図を有しているか」、 または「報告が 真実であ るか否かというこ 

とに対して報告機関が 重大な関心を 払わなかった」、 ということを 証 

呪 すること、 あ るいは②「報告機関が 業務を遂行するにあ たって 注 

意義務違反をしていること」のいずれかを 証明しなければならない。 
次に Moskatel は、 原告が信用報告機関に 特権 の濫用があ ったこと 
を 証明する際に、 具体的にはどのような 困難が生ずるかについて 述 
べている。   

(ii)  悪意の証明の 困難さ 
① 悪意の証明は 情報収集段階から 始まる 

信用報告の・ 作成者に対して 悪意の証明をすることは、 大変な困難 

を 伴 う 。 Moskatel によると悪意の 証明は情報の 収集段階から 始まる 

という。 「報告機関が 収集する情報の 情報源は、 情報主体について 虚 

偽を告げるような 本人を嫌っている 隣人の可能性もあ る。 」つまり、 

客観的な情報だけでなく 近隣の人々及び 職場の同僚等からの 聞き込 
みでは、 本人たちの主観だけでなくそこに 故意に虚偽を 告げる人も 

出てくる可能性があ ることによる。 また、 聞き込み 先 だけではなく、 
報告機関の調査員にも 同様の問題が 生ずるとしている。 「雇用者に 

対して不当に 責任を負わす 可能性のあ る、 個人的な動機に 基づいた 

調査員 ( 従業員 ) の悪意かどうかは 議論の余地のあ る問題であ る 61 。 」 

そして、 それがさらに 損害賠償額にも 係 わってくるとして、 「そのよ 

うな責任転嫁がなされるる 場合において、 被害者であ る原告は損害 

賠償請求をする 相手方の従業員の 資産状態にのみ 依拠することにな 

るであ ろ つ o 」 と指摘している。 また、 以下の裁判例を 挙げながら、 

[ 擬制の悪意 ] という法的問題を 提起している。 

②擬制の悪意 
「報告が真実であ るか否かということに 対して重大な 関心を払わ 
なかった ) 」 ということに 基づく擬制の 悪意 (constructive malice) 
は 、 調査する者がその 情報源を知っていた 場合に限られる 62 。 報告 

60@ Hooper ， Holms@ Bureau@ v ， Bunn ， 161@ F ， 2d@ 102 ， 104@ (5th ， Cir   
1947);@ Locke@ v ， Bradstreet@ Co ・ ， 22@ F ・ 771 ， 773@ (D ・ Minn ， 1885); 
Trussel v ． Scarlett ， 18 F ・ 214 ， 218 (D ・ Md ・ 1882); Pollasky v   
Minchener, 8l Mich.280, 46 N.W. ,56 (1890). 他 多数。 
61 この点に関して Bril1 の使用人の故意の 不法行為責任に 関する興味深 
い 論文を紹介している。 Bril1, ㌘カタん油 みゴ万 オア 0 ダ ゑ方方Ⅲ アノ 07 日 ，ズ or 劫 e 
肥 ， y7 Ⅴ㎡ 笘 or.ts 0 タ カ ゴ s ガ e ょ ，何万お， 45 CHI.KENT L.REV. l (1968). 
62  Cullum  v. Dun  &  Bradstreet, Inc., 228  S.C. 384,390, 90 
S.E.Zd  370,373(1956)( 報告機関は情報提供者を 選ぶ際に ネ 、 グリジェン ス 
があ ったと認定された。 ) 
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機関が情報源の 動機 ( 誘因 ) の調査を義務付けられたケースは 全く 

みられない」 とし、 この部分の脚注は、 信用報告作成過程で 生ずる 

悪意の証明を 考察する点で 大変重要な指摘となっている。 63 。 
Maskatel は、 信用報告機関に 対し、 「悪意」が推定される 具体的 

ケースについて、 判例の詳細な 検討を行 う ことにより明快な 解釈を 

示している。 「しかしながら、 報告書の情報主体が、 報告機関は不正 

確であ るという証拠の 提示が可能な 場合、 報告機関が不正確な 情報 

の 修正を拒絶し、 ( 不正確なままの ) 報告書を再公表した 場合、 悪意   
が推定され、 免責事由は却下される。 」として不正確な 内容を訂正せ 

ずに雷公表した 場合には悪意が 推定されるとする。 しかしながら、 

「消費者がそのような 証拠を提供できるという 見込みは少ない、 な 

ぜならば、 報告書の現実の 中味は保護されているからであ る。 」とし 

て 機密事項となっている 報告書の内容を 証明する困難さを 指摘する。 
(iii) ウィルソン 対 リテイル。 クレジット 
①開示と出訴期限が 障害となる 
Moskatel はウィルソン 事件について 次のような検討を 行っている 

64 。 r 既に取り上げたように 原告のウィルソン 夫人は幸運であ った 

63 相対的免責特権 の下、 不注意のため 誤って作成された 報告書の内容の 
取り消しを拒絶することは、 悪意を証明することにはならない、 あ るいはあ まり 説 
得 的ではない。 報告機関が単純な 誤りをおかし、 それが真実であ る場合、 報 
告機関の拒絶が 悪意を証明することになると 考えることは 難しいであ ろう。 情 
報 主体は、 公表された報告書が 誤りであ り被害を与えたれ づ 何らかの確たる 
証拠を報告機関に 提示しなければならないであ ろう。 訂正された報告書を 配 
布するには費用がかかると レ巧 理由から、 報告機関は報告書の 内容の削除を 
跨曙 する可能性があ る。 朝 、 告機関は、 消費者に及ぼす 事実上の影響がどん 
なものであ るかを知る方法がなりため、 その誤りはさほど 重要ではないと 思 うか 
もしれない。 これらの動機のいかなるものも 悪意のあ るもの、 あ るいは「真実に 対 
する重大な注意義務違反」を 明示するものとは 見なされない。 
相対的免責特権 の法理の下、 報告機関が報告書の 内容削除を拒絶し 
たことに対し、 原告に有利な 判決を下した 判例は数少ないがいく っか 見られ 
る 。 

In  Vigil v    Rice, 7 な N.M  . 693, 397  P.2d  719  (196 の ，この判例では 
被告であ る医者が 13 歳の原告が妊娠しており、 ホームテーテ ャ一 が割り当て 
られるべきであ ると記載した 報告書を学校区の 管轄当局に提出した。 裁判所 
は 、 真実が明らかになった 時点でライス ( 被告 ) は報告書を訂正する 積極的な 
義務があ るとする判決を 下した。 
これらの判例はみな 時代遅れにみえる。 しかし、 公表者が ( 報告書の ) 削除 
を 求められた時点で、 それが真実であ るとみなされない ( 内容に誤りのあ る ) 場 
合の参考事例となる。 類似の裁判例として 
Augusta Chronicle Publ ・ Co ， v ・ Arlington ， 42 Ga ・ App ， 746, 
157@ S ． E ． 394   1931);@ Stokes@ v ・ Morning@ Journal@ Ass ， n ， 72@ App   
Div.184, 76  N.Y.S   429 (190-2) 
が挙げられている。 
64 本論文 53 頁参照。 
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65 。 彼女は提訴の 内容を調査し、 それらを反証しょうとする 何らか 

の機会を右していたからであ る。 

すでにウィルソン 事件については 事実の概要を 記述してあ るが、 

再度簡単に述べることにしよう。 

「 1963 年のあ る ヒ き、 原告のウィル ツン 夫人はミシシッピ 州の パ 

スカ ゴーラ (Pascagoula) に タ レジットの申込みを 行ったが却下さ 

れた。 理由は信用報告に ( 要約すると ) 「精神分裂で 神経症を病んで 
い る」という内容が 記載されていた ( 地域の担当者に 頼んで開示して 

もらった㌔原告は 報告書を作成した 担当者とコンタクトをとり、 情 
報の訂正のたび 重なる依頼をしたが 受け入れてもらえなかった。 そ 
こで被害を受けたことに 対し、 名誉 殿損 訴訟を提起したがそれもま 

た 不成功に終わった。 

ミシシッピ州の 提訴期限は報告書の 発行を起算日としたⅠ 年 と決 

められていたからであ る。 原告が報告書の 開示を説得している 間に 

1 年が経過してしまった。 」 ヒ 、 開示の手続と 訴訟までに時間を 要し 
た 経緯が述べられている。 そして、 原告は時間を 要したが結果的に 

開示が認められただけでも 幸運であ ったとする。 

②開示とトレード、 ン一 クレットの問題 

M  oskatel  は、 トレード、 ン一 ソ ク レ 、 トの問題にも 言及している。 

「多くの人々 、 特に大手の都市部のクレジットビュー ロと 取引をし 
ている人々は、 信用供与、 保険加入、 あ るいは雇用に 関し、 これら 

を拒絶されることについて 告知されることはない。 1963 年当時は報 
告 機関は、 報告書の情報主体に 彼らに関するファイルの 内容を開示 
する れ かなる義務も 負ってれなかった。 相対的免責特権 の法理の下、 

信用報告機関， 与信 業者の関係は 機密事項であ るとみなされていた。 
ゆえに最も極端な 場合、 消費者が提供した 情報は、 その情報を必要 
とする何等合法的な 理由を有しない 第三者に対して 開示することも 
あ った。 報告機関はファイルを 部外に出すことに 対して神経を 使う 
ことは当然であ る。 企業内のメモでは、 リテール・クレジット ( 報告 
機関 ) の地域担当マネジャーは、 情報主体に対するファイルに 何らか 
の 関心を表明していた 66o Dun & B 「 adSt 「 eet は、 最初に登場した 商   

業的な信用報告機関のひとっであ るが、 報告書の厳格な 機密を保持 
し 、 正当な根拠のない 開示をなしたことの 責任を回避するために、 

各報告書の表紙に 約半頁 分の ボイラーシー トを ・施していた。 」として、 

報告書の中味は 機密を保持するために 厳重に封印してあ ったことを 
述べている。 

65 Wilson v ， Retail Credit Co ・， 325 F ， Supp ・ 460 ， 462 (S ， D ， Miss   

  

立場をとる者もいたことを 意味すると思われる。 
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③ディスカバリ 一の問題 

ディスカバリ 一に関しては 次のように述べている。 「被害を受け 

た 消費者は、 明らかに名誉 般損 訴訟の要件を 充たした場合にのみ、 

ファイルの内容を 開示する裁判所命令を 確保できた。 報告書だけで 
は消費者は決して 開示の許可を 得ることできなかった ( 開示を求め 
る 訴訟はほとんどいつも 却下された㍉ 名誉 般損 訴訟が、 何等 ヂ イス 
カバリ一の有効な 形を伴わない、 悪意をもって 情報提供をした 情報 

源 に対して提起されるかぎりは、 その情報源が 誰であ るかを見出す 

ことは不可能であ る。 ディスカバリ 一の問題は他の 重要な副次的な 

影響を有する ( 長谷川 注 : ミシシッピ ー州は、 ヂ スカバリ一の 規定に 

も相対的免責特権 の適用があ る唯一の州であ るという八文書 搬損の 

制定法の限界は、 悪意や詐欺が 証明されない 場合には、 出訴期限の 

起算日は、 情報主体が公表された 情報を発見した 日ではなく、 一般 
的に公表された 日時に発するところにあ る。 報告機関の開示拒絶 た 
けでは、 詐欺あ るいは悪意の 存在を証明することにはならなかった。 

原告は、 両者 ( 報告機関及び 情報源 ) の関係が機密事項となっている 

ことから、 他の情報源から 報告書の記載事項を 探し出す必要があ っ 
た くトレード、 ン一 クレットに関係する ) 。 7 。 

殿損法 による救済実効性への 疑問 
ウィルソン事件において、 原告は ( 自力で情報源を ) 探し出した 

が 、 出訴期限の有効期間を 超過していた。 従って相対的免責特権 の 
法理は、 「誤った信用報告により 不利な取り扱いを 受けた消費者に 対 

しては、 名誉 殿損法 による救済を 実効性のないものにしてしまう。 」 

ヒ して、 名誉 殿損法 による救済の 実効性が及ばないことを 強調する   
具体的に言えば、 消費者は事実上不可能な 証明をしなければならず、 
しかも、 誤った内容があ るという事実を 発見したとしても、 トレー 
ドシー クレット及び 出訴期限の壁に 阻まれ法的救済を 受けられない。 
さらに、 「結果として 注意義務違反の 規定は、 重過失がなくかっ 被害 

を 受けた者が、 ディスカバリ 一の厳格な法理の 抜け道からケースを 
証明する十分な 証拠を獲得することが 可能であ った場合においての 
み 適用されることになる。 コ モンロ一のアプローチは 初期の信用報 
告産業に対しては 正当なものといえるであ ろう。 しかし、 今日の信 
月 報告産業においては 結果として、 不公正に救済方法の 道を閉ざす 

こととなるであ ろう。 それが、 公正信用報告 法 FCRA が 救 ・済を目指 
した中心的な 論点であ る」として、 公正な力法により 救済する FCRA 

67 Moskatel は 、 「これはトレードシークレット 訴訟の性質を 有するであ ろう。 」 
としている。 比較としてアブダラ 対 クランダール 事件判決 (Abdallah v. 
Crandall, 273 App. Div. 131, 133, 76 N.Y.) を紹介している。 「元従業 
員の牛乳配達顧客リストの 開示は、 牛乳配達は『オープンで 周知されている 団 
ことであ るという理由でトレードシークレットとみなされなかった。 」としている。 
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に 期待を っ ないでいる。 

(.2 )  Maurer, V. の見解 

M  aurer は 1980 年代初めから 1990 年代の後半まで、 FCRA  に 関 
する論文をいく っか 発表してきた。 とくに 1983 年に発表した「 コ 
モン・ロ一における 名誉 搬損と 公正信用報告 法 」は精微な理論が 展 
聞 されており、 示唆に富むものとなっている 68 。 以下に要約する。 
(i) コ モンロ一名誉 殿損 訴訟及 び 相対的免責特権 の法理 
Maurer は、 相対的免責特権 について裁判所の 判断が当初から 明 
確に二分されていたことから、 この法理を信用報告機関あ るいは 信 
月報告に適用することには 無理があ るのではないかと 疑問を抱 い 
ていた。 そして、 本章の冒頭で 紹介した Yale Law Review に掲載 
された研究ノートの 筆者と同様の 見解を有していた。 すな ね ち、 
FCRA 制定前、 誤った消費者報告の 被害者に適用可能であ る主な法 
理論は、 名誉 鍛損 に対するコモンロー 訴訟で 、 その方法による 救済 
を困難にしている 理由は主に以下の 二点であ るという点であ る。 
① 消費者報告がほとんど 完全な機密保持のもとに 業務が行われ 
ているため、 制定法の制約 ( 出訴期限 ) が救済を排除しているため、 

被害者が信用報告問題の 根幹となっている 誤った 情 ・報を発見する 
ことは稀であ った Gg 。 
② 1875 年の初めころ、 ジョー 、 ジア州及びアイダホ 州を除く他の 
すべての州は、 名誉 殿損 訴訟において 消費者報告機関に 対し、 相対 
的免責特権 の法理を適用していた。 

(ii) 信用報告を利用するという 暗黙の同意 
相対的免責特権 の効果は、 現実の悪意と 現実損害の証明責任を 原 
告 に転換した・ことであ るとしている。 そして、 特権 の理論的根拠は 
Ⅰ 914 年のコロンビア・ロー・レビュ 一に掲載された スミスによっ 
て展開されたことを 確認する。 スミスは「情報の 正確性に対する 報 

 
 

68  V れ ginia  G  . M  au 「 e 「， む 0 五皿 0 刀山とⅣ 刀 e み切れゴ 0 口口上 ガ肋 e  ダ オ方 ， 
む r.edftRePon 亡 ゴ %g  Ac, 72The  Georgetown  Law  Journalg5(1983). 
69 ウィルソン事件判決を 例として挙げている。 ミシシッピ ー州 制定法の出訴 
期限の起算点は 侵害を発見した 時点ではなく、 発生した時点となっているた 
め 。 

これに対して 侵害を発見した 時点を起算点とした 裁判例として Tom 
Olesker,s  Exciting World of Fashion v ・ Dun & Bradstreet(l975) 
を挙げている。 
( 長谷川 注 : なお、 2003 年の改正 FCRA[FACTA 法 ] は出訴期限にっき、 

請求原因の発見時を 起算日とするとするときは 2 年 [FCRA 第 618 条 1 項 ])   
請求原因が発生したときを 起算日とするときは 5 年 [ 同条 2 項 ] と明文化され 
た 。 この背景には 2001 年のアンドリュース 事件において 下級審 (TRW  Inc. v   
Adelaide Andrews 225F.3d 106 的で①「被告の 責任発生時」、 ②原告が 
「知ったとき」に 判断が分かれていたが、 連邦最高裁が① と判 示したことから   
立法的解決をはかったのではないかと 思われる。 
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告 機関の義務は、 報告産業における 正確性の氷 準 を一般的に高める 
ことを維持する 方向に向かうため、 与信 申込者に被害が 及ぶのを 回 

避 できる。 」と正当化したとする。 「与格申込者に 偶発的に起こった 
被害は、 取引によって 生じるであ ろう便益に比較すれば、 軽微なも 
のと見なされた」 としてスミスのテストを 解説する。 

そして、 「ほとんどの 裁判所は、 スミスの理論に 依拠した。 すな 
ね ち、 報告機関の従業員によって 遂行される情報の 収集と伝達が 、 
通常の業務の 義務の範囲内で 行われ、 報告機関が情報利用者からの 
特別の要式に 応えて限り、 情報利用者に 対して提供されるサービス 
は 、 コ モンロ一の特権 の下では問題となりえない。 ゆえに業務遂行 
の際、 報告機関が適正な 方法をとるかぎり、 相対的免責特権 を無効   
とすべきではない、 として相対的免責特権 を認容した」と 多くの 裁 
判 所がスミスの 理論に基づいて 信用報告機関に 相対的免責特権 の 
付与を認めたことを 述べる。 このことは「信用取引の 申込みを行う 
場合は信用報告を 利用する」という 暗黙の同意を 示唆したとする 注 
目 すべき指摘を 行っている。 

(ii エ ) 相対的免責特権 一変化の潮流 
しかしながら、 信用報告機関にとって コ モンロ一の相対的免責 特 
権 の法理は、 相次いで消費者保護法が 立法化された 1960 年代には、 
20 世紀の初頭のように 容易に認容されなくなった。 そこで、 具体 

的な裁判例を 挙げて潮流に 変化が現れてきたことを 証明した。 
以下からは FCRA 成立後の裁判例の 検討となっているが、 
Maurer の論点をまとめて 本章において 述べることにする。 
「ジョージア 州の判例法の 検討事項を決定するにあ たり、 連邦 第 

5 巡回 区 控訴裁判所は、 取引契約者に 関する不正確な 記載事項 ( 具 
体 的には、 二つの訴訟が 提起されたという 内容 ) のあ る報告書を提 
供した報告機関に 対し、 相対的免責特権 を認容しなかった 70 。 裁判 
所は調査の下、 保護が報告機関から 個人あ るいは企業体に 方向転換 
した事を強調した   解釈を示した。 2. 午後に．ジョージア 州 最高裁は、 
ジョー 、 ジア州法に関する 第 5 巡回 区 控訴裁判所の 判断を確認した 

71" その事件は雇い 主の金員を窃取したことを 認めていると 断定し 
た 誤った報告書により、 被害を受けた 消費者も含まれていた 72 。 報 

  

70 本論文 ( 後述 ) でも紹介している。 Hood v. Dun & Bradstreet, Inc., 
486@ F@ 2d@ 25 ， 31-32   5@@ Cir ， 1973) ， cert ， denied ， 415@ U ． S   

985(1974) ， 最初の裁判例であ るジョンソン 対 ブラッドストリート 判決 
(Johnson  v. Bradst ㏄ et Co., 77  Ga.172(1886)) を想起せよ、 と両者の 
判決の比較を 促している。 
71 本件についても 本論文で試みている。 RetaiI Credit C. 。   v. Russell, 
234 Ga 、 765 ， 218 S ， E ・ 2d 54(1975)   

72 Id ， at 766: 218 S ・ E ， 2d at 55-56   

 
 

 
 

81 



  

告 機関は誰が誤った 報告の受領者を 明確にするのを 拒否した。 原告 
は誤った報告書の 開示請求の際に、 FCRA ( の開示規定 ) を適用し 
なかったため、 州の名誉 致損法 に関する FCRA の規定には拘束され 
なかった 780 

相対的免責特権 を否認するにあ たり、 裁判所 は 以下のことを 認め 
る 近代の理論的根拠は 存在しないと 断言した。 すな ね ち、 「取引を 
活発化させるという 目的のために、 誤った報告の 被害者が 、 誤った 
信用や人間性に 関する報告書の 結果を受諾することを 強いられる 
のはやむをえないという 理論の根拠であ る。 」 として、 経済活動 振 
興 のために、 被害者が不利益を 受忍、 しなければならないという スミ 

スの 理論を示唆しながら、 それが今は時代にそぐわなくなっている 
ことを明書している。 

iv) ネバリジェンス 忙 近接した判例 一 相対的免責特権 を無効にす 
るための試み 

さらに、 悪意、 および現実の 悪意の証明の 困難さについて、 「 相 
  

対酌免責特権 が認容されていたとき、 その免責を無効にするために 
は現実の悪意の 証明をしなければならず、 原告にとってそれは 非常 
に 困難なことであ る。 裁判所は何が 悪意となるか 意見を異にした。 

しかしながら 多くの裁判所は 単純なネバリジェン ス を排除し、 悪意、 
不実、 故意にあ るいは過失の 証明を求めている。 しかしながら、 信 

用報告機関及びその 従業員は何ら 悪意 (ill will) を抱いては いな 
い Ⅱ。 報告機関は報告内容の 充実 (depth) と正確性について 最適 
な レベルで情報を 提供することを 模索しており、 それに伴 う 手続を 
確立している。 その行為が不適正な 動機を持たないかぎり、 相対的 
免責特権 の法理は訴訟から 完全に免責されるのであ る。 」として、 
相対的免責特権 の歴史的経緯について 分析を行っている ( プロッ サ 
一の理論に沿った 形となっている㌔ 
しかしながら、 次にネバリジェン ス に近接した裁判例を 紹介して 
いろ。 「あ る裁判所の、 対的免責特権 を無効にするために 必要な 、 
悪意の準則を 精 綴 化するという 積極的な試みによって、 相対的免責 

特権 は挑戦を受けた。 い くつかの裁判例で 定義された悪意はネバ り 
ジェン ス に近接している 7s 。 これらの、 決定は、 その情報は信頼でき 

  

73 長谷川 柱     PCRA の下で、 開示請求を行うと、 コ モン・ロ一の 名誉 般損 訴 
訟から免責される。 FCRA. 第 610 条 (e) 項 ( l5 U.S. C. S 1681h(e) ㌦ 詳 
しくは後述する。 
74 長谷川柱 : 担当者は単に 事務的に処理するだけということを 述べていると 
居 、 われる。 

75  裁判例として Oberm  an  v   Dun & Bradstreet ， Inc ・ ， 460 F ・ 2d 
1381:@ 1385(7th@ Cir ・ 1972);@ Roemaer@ v ・ Retail@ Credit@ Co ・ :@ 44@ Cal   

App ， 3d@ 926:@ 93]@@ 119@ CaL ・ Rptr ・ 82:@ 88@ (1975);@ Krumholz@ v   
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る 情報源から取得されたかどうか、 与えられた状況の 下で、 情報の 

調査や評価が 適正であ ったかどうか、 ということも 含めて報告機関 
0 機密保持に関する 妥当性に焦点、 を定めている。 

例えば、 ロウマ一事件 ぃ (Roemer v. Retail Credit Co.) にお い 
て 、 カリフォルニア 中間上訴裁判所は、 被告の報告機関が 、 他では 
よい評判を得ている 消費者に対し、 本人を傷つけるような 情報があ 
った 場 ， 合 、 その情報の信 遮性 を再確認しなかった 場合に悪意があ る 
という判断を 下した陪審の 事実認定を支持した 77 。 当該裁判所は、 
被告が公表した 情報は信じるに 足りる合理的な 根拠を欠き、 かっ 被 

告 には原告の権 利を無視した 重大な過失があ ったと 判 示したⅡ。 」 
以下、 裁判所が徐々に 厳密な手続を 求めて い く 過 ・程を論述していく。 

オ バーマン事件 (Obermman v. D ℡ n & Bradstreet, Inc., ) では、 
合衆国第 7 巡回国連邦控訴裁判所は、 イリノイ州法の 下では、 「報 

告機関が誤った   報告の適正な 調査をなすことができなかった 場合 
には相対的免責特権 は適用されない」 とする判決を 下した 7B 。 この 
ことから オ バーマン事件は、 原告被害者の 立証責任が軽減されたリ 

ーディンバケースであ るといわれている。 

また、 クル ムホ ルツ事件 (Krumholtz v. TRW, Inc.,) ,0 において 
ニュージャーシー 中間上訴裁判所は、 以下のことを 被告に求めた 8l 。 

すなわち被告が、 相対的免責特権 を有効にするためには、 誤った消 
費者報告が真実であ ること信ずるに 足りる合理的な 根拠を示さな 
ければならないとした。 タルムホルッ 事件では、 このようにして、 

被告が報告，書の 内容が真実であ ると信じ ぅ 6 合理的な根拠を 欠い 
ているということを、 原告が単に示すだけで 悪意を証明できるとし 
た 。 そのような準則は、 被告の情報源の 信 遮性 および評価データ 手 
続の質に対する 調査を可能にした。 あ る州の上訴裁判所は、 たとえ 

ネバリジェンス 訴訟が、 名誉 殿損 法の相対的免責特権 を排除すると 
いう結果をもたらしたとしても、 原告に名誉 殿損法 およびネバリジ 

ェシ スを併用して 抗弁することを ，許可した。 当該の裁判所はまた、 
陪審が示した 相当の注意準則による 悪意の認定を 拒絶したⅡ。 しか 

しながらこの 裁判所は、 全体の裁判所が 決定した基準からみるとよ 

TRW, Inc., 142 N ， J ・ Super ， 80,86-89 ， 360 A 2d 413 ， 416-17(1976) 
を挙げている。   
78  Ⅰ ば   

79@ Jd ・ at@ 1385   

so@ 142@ N ， J ・ Super ， 80 ， 360@ A ・ 2d@ 413@ (1976)   
81 長谷川 柱 : 挙証責任が被告に 転嫁されている。 
82  Anderson  v. Dun  &  Bradstreet, Inc., 543 F. 2d. 732, 
738-39(10@@ Cirl976) 
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り 低いレベルの 悪意であ っても有責とする 判断基準を示したので 
あ る。 このように、 徐々に相対的特権 の要件及び範囲は 限定され、 
いったことが 裁判例から明らかになっている。 

他方、 名誉 致損 法の相対的免責特権 を無効にするためネバリジェ 
ンス訴訟を提起することを 州法 は 禁止しているとの 解釈を示し、 相 
当の注意準則に 基づき陪審が 認定した悪意を、 認容することを 拒絶 
した裁判例も 紹介されている 830 
Maurer は「当局の判断が 分かれたということは、 トライアル と 
控訴裁判所いずれの 場合も少なくとも、 信用報告分野においては 名 
誉 殿 損の理論を適用する 困難さを示唆したといえようⅡ とし、 こ 
のように裁判所の 判断が分かれるというのは、 信用報告分野につい 
ては名誉 搬損 法の理論を適用するのは 困難ではないかと 疑問を投 
げかけている。 しかし、 ネバリジェンス 理論により相対的 免貴 特権 
を無効にする 裁判所の試みは、 立法化への過程で 大きな影響を 及ぼ 

したものと 思 、 お れるⅡ。 

( 3 ) 研究ノート Yale Law Journal の見解 
本研究ノートの 筆者は、 信用報告の問題について、 被害の類型化、 

情報市場、 コスト面からの 考察など多様な 局面からの考察を 行って 

いる。 冒頭では被害の 類型化について 引用した。 さらに研究ノート 
の 筆者は司法的側面 (Judicial Aspects) においてスミス 論文への 
批判的検討を 積極的に行っている。 次にこれらの 検討事項について 
述べることにする。 

研究ノートの 筆者は一般的な 抑止効果として 名誉 殻損法 ( A ) と 

製造物責任法 ( B ) を挙げているが 本論文では名誉 殿損法は ついて 
考察する。 

( 土 ) 名誉 里損法 と信用報告に 関する研究ノート 筆者の考察 

・悪意は擬制的なものであ る。 

名誉 殿損法 訴訟は 、 信用報告の情報主体が 苦しんでいる 多くの 被 
害者が救済を 得るために行われる。 名誉 搬損 法は名誉 殿損 的な性質 

を 有する言説がなされたときに 不法行為の厳格責任を 問われる ( プ 
ロッサー。 不法行為法 第 8 版、 1964 年、 791 頁 ㍉ それは、 理論 

的な悪意に基づいた 不法行為であ る。 悪意 は 虚偽でかつ損害を 与え 

る言説の公表から 推定され、 擬制的なものであ り、 現実のものでは 
ない。 

・信用報告の 場合には名誉 殿損 法の文書 殿損が 該当する。 

83 Anderson v ・ Dun & Bradstreet ， Inc ， ，         F. Zd. 732, 738 一 

739(10 曲 C Ⅱ 1976) 
84 長谷川 注 : 本論文ではネバリジェンス 理論の検討を 深く行っていないが、 
立証責任の軽減という 視点からは重要であ る。 この部分については 刈 穂にて 
察 考 を行いたい。 
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一般に、 名誉 鍛損 的な言説は次のように 人の評判を姥めて 大変危 
害を加える。 すな ね ち、 「コミュニティ 一における評価を 下げ、 ． 鯨る 
いは同人と交流するあ るいは取引をする 第三者を不安にさせる」の 

であ る ( リステイトメント 琶 559 八通常、 口頭による名誉 敏損 約言 
説が、 本人の犯罪、 忌まわしい病気、 商売上での野心家、 あ るいは 

女性の純潔を 疑うような内容でない 場合 ( 長谷川 淀 : つまり、 それ 
自体で名誉 穀損 になるというものでなければ ) 、 特別損害を証明しな 
ければならない。 文書 殿 損の場合はしかしながら、 そのような証明 
は必要とされない ( プロッサ ー 、 不法行為法 第 8 版、 1964. 年 、 778 
頁 ㌔そして、 信用報告は書面のかたちで 利用されるため、 通常は文 
書搬損 とされるとして 二つの裁判例を 挙げる 860 
(ii) 虚偽の記載により 裁判となった 例 
研究ノートの 筆者は、 原告が信用報告に 以下のような 虚偽内容が 
あ ったために支払いを 拒否していたにもかかわらず、 虚偽内容を報 

告 機関に記載された。 原告は与偉業者に ( 新たな ) 信用取引の申込 
を 拒絶されてしまうおそれがあ るため名誉 搬損 訴訟を提起した。 

[ 虚偽の報告内容と 裁判例コ 

  未払いのため 支払いを攻める 裁判を起こされている。 
(Sheppard v. Dun  &  Bradstreet, 71 F, Spp.942  (SJD.N.Y. 1947).) 

  起訴された、 あ るいは起訴されるという 内容の報告をされた。 
(Rudawsky@ v ・ Northwestern@ Jobbers@ Credit@ Bureau ， 183@ Minn ・ 21 ， 

235  N  .W. 523  (1931).) 

    解雇されたという 内容が報告された。 
(Gertm  an  v. Hedgpeth, 138  Tex.73, 157  S.W. 2d  139  (1941).) 

  不正直と記載された。 

(Bates v. C 援 mpbell, 213  Cal, 438, 2  P. 2d  383  (193 丁 ). 二 

  飲んだくれ者と 記載された。 
(M  cKee v. Robert, 197  App. Div. 842. 189  N.Y. S    502( 1921),) 

  反 道徳的な活動を 行っていると 記載された。 
(More v. Bennett, 48 N.Y. 472 (1972),) 

  結婚生活にトラブルをかかえていると 記載された。 
(Lyman v ， New England Newspaper Pub ， Co ， 286 Mass ・ 258 ， 190 

N    E. 542  (1934).) 
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86@ (DBander@v ・ Metropolitan@Life@Ins ， Co ， ， 313@Mass ， 337 ， 47@N ． E   

2d@ 595@ (1943);@ @Ohio@ Pub ， Serv ・ Co ， v ・ Myers ， 54@ OhioApp ・ 40; 
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(iii) 相対的免責特権 を有していると 主張する信用報告機関 
前述の裁判例は 金融取引の申込を 拒絶に導く信用報告の 記載内容 
であ る。 被害を受けた 人々は誤った 信用報告による 被害の救済手段 
ヒ して名誉 鍛損 法を適用することができたが、 名誉 鞍 損の責任に対   
する抗弁事由として、 信用報告者機関は「相対的免責特権 」 の適用 
を 主張した。 報告機関は名誉 殿損 的な高説を報告された 人々に対し 
ては、 相対的免責特権 を有していた。 報告機関は「原告がその 名誉 
致損 的な言説が現実の 悪意に動機づけられたと 証明できたときのみ 
名誉 殿損 に対して責任を 負 う Ⅱ とされている。 

相対的免責特権 は 、 法的なあ るいは道徳的義務の 意味から名誉 殿 
損 的となった言説をなした 被告を、 厳格 黄 任から保護する 司法的な 
抗弁事由であ る ( その法理は次のような 場合に適用される。 すな む 

ち、 他の人物が非合法的な 活動をしている ヒき それを法執行機関に 
通報した場合などであ る (Foltz v, M  oore  McCorm  ack  Ⅱ nes, 189  F   
2d. Cir.  ( 1951)  , cert., denied, 342  V.S. 871)0  また、 弁護士が 

依頼人を守るために 話す場合もあ る ( Krause v, Rabe, 
N.L.J.378(1910). ㌔裁判所が求めている 社会一般の道徳水準は 正直 
者に話すことを 強要する。 相対的免責特権 はコメント ( 論評 ) が名誉 
般損 的な場合、 言説を為した 者に責任を負わせないよう 保護するこ 

  とであ る。 当事者について 話す道徳的義務を 有すると考えられてい 
6 者は、 潜在的な 与信 業者により他の 者の信用の健全性についてた 
ずねられた者であ る。 

(iii) 信用情報 関 と相対的免責特権 についての裁判例 

ギ
め
 

イ
 
調
 
ヰ
ま
 

リスにおいてはこの 特権 を信用報告機関にまで 拡張すること 

られていないが、 初期のアメリカの 裁判例・では 分かれていた。 
しかし、 今日、 アイダホ州及びジョージア 州を除くすべての 州は相 
対的免責特権 を信用報告機関にまで 認めている。 初期のものに 追加 

して多くの裁判例を 挙げている ( 長谷川 注 : 本論文では一部 は つい 

てのみ検討を 行っている ) 860 
「諸州において、 情報主体であ る原告を擁護する 唯一の法源は 、 裁 

      
6@ N ． E ． 2d@ 29@ (1934)   
86@ Watwood@ v ， Stones@ Mercantile@ Agency ， Inc ・ ， 194@ F ・ 2d@ 160 

(D ， C ． Cir ． 1952); 
Hooper ・ Holms@ Bureau@ v ， Bunn ， 161@ F ・ 2d@ 102@ (5@@ Cir ・ 1947)@(Pla   
law@ applied Ⅰ     

Retail@ Credit@ Co ・ v ・ Garraway ， 240@ Miss ・ 230126@ So ・ 2d@ 271 

(1961) 
H ， E ． Crawford@ Co ， v ・ Dun@ &@ Bradstreet ，   241 F ・ 2d 387 A(4fch Cir   
ハコ Ⅰ エ 57)(N ・ C ・ law applied); 
Riley  v. Dun & Bradstreet ， ， 172 F ， 2d 303 (6th Cir ・ 1949) (tenn   
law  appl 王 e6) 
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判官の付随的意見であ る。 特権 に関する類似的裁判例が 多くあ @ 
その中で相対的免責特権 の射程を信用報告にまで 広げるというこ 
とが焦点となる。 しかし法域の 場では、 判決は容易に 破棄され ぅる 
のではないかという 問題を積極的に 再検討する必要があ るのでは 
な・ い か。 また， い くつかの法域において 信用報告機関を「相互利益 
擁護信用業界 (m  utual protective  credit  association) 」と区別する 
こヒ に対しても考える 余地があ るⅡ とする。 

(v)  スミス論文への 批判的検討 
研究ノートの 筆者は大きく 分けて三点においてスミスの 論文は妥 
当性を欠くと 批判している。 すな む ち 、 ①業界の利益擁護に 偏向し 
ている、 ②実証的検証から・ 、 ③リスク配分についての 見解が示され 
ていない、 の三点であ る。 以下に概要を 述べる。 

①業界の利益 擁 ヰこ 偏向した見解 

そして研究ノートの 筆者は通説どおり、 最初に信用報告にまで 特 
権 の範囲を広げることを 正当化した政策的な 論説は、 1914 年に法律 
雑誌に発表されたスミスの 論文であ ったとする。 スミスの論文は「イ 
ギリスにおけるマッキントッシュ 事件を批判して 書かれたもので、 
口 アメリカンルール』を 具体化したものであ り、 その法理を支持す 
ることを最も 明確に表しているものであ る」 とする。 研究ノートの 
筆者は以下のようにスミスの 論文を引用する。 
「もし、 そのような伝達が 事実において 正しくないという 場合、 
乱訴の危険から 法律によって 保護されないのであ れば、 商取引に従 
事 するものの安定性は 著しく損なわれるであ ろ つ ナ というのはだれ 
も 他者の業績の 健全性に関する 照会に応えられなくなってしまうか 
らであ る‥・。 情報を提供する 意欲をそぐ、 そして必要のあ る者によ 

り獲得された 情報の確実性を 減らすよ う に切迫した状況のなかで 免 

責 条件の規定を 置くことは可能であ ろうか ? 」 というスミスの 主張 
に対し、 研究ノートの 筆者は「このように 業界団体の利益に 資する 

観点からみれば 個人の保護は 無きに等しい。 スミスは次のことを 主 

張した。 了 信用情報は業界団体にとって 非常に重要であ るので、 その 
情報の流通が 法的救済を得ようとする 過程で、 名誉を殿損されたと 

する無知な人々によって、 阻止されてはならないのであ る山、 と。 」 
このように述べてスミスの 見解は情報の 流通を円滑にするために、 

個人の保護をまったく 念頭においてないと 批判する   

・実証的な検証からもスミス 理論の妥当性に 疑問 

さらに「スミスは、 相対的免責特権 が信用報告機関にまで 拡張さ 

れない場合、 報告機関は名誉 殿損 訴訟費用のために 事業が成り立た   
なくなってしまうと 主張した。 この議論は信用報告の 需要が大変 弾 
力 的であ るという仮定に 基づいており、 報告書作成経費のわずかな 
上昇が、 報告書の購入貴と 販売量の大幅な 減少の要因となると 主張 
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する       中略。 もし、 スミスの主張が 正しければ、 相対的免責特権 
を 否定する法域においては、 信用報告機関が 存在しないということ 
になるⅡとし、 実際には必ずしもそうでないことを 次のように述べ 
ている。 「ジョー ジァ 州における相対的免責特権 が信用報告機関に 
付与されていないにもかかわらず、 アトランタにはダン & ブラッド 

ストリートを 初めとして、 業界団体の A C B の地力会員、 大手報告 
機関のひとつであ るリテール・クレジットなどの 信用報告機関があ 
る 」 というものであ る 870 
・リスク配分についての 見解が示されていない 
次に、 研究ノートの 筆者が批判しているのはスミスの 論文は信用 
報告の事故のリスクを 配分についての 基本的な疑問を 解決していな 
い という点であ る。 「明らかに、 相対的免責特権 を認めている 州にお 
い てリスク や 損害の経費は 被害者側に負担が 及ぶ。 相対的免責特権 
を認めない州では 信用報告機関がその 費用を負 う 。   相対的免責特権 
が 付与されていない 場合、 通常の名誉 殿 操法理が支配する。 信用 報 
告 機関は名誉 般損 的な報告がなされ 過失について、 意図的あ るいは 

87 実証研究の例として、 アイダホ 州 ボイス、 ワシントン州スポケインの 家具及 
び電気器具小売業者の 信用利用実績に 関する近年の 研究によると、 信用 
報告機関に相対的免責特権 を認めていないアイダホ 州 と相対的免責特権 
の 適用範囲を拡張して 認、 めているワシントン 州では同じ結果を 示唆する内容 
の 報告が得られた ( 長谷川柱 嫡 吉書の内容はぴ 止汁 切冶 ん 7  0 ダ 乃ほ 丑 0, 
(,red 丘 Prddices  o ヂ丘 eta ゴノ eres  a 刀ガ 五 %  月山 cers  0f ダ ぴ 」。 山月 田 。 e  a コ カ 
Ho 皿 e A タ タ月 荻 ces 血グ wo Ⅳ 0 ァ劫 Ⅳ㏄ 古 C れゴ <gsi(1963) による ) とする。 商 
都市における 小売業者は彼らの 顧客にオープン 取引及び割賦取引の 信用 
を 供与し、 各都市において 売上 領 に占める信用販売の 割合の中央値 は 8 
割に達した。 コマーシャル ペ 一パ 一の多くを利用しているすべての 銀行および 

金融会社は、 ローン取得時におけ・ る借 主の広範囲にわたる 情報を有した。 両 
州における銀行及び 金融会社を合わせた 結果に よ ると 借生 め 77 パーセント 
は 信用報告機関の 審査を受けたことを 示した。 すな ね ち、 それぞれ相対的免 
責特権 について異なる 扱い な 受ける二つの 大きな都市において、 信用供与 
及び調査の遂行についてはほとんど 類似の結果が 見出されたのであ る ( イギリ 
スにおいても、 クレジットは 飛躍的に拡大している。 イギリスでは 相対的免責 特 
権 権 は信用報告機関に 付与されていないのであ るが。 1964 年において、 主 
として銀行によって 提供される情報に 基づいて約 50 億ドルの割賦販売が 行 
われている。 イギリスでは、 アメリカ型の 報告機関があ るなしにかかわらず、 いず 
れにせよ 与信 業者は情報を 取得し、 クレジットは 増大していることを 考察して 
い る論文があ る。 
(Borrie  &  Diam  ond,  アカ白む 0 刀宙 び上在日 f., ぷ oc メ e 古グ 打刀 ガ ㌍ 丑 e  ム %w  2d  Ed 

(1964). 
これらの統計は 次のことを証明していないし、 推定さえもしていない。 すか わち、 
同様の場所において 信用報告の価格や 質は相対的免責特権 の有無にか 
かわらず同様の 結果になると。 しかし、 相対的免責特権 が認められていない 
州 においても多くの 報告機関が市場によって 支持され、 ほとんどの場合、 与 
信 業者は信用報告機関から 継続的に情報を 取得している。 
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虚偽であ るとこに無関心な 場合、 被害が生じたことに 対しは責任を 
負 う 。 」として、 相対的免責特権 が認められていない 州では被害が 生 
じた場合、 報告機関に責任があ り、 損害賠償が生ずることを 明記す 
る 。 研究のソ ー トの筆者は救済方法としては 厳格責任が望ましいと 
する 88 。 理由は「安全に 対する事前の 警鐘に注目し、 損失を拡散 さ 
せ 、 より公正に検討・されるであ ろうから。 」というものであ る。 
以上みてきたよ う に，スミスの 理論が支配していた 時代が長かっ 
たため、 かなりのときを 経た後ではあ るが、 学説はほとんどスミス 
の 理論を批判している。 

ジョー 、 ジア州は第 4 章で詳細に検討するフッド 事件判決でも 示さ 

れているよ う に、 信用報告には 付与されていないものの、 相対的 免 

責 特権 に関する州法の 規定があ る。 また、 名誉 鍛損 訴訟において、 

原告に証明責任が 課される特別損害についての 規定も明文化されて 
いる。 

私見であ るが、 信用報告に相対的免責特権 を付することにっき 初 
期の裁判所の 見解が二分したこと、 スミス理論以降の 裁判所の判断 
はほぼ相対的免責特権 を信用報告に 付与されることを 認めていたが、 
「悪意」についての 判断基準が不明確であ ったことを考えると、 ジ 
ョ一ジア州の 明文化された 相対的免責特権 法が、 スミスの意に 反し 
て信用報告企業の 活動を活発化させる 要因の一つになったといえる 
のではないだろうか 89 。 

  

88 研究ノートの 筆者は厳格責任が 望ましいという 立場をとり、 名誉 致損法 よ 
りさらに広い 範囲の救済ができると しり ことで製造物責任を 別の選択肢として 
検討を行っている ( ただし、 日本における 製造物責任法は 有体物が対象とさ 
れているので、 筆者はこの部分の 考察を省いた ) 。 

89 ルールを明確にする 必 、 要性 は ついて、 星野英一『民法のすすめⅡ岩波新 
書 、 2004 年 )236 一 237 頁等。 
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第 4 車 アメリカの 消 音信用情報保護法制 ( 2 ) 
一 FCRA ( 公正信用報告 法 ) の規律 

これまで、 却 RA の成立前の法的救済について 検討を行ってきた。 
次に㏄ KA の立法経緯およびその 規律について 考察し、 分析していく 
と にする。 

第 Ⅰ 節 F ㎝ A 立法経緯 

FCRA 成立には当時の 消費者報告産業の 発展が大きな 影響を及ぼ 
している。 そこで、 まず、 消費者報告産業の 実態を概観し、 起草 過 

程 をみていくことにしたい。 

Ⅰ ， 者 報告産業の実態 
消費者報告産業は、 第二次世界大戦の 終結以来顕著な 発展を遂げ 

た 。 特に 60 年代からがめざましい。 アメリカ ACB(Associated Credit 

  Bureau= 全米信用調査会社協会。 現在は CDIA[ Consumer Data 
Industry= 消費者データ 産業協会 ] に名称変更 ) の 1960 年代後半の ヂ 
一タによると、 会員 ( クレジットビュー コ = 信用調査会社 = 信用報 

告機関 : 以下消費者報告機関に 統一する ) 数は 2,200 社あ り、 消費 
者 報告機関と提携している 信用供与業者 ( 銀行、 クレジット会社、 
貸金業者等 ) 数は 40 万社であ った ， 。 また信用報告書は 97 万通、 ク 
レジットファイルは 1 億 1 千万人分であ った ， 。 
信用報告機関の 多くは地域コミュニティにサービスを 提供してい 
る地域限定的な 独占企業であ る。 そのうち全国規模の 大手 5 社は 
TRW Credit Dat8   l996 @@ @ @ Experian) 、 TransUnion 、 Credit 

Bureau ， Inc ・ N Ch ， ilton Corporatio@ Jk ，， Vs Credit Bureau of Greater 
Houston であ る。 大手の信用報告機関は、 同地域内で競合している 

場合が多 い ため、 ほとんどのアメリ 力人の最新の 信用情報は、 複数 

の 信用報告機関によって 保有されている。 

1 アメリカの場合は、 第三者が営利目的で 経営する タ レジットビ ュ 
一口 型 。 日本は非営利を 原則として、 業者が業者のために 運営する 
レンダース・エクスチェンジ 型といわれている。 
@ 上院銀行通貨委員会報告 (Fair Credit Reporting, 91st Cong ， 1st 
Sess.,1969, Report No.91-517) による。 また、 2002 年 5 月 1 日親 
在の CDIA の発表によると、 500 の消費者報告機関、 住宅ローン 会 
社 、 取立代行会社等が 会員となっている。 米国で発行されるクレジ 
ッ トカードは 10 億枚 ( 日本の約 5 倍弱 ) で、 1 年に発行される 消費 
苦報告もほ ぼ 同数。 部分的なデータ 数は大手の 3 社 (Equifax, 
Experian, aIl は TransUnion) を中心 に、 月に 20 億流通している。 
(  littp://www.cdiaonline  .ors'/about.cfm  visited  on  0  5  /10/11.  ) 
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消費者報告機関が 提供する情報は、 個人の財政状況や 支払記録な 
どの信用情報に 逮捕や訴訟 歴 等の公的記録を 加えたものであ る。 ま 

た 、 雇用や保険調査の 場合の場合は、 信用情報等に 調査される人物 
の 性格、 習慣 ( 性癖も含む ) 、 道徳性も加えられた。 情報の利用目的 
は 、 信用供与、 保険調査、 雇用調査等が 主であ る，。 
議会における 公聴会では、 消費者信用報告機関が 行っているこれ 
らの調査が、 プライバシー 侵害の脅威となり ぅ ること、 また、 収集 

された情報が、 コンピュータにより 蓄積され、 伝達される結果、 さ 

まざまな問題が 生じてくることが、 証言者たちにより 明らかとなっ 

8 例えば消費者報告機関が 作成する消費者調査報告の 項目は以下の 
ようになっているとする ( 大手の消費者報告機関であ る Retail 
Credit C0mpany  の調査員に送付された 通知㌔研究ノート (FCRA 
の 法律構成 : 範囲と民事責任 ; Judicial Construction  0f the  Pa Ⅱ 
Credit@ Reporting@Ac@@     Scope@ and@ Civil@ Liability ， 76 

宝 01llm  .L.Rev.458(1976)at 460.) . による。 
これらについては、 日本語のニュアンスの 問題があ るので、 あ え 
て 翻訳をせずに 原文のままに 引用する。 
IT MAKES THE DIFFERENCE THIS DOESN ， T TELL THE 
STORY ， 

"Lives@ common@ law" 
"L  ぇ v  eS  w  丑 h  M  r   (different@ name)@ but@ sources@ do@ not 
know the relationship ・ " 

"Subject@ living@ with@ another@ woman@ without@ benefit@ of 
marriage" 
"He@ is@ divorced@ because@ of@ his@ association@ with@ other@ woman ・ " 

"He lives with another man and sources suspect them of〕iving 
in@ an@ immoral@ relationship ・ " 

WE@ HAVEN ， T@ DONE@ THE@ JOB@ UNLESS@ WE ， VE@ FOUND ， OUT 

AND@ REPORTED- 

Current@ marital@ status- 

If@ divorced-when ， why ， whose@ fault 

If@ separated-how@ long;@ cause ， divorce@ planned? 

Past and Present moral reputation- 
If  prom  工 scuous---eXtent, class  of  pa ど tne ど s? 

If particular affinity- 
how@ long ， criticized;@ partner@ beneficiary? 
If living with partner-how long ， children ， stable home ， 

criticized ， is@ there@ living@ un@divorced@ spouse? 

If illegitimate child-how old ， circumstances ， favorable 

reputation@ regained ， living@ and@ working@ conditions? 
Possible homosexuality ， 
How determined ， living together, demonstrates affection for 

partner  in  public, dress  and  /or  m  anner, criticized, associated 
with  opposite  sex?  このように性癖まで 問う内容になっている。 
3  円Ⅰ o ょ ectinJ 各方方 e  ぢ u7b ソ   ects  0 ヂは re ゴ 乃花色タログ ts, 8OYale  Law 

Jo ℡ rnal1035(1971). 
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た 4   

また、 業界側も問題点に 対して何らかの 対応の必要性を 認識し 、 自 
主 ルール策定などを 行った。 

者 テータの情報源と 利用目的 

カテゴリ一別情報源 Ⅱ 

公的情報源 商用 

，統計局 ・クレジット・マーケティンバ 
( 人口統計学的側面 ) ・スワップ取引と 合併のリスト 

・裁判所の決定 ・購読キャンペーン 

。 犯罪記録 ，ターゲ 、 ソ @ ・マーケティンバ 
・運転免許証 意思決定のための 参考資料 

・ 自動車登録 ・レンタカーや 不動産賃貸 
，資産税地図 ・クレジットの 申込み 
・不動産取引 ・昇進及び解雇 

・選挙人登録 ・保険の保障範囲 

  電話帳 ・政治綱領 
取引 ライフスタイル 

ク レジットの申込 ・新聞や雑誌の 購読 

  無料の販売促進 
・政治献金やチャリティ 寄付 ・子供の後見及び 離婚手続 
・調査 ・刑事及び民事調査 
・保証登録 ・政治的にダーティな 策略 

長期の [ 継続契約 ] 関係 ・監視 

・ クラブ会員 

ド
 

 
 

 
 
生
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報
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者
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犯罪と詐欺 

ID 窃盗 

  

  議会では多くの 公聴会において 証言が行われたが、 本論文では 法 
案 (5. 823) に記載されている 証言をもとにしている。 同法案によ 
ると、 公聴会では消費者問題の 専門家をはじめ、 FRB 、 FTC などの 
政府機関の代表、 全米消費者 法 センター (National Consumer Law 
Cente めの代表、 アラン・ウェスティン ( コロンビア大学教授 ) 、 ま 
た業界側からは ACB 会長 他 タレジットビュー ロ の代表等が参加し、 
総勢約 30 名近くの証言が 行われた。 その中で 「日光は最も 強 い 消 
毒 力 があ る ( 白日の下にさらすことは 病原菌を退治するのに 最も有 
効 であ る㌔」という 発言があ った。 これは連邦食品医薬局長官 こ ames 
L.GoddarCN( 医学博士 ) が、 開示の重要性について 述べるときにブラ 
ンダイス判事の 言葉を引用したものであ る。 信用報告と具体的に 結 
び 付けられた説明はなされていないが 注目すべき発言であ る。 
開示の義務付けは、 CCPA 立法に際し最も 重要視された。 
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・マ イ レージサービス   スト一キ 、 ノバ   
  医療記録 
  、 ンョッ ピンバクラブ 会員 

  レンタルビ ヂオ 

一 16(1)Journ Ⅱ of  Pub    比 PO    icy  &  M  arketing  (1997)at148  をもとに作成一 
( 長谷川 柱 : 表の左右は連動していない。 ) 

これらの表を 見てわかることは、 官民問わず情報が 収集されて ぃ 

ること、 および利用目的も 単に商業用だけでな     意思、 決定のため 
の 参考資料とし． て 情報が利用されている。 また、 現在の日本でも 井 

常に問題となっているが、 ID 窃盗やスト一カ 一などの犯罪にも 利用 
されているということであ る。 

表 3  情報提供業者のリスト 

  貸金業者 
・スーパーマーケット 業者 

‥保険業者 

・宝飾居やカメラ 屋 

・建設業者 

・材木、 建築材料、 建築金物供給業者 

・メディカルケア ( 医療 ) サービス提供業者 

・全国規模のクレジット 会社と航空会社   

・石油会社 ( クレジットカード 事業苦 B 斤目 ) 

・，医療以外のパーソナルサービス 提供業者 

・メール・オーダー・ハウス (DM 業者 ) 

・不動産業者   
・ホテルキーパー 

・スポーツ用品、 農場及び 庭 用具販売業者 

・ ( 電気、 ガス、 上下水道、 交通機関などの ) 公益事業者 

(the Federal Housing Administration and the Veterans 
Administration などの ) 政府指定燃料配給業者 
・広告代理店 

・収支業者 

@@Consumer@ Law ， Caroline@ Academic@ Press ， 1998 ， Chapter@ 6@ FCRA@ at298 

より作成一 

このように情報提供業者も 一般に考えられているより 多種多様 

な 業者が関わっている。 

2 .  立法機運と公聴会の 証言 
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( 1 )  議会で明らかになった 信用報告 

信用報告機関の 中には、 明らかに異なった 二つの型があ る 。 一方 は 

与信 供与者に消費者の 与 信 適格性についての 情報を提供する 信用 報 

告 機関であ る。 他力は本来的に 調査会社的特徴を 有し、 保険会社や 
求人を予定している 雇用者に対し、 個人の私的な 生活についで 全体 
が 把握できるような 総合的な報告書を 作成することを 業務として 行 

っている信用報告機関であ る。 
信用調査報告は、 「消費者報告 (consumer report) 」 と「個別調査 
的 消費者報告 (investigative  consum  er  report) 」があ り、 保険調査 
や 雇用調査報告も 含まれている。 そして、 一度ファイルの 中に情報 

が 含まれると、 それは将来の 保険や雇用報告に 対しても、 再度利用 

することが可能となる。 消費者が著しく 不利な立場に 置かれている 

のみならず、 このことが消費者保護の 視点から大きな 問題となった。 

( 2 ) 情報化の進展と 消費者の権 利 

『プライバシーと 自由山の著者であ る、 アラン・ウェスティン (A. 
Westin) コロンビア大学教授は、 立法過程において 上院の司法委員 
会で、 コンピュータやネットワークの 情報技術の著しい 進展が ブ ラ 
イバシー侵害の 脅威となりうることや、 大規模な公的情報の 集中化 

が危惧されるナショナル・データ。 センター (National Data Center 
=NDC) 設立についての 意見を述べた。 ウェスティン 教授は、 情報化 
の 進展と情報主体 ( 消費者 ) の権 利保護の均衡を 修復するためには、 
執行権 限、 司法当局及び 民事訴訟に関する 幅広い議論が 必要であ る 

ことを述べた。 

特に、 立法機運高まりの 直接のきっかけとなったナショナル・デ 
ータ・セン 汐 一については、 「 NDC は近い将来、 政治的な理由から 廃 
止 となるであ ろうが、 無数のネットワークの 連携によるデータの 流 
通や共有を通して、 機能的には NDC に似たようなシステムは 作られ 
る 」 としている。 そして、 情報センタ一の 機能そのものは 社会にと 
って不可欠な 存在となっていることを 認、 諭 し、 情報化の進展という 
状況の中で、 消費者の権 利保護を行う 必要性があ ることを強調した。 

3 .  ㏄ RA 草案 

( Ⅰ )  消費者信用保護法 (CCPA) 
FCRA について考察する 前に第 2 章でも取り上げた 消費者信用保 
護法 (CCPA) について解説することにしょう。 
CCPA は 1960 年にダグラス 上院議員が提出した 連邦融資開示 法 
案 (Federal 田 nance Disclosure Act Bill) に始まる。 その後、 1967 
年プロクシマイヤー 上院議員が代わって 提案した法案は、 消費者 信 

円 取引の当事者間における 取引条件の開示を 要求するというもので 

あ った。 一方、 サリバン下院議員の 法案も同年提出されたが、 サリ 

94 

 
 

    



バン法案は信用広告の 規制、 賃金債権 の差押制限や 強要的信用取引 
の規制が含まれており、 単なる開示法案にとどまらず、 規制する 内 

容の範囲も広く 厳しいものであ った。 1968 年 5 月 22 日両院協議会 
(Conference Committee) において、 大部分が下院の 案を採用する 
形で修正案をまとめて 承認し、 5 月 28 日大統領が署名して CCPA は 
成立した。 

( 2 ) FCRA 起草一上院 823 号草案の概要 

公正信用報告 法 ( =Fair Credit Reporting Act= 以下 FCRA) は消 
費 音信用保護法の 第六編として、 1970 年成立し 、 1971 年に施行さ 
れた ( 合衆国法典薬 15 編 1681 条以下、 公正信用報告 法 第 601 条～ 
624 条 )5 。 起草の中心的人物はプロクシマイヤー 上院議員であ った。 
プロクシマイヤー 上院議員は、 孝信適格性を 迅速に判断するために 
は 、 健全な情報を 必要とすることから、 信用情報システムの 中心的 
役割を担 う 消費者報告産業の 必要性を認めていた。 そこで、 法案の 

目的を 「業界内に存在している 情報利用の濫用を 正すこと、 消費者 

信用情報システムが 与信 業者のみならず 消費者に対しても 責任を有 
することを確保する」ことにあ るとした 6 。 プロクシマイヤー 上院議 
員は公聴会で 「自由な社会において、 消費者報告というロ 実のもと 

に 、 中傷の衣をまとった 報告を守るためのいかなる 場所も存在しな 
い」 と、 法案を提出した 意義を強調している。 これらは PCRA の 条 
文 第 602 条に明文化された。 

次に FCRA の概要を検討する。 
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5 1996 年の改正および、 2003 年末の改正を 経て現在は第 629 条 ま 
でとなっている。 
6 下院草案も含めて 立法経緯の詳細については 長谷川修士論文『 消 
貧者信用情報保護制度の 日米比較 J] 28 一 44 頁参照。 
7 本条の訳は丁クレジット 研究 20 号 くく特集 ノ ノ アメリカ「公 
正信用報告 法 」の全容 ] ( クレジット研究所、 1998 年 ) 107 頁に 従 
っている。 ただし、 筆者は (b) 項の「情報の 機密性、 正確性、 関連性 
及び適正利用」のところは、 「情報の機密性、 正確性、 最 撞己生 
位ぬ 釦コ 並立及び適正利用」と 訳す立場をとっている。 理由は①立法 
経緯のなかで、 Confidentiality, Accuracy, Cun ㏄ ncy of 
Inform  ation  が 3  つの柱になっており、 relevancy  に対応するのが、 
Currency of Information と考えられること、 ②情報が最新のもの 
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な 信用報告は、 金融制度の効率性を 直接損ない、 不公正な信用報 
告方法は、 金融制度が継続的に 機能することにとって 不可欠な公 
衆の信頼を傷つける。 

(2) 巧妙なメカニズムが、 消費者の信用度、 信用状態、 信用能力、 

性格、 一般的評判を 調査し、 評価するために 開発されてきた。 

(3) 消費者報告機関は、 消費者の信用情報その 他消費者に関する 
情報を収集し、 評価することにおいて、 重要な役割を 演じてきた。 

(4) 消費者報告機関が、 公正、 公平に、 かっ消費者のフライバシ 
一 権 を尊重して、 その重大な 賈 務を果たすようにする 必要が存する   
(t)) この編の目的は、 消費者報告機関が、 情報の機密性、 正確性、 
関連性及び適正利用に 関し、 この編の定める 義務を遵守 し 、 かつ消 
費者にとって 公正かつ平等な 方法で、 消費者信用、 人事、 保険その 

他 情報に対する 商業上の必要を 満たすための 相当な手続をとること 
を 要式することにあ る。 消費者信用報告機関の 役割を明文で 規定し 
ている。 

2 , FCRA の条文一覧表   
条文は以下のとおりであ る。 

一 公正信用報告 法 ( FCRA) 条文一 
法令全書 合衆国法典 第 「 5 編 

第 601 条 略称 

第 602  条 [ 第 1681 条 ] 連邦議会の認識及び 本編の目的 
第 603  条 [ 第 1681 条の a  ] 定義及び解釈準則 

第 604  条 [ 第 1681 条の b  ] 消費者報告の 提供・利用が 許容 

される目的 

第 605  条 [ 第 ・ 1681 条の c  ] 消費者報告に 含められる情報に 

対する義務 

第 606  条 [ 第 1681 条の d  ] 消費者調査報告に 関する開示 

第 607 条 [ 第 1681 条の e  ] 遵守手続き 

第 608 条 [ 第 1681 条の で   政府機関に関する 開示 

第 609  条 [ 第 1681 条のぎ ] 消費者に対する 開示 

第 610  条 [ 第 1681 条の h  ] 消費者に対する 開示の要件波形式 
第 6 Ⅱ 条 [ 第 1681 条の i ] 情報の正確度にづいて 争いのあ る 場 

合の手続 

第 612 条 [ 第 1681 条の ゴ ] 開示の手数料 

第 613 条 [ 第 1681 条の k  ] 雇用目的のために 利用される公的証 

 
 

  

  
であ ることが重要な 要素であ り、 関連性は適正利用のなかに 含まれ 
ると考えるからであ る。 
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第 614  条 [ 第 1681  条の 1  ] 消費者調査報告に 関する制限 

第 6 Ⅱ 条 [ 第 1681 条の m  ] 消費者報告利用者の 義務 

第 616 条 [ 第 1681 条の n  コ 故意による違反の 場合における 民事 

責任 

第 617 条 [ 第 1681 条の 0  ] 過失による違反の 場合における 民事 

責任 
第 618  条 [ 第 1681 条の P  ] 裁判管轄、 出訴期限 

第 619  条 [ 第 1681 条の q  ] 虚偽の名目での 情報取得 

第 620  条 [ 第 1681 条の r  ] 無 権 限開示 

第 621 条 [ 第 1681 条の 5] 執行権 限 

第 622  条 [ 第 1681 条の 5- Ⅱ 遅滞の養育 費 に関する情報 
第 623  条 [ 第 1681 条の 5-2] 消費者報告機関に 情報提供する 

者の責任 
第 624  条 [ 第 1681 条の七 ] 州法との関係 

3 ,  ㏄ RA の定義及 び 解釈準則 
FCRA が適用されるためには、 対象となる人 ( 者 ) 、 消費者、 消費 

者 報告、 消費者調査報告、 消費者報告機関、 ファイル等主要な 用語 

の 定義が重要となる。 詳細は FTC の公式、 非公式の解釈基準をみな   
けれ は   ならないが、 以下に主な用語の 定義を表す条文を 記す ( 偕 書体 
0 部分は筆者の 条文に対するコメントであ る㍉ 
第 603  条 (l5U.S.0 ・ s  1681a)  定義茂 ぴ 解釈準則 
(b) 「 人 ( 者 ) 」 (person) とは、 個人、 組合、 法人、 信託、 財団、 
協同組合、   社団、 政府、 政府の部門及び 執行機関その 他の団体を ぃ 

ナつ 

( 非常に広範な 対象が含まれる [ 日本の場合 ヒは 異なる範囲があ るので注意を 

要する㍉特に 情報提供者の   責任に関する ヒ ころで、 問題 ヒ なる。 ) 

(c) 「消費者」 (consum  er)  とは、 個人をい う 。 
(d) 「消費者報告」 (consumer report) とは、 消費者の信用度、 信用 
状態、 信用能力、 性格、 一般的評判、 個人的特性、 生活状態に関す 

る 情報であ って、 (A) 主として個人、 家族又は家事のために 利用さ 
れる信用取引若しくは 保険取引目的、 又は (B) 雇用目的、 (C) その他 
第 604 条により 認 " められる目的に 関して消費者の 適格性を判断 "   する 
要素として役立てるために、 その全部又は 一部が、 収集され、 又は 

利用され、 若しくは利用される 予定であ る情報を、 消費者報告機関 

が 、 書面、 口頭その他の 方法により伝達することをいう。 

( 第 603 条の (d) 項は次の第 604 条 [ 報告の許される 目的 コヒ 深く関連している。 
消費者報告の 範囲を明確にするために、 第 604 条は第 603 条を補完する ヒ 解釈 
するのが一般的 ヒ されている。 ) 
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(e) 「消費者調査報告」 (investigative  consum  打 report) とは、 消費 
者の性格、 一般的評判、 個人的特性、 生活状態も関する 情報であ っ 
て 、 消費者の隣人、 友人、 同僚その他消費者と 面識のあ る者又は消 
費 者に関するこうした 情報を知り若しくは 知り得る者との 個人面接 
によって得られた 情報を含む消費者報告及びこうした 情報を報告の 

一部として含む 消費者報告を いう 。 ただし、 信用供与者又は 消費者 
報告機関が、 消費者の信用取引記録に 関する特定の 事実情報を消費 
者 又は信用供与者から 直接取得している 場合であ って、 この事実 ザ冑 
報 をその信用供与者又は 消費者報告機関から 直接取得する 場合には、 

この事実情報は [ 個人面接によって 得られる ] 情報に当たらないとす 
る。 

( 個人面接によって 得られる情報は 主観的なものが． 含 まれ 誤 情報 ヒ なる場合が 

多 い ので   、 FCRA においては直接取得する．事実情報より 厳格な手続が 規定され 

ている。 例えば、 第 615 条 [ 消費者報告利用者の 義務 ] の、 (b) 項 (2) 号 (C)(     i) で、 

不利益取扱いの 通知は直接取得する 事実情報及び 消費者報告に 対しては免除さ 
れているが、 消費者調査報告は 通知の該当事項となっている。 ) 

(f) 「消費者報告機関」 (conSumer reporting agency) とは、 手数料若 
しくは料金を 徴収し 、 又は共同組合的な 非営利の原則に 基づき、 第 
三者に消費者報告を 提供する目的をもって 消費者の信用情報その 他 
の 消費者に関する 情報を収集し 、 又は評価することを 通常業務の全 
部又は一部とする 者及び消費者報告を 作成し、 又は提供する 目的で 

川除通商の手段又は 便宜を利用する 者を いう 。 
( クレジットビ ユ一 ロの 多 くが 消費者ま田 告 機関 ヒ な て れるが、 場合によっては 

政府の部門人 ぴ 執行機関が消費者報告機関 ヒ なる場合もあ る 0 つまり、 法律 行 

為の種類によって 消費者報告機関どされるためであ る 0 また、 これは「者」の 範 

囲の対象が広 いこヒ に関係する ヒ 思われる。 例えば、 連邦取引委員会の 公式見 

解 (16C.F.R.ｧ600.4) では、 州の自動車局が、 自動車報告を 保険契約締結の「 目 
的で利用される」 ために保険会社に 販売するならば、 州の自動車局は「消費者 

幸田舎機関」 にあ たる 80) 

(9) 「ファイル」 ( 土 ile) とは、 消費者に関する 情報との関係で 用いられ 
るときには、 消費者報告機関が 消費者に関して 記録し、 及び保有す 
る情報のすべてをいい、 情報がどのように 保有されているかを 問わ 
ない。 
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委員会 法 5 条 (a) 項の通商上の 不公正な若しくは 欺 ㍾的な取引行為 
又は取引慣行を 構成するものとする ( 第 621 条 (a) 項 ) [ l5U.S.C. S 
1681s(a) 五 また、 F T C は PCRA の下では、 立法権 限をもたない 
ので、 業界の遵守義務に 対して単に助言的意見を 構成するに過ぎな 
ぃ 10 。 しかしながら、 これらの助言的意見も、 法的解釈として、 FCRA 

の 遵守違反に対する 訴訟を提起する 主導的な役割を 果たし ぅる Ⅱ。 

5 . 州法との優先 
連邦法と州法の 優先関係について、 消費者信用の 規制主体は 、 連 
郵政府、 州政府および 地力政府の姉者であ るが、 伝統的には州政府 

がその中心であ った l2 。 州法には、 利息制限法、 小額信用法、 貸付 
真実法、 小売割賦販売法、 訪問販売法、 産業ローン 法 、 信用報告 法 

があ るが、 1968 年に消費者信用保護法 (CCPA) が制定されてからは、 
連邦政府による 消費者信用規制が 多くなり、 同様の内容を 連邦法と 

州法が規定している 場合に、 連邦法を優先するとしている l3 。 ただ 
し、 州の FCRA の消費者保護規定が 強い場合、 連邦法の適用を 排除し 

ている裁判例があ る ( FCRA の主たる目的が、 消費者保護のために 制 

定されたものであ るため、 開示の手数料を 課すことを一律に 禁止し 

た 州法が適用された ) l4)  0 
(4) 1996 年改正法の課題 

  
険 公社、 川除通商委員会等多くのものがあ る。 詳細は正クレジット 
研究 20 号 山 ( タレジット研究所、 1998 年 ) 258 頁参照。 
10 そのような助言的意見については 二つの解釈基準があ る。 
一 つは 連邦取引委員会の 公式見解で Federal Register において 
出版されている PCRA の注釈 書 であ る ( そのような解釈は 実質的な 規則ではなくかっ 法 としての効力ももたない。 助言的なものであ @ 
FCRA がどのように 解釈され何が 義務付けられているかという 「 連 
邦 取引委員会の 見解」 を提示するもので、 業界の指針に 対応して ぃ 
る o FTC Procedures and Rules of Practice, Subpart H, 阻   73, 36 
Fed. Reg.9294(1971))o 
二つ目は消費者の 要望に応えるための FTC の非公式見解 
"inform  al  staff  opinion" であ る。 ( 長谷川 注     全米消費者 法 センタ 
一風 ational  Consum  er  Law  Center=N  CL 引の FCRA  に関する江 % 尺 
書 には FTC の公式、 非公式見解が 掲載されている。 FTC の ヲ F. 公式 
見解は当然のことながら、 時代の状況 ヒ ともに変わっているものも 
あ る。 ) 
ll FTC 自ら訴訟を提起することもあ る。 
1" 横田貫一「アメリカにおける 消費者信用の 法規制」塩田親父 = 長 
尾治助編了 消費者金融の 比較法的研究 山 ( 立命館人文科学叢書、 1984 
年 )95 頁。 
13 2003 年ば月の改正法では 連邦法の恒久的優先が 規定された。 
14 Credit Data of、rizona Inc ， ， v ・ State of、rizona ， 602 F 2d 
1950th Cir ． 1979)   
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プロクシマイヤー 上院議員は 1970 年に成立した FCRA の改正法を 
数年後に試みたが 失敗に終わり、 その後約 25 年の間にわずかな 規定 
の 改正があ っただけであ った l5 。 その間 FCRA は不正確な情報に 関す 

る問題が最重要視され、 細金曲折を経ながらようやく 1996 年に改正 
にこぎつけた l601996 年法では消費者保護を 強化した面もあ ったが、 
同時に信用情報の 利用者に有利となる 条項も付け加えられた [ 消費 
者は報告機関の 再調査後にのみ 提訴する権 利を有する」 という規定 
が 付け加えられた ( 第 623 条 口 5U.S.C. 阻 681s 一刻。 この条項につい 
ては、 次節において 比較的新しい 裁判例 ( ネルソン事件判決 ) を 引 
用 しながら検討する。 

( 5 ) 2003 年改正法の概要 
2003 年 12 月に成立した「 2003 年公正・正確信用取引法」 (Fa Ⅱ a Ⅱ d 

Accurate  Cre 面 t  Transaction  Act of 2003=FACTA) について若干 の 
解説を試みる。 

PACTA 法成立の背景には 多発する ID 窃盗の問題があ ったといわ 
れる。 連邦取引委員会は ID 窃盗から消費者を 守るための規定、 一 
年に一度消費者に 無料の開示を 行う規定を創設するように 提案し 
( 最終的に無料開示手続の 規定が設けられた ) 、 より現在のクレジッ 
ト 業務の実情にあ った「不利益取り 扱い通知に対する 消費者の権 利」 

を 強化することも 提唱している。 この不利益取扱いに 関する通知に 

ついては、 上下院で活発に 議論された。 ID 窃盗と関連して、 本人の 
情報が窃取されていることがすぐに 判明するとは 限らないため、 出 
訴 期限については 大きな改正があ った 17 。 

15@ Amendments:@ Public@ Law@ Nos   

95-473@ (October@ 17 ， 1978) 
96 一 598 (¨ovember 6 ， 1978) 
98- 443@ (October@ 4 ， 1984) 
101-73 (August 9 ， 1989) 
102-242@ (December@ 19 ， 1991) 
102-537(0ctober@ 27 ， 1992) 
102-550(0ctober@ 28 ， 1992) 
103-325(September 23 ， 1994) 
104-88(December@ 29 ， 1995) 
104-93(January@ 6 ， 1996)   
10 か 193(Augu 計 22, 1996) 

16  104-208(September  30.  1996) 
105-107(November@ 20 ， 1997) 
105-347(November@ 2 ， 1998) 
106-102(November@ 12 ， 1999) 
107-56(0ctober 26 ， 2001) 
108-396(December@ 4 ， 2003) 
17 2003 年改正法 (FACTA) のうち、 特に出訴期限に 関する部分の 
簡単な解説は 本論文第 3 章 江 (69) 参照。 
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また、 下院は 2003 年 6 月 26  日に H.R.2622 法案を提出し、 第 4 

編「消費者記録の 正確性の向上」に FCRA  第 605 条、 第 623 条及び 第 
616 条の改正について 代替の法案が 提出された。 最終的に成立した 
FCRA 改正法は 629 条まで規定され 条文が追加された ( 条文番号も変 
わっている 几 新法については 別稿 において詳細な 検討を行いたい。 

第 3 節 FGRA の特徴 一 特に民事救済について 

1 . 法的手段の変更 
FCRA の最も著しい 特徴は，消費者が 消費者報告から 受ける損害の、 
法的救済手段を 変えたことであ る。 すな む ち、 第一に消費者報告の 
存在を知らせ、 第二に消費者がファイルにあ る不正確な情報を 訂正 
する規定を設け、 第三に合理性という 一般的な基準に 従った手続き 
をとる報告機関の 義務についての 規定を設けた ( この第三点、 が中核 

的な規定となっている ) ,BQ 

FCRA は、 情報の正確性を 最大限確保するための 相当な手続きに 従 
う 義務について、 注意義務違反あ るいは故意の 不遵守を根拠として 

訴訟を提起できる 規定を設けた ( 第 607 条、 第 616 条、 第 617 条 ) 

[  l5U  .S  .C  .@  16  8  1(e),  l5tH.S  .C  ,@  6  8  1(n  ),  l5U  .S  .C  .S  16  8  1(o)]  0  従って F  C  R  A 

の下で、 「情報の正確性を 最大限確保すをための 相当な手続きに 従 
ぅ 義務について 注意義務違反があ った ムと 認められた消費者報告機 
関および情報利用者は、 消費者に対して 現実的な損害、 訴訟費用 お 

よび相当な弁護士費用の 責めを負う。 もし、 不遵守が故意であ れば、 

被告は現実的な 損害、 訴訟費用、 弁護士費用および 裁判所によって 

決定される懲罰的な 損害賠償の責めも 負わなければならない。   
しかしながら、 FCRA の開示条項に 従って得られた 報告が情報主体 
に損害を与えた 場合に、 名誉 殿損 、 およびフライバシ 一の侵害又は 
ネバリジェン ス に基づく多くの 訴訟を禁止したのであ る ( 第 610 条 

(e) 項 )  [ l5U.S.C. S 1681h(e Ⅱ。 
第 610 条 (e) 項の条文は以下のように 規定まれている。 
「消費者は、 第 616 条及び第 617 条の規定する 場合を除き、 消費者 
報告機関、 情報利用者又は 消費者報告機関に 情報を提供した 者に対 

し 、 第 609 条 第 610 条若しくは第 615 条の規定により 開示された 

、 8 Maurer と共著者 Thomas に ょ れば、 FCRA は合理性の一般的な 
基準を意図して 消費者報告機関の 遵守手続義務規定を 創設したとい 
う o V Ⅱ ginia G. Maurer & Robert E. Thomas, 

ガ 日力・ 己 J,edi 亡児 e 戸 0 ず サ i% ざカ ct, 34Am  erican  Business  Law 
Ge サ 打刀ど Cre 由サ Ⅲ 力 e グ %  ビ J,e はゴ 古血刀 ひ e  : Ⅰ ずクア ose イむ力 打刀 ges 7%  グカ e 

Journal607(l997)@ at@ 632   
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情報を基礎として、 又は消費者報告の 利用者が消費者報告中の 情報 
を理由の全部又は 一部として不利益取扱いをした 消費者に開示若し 
くはその消費者のために 開示した情報を 基礎として、 名誉 殴損 、 プ 
ライバシー侵害又はネバリジェン ス に基づいて、 訴訟その他の 手 - 続 
きを提起することができない。 ただし、 消費者を害するために 悪意 

又は故意で提供された 虚偽情報に関してはこの 限りではないⅡ 
原告の情報が 誤っていた場合、 信用情報報告機関等が 悪意をもっ 
て 提供した、 あ るいは故意に 損害を与えた 場合は、 州法の下で訴訟 
を 提起できるが、 FCRA は 、 「その不正確が 悪意の結果でなかった 場 
合には、 州法のフライバシ 一法違反から 消費者報告機関等を 免責 す 

る 」。 つまり、 消費者報告機関、 情報提供者、 消費者報告の 利用者を、 

一定要件のもとで、 名誉 般損 に関する州法の 規定から実質的な 責任 

を 免除したのであ る。 この点が上院法案の 最も顕著な妥協の 結果で 
あ った。 起草者であ るプロクシマイヤー 上院議員は全面開示の 代償 
として、 この免責条項を 設けたと説明している ( i8 the qU@d pr0 qU0 
for full disclose ・ ) 18｛ 

2 ,  注意義務違反と 損害賠償規定 
具体的には、 情報の正確性・を 最大限確保するための 相当な手続き 
に 従う義務について、 注意義務違反あ るいは故意の 不遵守を根拠と 
して訴訟を提起できる 規定を設けた ( l5U.S.C. ミ 1681e,  l5U.S.C. 蛉 
1681n,  l5U,S.C. S  16810)20 。 

従って、 FCRA の下で、 「情報の正確性を 最大限確保するための 相 
当な手続きに 従う義務について 注意義務違反があ った」、 と認められ 
た 消費者報告機関および 情報利用者は、 消費者に対して 現実的な損 
害、 訴訟費用および 相当な弁護士費用の 責めを負う。 もし、 不遵守 
が 故意であ れば、 被告は現実的な 損害、 訴訟・費用、 弁護士費用およ 
び 裁判所によって 決定される懲罰的な 損害賠償の責めも 負わなけれ 

FCRA 違反訴訟 

ばならない。 

3 . コモンローと 顕著な相違点一名誉 殿損 訴訟 と 
の 比較 

19 1l5 CONG.REC.33411(1969), 
20 法案の成立過程において、 上院法案ほぼそのままの 形のものが 危、 
いで成立したという 経緯があ ったが、 1681e(b) については、 最終段 
隅 で上院法案より 消費者保護規定の 強いサリバン 下院議員が提出し 
た法案が認められた (116Cong.Rec.3857 ㎝ 1970) ㍉そのために 完全 
性や正確性の 明確な定義についての 議論が - ト 分でなかったというこ 
とが、 コロポロス事件 (Koropoulos v. Credit Bureau  Inc. 734F. 2d 
37 ( 1984) の判決文の中で 指摘されている。 
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Maurer は、 プロッ サ 一の不法行為理論及び 第二次不法行為法リ 
ステイトメント (1976) を引用し精微な 理論を展開している 21 。 とく 
に、 コ モンロ一による 名誉 殿損 訴訟と FCRA 訴訟の要件の 違いについ 
て以下のように 整理している。 

くコ モンロ一による 名誉 穀損 、 訴訟と ( 制定法 ) FCRA による訴訟の 比較 ノ 

①名誉 殿損 の 特 ， 性 

②現実損害 

③ FCRA 第 616 条の「故意による 違反の民事責任」は「悪意また 
は 加害する意図」 に等しい 

毛巻 搬損 訴訟の要件 FCRA 第 60 ・ 7 条 (b) 項 ( 遵守 
務 違反訴訊の要件 

名誉 搬損 事項 / 虚偽， h 生 虚偽及び不利益事項 
公表 公表 

被告の悪意 道安手続義務違反   因果関係 

損害の発生 損害の発生   
一 Maurer,72 Georgetown Law Reviewg5(1983)at l16 をもとに作成。 一 

被告の悪意を 証明するのは、 情報の取引が「機密保持」のなかで 
行われているため 非常に困難を 伴 う 。 それに反して 遵守手続き違反 
を理由とした 訴訟は、 不正確な情報を 流通させたということだけで 
も 証明される、 という判例があ るため負担が 軽くなる。 ただし、 不 

幸にも 1200 頁以上あ る立法草案には「現実損害」の 規定について 明 

文化されてない。 それは、 FCRA が主として救済方法よりも 被害 防 

止を目的として 立法化されているためだとする 220 

第 4 節 信用報告と 志法 準則 

信用報告と憲法修正Ⅰ条の 関係は非常に 重要であ る。 FCRA の会衆 
国憲法適合性についてはミルストン 事件 - (M 五 llst0ne v. 0 ， Ha Ⅱ l0n 
Reports, Inc., 528,F.2d  829  (8 、 h. C 血 ・ 1976) で修正 1 条に違反しな 
いという判断が 示されている 23 。 言論の自由一般に 関しては多くの 

2l  M  aurer, V. ,  む 0 皿 皿 0 刀ム 右 W  刀 e 血切み行 り 五 % 刀は抽 e  7% 力   CJ,e は ゴ % 
RePorti 刀ダ A  ct,  72  Georgetown  Law  Review  g5  ( 1983). 
22@ Moskatel ， I ・ Qualified@ Privilege@ and@ Credit@ Reporting@ ， 

Ⅲゑ刃 dCea  Or  正 7aGe ゐ 0 グカ 0 打 0 刀ぷ OJ, Ⅳ e ど月 ど e 刀亡 Ⅳ OnCo 皿 タ月 adCe  ぴ コ カ eJ, 
億 e ガ e ガ er,a ノ ア ロゴ r, Cr.ed メサ化 e タ 02 イ丘 ダ Ⅰ ぬ (FCRA  の・遵守手続義務 違 
反訴訟一万能薬か 気休め 薬か ), 47Southern Calif0rnia Law 
Re@view@10@70@(197@4)@at@1110   

23 原告は出版社の 副編集長を務め、 ワシントンオフィス 勤務時は要 
人の取材も行 う など尊敬されている 人物であ った。 にもかかわらず、 
被告の信用報告機関は「ヒッピ 一のような生活を 送り、 ドラッバの 
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学説があ るが、 信用報告との 関係では、 ペンシルバニア 大学ロー・ 

レビ ェ 一のコメント (The New Commercial Speech amd Pa Ⅱ 
Cre ㎡ t, Report エ ng  Act) が興味深い分析を 行っている。 つま     信用 
報告は商事的言論に 当たると位置づけ、 商事的高論について 大きく 
分けて 3 つの解釈基準があ るとする。 つまり、 ① 一般より低いレ 

ベルの保護でよしとするもの、 ② セントラル・ハドソン 準則 ( 後述 ) 

に 従う 、 ③ ニュー ョ一 タタイムズ事件 ( 後述 ) と同レベルの 高い 

保護が必要とする、 の 3 つであ る。 コメントの筆者は②のセントラ 
ル。 ハドソン準則に 収束するであ ろうという判断を 示している。 

本稿では憲法解釈についての 詳細な検討は 差し控えるが、 前述の 
Maurer が多くの裁判例を 挙げ、 憲法的準則の 展開を行っているの 
でその紹介を 行う。 

1 , ニューヨークタイムズ 事件判決 
最高裁判決、 ニューヨークタイムズ 対 サリハン事件 (New York 
Times Co. v. Stxllivan24) は名誉 殿損 における コ モン・ロ一訴訟に 
主な変更をもたらす 発端となった 25 。 ニュー ョ一 タタイムズ事件に 
おいて連邦最高裁は、 5 0 万ドルの賠償金を 認めたアラバマ 州最高 

裁判所の判決を 破棄した。 アラバマ州最高裁判決は、 ニュー ョ 一タ 
タイムズが掲載した 広告には、 アラバマ州における 公民権 運動のと 

きの地力公務員の 行動について、 名誉 致損 となる内容が 含まれてい 

たと認定していた。 連邦最高裁は、 公務員が公的権 限の範囲内で 行 

勤 したことを批判した 被告に対し、 憲法修正 第 1 条 、 言論の自由の 

規定在適用した 26 。 憲法修正 第 1 条に対し、 連邦最高裁は、 骨太で 

  
使用が疑われている 人物」として、 ? ぼ 賢者報告に記載した。 そのた 
めに原告が結んだ 自動車保険契約が 取り消されてしまった。 信用 報 
告 が誤りであ ることを矢口った 保険会社は取り 消しを撤回し、 契約を 
継続することになった。 しかし、 原告 は 被告の提供した 消費者報告 
により精神的苦痛を 被ったとして、 被告に情報の 開示を求めたが、 
口頭では回答したものの 報告書の写しを 開示することは 拒否した。 
そこで、 原告は損害賠償を 求めて訴訟を 提起した。 事実審は被告側 
の 主張に対し「修正 1 条の保護は及ばない」 との判断を示した。 控 
訴審 では FCRA の第 607 条の遵守手続、 第 609 条の開示規定は 消費 
者の権 利を守るための 規制であ り、 修正 1 条 違反とはならないとの 
判断を示した。 
24  376U.5.254(1964)   

2B  参考文献として E  aton,  J.  グ血 H  皿 enic 簗 L  按 w  0 ダ刀 e ぬ皿 at ゴり 刀 
グカ ro びダ山 Ger 亡 z  げ ・ 月 o ゐ e Ⅰ 亡 W@eiC 上， Ⅰ 刀む ・ H 刀は召 e70 コ カ :A 刀 Ⅰ万日エア 亡ゴ 0%7 
Ⅰ ょ， ゴ皿 er, 61  V Ⅱ ginia  Law  Review  1349  を挙げている。 Eaton  は 憲 
法 準則の展開だけでな     メディア と 非メディア、 公人と私人、 に 
分けて要件と 効果を詳細に 分析している。 
26 Id ， at 283   
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自由な議論を 展開させるための 公共的な問題を 議論する際に 生じ 
る 誤りには「息抜きの 場所 ( ㎞ 甲 athing space) 」が要件 ヒ されると 
判 示した 27 。 最高裁は言論の 自由に対する 要件について 以下のこと 
を 準則とした 280 それは、 原告が被告の「現実の 悪意」の罪を 証明で 
きない場合には、 被告は免貴されるということであ る 29 。 r 現実の 
悪意」は以下の 行為があ った場合と定義される。 「名誉 致損 的な記 

述」が誤っていることを 知っていたか、 あ るいはそれが 真実か否か 
という こ とについて充分な 注意を払わなかった㏄ eckless 
disregard) 場合とされる 80 。 

カーティス出版社 対 バッツ事件 (  C  urt ぇ s  Publish 互 ng  C  o,  v 

B  utts81)  と同様、 A  P  対 ウォーカ一事件 ( A  ssociated  Press  v. 
Walker 32) も連邦最高裁は 公的人物 (public figure) の原告を含む 
ケースにまで 拡張して被告を 擁護した 33 。 ローゼンブルーム 対 メト 
ロメ ヂィア 事件 (Rosenbloom  v. M  etrom  edia, Inc.34)  事件では 最 

27@ Id ・ at@ 272(NAACP@ v ・ Button ， 371@ U ・ S ・ 415;@ 433(1962))   

( 長谷川 注 :NAACP=N  a ㎡ 0nal Associa ㎡ on  for  the  Advancem  ent  of 
Colore ぬ People 二 全国黒人地位向上協会 ) 
2, 長谷川柱 : 望月礼二郎『英米法 [ 新版Ⅱ ( 育 林書院、 1997 年 )250 、 
では、 「近年の アメ リカ法は連邦憲法的名誉 殿損法 (federal 
constitutional law  of defam  at 土 on)  というべきものを 発展させた。 
その発端は 、 1964 年の最高裁判決、 New York Times Co, v. Sullivan, 
376U5254 であ った。 それ以前の最高裁は、 およそ不実の 誹 殿 約言 
説 に憲法的保護を 与えるというような 姿勢を示すことはなかったⅡ 
として Maurer の "The Cou れ went orL to rule" の表現にも表れて 
いるよ う に、 ニューヨークタイムズ 事件は 「連邦憲法的名誉 殿損法 
0  発端として位置づける。 
2g  Ⅰ d. at 279 一 280. 

30 望月教授は "reckless disregard" については「未婚約認容」 と 
訳している ( 前掲 書 251 頁㌔ また、 望月教授は「ついで、 1967 年 
の 最高裁の判例が、 上記ニューヨーク・タイムズ 事件の準則を、 「公 
的人物」 (Public figure) を原告とする 事件にも及ぼすこととした 
「公的人物」とは、 「公職者」ではないがそれと 同じように公的問題 
(public issue) にかかわりその 帰趨に影響を 与えるような 人物で 
あ る。 」 と解説している。 
3l  Curtis Publishing  Co    v. Butts, 388  U  .S. 13 Ⅱ 1966).( 大学の運 
動 部の監督で 前 フットボール・コーチであ った原告が八百長試合を 
したと報道された 事伊 11) ① 
32 Curtis Publishing Co. v. Butts. 388 U.S. 130. (1966). の判例に 
従った判決であ る。 ( 大学における 人種統合判決の 実施に反対する 
暴動を退役軍人であ る原告が率いていたと 報道された事例 ) ② 
33 む tltJs P 加乃 S カ i 刀弗 388 U.S. at l55. 
34 4.03 U.5. 29 (1971) Ⅱヌード雑誌を 配布した原告がめ い せ つ 文書 
配布容疑で逮捕されたあ と無罪となり、 事件を報道したラジオ 局に 
対し名誉 殿損 訴訟を提起した 事例 ) ③ 
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高裁の多数意見により ，ニューヨークタイムズ 事件の準則を   公的 

関心事に関連して、 原告の範囲を 私的な人物にまで 拡張した   次に 

信用報告と憲法修正 第 1 条の保護範囲についての 検討を行う。 

2 . 信用報告に対する 法 修正 第 1 条の保護 
( 1 ) 信用報告を保護範囲の 枠覚とする解釈基準 

カーツガコ 八一トウェルチ 事件 (Gertz v. Robert Welch, Inc.) 
36 において連邦最高裁判所は、 ローゼンブルーム (Rosenbloom) 
事件・で示された 多数意見の公的関心事の 判断を否決し ( 「 ; ユー ヨ 
ークタイムズ 事件法理の射程の 拡張を否決し ) 、 私人と公的人物間 

0 区別に基づく 責任基準を確立した。 ガ一ツ 事件では、 州の名誉 

殿損法は誹鍛 された私人が、 責任基準の要件として 少なくとも ネ 
グ リジェン ス を証明すれば、 損害賠償を請求できるとの 判断が示 
された 36 。 さらに、 被告が フ オールトあ るいは虚偽の 可能性につ 
いて注意を払わなかった、 ということを 原告が証明できなければ、 

推定損害賠償あ るいは懲罰的損害賠償は 請求できないと 判 示され 
た 。 ガ一ッ 事件に判示されたフォールトの 要件はタイム 事件 
(Time, Inc. v. F Ⅱ estone) 37 において適用された。 タイム事件に 
おいて、 最高裁は報道によって 誹致 されたニュース 価値のあ る 私 

( 長谷川 柱 : ①、 ② 、 ③はいずれも 松井茂 記 T アメリカ憲法入門 [ 第 
3 版 JJ ㎡ 有 斐閣、 1995 年 ) 161 頁を参照している。 
8 。 418 U.5. 29 (197 け・ ( 長谷川 注 : 著名な弁護士が 、 引き受けた有 
名な弁護に関し、 この事件は担 造 であ って彼は共産主義者だと 報道 
された事例 ) ④   ( ① 、 ② 、 ③と同じ出典 回書ェ 62 頁 ) 
( 長谷川柱 : 松井同書ェ 62 頁では以下・のように   解説されている 
「これにより、 現在では名誉 殿損的 表現の場合、 次のような保護 

が 及ぶことが認められている。 まず原告が公人、 つまり公職者及び 
公的人物であ る場合には New York Times 判決が適用され、 原告は 
[ 現実的悪意山を 証明しなければならず、 そのためには 表現が虚偽 
であ ることも原告が 証明しなければならない。 これに対し、 原告が 
私人であ れば、 被告に何らかの 過失 (fault) があ る限り州は自由に 
責任基準を決定できる。 ただし原告はこの 場合でも、 虚偽であ った 
ことを証明しなければならず、 州は、 被告に 丁 現実的悪意 ] があ っ 
たことを証明できない 限り、 原告が現実に 被った損害の 賠償以外の 
賠償を命じることはできない。 また、 F 現実的悪意 山は ついては、 虚 
偽と 知っていたか、 虚偽であ る蓋然性に十分 気 づいていてそれをま 
っ たく不注意で 公表した場合にのみ 肯定される。 職業専門的な 基準 
から大きく逸脱していたとしても、 原告に対して 害意を有していた 
としても、 [ 現実的悪意 刀 があ ったことにはならない」と 解説してい 
6  0) 
36  Ⅰ ガ   at 347   

37@ 424@ U ， S ． 448(1976)   
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利
 ニューヨークタイムズ 準則を適用した 主な最高裁判所の 名誉 穀損 
裁判では、 憲法上の問題を 報道した被告も 含まれている。 しかし 最 

高裁は 、 メヂノ ア以外の被告に 対する訴訟においては、 ニューョ一 
クタイムズ準則の 適否について 何ら言及していない 89 。 
従って、 信用報告機関に 対する名誉 殿損 訴訟において、 過失責任 及 

び 懲罰的損害賠償を 求める原告が 、 ガ一ッ 判決を信用報告機関の 被 
告 に適用するとすれば、 通常公的人物ではないという 理由で、 ガ一 
ッ 判決は重大な 障害となる。 

信用報告機関に 相対的免責特権 を付与することを 認容する裁判 管 
轄 内でさえ、 ガ一ッ 準則を基準に 損害賠償を求める 原告に対しでは、 

コ モンロ一の相対的免責特権 を無効にするために、 少なくとも ネバ 
リジェン スと 同じ程度の高い 基準に依拠した 現実損害の証明及び コ 
モンロ一の悪意の 証明を課していた。 さらに懲罰的損害賠償を 得る 

ためにはニューヨークタイムズ 事件の悪意、 それは コ モンロ一の相 
対的免責特権 を無効にするためよりもっと 実質的に高い 基準の悪意 
であ るが、 それを原告は 証明しなければならない。 

( 2 ) 信用報告は商 的 言論として認容されるが、 保 
されるとする 解釈基準 

最近まで裁判所の 判断は一様に 信用報告は修正第一条の 保護の枠 
外にあ るというものであ った。 第一巡回 区 連邦控訴裁判所は 疑間に 

応えるために、 公的人物あ るいは公的関心事の 言葉の問題を 分析し 

た。 例えば、 グロープ事件 ( Grove V.. り ℡ ゐヨ ra ガ 8 打 e 眈 ，Ⅰ 刀 c ) に 
おいて、 アメリカ合衆国第三巡回   区 連邦控訴裁判所は、 私的に利用 

する信用報告はニュー ョ一 タタイムズ準則の 「憲法的保護の 射程を 
拡張されたメディアではない」との 判決を下した。 第三巡回・ 区 控訴   

38@ Id ， at@ 464   

3g See Huchinson v. Proxmire, U.S. Ⅱ 1, 133 n よ列 1979)( 長谷川 
注 ; 被告とされたプロクシマイヤーは FCRA の起草者となったプロ 
ク シマイヤーと 同一人物であ る㍉ F ね st  N  at り ・ Bank  of Boston  v   
Bellotti, 435 LH.S. 765, 798  n.3  (1978)  (Burger, C.J. 
Concurring); Shiffrin, 刀 e ん皿 ator,y  Ⅳ 0 コⅡ グ e はメゑガタ eec 方 an は Ⅲゴず 盧サ 力皿 e コ カ皿 e 五サ 7%9% 力 0 ガ 070 ガグ ， U C L ・ A ・ rev ・ 915 (1978); Note ， 

Me はゴ aoC Ⅰ aC グ窩刀は W ゴ 8fJ, ヒ ， sf: 甘 Ⅹ fe コカゴ刀ざ N  ew  Y0rk  Tim  es 
刀 e 油皿ゑ打 0 刀 Ⅰ rotectio 刀 to  Ⅳ 0 コ 皿 e 血按刀 e ん刀はみ刀 ts,  g5  H  arv. L   
R  ev.  1876(1982). 
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裁判所は、 原告のビジネスの 信用状態、 小さなレンガ ヒ タイルの仲 
介業の会社は、 真正に公的関心事であ るという主張を 退けた 40 。 裁 
判 所は名誉 致損 的な放送がされたという 主張から，第三巡回区裁判 

所でニューヨークタイムズ 事件が適用されたローゼンブルーム 事件 
41 ヒ グローブ事件を 区別があ るとする 42 。 裁判所は、 「不特定多数の 
公衆に伝達するニュースと、 選別されか つ 限られた聴衆に 対する 特 

定の情報の提供には」憲法修正第一条のもとでは 決定的な区別があ 

る 43 。 さらに、 被告と情報の 利用者の間には 厳格な機密保持の 契約 
上の規定が存在するため、 原告は被害の 源となっている 伝達手段に 

アクセスすることができなかった。 それゆえ、 裁判所は自由裁量で 
広範な検討を 行うことは不可能であ り、 ニューヨークタイムズ 事ィ牛 
で 保証された保護の 拡張はあ りえない ヒ判 示した。 同様に オ バーマ 

  

ン 事件 44 では合衆国第 セ 巡回国連邦控訴裁判所は、 私的な信用報告 
は「公的あ るいは一般的な 関心事」ではないということを 判 示した。 

同様に、 合衆国第十巡回 区 連邦控訴裁判所は、 カンサス電気供給会 

社事件 (Kansas Electric Supply Co. v. Dun & Bradstreet, №。 ) 

において信用報告機関の 修正第二条の 保護を否定したグローブ 事件 
の 「公的関心事」の 判示 事項に従った 4s 。 
グローブ、 オバーマンおよび カ ンサス電気事件以来、 裁判所は信 
月報告の商業的な 特質に焦点を 定め、 修正第一条の 保護を超えた 商 

事的言論類型として 消費者報告を 位置づけた 460 
この分析は、 商事的言論における 憲法的解釈における 最高裁の近 

年の判決とは 一線を画している。 ニューヨークタイムズ 事件の射程 

が 有料広告にも 及ぶとの理由で、 バレンタイン 事件 ( アり en 打刀 e v, 

むヵず eSfe 刀 sen) 4.7 の準則の継続的な 有効性に対し 疑問が投げかけ ろ 
れたのであ る。 バイゲロウ (Bigelow) 判決において、 ニュー ョ一 

40@ Id ． at@ 436-37. 

41  415  F.2 色 892  (8d  C Ⅱ・ 1969), a ガリ， 403  U.5. 29  れ 97n   
42@ Id ， at@ 896. 

43@ Grove:@ 438@ F ・ 2d@ at@ 437   

44@ 460@ F ． 2d@ 1381@ (7th@ Cir ． 1972)   
45  Ⅰ d. a 七 649. 

。 6 長谷川 注 : ,commercial speech,, は田中英夫 下 英米法辞典士 162 
頁に ょ れば、 商事的言論 ; 営利広告、 と翻訳され、 以下のように 解 
説 されている。 
「営利活動遂行のために 広告形式で行 う 言論。 合衆国最高裁判所は 、 
かってこのような 言論は合衆国憲法第Ⅰ修正 (FirSt Amend.me Ⅱ t) 
の 保護を受けない 表現と考えていたが、 1970 年代に入ってから 判断 
を 変更し com  m  ercial speech  も憲法の保障する 表現のなかに 入ると 
する立場をとるよ う になった。 ただし保障の 程度は他の表現より 弱 
い とされている。 Bigelow  v. V わ囲 ni ㎡ 1975 ㍉ 
47  ョ 16 UH.5. 52(1942)   
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ク 市内の通りにおけるビラ 配布を制限することができるという 判決 
が全員一致で 下された 48 。 バレンタイン 判決に従い、 公的領域の言 
論の憲法的保護に 関係なく、 「憲法は、 商事的言論を 純粋に尊重する 

と同様、 州に対し何らそのような 制限をおかない」 との判断を示し 
たのであ る。 

ニュー ョ一 タタイムズ事件の 裁判では、 連邦最高裁はニューヨー 
クタイムズ事件の 広告に含 まれている情報の 質に依拠するバレンタ 

イン事件の商事的言論と、 有料広告とを 区別した 何 。 ニューヨーク 
タイムズ事件の 広告は、 重要な社会的関心事に 対応した情報伝達で 
あ った ヒ い う 理由で、 それは修正第一条の 保護を受けるに 値する。 

修正第一条の 保護を受けられないとしたならば、 表現の自由に 障 
害 をもたらすことになる 50 。 しかしながら、 1973 年連邦最高裁は ピ 
ッ ツバー グ   事件 (PiCtsburgh  Press  Co. v.  Pitts  burg  Com  m  ,n  on 

Human Rela Ⅱ ons) 51 で判決を下し、 求人広告に「女性」 と「男性」 

を区別することを 禁止する州の 法律を支持した。 その決定は純粋な 

商事的言論と 公的問題を議論する 形としての広告を 区別した。 信用 

報告機関を憲法修正第一条から 保護することを 否定した第五巡回 区 
連邦控訴裁判所 52 と第八巡回 区 連邦控訴裁判所 B8 は、 信用報告機関 
の 業務を純粋に 商業的活動 ヒ みなす理由により 信用報告を保護の 対 

象外とする判決を 下したのであ る。 

ガ一ッ 事件の法廷意見およびそれに 続く商事的言論原則の 展開は、 
信用報告機関に 対する修正第一条の 保護を否認する 背後にあ る理由 

付けの再検討を 求めている。 1976 年のバージニア 州製薬業理事会事 
件 ( Vi7 グ ざ 7 ユ血 ぷね te Boar,d o ダ Ⅰ 力 an, 皿おグ v. Vi ゴ r 。 g 加乃 ピ ゴ % ゴ ze 五 s 

む 0 万田切 e グ Coun クガ，血め 穏において、 最高裁は、 薬品価格の広告 
の 保護については 憲法修正第二条の 準則に従った。 商業的情報の 伝 

達における社会および 消費者個人の 利益を主張しながら、 最高裁は 

以下のように 述べた。 

広告は、 しかしながら、 時にはそれが 味気なく過度にもみえるの 
であ るが、 何のために、 いくらでその 商品を作ったり、 売ったりす 

る人に関する 情報の伝達手段となる。 我々が、 自由企業経済を 維持 

している限り、 我々の大量の 資源の分配は、 無限の民間部門の 経済 

48 Id ・ at 54-55. 

49@ 376@ U ． S ． at@ 266   

50  Ⅰ ガ   

51@ 413U ・ S ， 376(1973)   

62@ Hood@ v ，． Dun@ &@ Bradstreet ， Inc ・， 486@ F ， 2d 2 5 (5@ Cir ， 1973) ， 

cert ・ denied ， 415@ U ， S ， 985@ (1974)   
"@ Millstone@ v 。 O ， Hanlon@ Reports ， Inc ， ， 528@ F ・ 2d@ 829@ (8th@ Cir   

1976) ． 

s4 4.25 U ， S ， 748(1976)   
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決定を通して 行われる。 これらの決定は、 全体として、 聡明でかっ 
よく知らされるべきであ るという点において、 それは公的関心事で 
あ る。 最終的には商業的な 情報の自由な 流通は不可欠なものであ る 
とかえる 55 。 」として、 商業的情報であ る広告の自由な 流通を意義 づ 
けた。 

3 , セントラル・ハドソン 事件判決と 衡 
その後における 最高裁の決定は、 政府の言論規制をも 含む商事的 
言論に対する 衡量テスト (balancing test) を発展させていった。 
連邦最高裁は、 セントラル・ハドソン・ガス 電気会社事件 (Central 
H  udson  Gas  &  Electric  Co 『 p, v. Public  Serv ぇ ce  C0m  m  ,n) 56 におい 
て 以下のように 述べた。 

商事的言論の 裁判例では以下の 4 つの判断基準が 示されるであ ろ 
う 570 

① 修正第 1 条によって保護される 商事的言論は 少なくとも法的行 
為に関連して い なければならず、 ミスリードするもの ( 誤った 
方向に導くもの ) であ ってはならない。 

② 主張している 政府の利益は 実質的なものであ るかどうか問わ 
なければならない。 

以上の前提を 満たした上で、 

③ その規制が政府の 利益を直接増大させるかどうか、 

④ 政府の利益に 貢献するために 必要以上に広範囲にわたるもので 
はないかどうか。 

「もし、 信用報告が商事的言論の 範 濤 には い るとすれば、 信用 報 
告 機関は必ずしも ガ一ッ 事件やニューヨークタイムズ 事件の判例で 
示されたような 保護を受ける 必要はないであ ろう、 なぜならば商事 

的 言論は 、 他の憲法的な 保護を必要とする 言論よりは少ない 保護で 
すむからであ る。 そのような意図が 述べられているにもかかわらず、 

最高裁は、 言論はその内容の 社会的価値に 基づいて保護されている 

という理論を 完全には放棄していないと 言ったほうが、 より正確で 
はないだろうか。 たとえもし、 ニューヨークタイムズ 裁判から ガ一 

ツ 裁判の線に沿った 理由付けが、 信用報告機関関連における 名誉 殿 

損 裁判の射程に 及ばないとしても、 名誉 致損 訴訟によって、 そして 

たぶん FCRA の類似規定によっても 一 脅かされる商事的言論におけ 
る 侵害を考えた 場合、 信用報告に対しては 別種の保護を 必要とする 

s6@ Id ・ at@ 765   

56@ 447@ U ， S ． 557@ (1980) 

57 長谷川 注 : この点を整理した 先行研究の判例批評として 宮原 均 
「構成信用報告法の 合衆国憲法適合性」 [ クレジット研究 12 号 山 
( クレジット研究所、 1994 年 ) 145 頁があ る。 
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であ ろう。 」 

消費者の利益のみならず、 消費者報告機関の 利益とのバランスが 
重要との立場に 立っ Maurer は、 信用報告には 別種の保護が 必要であ 

ろ う という兎角 牢 であ ると 月ヨ 、 われる。 

第 5 節 裁判例からの 検討 

FCRA 制定前は名誉 般損 法理により、 法的救済を受けるのが 実質的   
に困難であ ったが、 どのように訴訟による 救済が変化していったの 
を 検証する必要があ る。 前節においても、 若干の検討を 行ったが 本 
章 ではより具体的な 裁判例をみていくことにする。 1 . 最初に相対 
的免責特権 が信用報告機関に 付与されてない 州の場合、 2. 相対的 免 
賈 特権 が付与されている 州の場合に分けて 検討を行 う 。 

几 FCRA 制定と名誉 殿損 訴訟の変化 
( 1 ) 信用報告に相対的免責特権 が付与されねいことの 再 確認を行 
ったジョージア 州の裁判例 

前章でも触れたが、 FCRA 成立の過渡期に 争われ、 名誉 搬損法 にお 

ける相対的免責特権 の意義、 損害賠償請求の 要件、 先例の検討等 示 
唆に 富む論点が提示されているジョージア 州における以下の 裁判の 
全容を紹介する。 

  

David  P0pe  H00D  v.  DUN  &  BRADSTREET, INC ， ， No ， 72-1233 

原告・控訴人 : D  av;d  P0pe  H  OOD  (X  ) 
被告・ 被 控訴人 : DUN  & BRADSTREET, INC. (Y) 

合衆国第 5 巡回 区 連邦控訴裁判所判決 ( 1973 年 9 月 14 日 ) 
高 弁論及び裁判席における 再審理は否決Ⅰ 973 年 田月 れ目 ) 

、 /  ョ一 ジア川北部地方裁判所判事リチヤード C . フリーマン 
(Richard C. Freeman) 判事は消費者報告機関のサマリージャッジ 
メントを認容した ( 判決理由 : Y はジョージア 州法により相対的免 
責特権 を付与されている。 相対的免責特権 を無効にするための 現実 

の 悪意が証明されていない 几 そこで、 X は控訴した。 本 判決はその 
控訴判決であ る。 

第 5 巡回国控訴裁判所 ( 以下「裁判所」 とする ) 判事イングラハム 
(Ingraham) は、 以下のように 判 示した。 

[ 判示 事項 ] 

①一部の報告書の 記述はジョージア 州法の名誉 股 損を構成しない 
が、 他の記述に関しては 注釈により名誉 殿 損の可能性があ る。 

②信用報告は、 憲法修正 第 1 条の相対的免責特権 として付与されて 
いる 「一般的あ るいは公共の 利益に関する 事項」 にあ たらない。 

③報告機関はジョージア 州法による相対的免責特権 を付与されて 
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れない。 

④ X は特別損害を 充分に証明している。 

二判決 コ 破棄差し戻し 

(1) 事実の概要 
X はジョージア 州 アトランタ近辺におけるガソリン 給油所の建設 
を 主に事業としている 建設業者であ る。 X は約 27 年間建設業務に 従 
事し 、 財務状況および 事業経営面において 良好な評価を 得ていた。 
Y は、 個人や企業組織に 関する実質的な 信用情報を情報利用者に 
提供している 信用報告機関であ る。 信用情報は、 被告と特に契約書 
面を取り交わした 会員であ る情報利用者 (subscrib ㏄ ) に提供され 
る 。 

1968 年 10 月、 Y は X に関する信用報告を 作成しⅡの情報利用 
者に配布した。 その報告書には 以下の 4 点について名誉 致損 に当た 
る 内容が記載されていた。 

信用報告の表現が 名誉 殿損 に当たると X が主張した 4 点 

① 日時を特定する 情報を得るのが 不可能であ る X の妻に対して、 
1968 年 10 月に X に関する詳細な 聞き取りを行ったこと。 

② 利益に関する 事項として、 X は売り上げが 10 万ドルを越えて 
い るが 純 価値は 8 千ドル強であ るといわれたために、 財務 情 

報を常態的に 低く評価されていた。 これら 2 つの推定評価額 
は 1967 年に提供されていた。 

③ 公的記録によると、 1968 年 10 月に Whittock DobbS Inc. から 

X に対し、 事件番号 248479 の訴訟が提起されている。 また 
1968 年 4 月には、 Westron Corp 社から x に対し事件番号 
238558 の訴訟が提起されている。 

④ 完壁な詳細 ( 情報の収集 ) は可能ではないが、 X の取引は限定 
されたものであ るため、 運転資金の回転率が   鈍い。 

Y は二つの訴訟が 提起されたことを 確認している。 その訴訟の原 
告の氏名は X とは別人の Dav 田 Hood であ った (X は David Pope 
Hood ㌔ Y は追加的な報告書の 誤りについては 争ってれない。 
報告書は虚偽の 内容であ るた・ め 名誉 致損 にあ たるとして、 X は ジ 

ョ一 ジア 川 北部地力裁判所 ( 以下「地方裁判所」という ) に提訴した。 

当該の報告書は X の事業を危うくし、 その結果彼は 損害を受けたと 
いう事案であ る。 XY 双方ともサマリー・ジャッジメントを 申立て、 
地方裁判所は Y の申立てを認容した。 判決理由は 、 Y がジョージア 
州の ・相対的免責特権 を付与されていること、 X は特権 を無効にする 
現実の悪意を 証明していないというものであ った。 地方裁判所の ヰ :U 
決 に対して X が控訴した。 これが本件であ る。 

(2) 控訴裁判所 ( 以下裁判所という ) における争点、 
次の 4 点について争われた。 
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① 報告書の内容が 名誉 殿損 的な屯のであ るかどうか、 もしそうであ 

れば、 それらはそれ 自体で名誉 殿損 的なものか、 

②被告は、 ニュー ョ一 タタイムズ事件の ( 合衆国連邦 ) 憲法特権 を 

付与されているか、 

③ 被告はジョー ジア州法に規定されている 相対的 免賈 特権 を付与 
されているか、 

④損害を受けたことについて、 要件を充たす 証明がされているか。 
なお、 事実については 双方に争いがない。 

( 判示 事項は冒頭に 記述しているが、 さらに詳細に 検討を行う。   

控訴裁判所は 次のような判断を 示した。 

① に対しては、 名誉 殿損 あ るいはただちに 名誉 殿損 に当たるとした。 

② に対しては、 バレンタイン 事件 ( 1942 年 ) の先例を挙げ、 信用 
報告は、 一般あ るいは公共の 利益に関する 事項の定義の 範囲には 

入らないと 判 示した s60 
③ についてはより 詳細な検討を 行っているため、 後述する。 

④ に対しては③同様詳細な 検討を行っているため、 後述する。 

(3) ジョージア州法の 相対的免責特権 

Y の主張は、 報告機関はジョージア 州法に基づく 相対的免責特権 
を 付与されるべきであ るというものであ るが、 それに対し裁判所は 

「この争点の 有効性を決定するために、 判例の法源、 制定法の執行 

および相対的免責特権 にあ る原則を検証する 必要があ るⅡとして 詳 

細 な検討を行っている。 以下は裁判所の 解説を要約したものであ る。 
ジョー 、 ジア 州と アイダホ州の 二州を除き、 多くの裁判所は 信用 報 

告 機関が相対的免責特権 を付与されているかどうかの 判断を求めら 
れていた。 現在の．ところジョージア 州は コ モンロ一の相対的免責 特 
権 と明瞭に区分した 制定法を有しており、 それは以下のように 規定 

されている。 

[ 特権 を付与された 通信 ( 情報取引Ⅱ (Ga ・ Code Ann ・ ｧ105-709) 
次については 特権 を付与された 通信 ( 情報取引 ) とみなされる     
1. 公的義務の遂行において 誠実に作成された 報告書。 
2. 法的あ るいは道徳的いずれの 場合においても、 私的義務の遂行に 

関する同様の 報告書 

3. 公表者側に立ち、 同人が関係する 事柄における 同人の利益を 保護 
するために、 真実の意図に 基づいて作成された 報告書 

これらの三点に 関する通信 ( 情報取引 ) は特権 を付与されている。 も 
し   、 本 裁判所が何ら 本件における 個別的な検討を 行わずにいれば、 

信用報告はその 条項の範囲に 含まれ、 相対的免責特権 を付与される 

ことになるだろうと 理解できる。 

58 バレンタイン 事件判決については 本論文 108 頁参照。 
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(1) ジョージア州の 相対的免責特権 に関する裁判の 歴史的経緯 

相当早い時期に ( 1886 年 ) ジョー ジァ州 最高裁判所は、 消費者報 

告 機関が相対的免責特権 を付与されているか 否かという問題に 直面 
していた。 この同一の制定法を 解釈する際に、 ジョージア 州 最高裁 
は ジョンソン 対 ブラッドストリート 事件 (1886 年 ) の判決理由を 引 
用した 5g 。 そのときの判決理由は 原告に関する 信用報告に虚偽があ 
りそれゆえ道徳に 反するというものであ った。 反 道徳的な契約は 無 
効 であ るから、 法的あ るいは道徳的義務はなく、 結果的に、 信用報 
告を提供することは 相対的免責特権 法 ( conditional priv 土 lege 
statute) 条項の範囲には 含まれないという 判断であ った。 さらに、 
後に続くジョージア 州 最高裁の決定は、 ジョー ジア州においては 消 
賢者報告機関に 関しては、 「なぜそうであ るべきなのかという 一歩 
前に進んだ健全な 議論がない」 という単純な 理由だけで、 いかなる 

相対的免責特権 も付与されていないという 判断に「定型化されたも   
の 」 となっていた。 

(1 Ⅰ )  ジョー ジア州の相対的免責特権 に関する判例変更をすべきか 
否 か 

それゆえ、 本法廷において、 これら初期のジョージア 州の判例 変 
更 をすべきであ るかについての 強行理由があ るかどうか検討しなけ 
れ ば ならない。 

同一の問題を 考えるにあ た     本件に関して 地方裁判所は、 ジョ 
一 ジア州の先例に 依拠せずに、 ェリ 一対トンプキンズ 事制 E,i 。 R.R   
Co, v, Tomp ㎞ ns, 304U 下 ・ 64, 58  S  .Ct. 817, 82  L  Ed. 1188 Ⅰ 938)) 連邦 最 

高裁判決に従うべきであ るとする。 地力裁判所は、 信用報告機関に 

関して相対的免責・ 特権 が付与されるか 否かという争点を 再検証し、 

報告機関はそのような 特権 を付与されていると 結論付けた。 先例と 

して ェリ 一対トンプキンズ 事件判決を挙げた 地方裁判所は、 ジョー 
、 ジア 州 最高裁の初期の 判決と異なった 結論に到達した 主な理由を二 
っ 明らかにした。 

① Cochran  v.  sears & Roebuck Co ・ ， 72 Ga ・ App ， 458. 34 S ， E ・ 2d 

296(1945) を先例として、 ジョー 、 ジァ川上訴裁判所の 決定を引用する。 
当該裁判において、 悪意がな く 、 範囲及び配布先も 限られている 契 
約 書のような私法的義務に 従って作成された 報告書は、 名誉 鍛損 的 

な内容であ っても責任を 課されるべきではない、 との判断が示され 
た 
②当地方裁判所は、 商業化社会における 信用情報の有用性が 公的利 

益に資する、 と判断する。 

(ii) 裁判所の相対的免責特権 に関する見解 

59 本論文 55 頁参照。 
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地力裁判所の 判断理由は全面的に 有用ではないというわけではな 

いが、 われわれはジョージア 州 最高裁の初期の 決定に固執する 別の 

根拠を見出すものであ る。 

まず、 相対的免責特権 それ自体に存在する 原則に関連するもので 

あ る。 信用報告機関に 相対的免責特権 を付与 - することを最初に 表明 
したのは 1914 年であ った ( としてスミスの 論文 187 頁を引用して 

いる㍉その理由は、 もし特権 が存在しなければ、 名誉 般損 訴訟の費 

用により報告機関は 事業から撤退させられ、 信用情報源が 枯渇し、 

信用供与を得ることが 困難となる。 結果としてわが 国の商業的発展 

に困難をきたすことになるであ ろうという考え 方が述べられている   

1914 年以来多くの 裁判所は相対的免責特権 に対する根本的な 理由 

を検証することなく、 明らかにに信用報告機関への 特権 の付与を盲 

目的に行ってきた。 我々は少なくとも 次の二つの理由により、 初期 
のジョージア 州 最高裁の決定を 支持することができる。 
  実証的な分析によるスミス 理論の妥当性への 疑問 

相対的免責特権 付与の拒絶を 表明している 数少ない州においても 

信用報告機関は 存在し、 信用報告業務を 円滑に運営している。 スミ 
ス 理論の根底にあ る仮説が正しければ、 ジョ 一 ジア 州 あ るいはア イ 

ダホ州には信用報告機関が 一つも存在しないことになる。 加えて、 

ダン & プラッドストリートだけがジョージア 州において順調に 経営 
している信用報告機関ではない。 少なくとも 20 社はあ り、 中でも 

リテール・クレジット・カンパニー (Retail Credit Co,,) は合衆国 
で も 屈指の信用報告機関であ る。 更に実証的見地からみる ヒ 、 アイ 

ダホ州は相対的免責特権 が認められていない 州であ るが、 Boise に 

おける信用取引と、 特権 のあ る隣のワシントン 州の Spokane とと ヒ致 
して、 相対的免責特権 を付与されていないアイダホ 州においても 信   
用 情報の入手は 可能であ り、 商業的信用取引を 阻害していない。 論 

理 的に無理があ るこ ヒ 、 実証的分析の 欠如があ ることにより、 本法 

廷において、 本件の場合、 信用報告機関には 無定見に相対的免責 特 
権 を付与すべきでないと 結論づける。 

三 報告機関から 調査対象の個人及 び 企業の保護へのシフト 一 

FCRA の成立に関連して 
信用報告に関する 消費者保護の 進展は FCRA のような立法から 明 

白 となった。 FCRA に従い、 信用報告機関は 消費者の開示の 求めに 

応じて情報源及び 内容について 開示をしなければならない ( 第 606 
条 [ 消費者調査報告の 開示 ] 几 消費者は消費者報告の 訂正と異議を 述 

べる権 利を有する ( 第 6 Ⅱ 条 [ 正確性について 争いのあ る場合の手 

続 ] ㌔そして、 情報を利用できるのは「合法的な 商業目的」の 場合 

に 限られている ( 第 604 条 b 項 (3) 号 (E) ㌔さらに FCRA は、 同法の 

条項に従って 異議申立てを 行う以覚は 、 コ モンロ一による 訴訟を排 
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除していない ( 第 610 条 [ 消費者に対する 開示の要件及び 形式 ] ㌔そ 
れゆえ、 我々は実証分析に 基づいた資料等及び 消費者保護の 現代的 
な 視点から、 地力裁判所はジョージア 州 最高裁初期の 判断に則り、 
ジョージア州法の 下では被告には 何等相対的免責特権 は付与されな 
い と思、 科する。 

(4) 特別損害の証明 
ジョージア州法の 下で名誉 搬損 訴訟を提起する 場合、 原告は連邦 

民事訴訟規則 (F.R,Civ.P.(9)) に基づき、 ただちに名誉 搬損 的な言説 
とはいえない 場合、 特別損害を証明しなければならない (Mell v     
Edge, 68  Ga. App. 314, 22  S.E. 2d  738,  739  ( 1942))0  特別損害 
とは次に述べるような 損害をいう ( Ga.Code  Ann. . S 105-2006 
( 1935) ㍉ すな ねち、 「行為から実際に 生じる損害」であ る。 特に 
特別損害は 「金銭、 あ るいは金銭的価値を 評価できる具体的で 一時 

的な利益の損失」 を証明することによって 得られる ( 上記の判例 メ 

ル 事件判決で示された 判断であ る 60 。 職 、 収入あ るいは収益を 失 う 
ことは特別損害の   範 濤に 属し、 被告の言説がそれ 自体で名誉 殿損と 
ならない場合には、 名誉 殿損 訴訟提起を決定するに 十分な損害を 証 
明しているとかえる。 

(i) X が主張した特別損害の 二点 
① Bradstreet v. OSwald(1894) を例に挙げ、 ジョージア 州 最高裁は 
上記の裁判において、 

特別損害は信用報告に 誤った記述が 掲載された結果、 原告が被っ 

た 精神的苦痛を 金銭的 山損 にあ てはめたものい う とする。 

X が主張する特別損害とは、 X が誤った信用報告により 受けた 危 

害 のために、 すべての時間が 事業に関するに 費やされ金銭的な 損失 

を 被ったというものであ った。 X は Y の調査に関し 詳細な説明を 求 

められ、 かっ資料となる 手紙を入手するために、 関係者 ( 保証会社、 

保険会社及び 銀行員を含む ) と 接触する必要が 生じた。 また、 真実 

か つ 正しい財務情報を 取得するために 会計士とも接触しなければな 
らなかった。 さらに、 X は Y の代表者とニ 国協議することを 求めら 

ね 、 顧問弁護士に 相談し、 石油会社及び 関連業者とも 折衝しなけれ 

は ならなかった。 それは X がガソリンスタンドの 建設を主な業務と 

していたため、 真実の信用状態の 確認を促し、 一度削除された 入札 

リストに再度 X を加えてもらうために 必要な折衝であ った。 

② 顧客や建設計画に 関することで 特別な理由がなれにもかかねら 

ず、 売り上げが減少した。 特別損害の証明においては 次のことも 求 

められている。 すな む ち、 「 X が、 あ る一定状況のもとで、 X の事業 
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が 縮小し、 それは特別な 顧客によるものと 指摘することが 不可能で 

あ ろうということを 知るときのみ」との 証明ができるときであ る 61 。 
X は、 通常の業務における 帳 簿上の情報に 基づきそのような 損失 

を 受けたとして 争っているが、 X は被害を証明したことが 認められ、 
少なくとも特別損害を 被ったことを 陪審に証明することができて 
い るとする。 

(ii) 裁判所による 損害賠償請求の 認容 
本 事件の差戻しを 正当化するため、 当 裁判所は以下のことを 明確 

にする必要があ る。 訴 答書面における 主張及び特別損害を 証明する 

において、 X の能力を認定するための 調査への回答、 および当該 信 
月報告がそれ 自体名誉 搬損 となるものでない 場合における 損害賠償 

の前提として 必要なもの、 これらが存在するかどうかであ る。 
法 により推定される 通常損害の算定については、 陪審の偏見や 先 

入観を排除するため 裁判官の裁量的判断によるものに 限定されてい 
る 62 。 懲罰的損害賠償を 課する場合には 悪意の証明が 必要であ り   
州法による免責事由が 存在しないこと、 及びその場合には 名誉 殿 損 
の要件を満たすことが、 規定されている (Ga,Code Ann. S % 105 一 
2002,  105 一 2003(1935);  アト           、 ジャーナル 対 ドイヤル事件 
(  AtIanta  Journal  Co, v    Doyal,  82  Ga.  App.  321,  60  S    E.2d 

802 Ⅰ 950) ) 参照。 さらに、 原告が「被告が 不実な行為を 行った と 
き、 訴訟原因の要件を 充たす行為をしたとき、 あ るいは原告に 不必 

要なトラブルや 出費をもたらしたときにあ たる」 という十分な 物的 

証拠を提示できた 場合は、 陪審は訴訟費用も 損害賠償の請求として 

認 。 足 することができる (Ca   Code Ann. S20 一 1404 ( 1935) )0 これ 
も アトランタジャーナル 事件を例に挙げて 説明している。 

X が 特 ・ 別 損害を証明できたとするに 十分な事実があ り、 Y が信用 
報告に名誉 里損 的な言説を記 してそれを公表した 結果、 X が被害 

を 受けたことに 対し損害賠償請求を 認定できるので、 本法廷は破棄 

差戻し判決を 下す。 

高弁論中立棄却。 再審理中立棄却。 本法廷意見は 全員一致。 ただ 

し 、 アインスワース (Ainsworth) 判事は地裁の 判決理由を支持し 
ている。 

一なお、 この判決は約 30 年後の 2004 年 12 月にジョージア 州で新 

たに下された 名誉 製損 訴訟で、 FCRA と州法の優先関係が 争点、 とな 
った エディ ・ リー・ジョンソン 対 シテ ィ モーゲージ事件 ( 以下 「 エヂ 

ィ ・ジョンソン 事件」 という。 ) ( Eddie Lee Joh Ⅱ son III v   

6l  M  cConm  i 化 前掲 422 頁が引用されている。 

62  先例として Brown  v. Autry, 78  Ga. 753, 3  S 皿   669( 1887) が 挙 
げられている。 
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CitiMortgage, Inc   USDC-N.D   Georjia@ (Atlanta)No   

1:0 か CV-856-ODE; December28, 2004) で再度検討・された。 簡単に解 
謝 すると、 X は「延滞」と 記載された報告内容に 誤りがあ ったとして 
Y に訂正を求めた。 Y は応じなかったため、 X は Y が故意に X の 権 

利 と利益を侵害したと 提訴した。 Y は、 FCRA は州法に優先するの 
で、 州法の規定からは 免責されると 主張して争った。 エ バンス裁判 

官は、 1996 年の改正法の 規定でも明文化はされてないが、 FCRA の 

条文がすべて 州法に優先するという 解釈は正しくないとした。 

そして、 第 610 条 (e) 項及び第 624 条 (b) 項 (1) 号 (F) の 2 つの条項 
ほ ついて新たな 判断を示した。 すな ね ち、 州の成文法については 第 

624 条 (b) 項 (1) 号 (F) が適用され、 州の コ モン・ ロ 一に基づく請求には 
第 610 条   (e) 項が適用される、 として第三のアプローチを 示したので 
あ る。 従って本件の 場合、 州の コ モン・ ロ 二に基づく名誉 般損 訴訟が 
適用され、 消費者報告には 相対的免責特権 が付与されないという ジ 
ョ一 ジア州の判例を 再々確認することともなった 63 。 一 

㏄ h 参照条文 ] の内容は以下のようになる。 
① 第 610 条 (e) 項 ( 邑 1681h(e)[ 消費者に対する 開示の要件および 
形式 ] 
消費者は、 第 616 条及び第 617 条の規定する 場合を除き、 消費者 
報告機関、 情報利用者又は 消費者報告機関に 情報を提供した 者に対 
し 、 第 609 条、 第 610 条若しくは第 615 条の規定により 開示された 
情報を基礎として、 又は消費者報告の 利用者が消費者報告中の 情報 
を理由の全部または 一部として不利益取り 扱いをした消費者に 開示 
し 若しくはその 消費者のために 開示した情報を 基礎として、 名誉 穀 
損 、 プライバシー 侵害又は注意義務違反という 種類の訴訟その 他の 
手続を提起することができない。 ただし、 消費者を害するため 悪意 
または故意で 提供された虚偽情報に 関してはこの 限りではない。 
② 第 623 条 [ 消費者報告機関に 情報提供する 者の責任 ] 
仙 )(1) 消費者報告機関に 何らかの情報を 提供した者は、 第 6 皿 条 

  

ればならない。 
(A) 争われている 情報に関して 調査をすること。 
(B) 第 6 Ⅱ 条 (a) 項 (2) 号の規定により、 消費者報告機関から 提供さ 
れた関連情報のすべてを 検討すること 
(C) 情報に関する 調査結果を消費者報告機関に 報告すること 
(D) 調査により、 その情報が不完全または 不正確であ ることが明ら 
かになった場合には、 その者が、 その情報を提供した 消費者報告 機 
関 であ って、 全国規模で消費者に 関するファイルを 作成し、 これを 
保有する消費者報告機関のすべてに 対し、 調査結果を報告すること。 
③ 第 624 条 (8 1681t) [ 州法との関係 ]   

(b) 次の各号に掲げる 事項に関しては、 州法により義務及 び 禁止 
を課すことができない。 
( 1 ) 次の掲げる規定の 対象となる事項 
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( 2 ) 損害賠償の請求が 認められ、 かっ差止め命令も 発給された 裁 
判例 

民事救済は損害賠償が 主なものとなっているが、 本件はジョージ 

ア州 最高・裁判所が 地裁の差止命令を 支持した裁判例であ る。 
リ テイルクレジットガラッセル 事件 (  Reta Ⅱ㎝ edit  Company  v, 
Russel  234  Ga.765;  218  S.E.  2d  54  (1975)  ) 
原告・ 被 上訴人 : Russel(X) 

被告・上訴人 : Retail Credit Co., (Y) 

X は前庭主の金員を 窃取し解雇されたと、 事実に反することを Y 
の 作成した信用報告に 記載された。 ・ X は虚偽の記載により 被害を受 

けたと損害賠償を 求めて提訴した。 Y は相対的免責特権 により保護 
されると主張したが、 地力裁判所は「虚偽の 報告書に対する 責任は 

免責されない、 従って Y は特権 を付与されていない」との 判断を示 
した。 陪審は X の請求する損害賠償請求を 認める評決を 下した。 地 
裁は差止命令も 発給した。 ジョージア 州 最高裁判所は、 差止命令・は 
憲法違反の先例に 該当しないとの 判断を下し、 原審判決を支持した。 

2 , 相対的 免黄 特権 が付与されている 州の裁判例 一 債権 
信用情報の取扱い 
プルーム 対 1.0 ， システム事件 ( Bloom v, I.0.System, Inc., 
972F.2d  1067  (g  th. Crr,  1992) 

公正信用報告 法 (FCRA) の下で名誉 殿損 訴訟を提起するためには、 
加害者側に、 故意または被害者を 害する意図があ ったことを証明し 
なければならないとされた 事例であ るが、 本件では別の 大きな法的 
問題、 債権 譲渡に伴 う 信用情報の取扱いについて 参考になるので 検 
討を行う。 本件では FCRA の他に CCPA の第 1 編であ る貸付真実法 
(Truth № Lending Act 二 TILA) 及び公正債務取立行為法 (Fa Ⅱ 
Debt  C0llecM  0n  P 『 acH  ces  Act 二 FDPA  ) も検討されているが、 FCRA 

0 部分についてのみ 検討を寸 う ・ う 。 
Ⅹは弁護士であ るが、 1985 年に友人の訴 外 A から個人的に 5 、 000 
ドルの融資を 受け、 所有するソフトウェアの 会社に投資した。 X は 

1986  年に 3,500  ドルを返済した。 

A は 1987 年に 、 A が所有する個人営業の 保険代理店を 法人化し、 
B 保険会社を設立した。 B は 1988 年に債権 回収業者であ る Y に債権 

( 醸 第 623 条 一 消費者報告機関に 情報提供する 者の責任。 ただし、 
この規定は次の 規定に何らの 影響も及ぼさない。 
マサチューセッツ 州法第 93 章第 54(A) 条 (a) 項 (1996 年の消費者 信 
月報告 法 が制定された 日に効力を有しているもの。 ) 
カリフォルニア 州法第 1785.25 条 (a) 項 ( 1996 年の消費者信用報告 
法 が制定された 日に効力を有しているもの。 ) 
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を譲渡した。 その際、 A が個人的に融資した X の債務は債権 譲渡の 

対象にならないはずであ ったが、 B の従業員が誤って X の分も入れ 
てしまい、 消費者報告機関に 通知し 、 x に対して督促状を 送った。 

X は A に連絡し 、 A は Y に対し X の債務は誤りであ るとし、 Y の 
求めに応じで 書面による説明も 行った。 Y は X の債務について 「 争 

われている」 ヒ [ 信用報告 ] に記載し、 「債務不存在の 証明」を A に 求 

めるのは不合理なことではないと 主張した。 
X は t989 年、 連邦地裁に (1) 違法な債権 取立てであ る、 (2) 名誉を 
殿 損している、 として Y を提訴した。 第 1 審では Y 勝訴。 X は合衆 

国連邦第 9 巡回 区 控訴裁判所に 控訴した。 

第 9 巡回国控訴裁判所は (1) 融資は「営業用」であ ること、 (2) 信 
用 報告に記載したことは「悪意」あ るいは「故意に 名誉を傷つける」 

ことを証明するものではないとして ， Y 勝訴の原審を 支持した。 
本件の場合， X 及び X に融資した A は債務不存在を 主張している 

が、 Y にとってその 経緯を知ることができず、 B から Y に法的に有 
効に譲渡されているため、 X の主張が認められなかった。 FCRA 第 610 

条 (e) 項は、 故意の場合には 州の不法行為訴訟 ( 本件の場合名誉 殿 
損 ) を 提起できるとしているが、 故意が認められなかったため、 名誉 

致 損の主張は斥けられた。 

ここで問題となるのは、 消費者報告の 内容的に誤りがあ る ( 債務は 

個人的なもので、 譲渡の対象にはならない ) 場合でも、 法的に有効 
な 契約のもとに 債権 が譲渡されてしまった 場合に X が損害賠償請求 
するためには、 Y の「悪意」または、 「故意」を証明しなければなら 

ないという点であ る。 
Y が、 「回収すべき 債権 の総額は減ったけれども 債権 回収の手数 
料は当初のまま 維持するなど」 B に対し、 「契約上の責任を 追及すれ 

ば足りるのではないか」 という見解もあ る @4 。 また、 A は「もとも 
と 保険代理店を 個人で営業してたのであ り、 ‥・法人化の 際に、 純粋 
にパーカー ( 長谷川 注 : X ) の個人的な債権 債務が、 代理店営業に 関 

達 する債権 債務 ヒヒ もにパークウェスト ( 長谷川 注 : B) に引き継が 
れた格好になったということは 考えられないことではないであ ろう。 
なぜ、 こうした説明を 全くしなかったのであ ろうか」 と裁判により 
争点が複雑になってしまったことに 疑問を呈しているⅡ。 債権 譲渡 
に 伴う情報流通の 問題については、 本論文の筆者が 第 1 章で若干 の 

64 相川忠夫 [ クレジット研究 19 号 J1( ク レ ぐ いノ ット研究所、 1998 年 )19 
2 頁。 
65 相川助教授は「改正法からの 考察」と題して、 本件判例の中で 情 
報 提供者の義務として、 1996 年の改正によって、 再調査に協力すべ 
き 義務 ( 第 623 条 (b) 項 ) と 、 提供する情報の 正確性に注意 は払 
うべき義務 ( 同条 (a) 項 ) を負うことになったと 指 - 揃している。 
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検討を行っているⅡ。 

3 .  情報提供者の 責任 一 ネルソン事件判決による 検討 
信用情報機関に 誤情報が提供されたことにより 与信 が拒否された 
場合、 信用情報機関や 情報の利用者は 民事責任を問われたが、 情報 
提供者は免責されることが 多かった。 これは 1970 年法の下では 情 
報 提供者の責任について 明文規定がなかったことも 関係するが、 判 
例・通説は「責任を 問われない」 とされていたことも 大きい。 FCRA 
について多くの 著書があ る Maurer は 70 年法の情報提供者に 対する 
改正案を提案している 670 

その後 1996 年改正法の下で、 情報提供者に 責任あ りと 判 示され 
た ケースがあ らわれた。 以後に続く裁判も 責任を認めるものが 多く 
なった 68 。 以下に紹介するネルソン 事件判決において、 ヌ ー ナン 判 
事は新たな法律構成を 提示した。 

トピー・ D, ネルソン 対 チェイス・マンハッタンモーゲージ ィ牛 

(  Toby  D.  Ne 卜 on  v.  Chase  Manhattan  Mortgage  Corp,, 
282F ， 3d 1057 ， 9th Cir 。 2002)) 

[ 合衆国第 9 巡回 区 控訴裁判所 ]   

[ 判決 ] 破棄差戻し 
情報提供者に 対する請求原因の 存否について 争われたが、 当事者 

は X,Y の他に、 訴覚 として信用情報機関の A 、 B 、 X の連帯債務者 (co- 

66  28  頁。 

67  V Ⅱ ginia  G    M  aurer  &  Rober 毛 E. Thom  as, つ オサみゐ ゑ se  沖オ グ女 et メ 五 % 
Prac だり e      ⅠⅠ otectn 刀匠 む 0 刀 sum  er  正ァ iva 収 ， 16Journal of Public 

Policy  &  M  arketn 五 gl ppl52 一 15 る (1997)  では、 「 FCRA  は、 名誉 殿 
損 訴訟については 免責されるという 規定を設けたが、 連邦法として 
州の コモンロー訴訟に 代わる法的救済を 与えた。 しかし情報提供者 
に 対しては何ら 実効性のあ る救済手段を 規定していない。 」と指摘し 
ている。 また、 「現行 ( 長谷川 注 Ⅰ 970 年渋江 CRA は、 不完全で不正 
確 な情報提供者に 対する訴訟は、 消費者信用報告機関に 対してのみ 
提起できる」 と規定している。 
Maurer による改正提案は「① ( 不完全あ るいは不正確な 情報の 
提供 ) の訂正や再調査の 義務違反に対して 責任を問 う 。 ②従前の誤 
情報の訂正及び 通知義務に対する 責任規定を設ける」 というもので 
あ る。 
最終的には、 要約する ヒ 「情報提供者は 再調査義務を 負う (PCRA 
第 611 条 h  とい子規定となった。   

68@ Scott@ v ・ Amex@ /@ Centurion@ S&T ， 20.01@ WL@ 1645362(N ， D ・ Tex   
Dec ・ 18:@ 2001);@ Thomasson@ v ・ Bank@ One ， Louisiana ， N ・ A ，， 137@ F   

Supp. 2d  721(E.D. La  2001) 等多数。 
これらと反対に、 従前の判例を 踏襲したものとして、 Carney v   
Experian  Information  Solutions, Inc., 57 F. Supp. 2d  496  (WJD   
Tenn. 1999). が挙げられている。 
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obligor) で、 1998 年 2 月に破産した C 、 X が新たな 与信 申込みを行 
った銀行であ る D が関係したケースであ る。 
[ 事実の概要 ]x は 、 1995 年 2 月、 Y から 口 9,950 ドルの住宅ローン 
融資を受けた 訴覚 C の連帯保証人となった。 C は 1998 年 2 月 15 日 
に破産したが、 X はその後も定期的に、 定額のローンの 返済を行っ 

ていた。 X は A に X の信用報告の 調査を依頼した。 それによると、 
「 1998 年 2 月 15 日付けでこの 取引は破産法第 7 章、 第 Ⅱ 章、 ェ 

及び 第 12 章により債務を 免除されている」、 と記載されていた。 
X は同年 12 月、 A に信用報告に 記載されている「争いのあ る事実 コ 
は ついての調査を 書面で要求した。 X は注記されている 破産は連帯 

債務者のものであ ると主張し、 ．破産関連の 記載の抹消を 依頼した。 

彼はこの写しを Y に送った。 翌年 t 月 4 日、 Y は「破産記録を 受け 
取った時点で、 当該の信用取引が 破産状態となっているということ 
を 注記する義務があ る。 この状態は借り 手が現実に破産記録に 登録 
されていることを 反映しているのではなく、 単にその信用取引が 破 
産 記録に影響を 受けていることを 述べているに 過ぎない。 また、 信 

用取引は、 連帯債務者の 一人が破産記録に 登録されても 影響を受け 

ること、 まだ、 消費者報告機関に 対し、 契約上当該事実を 知らせる 

ことになっている」 と回答してきた。 

X は引き続き 与信 供与を受けるのが 困難な状態であ った。 1999 年 

3 月 5 日、 X は別の信用報告機関であ る B から、 Y の場合と逆に 、   
「 X 自身が 1998 年 8 月破産」 と記載された 報告書を受け 取った。 
1999 年 8 月 6 日、 D は、 「信用報告機関に 記載されている 破産記録」 
のために、 X のトラックローンの 申込みを拒絶した。 X は、 A 同様、 
B に対しても、 この報告は争っており 再調査を要式するという 文書 

を送った。 

そこで、 1999 年 3 月 8 日 X は Y (Y は 、 X の三度目の訂正依頼を 
却下したが ) に対し訴訟を 提起した。 ネバダ地方裁判所は 2000 年 
4 月 1 4 日、 Y による請求棄却の 申立てを認容した。 ネバダ地方裁 
判所は PCRA 第 623 条 (b) 項 ( l5U.S.C.1681s 一 2 条 (b) 項 ) は民 

事責任を規定していない ヒ判 示した。 X 控訴。 合衆国第 9 巡回控訴 

裁判所 ( 以下裁判所とする ) は破棄差戻しの 判決を下した。 裁判所の 

判断は以下のようであ った。 

( l ) FCRA の民事 任 規定について 
まず、 消費者に対する 請 氷原因の存否について、 裁判所は以下の 

ことを根拠に、 消費者は請求原因を 有するとした。 まず、 「金融制度 

は、 公正かっ正確な 信用報告に依存している。 不公正な信用報告 法 

は 、 金融制度が継続的に 機能することにとって 不可、 欠な公衆の信頼 

を傷つける」 ヒ PCRA 第 602 条に規定されている 連邦議会の認識を 
示し、 次に FCRA は第 616 条、 第 617 条に民事責任を 規定している 
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が 、 このことから 議会が消費者に 対する請求原因の 規定を創設した 

ことは疑 う べくもな い こと、 その権 利は「 い かなる消費者に 関する、 

いかなる義務違反に 対しても、 消費者が訴訟を 提起する権 利を有す 
る ヒ いうことを意味する」 ヒ した。 

( 2 ) 第 623 条 (b) 項が適用される 場合に民事責任が 問えるか。 
FCRA  第 623 条 (b)  頂け 5U  .S.C.1681s 一 2 条 (b) 項 ] Ⅱ消費者報告 

機関に情報提供する 者の責任 ) が適用される 場合においても、 第 616 

条 ( 故意による場合における 民事責任 ) 及び第 617 条 ( 過失による 場 
合 における民事責任 ) に定められた 責任を問えるかということであ 
る 。 まず、 裁判所は第 623 条に対する全体的な 検討の必要性を 示し 
た Ⅰ。 

(i)  第 623 条の規定の全体的な 検討 ((b) 項を除く ) 
第 623 条 (a) 項の解釈は単純な 禁止規定から 始まっている。 すなわ 
ち 、 

(1)(A) 「何人も、 消費者に対する 情報が不正確であ ることを知り、 
又は意図的に 情報の正確性の 確認を怠 、 る 場合には、 その情報を信用 
情報機関に提供してはならないⅡ 
この禁止規定 は 、 (D) 号 (B) において、 特定の消費者から、 現実 
に 不正確であ るという通知があ った後に、 ( 当該の消費者に 関する ) 

不正確な情報を 提供することを 禁止する ヒ とにより、 強化されてい 

る 。 

(2) 号の規定「何人も、 消費者報告機関に 対し、 (A) 消費者との 
間の取引又は 経験に関する 情報を通常の 業務の一環として 定期的に 

提供し、 かっ、 (B) その者が提供した 情報が不完全または 不正確であ 

ると判断した 場合には、 消費者報告機関に 対し、 その者が提供した 
情報が不完全または 不正確であ ると判断した 旨を速やかに 通知し 、   
その情報を訂正したものを 提供し、 又はその情報を 完全な．若しくは 

正確なものとするために 必要な付加価値情報を 提供しなければなら 

な い 。 
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(c) 項は、 「第 621 条 ( 1 ) 号 (B) に規定されている 場合を除き、 第 
616 条及び第 617 条の規定は、 本条 (a) の規定する義務の 不遵守には 
適用しない」 と明文化された 規定となっている。 この条において、 

被害者に対し 州による何らかの 訴訟を可能にしている。 

(dU 項は「 (a) 項の規定する 義務については、 第 621 条の規定する 連 
邦の執行機関及び 職員並びに 州 職員のみが、 同条の規定により 執行 
する。 」 と規定されている。 

(ii) 第 623 条 (b) 項の検討 
本条は「第 611  条 (a) 項 (2) 号に従って、 あ る者 (a  person) によっ 
て 信用情報機関に 提供された情報が、 完全で正確な 点、 ほ ついて争い 
があ る」 という通知を 信用情報機関が 受け取った後に 、 何が起こっ 
たかを特定している。 その者 (The person) 、 例えば、 争 い のあ る 情 

報の提供者は、 4 つの義務を課されている。 すな ね ち、 

① 争 い のあ る情報について 調査をすること、 
② 信用情報機関によって 提供されたすべての 関連する情報を 
再検討すること、 

③ その調査結果を 信用情報機関に 報告すること、 

④ 調査の結果その 情報が不完全で 不正確であ った場合には、 調 
査 結果を「情報提供者が 提供したすべての ( 全国規模 コの消 

賛者報告機関」 に報告すること、 以上の 4 つ であ る。 

本 事件は 、 Y が X から 「情報について 争いがあ る」 という 通 矢口を 

受けていたにも 係 わらず、 それに伴う手続きを 適正に行わなかった 
ため、 「 X が信用供与を 受けられない」という 損害を受けたことに 端 
を 発している。 

・第 623 条 (b) 項に関する Y の主張 
① 第 623 条 (b) 項において、 消費者については 言及されてな い の 
で、 本条項は「 い かなる消費者に 関する」義務を 課してはれない。 

  そこで、 第 616 条及び第 617 条における民事責任規定は、 第 623 条 
(b) 項においては 適用されない。 
② 消費者のファイルにあ る情報がいつ 問題となったかが 特定で 
きないので、 「消費者に関して」何ら 義務は存在しない。 

③ 第 623 条 (b) 項が請求原因に 関する規定を 創設していないた 
め、 同条 (c) 及び ( は ) 項は、 同条 (b) 項については 何ら言及して い な 
い 。 

・ Y の主張に対する 裁判所の判断 
① ほ ついて : Y のこの論証は 表面上正しく 見える。 だが、 それは 

第 623 条 (b) 項によって規定された 手続きを開始する 通知は、 「消費 

者のファイルに 含められた正確性や 完全性に関する 争いの通知であ 

る」という、 事実を看過している。 そこで、 第 611 条 (a) 項 (1) 号 (A) 
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を 引用する c$0 
②について : 消費者のファイルにあ る情報がいっ 正確性について 争 

いのあ る問題となったかを 特定できないとすることは 困難であ る。 

その情報は消費者によって 争われており、 情報の完全性あ るいは 正 

確 性は消費者の 最も重要な関心事であ る。 

③について : これに関する 解釈は、 連邦取引委員会 (FTC) の法廷の 
友 (counsel  for  amicus) による口頭による 意見 (oral  argument) の中 
に見出すことができる 70 。 
「それは法律構成から 説明可能であ る。 議会は、 信用情報の提供 

69 第 6 皿 条 [ 正確性について 争 い のあ る場合の手続 ] 
( a ) 情報が争われている 場合の再調査 
(1) (A) 消費者が、 消費者報告機関の 保有する消費者ファイルに 含 
まれている情報のあ る項目の完全性又は 正確性を争い、 その主張を 
消費者報告機関に 直接伝える場合には、 消費者報告機関は 、 消 
から情報を争 う 旨の通知を受けた 日から起算して 30 日が経過する 
までに、 消費者が争 う 情報の現在の 状態を再調査 レ 、 これを記録し 
なければならい。 この場合、 消費者報告機関は、 消費者に手数料を 
課すことができない。 
また、 (3) 号 Ⅱ ま、 
(3)(A) 消費者報告機関は 、 (1) 号の規定にかかわらず、 消費者の主 
張がとるに足らないか 又は関連がなれと 判断する相当な 理由があ る 
場合においては、 同号の規定により 消費者が争 う 情報の再調査を 終 
了することができる。 消費者の主張がとるに 足らないか又は 関連が 
ないと判断する 相当な理由には、 争いを調査するための 十分な情報 
が 消費者から提供されてれないということも 含まれるものとする。 
(B) 消費者報告機関は、 (A) の規定により 消費者の主張がとるに 
足らないか又は 関連がなれと 判断在した場合においては、 こうした 
判断をした日の 翌日から起算して 5 営業日以内に、 その判断を通知 
する書面を郵送しなければならない。 ただし、 消費者の承認があ る 
場合には、 他の通知方法を 用いることができる。 
(C) (B) の規定する通知には、 次に掲げるものが 含まれなければ 
ならない。 
( i 消費者の主張がとるに 足らないか又は 関連がなれと 判断する 理 
由 

(ii) 争われている 情報を再調査するために 必要な情報を 特定する 
要素。 情報特定の要素は 、 要な情報の一般的な 性質を記述した 書式 
を利用することによって 示すことができる。 
70 アミカス・キュリ ェ について、 竹内教授の解説を 再度引用する。 
「アメリカでは、 行政庁の専門的知識や 行政経験が私人間の 訴訟の 
解決に役立っと 認められる場合には、 裁判所も行政庁に 意見書の 提 
出を求めるし、 また行政庁としてもその 事件について 下される判決 
が 将来の法の連用に 役立っと認められる 場合には積極的に 意見書を 
提出しているⅡ 
通常は意見書として 提出されるようだが、 本件では口頭での 意見 
となっているので、 実際に裁判で 陳述したものと 居 、 われる。 
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者が ( 提供された信用情報に 不満足な ) 消費者による 乱訴が起きる 
ことを意図して い なかったからであ る。 従ゴて 、 議会は第 623 条 (a) 
項を規定し、 政府当局に課された 義務の執行権 限を制限したのであ 
る 。 議会は、 信用報告機関に、 消費者及び情報提供者双方からの 通 
知を受け取る 手続を課すことにより、 同条 (b) 項に選別 (filtering) 
メカニズムを 規定しなかった。 第 611 条 (a) 項 ( 3 ) 号は「消費者によ 

る 争いが取るに 足りないあ るいは関連がなれと 相当に判断する」 な 

らば、 消費者報告機関は 再調査を終了することができる。 」となって 
いる。 

第 623 条 0)) 項による手続きをとることにより、 情報提供者の 義務 
の負担を軽減する 手段として、 情報提供者には 選別の機会が 与える 

れるので、 議会は第 616 条及び第 617 条の下での民事執行権 限に何 
ら 制限を設けなかったのであ る。 」 
( 3 ) 裁判所の民 規定に関する 解釈 
この解釈は 1996 年の改正により 強化された。 改正前は、 第 616 
条及び第 617 条は信用情報機関及び 信用情報の利用者に 対する訴訟 
に 対しては規定されていたが、 情報提供者に 対してほ何ら 規定され 

ていなかった。 この法律が改正されたとき、 「何人」も訴訟への 道が 

開かれたのであ る 0 ("any person" was made to open to s 回 t) ので 
あ る 7l 。 議会が「いかなる 者も」という 文言を入れたとき、 情報提 

侠 者だけを除く・ことを 意図したとは 思われない。 FCRA の法改正には 
目的があ ったはずであ る 720 

71 In general 
Any person who willfully fails to comply with any requirement 
imposed@ under@ this@ subchapter@ with@ respect@ to@ any@ consumer@ is 
liable to that consumer in an amount equal to the sum of 一 
72 長谷川 注 : FCRAl996 年改正法の課題として、 以下のように 情報 
提供者の責任についての 議論があ った。 詳細は、 長谷川和子「消費 
音信用情報と 消費者保護 一 アメリカ公正信用報告 法 (FCRA) に 関 

するネル ヅン 事件判決からの 考察 一 」 [ 横 ・海国際社会科学研究 第   
巻 第 8 号 凹 ( 横浜国際社会科学学会、 2002 年 ) 111 頁。 
通過した法案は 2 つの争点で妥協点があ った。 改正法では 
第 1 の妥協点、 として、 「情報提供者に 責任を課したにもかかわらず、 
消費者は、 消費者報告機関に 苦情を申立て、 情報提供者が 再調査し、 
か つ 誤りを訂正する 機会を与えられた 後に限り、 消費者は訴える 権 
利を有するⅡと 規定された。 つまり、 消費者は調査に 関する一定の 
手続きを経た 後でなけれ ば 民事責任を問 う ことができなかった。 ま 
た 、 これらに関する 行政執行も非常に 限定的なものであ った。 
第 2 の妥協点は、 情報提供者の 責任の負担割合に 関係している。 当 
初の法案では 以下のように 規定されていた。 
①情報提供者は、 提供する情報のいかなる 情報においても、 「情報の 
正確性を最大限確保する」 ための相当な 手続きに従 う こと、 
②情報提供者に 対し、 「不完全あ るいは不正確と 信ずる相当な 理由」 
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裁判所は、 FCRA の第一目的 は 消費者に対する 民事的救済を 与える 

こヒ であ ることを再確認し、 FCRA のもつ特殊な 課題、 つまり利益の 

相反する複数当事者間の 責任の負担配分についての 課題について 

言及した ぅえ 、 「被害を受けた 消費者に対し 何らかの民事的救済を 与 
えるということは、 不正確で不完全な 信用報告から 消費者を保護す 

ることが、 FCRA の第一目的であ ると我々が理解してきたことと 一 
致する。 法律は、 消費者、 信用報告機関、 信用情報の提供者、 及び 

信用情報の利用者相互利益のせめぎ 合いの中で、 それらを反映する 

ように極度に 注意深くそれぞれのタグを 引き寄せている。 議会によ よ 

って決定された ( これら利益が 相反する関係者間の ) バランスを 再 

構築し、 立法府により 何等限界が明示されていない 訴訟の権 利に 、 
限界を定めるのは 法廷ではないのであ るⅡこのように 裁判所は、 請 

求原因について、 その範囲の最終的な 判断を立法府に 委ねた。 

[ 解説 ] 情報提供者の 責任を認めるリーディンバケースとなった 裁判 

例であ る。 本件では FCRA 第 623 条だけでなく、 正確度について 争 
いのあ る手続き (FCRA 第 6 Ⅱ 条 ) について、 裁判所の詳 %tn にわた 
る検討が行われている。 また、 第 616 条、 第 617 条の民事責任規定 
ほ   ついて、 「このことから 議会が消費者に 対する請求原因の 規定を 
創設したことは 疑うべくもないこと ム その権 利は「いかなる 消費者 

に関する、 いかなる義務違反に 対しても、 消費者が訴訟を 提起する 

権 利を有するということを 意味する」 とした意義は・ 大きい。 

4 , 不利益取扱いに 関する通知 
FCRA 第 615 条におけるこの 規定は、 信用情報における 正確性の確 
保という点で、 FCRA 第 607 条の遵守手続き 規定と並んで 重要な役割 

があ る情報を提供することを 禁止すること、 
③消費者が、 情報の不完全性と 不正確性について 情報提供者に 通知 
した場合は、 当該の情報提供者に 対して、 その情報を他に 提供する 
ことを禁止すること、 
④情報提供者が、 そのような情報を 消費者報告機関に 提供する前に 、 
書面にて消費者にその 事実を通知することを、 情報提供者に 義務付 
けること、 
しかしこれらはいずれも 否決され、 最終的には「争 い のあ る情報 
ほ ついては再調査を 義務づける」 ということで 決着した。 
最終法案についての 委員会報告には 次のように、 委員会が強 い意 
図 をもって、 情報提供者は「責任を 有する」 と規定したことが 述べ 
られている。 「委員会は、 通常の業務における 担当者を通じ " 信用情 
戦 機関に提供された 情報が、 完全あ るいは正確ではないことを 判断 
し 、 この判断の結果を 当該の消費者報告機関 ( 複数 ) に伝達できる 情 
報 提供者に対し、 最低限の手続きを 確立するため、 積極的な義務を 
課すことを意図した。 」 (S. Re.486, 103d  Cong., p  t Sess.  S50 
(1993))o 
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をもつ。 本稿の筆者は 別 稿で 検討を行ったが 再度考察を行いたいⅡ。 
( 1 ) フィスクル事件判決 

FISCHL v ・ General Motors Ac ceptance Corp ， , 708F ， 2d 143(1983 ) 
[ 合衆国第 5 巡回控訴裁判所 ] 

[ 判決 ] 破棄差戻し 

このケースは 「不利益取扱いを 行 う 場合は 、 事故情報と利益情報 
0 区別なく、 情報を利用した 者の規定に従 い 、 開示を行わなければ 
ならない」 というものであ る。 

[ 事実の概要 ]x は自動車 (BMW) を購入するために Y( 与信 業者 ) に 
融資を申し込んだ。 Y は融資の申し 込みを拒絶する ヒいう 内容の定 

型 フォームの手紙 (a form lette いき X に送付した。 それには 「 X の 

信用供与のための 資料が十分でかいこと、 第三者の情報源から 取得 

した情報の利用のため 開示できない」 という理由が 記載されていた 

74 。 X は・ Y が ECO 川 信用機会均等法 ) 、 レギュレーション B 、 l2C,F.R   
3202 、 FCRA に違反している ヒ してルイジアナ 州東部地区地力裁判 
所に訴訟を提起した 75 。 

同裁判所は、 「不利益情報をもとに 不利益取扱いが 行われた場合の 

み 消費者報告の 利用者は通知義務を 負 う 」として Y 勝訴の判決を 下 
したが、 X はこれを不服として 合衆国第 5 巡回控訴裁判所 ( 以下「 控 
訴 裁判所」 ヒ い う 。 ) に控訴した 76 。 控訴裁判所は 、 Y の行為は ECOA 
と FCRA に違反し、 Y が X に送った手紙の 内容には誤った 判断があ 
るか、 あ るいは非常にあ いまいな内容であ ること、 Y は X の信用 報 

告 に含まれる情報に 依拠したということ、 及び X の質問に対する 口 

頭 での回答は FCRA に定められた 要件を充たしていな い こと、 以上 

の理由により 原判決を差し 戻した。 

[ 解説 ] 本 判決は 1996 年改正法前のものであ るが、 消費者保護の 視点 

を積極的に取り 入れたように 思われる。 FCRA の他に信用機会均等 
法 (ECOA) も論じられているが、 FCRA を中心に検討して い く。 

コメンタリ一では ( 144 頁 ) 、 本件に関連した 項目では以下のように 
言及している 77Q 

73 長谷川和子「消費者信用取引における 通知義務」 丁 横浜国際社会 
科学研究第 8 巻第 6 号 凹 ( 横浜国際社会科学学会、 2004 年 ) 53 頁。 
74 情報不開示の 例外規定による。 
75 レギュレーション B は、 信用機会均等法を 規制する行政機関規則 
であ る。 
76 地裁では利益情報の 記載もれについて「不利益取扱い」に 当たら 
ないとした。 
77  F  air  C  redit  R  ep  orting  F  ifth  E  ditio ㎡ N  ation  al  C  on  su  m  er  L  aw 
Center, 2002) ( 本論文では「コメンタリー」と 略称する㌔全米 消 
賛者 法 センター (National Consumer Law Center) については， 
長谷川・前掲 注 (2n 参照。 
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「 FCRA に関する部分を 中心に考察すると、 会員であ る情報利用 
者が、 消費者報告機関が 消費者に関するファイルを 有していないと 
いう理由で不利益な 取扱いをした 場合、 ( 例えば、 消費者に信用履歴 
がなれ場合、 あ るいはファイルが 十分な資料とならない 場合 ) 、 それ 

でなお、 情報利用者は 開示をしなければならない 78 。 FCRA が義務 
付けている通知はファイルが 拒絶に結びっ い た経緯について 言及す 
る必要はないが、 ECOA ( 信用機会均等法 ) が 与 信者に拒絶の 理由 
を 特定することを 義務づけている 79 。 」 ということおよび、 「報告は 
情報利用者の 不利益取扱いの 唯一の根拠であ る、 若しくは主たる 根 

拠であ る必要はない。 不利益取扱い 決定の根拠の 一 つ であ ることが 
要件となる ( 第 615 条 (a) 項 ; FTCG 連邦取引委員会 ) 公式注解第 615 
条 項目 14) 」 80 。 

判決 文 では FC 且 A の通知義務の 基本をなす部分を 引用し、 情報の 
利用者 ( 与信 業者、 保険会社、 若しくは雇用者 ) が、 不利益取扱い 

を打 ぅ 場合には通知義務があ る、 また報告書を 作成した消費者信用 
報告機関の名称および 住所も知らせるべきであ るとした。 なお、 本 
判決では「資料が 十分でない」こと、 および「情報の 性質」について、 

具体的に例を 挙げた表現方法を 示しており、 解釈をより明快にして 
いる 810 

初てヰこ 、 複数の関連会社で 信用情報を共有している 場合、 通知義務 
はどこが行 う のか、 全社に要求されるのか、 それとも一社だけでよ 

い のか、 もしそうだとすれば、 何を基準に義務を 負 う 会社を特定す 

るのかが問題となるケースを 検討する。 

( 2 ) ラ スィ ロフ事件判決 (2003 年 ) 
Razilov@ and@ Lapham@ v ， Nationwide@ Mutual@ Insurance@ Go ， a@ nd 

78  W  決文の中では 一 U  se  of  such  generic  descriptive  term  s  as 
"insu どど エ c 王 en 毛 c ざ edi 七ど eferences 力 0 ェ " 土 nsuf 正土 cient  c ど ed 上毛正土 le 力 
are  not  sanctions ,by  the  Federal  Trade  Co エ nm  Ⅰ ssion  and  the 
Justice@ Department@ absent@ an@ explanation@ by@ the@ creditor@ of 
the@ manner@ in@ which@ the@ credit@ reference@ or@ file@ was 
insufficient. 連邦取引委員会や 司法省の解釈として、 このように 開 
示するときは "insufficient  bank  reference"  と開示すべきであ 
り、 "  lnsufficient  credit  reference"  は認められないとする。 
7g ECOA の方がより厳格な 規定となっている。 
80 連邦取引委員会公式注解第 615 条一項目 14. 消費者報告の 一部に 
基づいた不利益取扱い「第 615 条 (a) 項に規定する 通知は、 消費者報 
告 の一部のみに 基づいた場合でも 通知を発送しなければならないⅡ 
81 「不十分」の 定義については、 長谷川・前掲 注 (47) 参照。 また、 与 
偉業者は申込者に 不利益取扱い 等について具体的に 述べる必要はな 
ぃ 。 「情報の性質」とは、 例えば不利益取扱いの 理由が居住年数に 関 
保 するときは、 その理由として「居住年数が 短すぎる」 ヒ記述する 
のではなく、 「居住年数の 長さ」 と明記すればよいとしている。 
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A Ⅱ ied  Group,  Inc.  242  F.  Supp,  2d  977(2003  年 1  月 ) 
[ オレゴン州連邦地方裁判所 ] 
[ 判決 ] 一部認容一部棄却 

[ 事実の概要 ] 1999 年から訴訟提起時まで、 Xl 、 X2 、 X3 、 X4 が 、 
Yl と Y2 、 およびその関連会社 A( 訴覚 ) に対して、 Y らが X らに 対 
して不利益取り 扱いを行った ( 具体的には、 信用報告にあ る情報に依 

拠して自動車保険の 手数料の割増しを 行ったとしている ) にもかか 
わ ・らず通知を 怠ったため、 X らは被害を被った。 X らは Y らが FCRA 

の 下での通知義務に 違反したとして、 Y らに対し損害 倍 賠償、 懲罰 

的 損害賠償および 弁護士費用を 請求する訴訟を 提起した。 

Y らは、 X らの訴訟の却下を 申立てたが、 2002 年 8 月 Y らの申立 
ては却下された。 同年 7 月 Xl は最初の サ マ リ ・ジャッジメントの 
申立てを行った 82 。 同年 8 月 Xl と X2 は、 X3 と X4 在原告に加え、 
Y2 を被告に加える 修正を行った。 Yl はサ マ リ ・ジャッジメントの 
申立てを取り 下げた。 まもなく、 X2 は自発的に請求を 取り下げた。 
同年 9 月、 Y らは サ マ リ ・ジャッジメントの 再 申立てを行った。 Y 
らが申立ての 根拠としたのは 以下の 3 点であ った。 
① Y2 は保険引受会社ではなく 持株会社なので、 FCRA の下での 貴 

任 がない。 従って、 法律問題としての「不利益取扱い」を 行うこと 
は不可能であ った。 

② Xl は、 Yl 0 ( 保険 ) 証書を有していないこと、 および FCRA に 

規定する被害を Yl 対し公正に追及することはできないので、 Yl 
に 対し訴訟を提起することはできない。 

③ X3 及び X4 はテキサス州の 住民なので、 Yl に対し訴訟を 提起で 

きる裁判管轄外にあ る。 

X の主張と、 Y らの申立ての 内容から争点を 簡潔にまとめると 次 
のようになる。 ① Y らが FCRA 第 615 条に規定する 不利益な取扱いを 

した場合、 消費者に通知しなければならない 業者に該当するかどう 
か (FCRA に定義される 保険会社かどうか ) 、 また② X らが Y ら 各社 

82 サマリ・ジャッジメント (summary 旭 dgment) について、 浅香 
テ言 幹且 アメリカ民事手続き 港口 (2002 年、 弘文 堂 ) 96 頁によると「 ト 
ライアル前の 段階であ っても、 重要な事実に 関する真正の 争点 
(genuine  issue  of  m  ateTial  fact)  がなれ場合には   トライアルで 
の事実認定を 行う必要もなく、 当事者の申 丈 に基づき、 裁判所が法 的 判断をするだけで 終局判決を下すことができる。 これが、 サマ ノ ） ) 
、 ジャッジメント (sum  m  ary  ]udgm  en 七 )  であ る 0  ( 民訴 規 56) 」 と 
解説されている。 ( 「略式裁判」の 訳語は使用されていない。 田中英 
夫 F 英米法辞典 山 にち、 「下略式裁判士という 訳は、 F 略式手続山を 
想起させるなど、 summary judgment と 異なるイメージを 与えるの 
で、 避けたほうがよい」 とコメントされているので、 本件では サマ 
リ ・ジャッジメント と 表記している。 ) 
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から不利益取扱いの 通知を受けなかったことによる 損害を証明でき 
るか、 ③裁判管轄内にあ るかの 3 点が争点になっている。 

オレゴン州連邦地方裁判所 ( 以下「裁判所」という。 ) のブラウン裁 
判官は、 FCRA  の条文のみならず、 辞書 ( M  arriam  -Webste ダ， 
Collegiate  Dictionary  l(@ 億 ed.,  1998)  の意味を引用しながら 文言 
の 正確な意味を 確認し、 立法経緯並びに 連邦取引委員会のコメンタ 
リ一等を参照した 詳細な検討を 行い、 判決を下した。 

裁判所はまず、 第 604 条 ( 報告の許される 目的 ) を挙げ、 同条 (a) 
項 (3) 号 (C) は保険業者に 関する規定であ   ることを確認する 83 。 次に 、 
第 615 条の (a) 項及び同条 0)) 項に規定されている 通知義務について 
述べている。 そして、 同条項 は 「同様に、 親会社・子会社から 提供 
された情報に 基づいて不利益取扱いを 行 う 場合は FCRA の通知義務 
を負う」との 判断を示し、 不利益取扱いの 定義は、 第 603 条 (k) 項に 
規定されていることも 併せて述べている。 

そこで争点となった 3 点について詳細な 検討がなされているので 
以下にその概要をまとめる。 
  ・裁判所に提出された 書面からは、 Y2 が X らに不利益取扱いを 

行い FCRA の規定する通知義務を 怠ったかどうかと 結論を下すこと 

はできない。 

( 裁判所は、 Y2 は Y3 が発行した自動車保険証書を 引き受け、 消 
賛者信用報告に 基づいて保険のスコアを 利用したと推定する。 「‥・ 
証拠事実からみて、 Y2 に関する被告らの 再 申立ては却下する。 」 と 
している。 従って、 Y2 は争点①の FCRA に定義される 保険会社では 
ないという Y らの主張は認められなかったⅦ。 ) 

二 ・ Xl は Yl . に対し、 この訴訟の請求原因を 有しない。 この点の 
検討事項として 以下の 4 つが 挙げられる。 

    FCRA の明快な文言や 経緯に従 うと 、 保険に関係する「不利益 取 
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88 (a) 項 消費者報告機関は 、 次の各号の規定する 場合に限り、 (c) 
項の規定による、 消費者報告を 提供することができる。 
(3) 消費者報告機関が、 消費者報告を 取得するものは 次のいずれ 
かの者であ ると信じる理由があ る場合 
(C) 消費者に係る 保険契約に関して 情報を利用する 意図を有する 
者 

84 Y9 のグループに 入っている 訴覚 A (Yl と Y2 両社の子会社であ 
る ) が、 X らに 対 L 保険料率を調整したのは 争 い のない事実であ る 
が、 X は信用報告に 含まれる情報に 依拠して不利益取扱いを 行った 
という事実証拠を 提供できなかった。 
85 一 take の辞書的な意味も 加味して検討しても、 FCRA はあ いま 
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d  不利益取扱いの 行為を行 う 決定にわずかに 参加 ( mere 
Participa Ⅱ on) するだけでは 不十分であ る。 ( 裁判所は一つの 不利 
盗 取扱いに関してそれに 関わる複数の 者が FCRA に規定する通知を 
消費者にする 必要はなく、 主な当事者が 通知すればよいとの 判断を 
示している。 ) 

田 連邦取引委員会の   FCRA に関する注釈には ( 本 判決に ) 反する 
ものがなれ。 

(FCRA の文言はあ いまいではないと 緒論づけたが、 考察をさらに 
完全にするために 連邦取引委員会の 注釈も確認、 した結果であ るとし 
ている。 ) 

而 FCRA の立法経緯からみても 本 判決に反するところはない。 

(.FCRAl996 年改正法は、 「 F 消費者報告利用者の 義務山を規定した 
第 615 条 (a) 項及び同条 (b) 項の改正、 さらに第 603 条 (k) 項 田芥 
利益取扱い山の 定義を追加したところが、 最も顕著な改正点であ っ 
た 」 と指摘してい・ る 。 ) 

三 ・ 当 裁判所は X3 及び X4 に対し領域管轄権 を有する。 
このように裁判所は Y らの 再 申立てに対し、 一部を認容、 一部を 

葉虫 口 した。 

[ 解説 ] 本件の最も大きな 課題は (1) 親会社・子会社間の 情報流通の間 
額 であ る ぃ 。 消 者からみると、 Y らの資本提携関係及びそれぞれ 
の 業務がわかりにくいところがあ るのではないだろうか。 裁判所は 
「一つの不利益取扱いに 関してそれに 関わる複数の 者が FCRA に規 
定する通知を 消費者にする 必要はなく、 主な当事者が 通知すればよ 

い 。 」 との判断を示しているが、 消費者には複数の 相手方のどの 者が 

主な当事者か 判断が難しい 場合もあ ると思われる。 

判決 丈 に は 「 Y2  は ウ ェ ッ ブ 上 に ホー ム ・ ぺ ー ジ 

(www.alliedinsurance.comm) を有し、 "myAlliedPolicy.com" のウェ 

ッブサイトからは 保険加入者がアクセスして 自己の現在の 情報を確 
誌 し、 ・保険料を自動的に 支払うことができるようになっている。 」 こ 
とが明記されている。 しかし、 「 Y2 は持株会社で、 オレゴン州・では 
保険取引をする 保険会社として 公式に認可されていない」のであ る。 

い ではないと結論づけることができる。 これに関し先例として 
Ohabueki v. Int,  l. Business M  arch  Co 叩 ・， 145 F.Supp.2d 
(S.D.N.Y. 2001) を挙げている。 このケースは 保険ではなく 雇用に関 
する不利益取扱いであ るが、 不利益取扱いの 定義として、 第 604 条 
( 報告の許される 目的 ) 、 及び第 603 条 (k) 項 (1) 号 (B) (ii) が関係 
してしてくるとする。 
86 CCGCCH の解説 ( Ⅲ 51,820) の冒頭では「保険会社は FCRA に違反 
していなかった。 直接の関連がないため」 (  "InSurance Co. did 
not violate FCRA, No Direct Connection")  と 言 う 見出しあ るが、 
判決からそのように 単純に断定できるかは 疑問が残る。 
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他方、 ネーションワイドはオレゴン 州で公式に認められた 保険会社 
であ り、 保険取引を行いホームページ (www.nationwide.com) を 

有し、 "MyNationwide" のウェッブサイトからは 保険加入者に 対し ネ 
ット 上の様々な取引ができるようになっている」という。 両社の詳 
しい業務分担については 省略するが、 本件では保険証書を 発行して 
いるのが 訴覚 A となっているので、 より複雑になっているⅡ。 

(2) 次に被害を受けた ( 現実損害には 精神的苦痛も 含むとされてい 
るが ) ことを証明する 困難さについてであ る。 裁判所は、 Lujan v   

Defenders of Wildlife , 504 t Ⅱ・ S, 555,56 Ⅱ 1992) のケースを引用し、 

原告は以下の 立証責任を負わなければならないとした。 すな ね ち、 

①原告が被害を 受けて苦しんで い ること、 ②原告の損害と 被告の行 
為に相当因果関係があ ること、 ③損害が有利な 決定 (favorable 
dec 土 sion) により損害賠償が 受けられること、 の 3 つの要件を充た 
さなければならない。 さらに、 裁判所は「 Y らの サ マ リ ・ジャッジ 
メント申立てに 対し、 X は、 ただ主張するだけでは 弁論を終えるこ 
とができない。 サマ リ ・ジャッジ メント の申立てに対し、 真実を証 

明できるような 宣誓供述書の 提出、 若しくは他の 明確な事実証拠に 
基づいた陳述がなされなければならないⅡと 結んでいろ。 FCRA は 
厳格責任を課していないため、 本件の場合、 原告らが損害の 立証 貴 
任 を負 う ことになるⅡ。 なお、 本件に限ったことではないが、 原告 

が 受けた損害の 立証が困難であ ることは学説でも 指摘されている 89 。 

第 6 節 FCRA における EU 諸国との 鯛 一 セーフハーパー 原則 
を中心に 

これまでは、 アメリカ国内における 信用情報保護法制の 問題を考 
察してきたが、 対外的な調整について 若干の検討を 行いたい。 アメ 

リカ は独自に消費者信用報告産業を 発展させてきたことは 既に述べ 
た通りであ るが、 この点 、 ほ つき堀部教授は「アメリカにおける 議論 
や 考え方は、 世界各国に非常に 大きな影響を 与えることになった。 

87 判決文の中に「ネイションワイドは、 オレゴン保険部門と 共に、 
アライドによって 所有されている 会社 ( ネイションワイド 及び 
AMCO を指すが ) に対し、 個人の保険料の 枠内での割引に 対する 財 
務 的安定のために、 保険料率の変更を 提示した。 」という記述があ る。 
88 FCRA に厳格責任の 規定がなれことについては、 裁判例 
(Guimond@v ・ TransUnion@ Creditlnfo ， Co ， ， 45@ F ・ 3cl@ at@ 1333.)@T 。 ・ @ 

述べられている。 
89 例えば、 坂東陵 矢 「アメリカの 消費者信用情報機関とその 法規制 
一 情報の正確性に 関する注意義務についての 裁判例を申 心 に一」 植 
木 二木村池編 F クレジット法の 理論と実際 山 ( 信 出社、 199 年 )394 一   
395 頁。 
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1960 年代から多くの 議論が交おされるようになったヨーロッパ 諸 
国 等では、 1970 年代に入ると、 プライバシー 保護や ヂ一 タ 保護を目 
的ヒ する法律が次から 次へと制定されるに 至った。 」 とアメリカの 
FCRA  を発端として 1973  年にスエ ー デン、 1977  年に西ドイツ、 1978 
年にフランス、 オーストラリア 等、 1984 年にイギリスと、 ョ一 ロッ 
パ 諸国等においてプライバシー 保護法が制定されるようになったこ 
とを挙げる @0 。 しかし、 このこ ヒ が、 「皮肉にも情報産業で 圧倒的な 
優位を占めているアメリカにとっては、 大きな脅威となってきた。 

アメリカには、 全地球的な規模の 通信ネットワークが 存在し、 その 
所有者であ る企業は、 ネットワークを 通してヨーロッパの 市場を席 
巻している。 」として、 これらヨーロッパ 諸国等のプライバシー 保護 
法が 、 多国籍企業の 活躍とその通信ネットワークの 存在の生み出す 
利益がアメリカの 経済的利益を 侵害するおそれがでてきたために、 

両者の間で利害が 対立するようになったことを 指摘する。 
この利害関係の 調整を委ねられたのが 経済協 " 力 開発機構 (OECD) 
で、 1980 年に「 OECD 理事会勧告」 ( 正式名コブラ イ バシー保護と 個 
人 データの国際流通についてのガイドラインに 関する理事会勧告 ) 
を採択した。 その後、 1995 年に En ヂ 一タ保護指令が 出され再度、 
アメリカのデータ 保護に関する 対外調整が問題となった ( この間の 
詳細な事情については、 堀部教授を初め 多くの研究者の 文献があ る 
ので詳細は省略する )0 
しかし、 以下に述べるように FCRA についてはセーフハーパー 交渉 

を 通じて、 当初の懸念が 払拭されて一応の 決着をみることとなった。 

1 . セーフハ ニ パ ー 協定の概要 
EU のデータ保護指令については、 いくつかの論文が 発表されてお 

り 、 セーフハーバー 原則についても 詳細な検討がなされているⅡ。 
本節では信用取引、 とくに消費者信用情報保護の 観点から検討を 行 

ナつ 

まず、 全体の概要をみてみよう。 EU ヂ 一タ保護指令は、 EU 加盟国 

が EU 圏外へ個人データを 伝送 (transfer) する場合、 相手国が「 適 
切 ( 十分と訳してあ る場合もあ る ) な 水準のプライパシー」を 保障 
していることを 求めている。 アメリカのセーフハーバー 交渉につい 

90 堀部政男「信用調査」加藤一郎 = 竹内昭夫 編丁 消費者 法 講座第 5 
巻 消費者信用 0 0 日本評論社、 1985 年 )214 一 216 頁。 
91 藤原静雄「諸覚国における 個人情報保護法制の 動向 一 2000 年 12 
月 」ひろ は 54 号 (2001 年 ) Ⅱ 頁 以下。 条文については 庄司 克宏訳 「 EU 
における個人 ヂ 一タ保護指令一個人データ 保護と域外移転規制一」 
r 横浜国際経済法学第 7 巻第 2 号 凹 ( 横浜国際経済法学会、 1999 年 ) 
143 頁以下参照。 
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て 藤原教授は 、 「アメリカ ヘ 流通する身元確認情報等 ( 例えば乗客の 
個人情報 ) について、 アメリカの商務省が 作成する Privacy 
Principles を産業界が遵守していれば、 25 条法違反にはならない 
ぴ 十分な山 プライバシー 保護を行 う とみなされる ) という Safe 
Harbor ( 安全な 港 、 避難港 ) をめぞる交渉であ る」。 とする。 そし 
て 、 「形式的には 指令 25 条 6 項に基づく十分なフライハシ ー 保護の 
保障の認定作業であ る。 実務的には、 アメリカ企業がセーフ・ ハ一 
バ 一に参加することを 決定した場合には、 商務省に確約書を 送付し、 

商務省は参加リストと 確約書を保存し、 ウエッブ・サイトに 載せる 

という形がとられることとなる。 」 と解説している。 

2 . FCRA とセーフハーパー 協定 

( 1 ) 問題の所在 
セーフハーバー 協定は、 当初幅広い業務を 行っているアメリカの 
消費者信用業界をはじめとして、 各企業から強 い 懸念が示されたの 
であ ったⅡ。 当時はセーフハーバー 協定の存在が、 ヨーロッ バ との 
情報の流通の 自由を脅かすと 考えられ、 消費者信用業界のみならず、 
クレジットカードでの 決済が主となる 航空業界等にとっても 強い 脅 

威 となった。 そこで、 上記に述べたよ う にアメリカ ヘ 流通する身元 
確認情報等について、 商務省が作成する Privacy PrincipleS を産業 
界が 遵守していれば、 25 条法違反にはならない…」ということで 決 
着をみたわけであ る。 

また、 信用報告との 関係で、 アメリカにおけるセーフハーバー 協 
定の問題の所在を 岡田教授 は 以下のように 指摘しているⅡ。 「‥・ セ 

一フハーバーというインターフェースを 設けたところで、 アメリカ 
には公正信用報告 法 ( 長谷川 注 : FCRA) の消費者報告機関 (c0nsumer 
reporting agency) が該当する様々な 機関が存在して 信用報告を発 
行している。 消費者報告機関は 幅の広い概念で、 消費者信用情報を 

扱う機関だけでなく、 ．消費者に関する 他の情報を扱う 機関も含まれ 

ている。 」として、 消費者報告機関の 幅広い活動が EU の懸念につな 
がることを指摘する。 さらに、 「 EU と取引を行 う 企業のセーフハ 一 
パ ー への登録は任意であ るが、 民間企業の自主規制を 維持しながら 
消費者報告機関がプライバシーを 侵害しないことを 保障するために 
は 、 消費者報告機関の 活動について 一定の法的規制が 必要になるこ 
と、 またこの規制はアメリカの 法体系の中で 行 う 必要があ ることか 

ら 、 PCRA がセーフハーバー 協定との抵触を 完全に払拭できない 場 
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( 2 ) セーフハーパー 協定とアメリカ 国内法の調整 一 PCRA 第 604 条 

の問題 

第 603 条 ( d) 項 と第 604 条の関連について 若干の補足説明を 行う。 
判例・通説において 第 604 条が第 603 条 (d) 項の補充規定とされてい 
るが、 第 604 条の規定が交渉の 過程で問題となった 04 。 岡田教授は 、 
商務省の覚書が FCRA 第 604 条の懸念を払拭するために 法的根拠を示 
した部分を訳出しているⅡ。 覚書ではまず、 1996 年の改正法の 内容 
を 説明し、 FCRA が．セーフハーバー 原則に抵触しないことを 強調した 
上で、 「 B  明白な法的根拠」 の上で理論を 進めている。 詳細は岡田 
教授の論稿に 委ねるが、 岡田教授が「個人データ 保護指令が出され 

たヒ き、 EU と個人データの 保護方式が異なる 国はこの指令の 第三国 
条項をかなり 深刻に受けとめたⅡ しかし、 「この指令の 思想的根拠 
をさかのぼると、 1980 年の個人データの 保護指令に関する OECD の 
理事会勧告に 行き着くⅡ とし、 「アメリカのプライバシー 保護制度 

も思想的根拠としてこの 理事会勧告を EU と共有するⅡこと、 「個人 
データの保護水準が 異なる国々がそれぞれの 国の事情を尊重しなが 
5 時間をかけて 互いに時間をかけて 歩み寄ることがこの 勧告の趣旨 

だった。 」として、 「セーフハーバー 交渉の難航」も FCRA に対する欧 

州委員会の懸念の 表明も「 OECD 理事会勧告の 実践そのものだった。 」 
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第 7  節 リ マ サ舌 

アメリカにおいて 信用取引法が 最初に制定されたのは、 20 世紀 初 

め 、 良心的な貸金業者が 市場に参入させるための 小額信用法であ っ 
た 。 その後口一 ン ・シャー クと 呼ばれる暴力金融業者が 現れ、 長い 
間消費者は信用供与を 受けるのに困難な 状況にあ った。 信用報告 産 

業は 19 世紀半ばくらいから 台頭してきたが、 売主信用と貸至信用の 

94  岡田・双掲 159 一 161  頁 。 
9 。 商務省の覚書 (2000 年 7 月 14 日 ) は 、 A  フライパシー 侵害に 
よる損害賠償、 B 明白な法的根拠、 C 合併・吸収から 構成されて 
いろ。 
96 岡田教授は adequate  の訳語として「適切な」という 表現を用 
い ている。 adequate が同等以上の 水準を要求するのであ れば「 十 
分 」 という訳語の 方が望ましいが ( 指令が出された 当初は事態を 深 
刻 に受けてとめて「十分な」という 訳語が使われた ) 、 その後の交渉、 
とくにセーフハーバー 協定の締結等を 考慮すると「適切な」 という 
訳語のほうが 現状をうまく 表現できるとしている。 
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いずれも貸し 倒れリスクを 軽減するために 信用情報を収集した。 初 
期は消費者のみでなく、 中小の商工業者も 調査対象としていた。 
その後、 全国を網羅した 効率的な情・ 幸は システムの必要性から 信用 

報告機関のシステムが 作られていった。 しかし、 信用調査の過程で 

は多くの誤りが 含まれていた。 情報収集は低コストで 行われ精査さ 
れることがなれ、 また情報主体の 近隣の人々、 職場の人々の 評判等 

主観的な情報も 報告されたため、 与 信を拒絶された 人のなかには 州 
法の名誉 殿損 訴訟を提起するものが 出てきた。 ただし、 州の名誉 搬 
損 法は厳格責任を 課していたため、 商業上の必要性から 一定の要件 
の 下では相対的免責特権 が付与され、 免責されるとしていた。 

アメリカはイギリスの 名誉 殴損 法を全面的に 継受したが、 相対的 
免責特権 の付与、 特に信用報告機関についてはイギリスとは 異なる 
方向を辿った。 イギリスは信用報告機関に 相対， 的 免責特権 を認めな 
かったが、 アメリカはジョージア 州 、 アイダホ州の 二州を除き、 ほ 

とんどの州が 認。 めていた。 とくに権 利行使の濫用と 受忍限度の比較 
考量テストにより、 報告機関の免責を 広ぐ 認、 めようとするスミスの 
論文 ( む 。 コカ 行 0 万力 正グ ゴ ア ile ダ e foor 沖 er ㏄ コ サ ile A ダ e 刀打 es, は 914)) 

が発表された 1914 年以降は、 当時の産業振興策という 時代背景もあ 
り 、 ほとんどの裁判所は 信用報告機関に 相対的免責特権 を付与する 
判断 在 示した。 

相対的免責特権 が認められない 場合は、 「規定された 範囲外に公 

表した、 または特権 行使濫用の場合」であ る ( プロッサ ー T 不法行 

為法第 5 版式 ( 私的事項に関する 私的公表 ( 私的刊行物 ) に関する 相 
対酌免責 特 ・権 の濫用」として、 「私的」という 範囲に限定されている ) 
従って免責 要 ・件を充たしているとみなされる 場合、 ．プロッ サ 一に 

よれば、 裁判所の見解は 大きく (1) 相当性と (2) 誠実性の二 つに 分け 

られるとするⅡ 1 相当性はさらに①合理的かっ 正当な目的があ る 場 

合、 ②悪意、 悪意的あ るいは悪意の 意忠の存在、 ③故意の動機の 存 
在と 3 つに 細分化されるとする。 これらの見解は 最終的には第二次 

不法行為法リステイトメント 第 600 条 ( 虚偽の認知あ るいは真実に 
対し不実の可 肯 自性を意に介することなく 無視した場合 ) 及び第 603 
条 ( 特権 の目的 ) に規定されることとなった。 

裁判において、 相対的免責特権 を無効にするためには、 信用報告 
機関に悪意があ ったこと、 商取引上無関係な 第三者に情報を 開示し 
たことを消費者が 証明することであ った。 しかし、 業者間のトレー 
ド、 ン一 クレット契約のため、 消費者は信用報告の 開示を請求するこ 

とができず、 誤った報告書のために 消費者が救済されることは 稀で 

あ った。 とりわけ、 悪意の定義が 明確でなれために。 それを証明し 
なければならない 消費者のみならず、 判断を下す裁判所も 苦渋の選 

択 在しなければならない 場合が多くあ ・ った 。 
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しかしながら、 1960 年代後半に消費者信用保護法 (CCPA) が制定 
され、 信用報告機関を 規制するために 公正信用報告 法 (FCRA) が 制 
建 されて消費者救済の 道が開かれた。 FCRA は、 信用報告産業の 利益 

と、 プライバシ一の 侵害及び誤った 報告書による 被害から消費者を 

守る、 という二つの 二律背反する 目的に最適な 衡量を与えるために 

作られた法律であ るとされている。 

FCRA 第 602 条には「金融制度は 公正かっ正確な 信用報告に依存 
している。 不公正な信用報告方法は、 金融制度が継続的に 機能する 

ことにとって 不可欠な公出の 信頼を傷つける」 と規定される 連邦 議 

会の認識が示されている。 

民事救済の最も 中心的な部分は 第 607 条の遵守義務規定であ る。 
情報収集，蓄積・ 流通いずれの 段階においても 誤りが生ずることは 避 
けられないため、 遵守手続を寺っていれば、 責任を問われないとさ 

れた。 ただし、 消費者から誤りを 指摘された場合は 再調査義務を 負 

ぃ ( 第 6 Ⅱ 条 ) 、 調査の結果必要に 応じて、 訂正、 あ るいは削除が 
義務付けられた。 

FCRA は立法経緯から、 議会と業界の 妥協の産物という 側面も否定 

できず ( 立法化するために、 議会が譲歩する 形となった ) 、 開示を条 

件として名誉 致損 訴訟、 プライバシー 侵害又はネバリジェン ス に 基 
づく訴訟その 他の手続を提起できないとされた ( 第 610 条 (e) 項 ㌔ 
また、 FCRA 制定時と異なり、 情報提供者も 1996 年の改正で民事責 

任を問われる       となった。 さらに正確性確保のための 通知義務 
(FCRA 第 615 条 ) の規定は、 法的救済を求める 消費者にとっては 出発 
点となるものとして 捉えられている。 なお、 与信 拒絶理由について 

の 開示は、 第 4. 章で記述したフィスクル 判決では、 ・情報そのもので 
なく、 「資料が十分でな いム 「情報の性質」についての 具体的な表現 

が例示されている。 

今後 与 偉業者、 情報提供業者の 側も企業の吸収合併等により、 情 

報の管理がより 煩雑になっていく ( 例えば企業財産包括譲渡等の 間 
題等 ) ため、 責任の所在も 不明確になりやすい。 本稿で検討した ラズ 

ィ ロフ事件判決で、 裁判所は一つの 不利益取扱いに 関して、 それに 

関 わる複数の者が FCRA に規定する通知を 消費者に出す 必要はなく、 

主な当事者が 通知すれ ば よいとの判断を 示した。 しかし、 「主な会 

社 」 に関する具体的な 規定がなれ。 

しかし、 損害については、 連邦最高裁の 判例 (L Ⅱ an v. Defenders 
of Wildlife , 504 U.S. 555,560   1992)) 準則を適用し、 原告の証明 
が認容されず、 請求は棄却された。 

学説は消費者保護規定を 強めるという 点、 においておおよそ 一致し 

た 見解をとっており 目指す方向に 共通性があ る。 しかし、 実務的側 

面 が強 い 分野であ り、 純粋な法理論では 片付けられないところが、 
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本論文で検討した 裁判所の判断に 現れている ( 例えばネルソン 事件 

判決において 示された、 利害関係を有する 当事者問の利益均衡の 間 
題等 ) 。 

1970 年に成立した FCRA は、 1996 年に大改正がおこなわれた。 ｜ さ ら 2003 年に FCRA の改正法であ る FACTA 法が成立した。 そこ 
で、 FCRA の抱えるいくつかの 問題点 ( 開示手数料の 無料化、 通 矢口 

義務、 情報提供者の 費 任 、 出訴期限等 ) は明文化されることにより、 

一定の解決をみた。 とくに出訴期限 (FCRA 第 618 条 ) の起算点にっ 
い て改正前は、 下級審において 判断が分かれていた。 連邦最高裁は 

アンドリュース 事件において、 責任発生の日から 2 年との判断を 示 

していたが、 本人の認識しないところで、 被害が発生する 場合が多 

いため立法的解決を 図ったと思われる。 そこで、 起算点については 
二つの規定、 つまり責任を 知ったときからは 2 年、 責任が発生した 

ときからは 5 年と、 原因別の出訴期限を 規定した。 

しかし、 州によっては FCRA の規定よりもより 強い消費者保護規定 
を 設ける場合もあ り、 FCRA との 先 関係が問題とされる。 本章で検 
討したジョージア 州の近年の裁判例 (Eddie Lee J0hns0n III v. 
CitiMortgage, Inc., 2004) のように、 条項によっては コ モンロ一の 

失 されるとの判断が 示されることもあ る。 

本章の最後に FCRA 制定による意義を 簡単にまとめる。 すな む ち 、 

コ モンロ一の名誉 般損法 による救済に 比して、 FCRA 制定による民事 
救済は、 以下の四点で 意義あ るとされている。 

まず、 消費者にとっては (i) コ モンロ一の厳格で 複雑な、 過失 
(culpable behavior) の要件を緩和し、 ( 信用報告の被害者であ る ) 
原告の証明負担が 軽減されたこと、 そのため ii 被害者救済の 可能 
性が高まったこと、 ( Ⅱ i ( 社会的によい 評価を保つという ) 情報 主 

体の権 利保護が、 名誉 殿損法 より厚くなったこと、 そして信用報告 

業界にとっても、 iv) ( 憲法上の ) 商事的言論の 自由における 限定 
的な解釈よりも 広範な保護を 受けられるようになったという 四点で 
あ る。 
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第 5 車 総括 

第 Ⅰ 節 まとめ 

本論文では、 第 1 章から第 4 章まで消費者信用情報保護のと ヒ較研 

究を行ってきた。 日本における 消費者信用情報保護法制確立の 必要 

性は早くから 提唱されていたが、 本論文では検証した 結果をふまえ、 

あ らためて立法化の 必要性を確認した。 そこで、 立法化の提言に 向 

けて、 さらに信用情報取引分野で 先行しているアメリカの 法制を中 

心 に比較法的観点より 考察を行った。 

具体的には、 まず、 第 1 章において日本における 消費者信用情報 

保護法制を検討し、 第 2 章でアメリカにおける 消費者信用情報保護 

法制を概観した。 第 8 章でアメリカ 法であ る FCRA 制定前の 、 コモ 

ンロ一における 消費者信用情報保護法制の 分析、 第 4 章では PCRA 
の立法経緯および、 PCRA の解説と裁判例の 検討を行った。 とくに 

FCRA  における①開示手続き ( 第 608 条・ 609 条・ 610 条， 612 条 ) 、 ② 

遵守手続き ( 第 607 条 ) 、 ③情報の正確性について 争いのあ る場合の 
手続 ( 第 611 条 ) 、 ④消費者信用報告利用者の 義務 ( 第 615 条 ) 、 ⑤ 消 

賢者信用報告機関に 情報提供する 者の責任 ( 第 623 条 ) 、 ⑥出訴期限 
( 第 618 条 ) 等についてであ る。 これらは日本における 立法化を検 
記 する過程において 参考となった。 

それは次節において 明らかにした 提言、 すな ね ち、 1 . 情報収集、 

特に間接収集における 通知規定の明文化の 必要性、 2 、 信用情報機 

関 における登録内容及び 登録期間の見直し、 3 、 ・同意に関する 義務 

規定の明文化 [(1) 本人からの同意取得の 義務付けⅠ 2) 約款記載条項 
に関する説明義務 ] 、 4 . 開示義務の明文化、 5 . 情報提供者の 責任、 
6 . 消費者の責任の 形であ らわれている。 

いずれも規制を 強化せよというこ ヒ ではなく、 考察の結果として、 

不明確な準則も 含めルールを 明らかにし、 包括的な消費者信用情報 

保護法の制定を 提言している。 公正、 透明、 理解が容易であ る法律 
によって規律されれば、 事業者、 消費者双方の 責任が明確となりⅡ 広 

義の ) 取引の円滑化を 促し、 国民経済社会の 発展に結びつくものと 考 

える。 

第 2 節 立法化に向けての 提言 

1 , 情報収集、 特に間接収集における 通知規定明文化の 必要性 

まず、 情報の収集の 第一段階で、 与信 申し込みの 際 本人から直接 

情報を収集する 場合及び契約成立後、 取引事実の記録については、 

適正な取り扱いが 行われていれば、 正確性の確保はさほど 問題がな 
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い といえる。 

しかし、 間接収集、 すなむち第三者から 得た情報、 あ るいは官報 

などによる公的情報の 収集 ( 新聞記事からの 収集も含む ) については、 

本人に収集内容を 通知して確認をとる 等厳格な手続きが 規定される 

必要があ る。 そ う すれば大阪地判平成 2 年 5 月 21 日刊 時 1359 号 
88 頁のように、 破産情報が誤って 登録された場合でも 早期に被害を 
防止することも 可能であ ったと思われる。 

収集方法の規定についてみると、 現在のところは 個人情報保護法 
( 以下「保護法」 という ) 17 条及び 18 条 1 項の規定が該当する。 

保護法 Ⅱ条は「個人情報取扱い 事業者は、 偽りその他不正の 手段 

により個人情報を 取得してはならない」、 法 18 条 1 項は、 「個人情 
報取扱い事業者は、 個人情報を取得した 場合は、 あ らかじめその 利 

冊目的を公表している 場合を除き、 速やかに、 その利用目的を 、 本 

人 に通知し、 または公表しなければならない」 とされているが、 こ 

れらは直接取得に 関する規定であ る。 

保護法の規定はいわば「ミニマム・スタンダード」に 過ぎず、 信 
用 情報の場合はより 具体的に規定する 必要があ ると思われる。 間接 
収集の規定は、 現在のところ 日本工業規格 (JIS) の「個人情報保 
護に関す・ る コンプライアンス・プロバラムの 要求事項」 ( 本論文第 1 
章 ( 注 )8) (JIS Q l5001) にあ り、 本人以覚から 間接的に収集する 場 
合 には原則として 本人の同意を 得ることを要求している。 そして、 

・①その情報の 提供者があ らかじめ本人から 情報提供に関する 同意を 
本人から得ている 場合、 ②情報処理を 委託するなどのために 個人十 き 

報を預託する 場合、 ③本人の保護に 値する利益が 侵害される恐れの 

ない収集を行う 場合、 これら 3 つの例外に当たる 場合をのぞき、 直 

接収集の場合とほぼ 同様の事項を 本人に書面等で 通知し、 本人の同 意を得ることとされている (JIS15001 「 4.4.2.5 Ⅱ「 旧 通産ガイ ド ラ 
イン」も JIS 15001 同様の内容を 持ち、 原則として本人の 同意を取 
得するごとを 要求していたが、 保護法の制定・ 全面施行に伴って 、 

2005 年 3 月 81  日に廃止となった 几 
そこで、 個別法立法化の 際には JIS Ql5001 を 基本に、 さらに 本 
論文で検討した FCRA 第 615 条の通知システムを 参考に規定した 内 
容を具体化することが 適切と思われる。 特に、 不利益取扱いの 通知 

は 必ず義務づけられる 必要があ ると思われる 1 。 

l FCRA に規定されている 通知は 、 ①消費者の，権 利の要約、 ②下木 l 」 
益 な取扱いに関する 通知、 ③あ る状況のもとで、 消費者報告が 要求 
されようとしていることについての 通知、 ④消費者報告が 要式され、 
あ るいは利用されているという 通知、 ⑤再調査の結果消費者のファ 
ィル から削除された 情報が再び挿入されるという 通知、 の 5 類型が 
あ る。 
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FCRA で確立されている 通知システム 5 類型のうち、 とくに、 ① 

消費者の権 利の要約、 ②不利益な取扱いに 関する通知、 ⑤再調査の 
結果消費者のファイルから 削除された情報が 再び挿入されるという 

通知 ( この場合は収集した 情報の内容について 本人と情報保有者と 

の間に争いがあ る場合 ) の 8 類型が参考になるのではないかと 居、 わ 

れる。 なお、 この手続きのプロセスについては 本論文第 4 章ネルソ 
ン事件判決の 中で詳しく述べられている。 

また、 すべての異議申し 立てについて 対応するのではなく、 PCRA 

第 6 Ⅱ 条 (a) 項 (3) 号 (A) は・「消費者の 主張が取るに 足らないか 
又は関連がなれと 判断をする相当な 理由があ る場合においては、 同 

号の規定により 消費者が争 う 情報の再調査を 終了することができ 

るⅡとして、 その中には争 い を調査するための 十分な資料が 消費．者 

から提供されていない 場合も含むとされている。 

そこで情報の 正確性を確保するための 通知システムの 順序として 

は、 ( ア ) 間接収集した 情報を本人に 通知する、 ( イ ) 本人からの異議 

  中立 ( 情報内容に誤り、 あ るいはその他の 理由で ) 、 (. ウ ) 確認のため 
の調査を行う 、 ( エ ) 訂正または削除、 場合によっては 情報提供の差 

し 止め 2 、 ( オ ) 適正な情報であ ることを本人が 確認する、 となろ う 。 

2 . 信用情報機関における 登録内容及び 登録期間見直しの 必要性 

日本における 信用情報機関は、 アメリカの信用報告機関と 異なり、 

情報の売買でなく、 会員からの照会に 対する回答が 主な業務であ る 

ため登録内容はあ る程度限定されている。 

そこで、 日本における 信用情報機関で 登録される事故情報をみる 

と 、 各信用情報機関により 多少の相違があ る ( 本論文 第 1 章江 (52))0 

全銀協は、 「延滞、 延滞解消、 代位弁済、 代位弁済後完済、 強制回収、 

強制解約、 第 1 回目不渡り、 取引停止処分、 保証履行、 求償債権 完 
済 、 強制退会」、 シー・ アイ ・シ ー 及びシー・ ユノ @@  ・ ビ ーは 異動情報 

( 延滞、 延滞解消、 延滞後 解後 解約 ) のみ ヒ なっている。 また、 至情 

連は 「延滞、 延滞解消、 債権 回収、 債務整理、 破産申立て、 特定調 
停 、 民事再生」であ る。 ント " アイ ・ シ一 は 売主信用供与業者が 会 

  
とくに間接収集についてみると、 公的情報および 第三者から得た 
情報は誤情報となる 場合が多 い ため、 FCRA においては直接取得す 
る 情報より厳格な 手続が規定されている。 例えば、 第 615   条 [ 消費 
者 報告利用者の 義務 ] の、 (b) 項 (2) 号 (C)(ii) で、 不利益取扱いの 通知 
は 直接取得する 事実情報及び 消費者報告に 対しては免除されている 
が 、 主観的な評価も 含まれる消費者調査報告は 通知の該当事項とな 
っている。 
2 差止めの裁判例 ヒ しては、 本論文第 4 章、 リテイルクレジット 対 
ラッセル事件 (1975 年 ) 参照。 
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員の中心で異動情報に 限定した交流を 行っているため、 貨主信用 供 

与 業者が会員の 中心であ る余情 連 よりも登録内容が 限定されている。 

また、 登録内容と期間については 人権 侵害の虞れがあ るとする 批 
判 があ る，。 また、 事故情報として 登録される、 延滞、 延滞後回収、 

代位弁済、 不渡り、 その他行力不明、 他人名義利用、 示談、 法的 処 

理 、 弁 ( 弁護士 ) 扱 い 、 差押え、 破産などは、 金吾偉業者からの 拒絶 
要因となり ぅる 。 このことは消費者の 経済生活そのものを 危うくす 

るものであ る。 以上のこ ヒ から、 登録内容は信用取引類型 ( 売主信用、 
貨主信用 ) 別に最小限の 情報に限定すべきであ ろう。 
とくに、 登録内容で紛争が 多い「代位弁済」、 「代位弁済後完済」に 

ついては、 抗弁事由があ って支払いを 留保していた 結果代位弁済と 

なったケース ( 東京地判平成 9 年 9 月 9 日金法 1516 号 54 頁 ) と、 

延滞後完済したケース ( 大阪，地判平成 17 年 2 月 8 日金判 1221 号 51 

頁 ) とでは・、 抗弁の有無という 点で事由が異なる ( 権 利の争 いの 有無 ) 
にもかかわらず、 同じ項目で登録されるというのは 問題があ ると思 
われる。 取引履歴の重要性にかんがみ、 法的原因別に 細分化した 登 

銀 内容にすべきであ ると考える 4 。 
また、 事故情報の登録期間については 情報交流が行われているこ 
ヒを 考えると、 5 年 7 年は長すぎるという 見解もあ るが、 これも 事 

敵情報の内容により、 三年、 3 年、 5 年、 7 年と細分化し、 単なる 延 

滞 事故等の情報の 登録機関は短くしてもよいものと 思う。 さらに、 
次に述べる登録内容と 同様、 登録期間も事双に 消費者に説明するこ 

とを義務付けることが 必要であ る。 

3  同意に関する 義務規定の明文化 

( 1 )  登録 項 に関する本人の 同意 
同意について、 裁判例では現在のところ 黙示の同意も 含むとされ 

ているが 5 、 本人から明示の 同意を取得すべきであ る。 登録内容につ 
いて 2 ですでに述べたが、 本人に十分な 説明を行 う (2 ) とも関連す 

8 植田勝博「個人の 情報人格権 と情報支配権 」 ( 判批 ) 判評 389 号 
171 一 178 頁。 

植田論文は、 「官報などに 掲載される禁治産、 準禁治産情報も 、 金 
融 業界にオープンにし 続けられることは 人権 侵害にっながる 虞 れも 
高 い 。 」 という。 

4 植田双掲論文は、 「延滞後完済は、 義務を完了しており、 示談、 
法的処理、 弁護士扱 い 、 差押えは権 利の存在に争 い があ るものが 多 
数 あ り、 示談、 法的処理、 弁護士扱いにより 債権 消滅の解決がなさ 
れていれば事故とすべきではない。 個人の裁判を 受ける権 利を抑圧 
する 虞 れが高い。 差押えも最終支払不能と 認定できるものに 限定さ 
れるべきであ る。 」 とする。 
5 大阪地判平成 17 年 2 月 3 日等金判 1215 号 苗頁等 。 
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る 。 事故情報の登録は 大きなリスタ ( 「情報交流を 通して全情報機関 

に知れることになり、 与信 が拒絶される、 もしくは金融 料 が高くな 

る 」 ) となるため、 重要事項の説明として 会員規約 ( 約款 ) を配布す 
るだけでな @ 本人の意思を 十分に確認する 必要があ る。 前記裁判 
例 ( 大阪地判平成 17 年 2 月， 3 日金判 1215 号 47 頁 ) では「妻に対 

して、 本件印章により 銀行取引を含めた 生活全般の法律行為等を 行 

ぅ 包括的な代理権 を授与していた 趣旨と解する 方が自然であ る」と 
して表見代理が 認められた。 しかし、 情報主体本人からの 明示の同 

意を取得する 必要があ るとの理由で、 筆者は登録事項に 関する同意 
には代理はなじまないものと 考える。 

( 2 ) 約款記載条項に 関する説明義務 
前記とも関連して 約款記載条項同意についての 説明義務の必要小生 

について述べたい 6 。 情報 ( この場合は広義の 意味で ), 交渉力 め 格差 

については明らかに 消費者よりも 事業者の方が 有利であ る。 そこで、 

合意の暇 疵 の一類型として「情報提供不全」 という考え方があ るこ 

とを本章で示した ' 。 
これらは、 消費者契約法 ( 第 3 条、 第 4 条 ) の「不利益事実の 不 

告知ゴ を 禁止している 規定とも関連する。 また、 金融商品販売法第 4 

条 、 第 5 条においては、 説明義務違反に 対する損害賠償責任の 規定 
ヒも 関連する。 とくに金融商品販売法の 施行にともない、 同法にか 

かる「重要事項の 説明」文書が 配布され、 各種商品の予見可能な り 
スク が明示的に記載されている ( さらに顧客は 配布された文書を 読 

んで確認の意味で 署名捺印する 手続がとられている㍉ 
消費者信用取引においてもこれらの 法律を適用、 あ るいは準用す 
る 余地はあ るが、 ・より明確に 規定する必要があ ると思われる。 

6 説明義務については、 信用情報自体での 判決は見当たらないが、 
ダイヤル Q 2 事件 ( 最 利平成 13 年 3 月 27 日展 集 55 一 2 一 434 ) があ 
る 。 判旨には、 「 X ヒ しては、 一般家庭に広く 普及していた 加入電話 
から一般的に 利用可能な形でダイヤル Q 2 事業を開始するに 当たっ 
ては、 同サービス内容やその 危険性等にっき 具体的かっ十分な 周知 
を 図るとともに、 その危険の現実化をできる 限り防止するために 可 
能 な対策を講じておくべき 責務があ ったというべきであ るⅡとして 
( サービス内容を 熟知せずに利用すると 法外衣料金を 請求される リ 
スク があ ることなどの ) 説明義務があ ることが認められた。 
7 この点にっきすでに 第 1 章で山本敬姉教授による 見解について 若 
千の検討を行っている。 すな む ち、 第一は、 問題となる人に 着目し 
た 基礎づけで、 当事者間の情報力 め 格差に着目する。 そして、 
に 立っものに情報提供義務を 課す方が社会的利益があ るとする。 二 
っ 0 着目 点 、 は情報の および質において 優位に立っほうに 情報提 
供義務があ るとする考え 方であ る。 
特に生命・財産への 損害が及ぶ場合には 情報提供者側の 責任が大 
きいといえよう。 
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さらに、 約款についてほ 本論文 第 1 章で記述したよ う に消費者 契 

約法 では盛り込まれなかった 「不明確条項解釈準則」 を取り入れる 

ことが必要と 馬 、 われる 8 。 

4 . 開示義務の明文化 
本論文第 1 章で、 量三利平成 17 年 7 月 19 日 ( 金判 1221 号 2 頁 ) 

が 「貸金業者は 債務者から取引履歴の 開示を求められた 場合には 特 

段の事情のない 限り信義則上これを 開示する義務を 負 う 」 と 判 示し 
たことに言及した。 

業界の自主ルールは 開示について 定めてはいるが、 実際上は下級 

審 における裁判例からみても 開示義務の有無について 判断が分かれ 
ているよ う に、 自主ルールは 必ずしも業界では 厳格に遵守されてい 

なかった。 最高裁がこの 判決で初めて 取引履歴についての 開示義務 

を 認、 めたことから、 その射程が今後の 消費者信用取引にどのように 
影響を与えるか 注目しなければなるま い 。 

アメリカでは、 消費者信用保護法 (CCPA) の制定以前は、 本論文 第 
8 章のウィルソン 事件判決 (1971 年 ) で述べたようにトレードシーク ク 
レットの障害があ り、 原告の開示請求が 認められなかった。 従って 、 

与信 供与が受けられない、 そのために精神的な 負担が大きくなるな 

どの被害があ った。 

本論文第 2 章で論述したように、 アメリカ CCPA は取引内容の 開 
示を第一目的として 制定された。 PCRA でも開示に関する 詳細な規 

定 がおかれている。 消費者調査報告に 関する開示 ( 第 606 条 ) 、 政府 
機関に対する 開示 ( 第 608 条 ) 、 消費者に対する 開示 ( 第 609 条 ) 、 
消費者に対する 開示の要件および 形式 ( 第 610 条 ) 、 開示の手数料 ( 第 
612 条 ) であ る 9 。 とくに重要な 規定は第 609 条 (c) 項 (1) 号で、 「消費 
者 報告機関は、 この条の規定により 書面による開示をするときは、 

開示と共に、 消費者に対し、 次に掲げる行為をしなければならない。 
(A)  この編において 規定される消費者の 権 利について要約した 
書面を交付すること。 

8 上田誠一郎 F 契約解釈の限界と 不明確条項解釈準則 山 ( 日本評論社、 
2003 年 ) 2 一 8 頁では以下のような 記述があ る。 「消費者契約法立法 
過程において、 ． すぼ賛 者と事業者との 間の契約という 限定 つ きではあ 
るが、 より一般的な 形での契約解釈のルールとして 不明確条項解釈 
準則の採用が 提案された。 一中略 一 結局成立した 消費者契約法にお 
いては不明確条項解釈準則が 明文化されることはなかったが、 この 
ような経緯は 不明確条項解釈準則をどのように 理解し、 位置づける 
かが、 契約解釈に関する 理論および実務にとって 重要な課題であ る 
ことを浮き彫りにしたものといえよう。 」 
9 第 612 条については 2003 年の改正法で 新たに (a) 項に無料開示の 
規定が追加された。 
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(B) 消費者報告機関が、 全国規模で消費者に 関するファイルを 作 
成し、 これを保有するときは、 通常の営業時間において 消費者が消 

費者報告機関の 職員と連絡をとることができるようにするため、 消 

賛者広告期間の 設置する受信人払 い 電話の番号を 教示すること。 

一 」 とされている。 このように開示義務が 消費者の権 利を説明す 
る 役割も担っている。 

しかし、 評価及び情報源 ( 長谷川 注 : 消費者報告機関を 除く ) に関す 

る部分については 全面的に開示義務があ るわけではない。 すな む ち   
第 609 条 (a) 項 (1) 号 、 (2) 号の規定は以下のよ う になっている。 「 消 
賢者報告機関は、 消費者からの 開示請求を受けたときは、 次条 (a) 
項 (1) 号の規定に従い、 次の各号に掲げる 事項を明瞭かつ 正確に開示 
しなければならない。 (n  開示請求を受けた 時点における 消費者 フ 
アイル 中のすべての 情報。 ただし、 この号のいかなる 規定も、 消費 

者 報告機関に対し、 消費者のクレジット・スコアその 他の信用上の 危 

険度を表す指標又は 消費者についての 行動予測に関する 情報の開示 

を 義務づけるものと 解されてはならない。 
(2) 情報源。 ただし、 消費者調査報告の 作成に利用する 目的で取得 
し、 実際その他の 目的では利用されなかった 情報の出所は、 開示す 

る 必要がない。 しかし、 この編の下で 訴訟が提起された 場合には、 

  

その訴訟の係属する 裁判所における 適切な開示手続において 情報の 

出所を原告消費者に 開示しなければならない。 」。 FCRA ではこのよ 

う に規定されている。 

このような FCRA の諸規定は、 わが国においても 導入すべきだと 

考える。 ただし、 評価と情報源については 消費者の保護という 観点 
から原則として 開示を義務づけ、 例外として不開示が 認められるべ 

きことになるが、 不開示の範囲を 限定し、 不開示。 の要件も厳しくす 

る 必要があ る。 そして、 通常は消費者の 求めに応じた 開示義務を規 

定すべきと考える。 また、 手数料については 2003 年 FCRA 改正法 
では無料化が 規定された。 日本でも、 将来的には無料化を 目指すべ 

きであ ろう。 
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( 1 )  情報提供者の 中には信用情報機関も 含めること 
本論文で検討した 以外の日本の 裁判例のなかにおいても、 消費者 

と 信用情報機関の 間に契約関係がなれとして、 責任を否定されたも 

のが多い。 しかし、 今まで述べたよ う に、 情報機関独自で 情報収集 

を 行い、 会員からの求めに 応じて情報提供を 行っている限り、 当然 

情報提供者としての 賈 任を負うものと 考える。 とくに本節の 冒頭で 
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叙述した、 間接収集については 信用情報機関にも 明らかに責任があ 

る 。 

( 2 ) 免責要件について 

情報提供者 ( 与 偉業者、 信用情報機関等 ) に対し、 一定の要件の 下 

で 免責を認、 めることになるだろうが、 その場合でも 範囲を限定する 

ことが必要であ る。 本論文で取り 上げた裁判例では、 大阪地判平成 

2 年 5 月 21 日 刊時 1359 号 88 頁を除き、 信用情報機関には 責任を 

認めていない。 

アメリカにおける 免責要件をみると、 FCRA 成立前は、 信用報告 
機関に幅広い 相対的免責特権 が認められていた。 そのため、 信用報 

告機関には権 利行使の濫用があ ったことが、 立法過程の議会証言で 
も 明らかとなっている ( 第 4 章 第 1 節 ㍉ 

FCRA の遵守規定 ( 第 607 条 ) では、 「消費者報告を 作成するとき 

は、   報告に係る個人に 関する情報を 最大限可能な 限り正確に保った 
めの相当な手続に 従わなければならないⅡとされているが、 情報に 

誤りがあ ったからただちに 責任を負 う のではない。 「最大限可能な 限 

り 正確に保つための 相当な手続に 従」 っていれば免責され ぢる 。 し 

かし、 誤りを指摘されても 不注意により 放置したままにした 場合は 

過失による民事責任 ( 第 617 条 ) を問われる。 さらに、 誤 情報を再 
度 ファイルに含めるなどという 行為をした場合には、 故意による 違 

反の民事責任 ( 第 616 条 ) を問われることになる。 
情報の収集、 蓄積、 流通いずれの 段階においても、 誤 情報発生の 

可能性があ る点はアメリカに 限らず、 わが国でも同様であ る。 小さ 

な事務処理上の 誤りにも責任を 課すということになると、 信用情報 

0 円滑な利用が 妨げられ、 信用情報機関が 機能しなくなるおそれも 
ててくる。 ここで重要なのは、 いかにリスクを 最小限に抑え 信用 サ青 

報の正確性を 確保するかということであ る。 信用情報の適正な 手続 
及び管理が行われ、 注意義務を尽くしても 誤 情報が発生した 場合の 

法的処理として、 PCRA 第 607 条、 第 616 条の諸規定が 参考になる 
と思われる。 

6, 消 覚者の實 任 
これまでは、 事業者の責任について 述べてきたが、 2004 年に成立 
した消費者基本法では 新たに消費者の 責任が規定された。 基本理念 
は 第 2 条に定められ、 同条第 1 項は「消費者の 利益の擁護及び 増進 

に関する総合的な 施策 ( 以下「消費者政策」 という。 ) の推進は 、 国 

民の消費生活における 基本的な需要が 満たされ、 その健全校生活環 

境が確保される 中で、 消費者の安全が 確保され、 商品及び役務にっ 

い て消費者の自主的かっ 合理的な選択の 機会が確保され、 消費者に 

対し必要な情報及び 教育の機会が 提供され、 消費者の意見が 消費者 
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政策に反映され、 並びに消費者に 被害が生じた 場合には適切かっ 迅 

速に救済されることが 消費者の権 利であ ることを尊重するとともに、 

消費者が自らの 利益の擁護及び 増進のために 自主的かっ合理的に 行 
勒 することができるよう 消費者の自立を 支援することを 基本として 

行わなけれはならない。 」 と規定されている。 

また、 第 7 条 1 項は「消費者は、 自ら進んで、 その消費生活に 関 

して、 必要な知識を 修得し、 及び必要な情報を 収集する等自主的か 

っ 合理的に行動するよ う 努めなければならないⅡ、 同 2 項「消費者 

は、 消費生活に関し、 環境の保全及び 知的財産等の 適正な保護に 配 

虚 するよ う 努めなければならないⅡと 規定されている。 従って消費 

音信用情報の 分野に関しても、 立法化に際しては、 公正社取引のも 

と 、 十分な説明が 消費者になされることが 前提で、 その上消費者 墓 
本法の理念に 基づき   消費者の自立という 観点からの諸規定を 設け 

ることが必要であ る   現状では消費者の 自立を明確に 定めた特別法 
はいまだ存在せず、 この点において 消費者信用情報保護法に 関する 
特別法はその 最初の特別法とならなければならない。 

7 . 結語 
アメリカでは 信用報告機関の 権 利行使の濫用が 約一世紀近く 続い 

た 。 そのために被害の 救済を受けられなかった 消費者のために、 信 
月報告機関を 規律する FCRA が制定されたのは 1970 年であ った。 そ 

の後、 40 年近く経た今日も、 幾度かの改正を 経て消費者信用保護法 
(CCPA) という一大法律体系の 第六編として 重要な一翼を 担っている   

他方、 わが国では現在のところアメリカの FCRA に相当する法律は 

整備されていない。 コンピュータの 普及をはじめ 急速に発達した 情 

報化社会において、 信用情報機関の 実際的な機能に 対し、 貨主信用、 

売主信用という 伝統的な法概念の 枠組みでは全体的、 包括的な対応 

が 難しくなってきている。 加えて、 業態別に規制する 行政法規によ 

る 規制は、 今日の企業の 吸収・合併の 活発化に対し、 整合的に対応 

する必要も迫られている。 また、 消費者もよりいっそうの 責任を問 

われることになったが、 その際に消費者に 対し、 十分な情報提供が 

なされなけれ ば ならない。 

今後わが国は 一層のカード 社会、 クレジット社会になると 思われ、 

消費者 ィき ・ 用 情報に関する 全般的な整備が 必要とされるであ ろう。 公 
正 、 透明、 理解が容易であ る包括的な消費者信用情報を 規律するル 

ール作りにむけて 十分な検討が 望まれる。 本論文では、 重要な論点 

を 集約し立法化への 提言としてまとめたが、 これらをもって 今後の 

法的整備に資することができれば 幸 い であ る。 
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